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法整備支援のその先 

―新時代における国際民商事法センター（ＩＣＣＬＣ）―

公益財団法人国際民商事法センター理事長　

大　野　恒太郎

（ごあいさつ）

　私は，昨年６月，公益財団法人国際民商事法センター（International Civil and Commercial 

Law Centre，以下ＩＣＣＬＣ）理事長に選任された。

　先の理事長である原田明夫氏が昨年４月に亡くなられたことは，ＩＣＣＬＣにとっても

痛恨の極みであったが，そうした中，図らずもその後任理事長のご指名を受けた。もとよ

り浅学菲才であり，原田氏のような国際的経験も声望もないが，お引き受けした以上は，

微力であっても誠心誠意理事長の職を務め，ＩＣＣＬＣの活動を通じ，我が国による法整

備支援の発展や，民商事法の分野におけるアジア諸国等との相互理解の促進のお役に立ち

たいと願っている。

　今回，法務省法務総合研究所国際協力部（ＩＣＤ）から本稿執筆の機会を与えられたの

で，同部とも関係の深いＩＣＣＬＣの歩みを簡単に振り返った上で，新しい時代の下にお

けるその役割等について述べることとしたい。

（ＩＣＣＬＣの歩み）

　ＩＣＣＬＣは，１９９６年に設立され，昨年１月には財団創立２０周年の記念式典を挙

行した。

　設立当時，森嶌昭夫氏（当時名古屋大学教授）をはじめとする先覚者の方々によってベ

トナムに対する法整備支援が開始されていたものの，まだ法務省にもこれを担当する部署

が置かれていないような状況だった。そこで，当時の国際協力事業団（ＪＩＣＡ）が政府

開発援助（ＯＤＡ）の一環として行う法整備支援事業の委託を受けてこれを民間の立場か

ら支援する組織として，多くの方々のご尽力により，ＩＣＣＬＣが創立されたものである。

創立に関わられた方々の中で，三ケ月章氏（元法務大臣，東大名誉教授），伊藤正氏（元

住友商事会長，ＩＣＣＬＣ初代会長），前田宏氏（元検事総長，元ＩＣＣＬＣ評議員），原

田氏（当時法務省官房長）は既にお亡くなりになっている。

　現在においても，ＩＣＣＬＣの業務の中で最も大きな柱は，国際協力機構（ＪＩＣＡ）

の委託を受け，法務省等が行う法整備支援活動を側面から支援することである。我が国が

これまで積み重ねてきた法整備支援活動は，「寄り添い型」などと呼ばれるように，相手

国の自主性を尊重する観点から，長い期間をかけて相手国の実務家と協働し，その実情に

合った法制度の整備を行うとともに，法律実務家の養成や実務運用の向上にも取り組むも
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のであった。

　私自身は，直接法整備支援に関わったことはないものの，法務事務次官在任当時，ベト

ナムとカンボジアに出張し，現地における長期派遣専門家の献身的な活躍ぶりを見聞して

胸を熱くしたことがある。また，ベトナムでは，司法省等に名古屋大学で学んだという幹

部職員が多いことにも目を瞠る思いがした。

　現在重点援助対象国とされているのは，ベトナム，カンボジア，モンゴル，ラオス，ウ

ズベキスタン，インドネシア，バングラデシュ，ミャンマーの８か国であり，ネパール，

東チモールやアフリカ諸国等に対しても必要に応じて支援を行うこととされている。

　ＩＣＣＬＣは，ＪＩＣＡから委員会や作業部会の運営を受託し，これらの支援先国から

関係者が研修等で来日した際には，日本側関係者との間の意見交換会を開催するなどして，

相互理解の増進を図っているところである。

　ＩＣＣＬＣの業務のもう一つの大きな柱は，研究会等を通じて，我が国と相手国との間

で相互の法制や運用についての理解を深め，それらの向上を図ることである。

　そうした事業の中で，日中民商事法セミナーは，中国国務院国家発展改革委員会を相手

方とし，１９９６年以来２０年間にわたり日本と中国の交互開催の下に続けられてきた。

そして，その間における中国の経済や制度の発展に伴い，採り上げられるテーマも年々よ

り専門的で高度なものになっており，直近の２０１６年に開催されたセミナーでは，「Ｐ

ＦＩ（民間資金活用事業）及びＰＰＰ（官民パートナーシップ）」が採り上げられた。

　また，日韓パートナーシップ共同研究は，日本の法務省・最高裁と韓国の大法院の間で，

不動産登記，商業登記等の制度や運用について共同研究を行うもので，１９９９年以来相

互訪問を重ね，既に１８回を数えるに至っている。基本法周辺の法制度や運用の向上を図

るものである点において，先駆的な取組であると評価することができるであろう。

　さらに，アジア諸国の民商事法に関する調査研究の例としては，関西の学者・実務家の

方々が中心になって進められているアジア・太平洋民商事比較法制研究がある。これは，

主として企業法務の観点から重要なテーマを採り上げて研究を行うものであり，その成果

はシンポジウムで公表するとともに，ＩＣＣＬＣの出版物「ＩＣＣＬＣ ＮＥＷＳ」に特

集して刊行している。昨年は，「東南アジア４か国におけるコーポレート・ガバナンス―

ベトナム・カンボジア・ミャンマー・インドネシア―」をテーマとする研究結果が発表さ

れた。

　一方，地方における取組としては，国際民商事法金沢セミナーを挙げなければならない。

これは，北國新聞社をはじめとする地元有力企業の並々ならぬご尽力により毎年開催され

てきたもので，本年その２２年目を迎える。セミナーでは，アジア経済と関係の深い企業

や諸機関，学者の方に国際取引の実務やその法的課題に関する講演をお願いし，その後パ

ネル・ディスカッションを行うなどしている。経済のグローバル化が全国各地に及び，地
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方に拠点を置く企業の海外展開も通常のこととなっている現在，このセミナーは，地方に

おられる方々に対して法整備支援やアジア法に関する発信を行うとともに，様々な問題意

識やニーズを直接受信する貴重な機会となっている。

　ＩＣＣＬＣは，一昨年ＪＩＣＡ理事長に表彰されたことに続き，昨年７月には外務大臣

表彰を受けた。これは，これまでＩＣＣＬＣが積み上げてきた実績が，アジア地域を中心

とする各国の民商事法とその運用の発展に寄与するとともに，より良い国際経済取引の法

的枠組みを探求し，国際社会の繁栄と安定に貢献したなどとして高く評価されたものであ

る。

　２０年前にＩＣＣＬＣの創設に関わられた方々の先見の明に改めて敬服するとともに，

その後着実にＩＣＣＬＣの業務に取り組まれてきた幾多の関係者の方々のご尽力に心から

感謝する。

（新時代におけるＩＣＣＬＣの役割等）

　さて，ＩＣＣＬＣが設立された２０年前と現在とを比較すると，アジアの民商事法をめ

ぐる環境には極めて大きな変化がある。当時は，かつての社会主義経済を市場経済に転換

していくための法整備の重要性が強調されたのであるが，その後，中国をはじめとするア

ジア経済は目覚ましい発展を遂げ，今や欧米の先進国に迫る勢いを示している。そして，

急激なＩＴ化の進展は，人々の生活や社会経済の在り方を抜本的に改めつつあり，こうし

た分野では，中国等の方が我が国よりもむしろ先に進んでいる様相すら呈している。

　また，ベトナムのように，その成長により，これまでの法整備支援を支えてきた枠組で

あるＯＤＡの対象から外れることとなる国も出てこよう。

　このような状況を背景に，相手国が求める法整備支援の内容も，かつてのベトナムやカ

ンボジアにおけるような基本法の整備から，近年はインドネシアやミャンマーのように，

知財制度の整備等より実務的今日的なテーマに移りつつある。

　現在，法整備支援については，国際的なドナー間の競争が激しさを増している。そうし

た中で，我が国がその役割を果たしていくためには，これまで高く評価されてきた「寄り

添い型」支援の長所を活かしながら，同時に，相手国の具体的なニーズに応じ，より柔軟

で迅速な対応を行うことも必要とされるであろう。

　また，我が国に求められる法整備支援の方法も，日本がかつて欧米の法制度を継受した

経験に基づき相手国を指導するという方向から，急速に発展するＩＴ分野などを中心に，

新たに生じている法的問題への対処を相互に研究し，協働するという双方向的なものへと

次第に変化していくように思われる。元来比較法の研究は，相手国の法制度や運用を向上

させるということにとどまらず，翻って自国の法制や実務を見直してより良いものにする

上でも有益な知見を得る契機を有しているのであるが，近年における急激で国境を越えた

社会経済の進展は，これに対応すべき法制度やその運用について，一層共同研究作業の重
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要性を高めるものであろう。

　そのような中で，日中民商事法セミナーは，先程も触れた通り，取り扱うテーマが相互

に関心の高い今日的で高度なものになっているのであり，各国との共同研究や国際協力の

在り方について，将来の方向性を示すものと考える。ＩＣＣＬＣとしては，今後は，一般

財団法人日中経済協会とも連携し，このセミナーが一層充実したものになるように努めて

いきたい。

　もとより法整備支援は，それぞれの社会的文化的歴史的背景に由来する相違を認識して

許容することがその前提をなすものであるが，その一方で，共通する法的課題に対する共

同研究作業が広がれば，将来的には国際的なスタンダートの形成にも寄与することを期待

し得ると思う。

　ところで，ＩＣＣＬＣは，現在約７０社に上る企業や法律事務所の会員によって支えら

れている。こうした会員企業等は，国際的な業務を遂行する上で，平素様々な法的な問題

に直面しており，これに対処するために有益な情報や伝手を求めるとともに，相手国にお

いて安定した事業展開を可能にする基盤として，その法制度や司法システムが整備される

ことを期待している。

　そうした中，２０１３年に改訂された政府の「法制度整備支援に関する基本方針」には，

相手国における法の支配の確立に加え，新たに日本企業の海外展開に有効な投資環境整備

という視点が盛り込まれた。また，昨年６月に発表された政府の「経済財政運営と改革の

基本方針２０１７について」や「未来投資戦略２０１７」は，我が国企業の国際展開を推

進するための方策として「法的側面支援」等に言及している。さらに，政権与党である自

民党の司法制度調査会も，「司法外交の新機軸：５つの方針と８つの戦略」の中で日本型

司法制度支援の展開とともに，国際仲裁等国際紛争の司法的解決における我が国の役割の

拡大や海外に進出した中小企業の国際司法対応力の強化等を提言している。これらは，現

在我が国を取り巻く社会経済の実情を踏まえたもので，会員企業等の期待とも重なるとこ

ろが大きい。

　会員企業等が有する実務的観点からの要望や意見を法務省等に正しく伝えることによ

り，できる限りそれを国の「戦略的な」法整備支援プログラム等に反映させていくことは，

ＩＣＣＬＣの重要な役割である。ＩＣＣＬＣとしては，これまでも，支援対象国の実務家

等を我が国に招いた際には，関心を有する会員企業等に可能な限り懇談会等に参加して国

内外の関係者と意見交換を行っていただけるよう努めてきたところであるが，今後，一層

会員企業等の問題意識に応える活動を展開していくこととしたい。

　一方，この２０年の間に，法整備支援やアジア諸国等の法律問題に取り組む実務家や学

者の側にも大きな変化が生じている。

　アジア諸国との間の法務ビジネスが急成長を遂げている状況の下で，若い法曹や学者が

法整備支援等に取り組むことは，相手国の社会や文化を深く理解し，法務関係者に貴重な
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知己を得る上で，誠に得難い経験となる。取り分け，相手国に長期間派遣されて法整備支

援活動等に当たることは，異なる環境の下で言語をはじめ様々なご苦労があることは想像

に難くないが，その反面，いわば日本の法律関係者を代表するような立場で，国内にいる

時とは比較にならないほど広い守備範囲を受け持ち，自らの裁量に委ねられるところも大

きいことから，やりがいに富んだものであることに相違ない。

　したがって，若い法律家が法整備支援をはじめとするアジア法の最前線に身を置くこと

は，相手国や日本の社会経済にとって有益であるというにとどまらず，本人にとっても，

大きな成長の機会を提供するものであろう。そして，そのことは，将来，裁判官，検察官

あるいは弁護士というような従来の枠に固定されることなく，国際的に活躍する法律家と

してキャリアを築いていく上で有力な足がかりとなると思われる。

　私は，１０年ほど前，検事の採用面接を行った際，少なからぬ数の検事任官志望者が将

来取り組みたい業務として法整備支援を挙げたのに驚いたことがあるが，今やそれは異と

するに当たらない。ＩＣＣＬＣは，２０１０年から毎年，名古屋大学法政国際教育協力研

究センターや慶應義塾大学大学院法務研究科等と連携して，主として若い世代に向けた法

整備支援に関する企画を実施しているが，その導入部に当たる「法整備支援へのいざない」

には毎年１００名をはるかに超える若手弁護士，司法修習生，学生の方々等が参加してい

ることからも，法整備支援に対する関心の高まりを看取することができる。そして，日弁

連の国際司法支援活動弁護士登録制度には，多数の弁護士が登録してその活動に参加して

いるとのことであり，法整備支援に関する講座を設ける大学も増えていると聞く。

　そうした意味で，この分野は，人材を確保育成していく面においても，将来性に富んで

いるのである。

　さらに，法整備支援や，法制度・運用に関するアジア各国との相互理解を発展させてい

くためには，国内的には企業をはじめとする各方面の理解と支援が不可欠であり，国際的

にも関係国から我が国の法整備支援の意義等について積極的な評価が与えられることが必

要である。そのような観点からは，法整備支援の意義等に関し，国内外に対して積極的な

発信を行うことが肝要である。

　こうしたことから，本年１月に開催された法整備支援連絡会においては，「日本の法整

備支援の発信力―どんなメッセージを伝えられるか―」がテーマとして採り上げられた。

この会議においては，現職の閣僚として初めて出席された上川陽子法務大臣から法整備支

援等の発展に向けて大変力強いご挨拶をいただいたのをはじめ，様々な立場から傾聴すべ

き意見が活発に開陳された。

　ＩＣＣＬＣとしても，関係諸機関と連携し，これまでにも増して積極的な広報に努めて

いきたい。

　最後に，法の支配について触れないわけにはいかない。

　国連は，２０１５年，国際社会が目指すべき共通の目標として，「我々の世界を変革する：
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持続可能な開発のための２０３０アジェンダ」（いわゆるＳＤＧｓ）を採択し，その中で

法の支配への言及もなされている。我が国がこれまでソフトインフラの中でも取り分け法

整備支援に力を入れてきたのは，法の支配の確立こそが，真に人々の生活を安定させ，経

済的な発展や国際平和の基盤となるものと信じているからである。そして，ここでいう法

の支配とは，社会や経済における諸活動が法というルールによって規律され，担保される

という側面と，政府による権力行使が法によって制約されることにより，市民の人権や自

由が保障される側面の両面を有すると言ってよいであろう。ＳＤＧｓも基本的には同様の

認識に立つものと理解される。

　そうした観点から見ると，現在，一部のアジア諸国には政府権力を法によってコントロ

ールするという側面における法の支配が後退し，民主主義や人権との関係で懸念される状

況がないとは言えないが，ＩＣＣＬＣの活動は，基本的には政治とは切り離された民間の

ものであることから，懸念される状況に対しては個別に慎重に対応をしていくほかはない

と考えている。

　以上の通り，法整備支援やＩＣＣＬＣを取り巻く情勢は現在大きく変化しつつあり，今

や「法整備支援のその先」についての対応が求められる時代を迎えている。

　そうした中で，ＩＣＣＬＣが引き続きその役割を果たしていくためには，民間の機関で

あるという身軽さを活かしながら，関係する法務省法総研国際協力部・外務省をはじめと

する政府諸機関，ＪＩＣＡ，弁護士会，大学，会員企業等を結ぶ要として，新たな状況や

課題に的確に取り組んでいく必要がある。

　幸いＩＣＣＬＣは高い見識と豊富な経験を有する役員と優秀で献身的なスタッフを擁

し，長年にわたる活動で培った国内外における各方面との人的繋がりを有する。そして，

ＩＣＣＬＣがこれまで関西の企業，大学，法律事務所等の関係者との間で法整備支援やア

ジア各国の民商事法制・運用の研究について育んできたネットワークは，ＩＣＤが大阪か

ら昭島に移転した後も，大切に維持して発展させていかなければならないと考えている。

　ＩＣＣＬＣとしては，そのような人的体制を基盤として，新しい時代の下で積極的にそ

の役割を果たしていきたい。

　皆様方に対しては，今後も，ＩＣＣＬＣの活動に対するご理解をいただくとともに，Ｉ

ＣＣＬＣと力を合わせ，法整備支援やアジア諸国等との間の法的相互理解の発展に取り組

んでいかれるよう切にお願いする。
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議事録係として法整備支援に携わって

公益財団法人国際民商事法センター研究員　

長　屋　　　寿

（ながや　ひさし）
１９８１年岐阜県生まれ。公益財団法人国際民商事法センター研究員・議事録係。明治大学大学院
在学中に議事録作成業務を開始。現在に至る。

１．はじめに

　私が初めて法整備支援に携わったのは今から約９年前，カンボジアの不動産登記に関す

る会合に議事録係として参加した時でした。大学のゼミの先輩に紹介され，その業務を引

き継ぐ形で始めたものです。議事録の作り方も知らなければ法整備支援のことさえ知らな

い，そんなスタートでした。それからはひたすら試行錯誤の繰り返しで，常に己の力不足

を痛感してきました。それでも，多くの関係者の方々に助けられ，教えられ，何とか今日

まで続けることができました。改めて振り返り，既に９年も経っていたのかと我ながら驚

いています。

　その間，ラオス，ミャンマー，ベトナム，ネパール，インドネシア等々，様々な国や人

と関わる機会を持ちました。いずれもかつては縁遠く，今では親しみを感じる大切な存在

となりました。そこで得られた経験は，この業務に携わらなければ一生触れることのでき

ないものばかりだったと思います。

　私が法整備支援に関わることができるのは議事録を依頼されたときに限られるため，知

識や経験は断片的なものにすぎません。そのような拙い経験の中から，議事録のこと，法

整備支援のことなどについて少し綴らせていただきたいと思います。

２．議事録というもの

　ひと口に議事録といっても，そのスタイルは一様ではありません。発言を一言一句違わ

ず文字起こしするもの，レジュメやメモ書きのような簡潔なもの，さらには「協議の結果，

議題につき全会一致で可決された」の一行で済まされるものさえあります。「議事録とは

かくあるべし」といった基準もないようで，人によってそのイメージは異なります。

　そのため，依頼者によって議事録の形は変わります。「発言は全部記録するように」と

言われることもあれば，「なるべく短く」と言われることもあります。また，特に要望が

ない場合は作成者によって様々な議事録が作られることになります。他の方が作成された

議事録を見ると自分のものとは随分異なっており，それぞれに工夫が凝らされていて大い

に参考になります。

　私が議事録と聞いてイメージするのは『法典調査会 民法議事速記録』です。現行民法

寄　稿
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の起草に係る資料であり，学生時代，論文を書く際に随分お世話になりました。速記録な

ので比較的話したままを記録しているものと思いますが，１００年以上前の人々の生の声

が聞こえてくるようで，読むだけでもなかなか面白いものです。これを読んでいた頃はま

さか自分が議事録を作ることになるとは想像もしていませんでしたが，私にとって議事録

の一つの理想形といえます。

　私が議事録を作成する際には，ＡＧ会合と本邦研修とでその形式を変えています。まず，

ＡＧ会合の議事録はなるべく短くまとめるようにします。依頼者が簡潔な議事録を望んで

いるというのが一番の理由ですが，ＡＧ会合の場合は発言者が皆日本人であることが多く，

発言内容を把握しやすいため短くまとめることが比較的容易であるという理由もあります。

　一方，本邦研修の議事録は発言をそのまま文字起こしする形式に近いものにしています。

本邦研修は基本的に通訳を介して行われるのですが，通訳された日本語が理解しづらいと

いうことが時々あります。これは彼我の言語構造の違いによるものであり致し方ないとは

いえ，議事録を作成する際には頭を悩ませることになります。そのまま文字起こしすると

不自然な日本語になってしまいますが，「きっとこう言いたかったのだろう」と安易に修

正してしまうと発言の趣旨を損ねるおそれがあります。日本側と相手国側とで理解にズレ

があることは珍しくなく，実際，教官や専門家の方々が「え，そういう意味だったの！？」

と驚かれる姿を今まで何度も目にしてきました。素人である私であればなおさらその危険

性は高く，したがって修正は最小限に止めるようにしています。

　いずれにせよ，「重要な情報を落とすまい」と慎重になると議事録は冗長なものになり

がちで，その分チェックされる方々に余計な負担をおかけすることになってしまいます。

他の議事録係の方々が作成されるような簡にして要を得た議事録を作れるようになりたい

ものですが，まだまだ精進が足りません。

　議事録を依頼される場合，「こういう議事録を作ってもらいたい」という要望があれば，

サンプルを見せるなどして事前に議事録係に伝えておくとよいのではないでしょうか。

３．法整備支援について

　法整備支援はまず第一に相手国のために行われるものですが，日本側が相手国の法律の

みならず文化や言語などの多様な知識を得ることのできるまたとない機会でもあると思い

ます。それは私にとっても同様で，法整備支援に関わることで多くの貴重な経験をさせて

いただきました。

　私は大学では民法を専攻していましたが，それ以外の法分野については大した知識を持

ち合わせていません。そのような者が専門家同士の議論を記録するわけですから，今でも

議論についていくのは大変です。訳も分からずメモを取り，家に帰って音声を聞きながら

本やネットでひたすら調べる，毎回その繰り返しです。また，本邦研修などでは外国の方々

との議論を記録することになり，飛び交う外国語に苦しめられることも少なくありません。

日本語にない発音もカタカナで表記しなければならず，私一人では対応するにも限度があ

ります。そんなとき，ＡＧの先生方，教官や専門家の方々，そして通訳の方々にどれほど
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助けていただいたか分かりません。こちらの初歩的な質問にも優しくお答えくださり，時

には懇切丁寧なメールをお送りくださることもありました。そうやって得られた知識が少

しずつ積み重なることで，徐々にではありますが，ある国で得られた知見を他の国にも活

かすといったこともできるようになってきました。法律や言語のプロの方々の謦咳に接す

ることができる，これは法整備支援に携わることで得られる最も大きな喜びの一つです。

　また，法整備支援は外国の専門家の方々と接することができるよい機会でもあります。

本邦研修で来日された研修員の方々のお話はどれも興味深く，こちらの常識や固定観念が

揺さぶられることが多々あります。国家体制や文化の違いが法に与える影響というものも，

日本法だけ学んでいると見過ごしてしまいがちです。例えば所有権一つとっても資本主義

国と社会主義国とでは考え方が異なり，日本の先生方でさえ研修員の方の説明を聞いて「あ

あ，そうか」と驚かれることがあります。法の多様性を肌で感じることができるというの

も法整備支援の現場ならではだと思います。

　研修員の方々といえば，どなたも親切かつ個性的で，研修の度に楽しい思い出を頂いて

きました。皆さんそれぞれが国家の重責を担って来日されているのですが，気取らず偉ぶ

らず，いつも対等な相手として接してくださることは本当にありがたく思っています。部

屋の片隅で小さくなっている私にも気さくに声を掛けてくださったり，母国の食べ物を差

し入れてくださったり。とある研修の初日，何年もお会いしていなかった方に「元気でし

たか？」と笑顔で話しかけていただいた時は嬉しくて目頭が熱くなりました。日本側と真

剣に議論を交わされる姿，休憩時間にお菓子を頬張りながら談笑される姿，マイク片手に

朗々と民謡を披露される姿等々，議事録係の席から覗いた研修員の皆さんの印象的な姿は

数え切れません。

　そして，これは多くの方が異口同音におっしゃることですが，日本側の支援態度，とり

わけその粘り強い態度には常々感銘を受けています。話し合われる内容が高度であること

に加え，文化・伝統・言語等の違いにより意思の疎通がうまくいかないことはよく起こり

ます。何度言っても伝わらない，理解してもらえない，そんなときでも日本の先生や専門

家の方々は辛抱強く説明を繰り返されます。「それはさっきも言ったじゃないか」と会議

室の後方で私がやきもきしているのとは対照的に，あくまで穏やかに語られる姿にはただ

ただ頭が下がります。外国の支援の中には「我々の制度と同じにしなさい」と一方的に押

し付けるものもなくはありません。「それでは意味がない。彼らが自ら考え，理解し，作

り上げたものでなければならない」と日本の先生や専門家の方々はおっしゃいます。これ

は言うに易く行うは難しであり，そのために費やされる労力は図り知れません。本当に相

手国のことを思っていなければできないことであり，それが上記のような粘り強い態度と

して表れているのだと思います。これは日本による支援の美点として大いに誇ってよいこ

とではないでしょうか。

４．法律の言葉の厳密さについて

　議事録を作るようになって，日本語だけでなく言葉そのものについて関心を持つことが
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多くなりました。その中で，最近特に気になっていることを一つお話ししたいと思います。

　日本で法律を学んだ人であれば，「法律の言葉は厳密に用いなければならない」という

ことは常識になっていると思います。法律の言葉が曖昧であった場合にどのような不都合

が生じるかについては説明するまでもないでしょう。日本における法律の言葉の厳密さ・

難解さは素人には近寄りがたいものがありますが，正確さを期するという意味では非常に

高いレベルにあると思います。

　しかし，法整備支援で各国と関わると，そのような日本側の常識が通用しない場面にし

ばしば遭遇します。例えばラオスなどはそうなのですが，一つの概念を表すのに複数の言

い回しを用いることが常態となっています。「違う言葉を使っているが意味は同じ」とい

うのは法学部上がりの私などには馴染みにくいもので，研修などで一つ一つ確認していく

必要があります。日本の専門家の方々も「一つの概念には一つの言葉を用いるようにして

ください」と長年訴えてこられたのですが，思いのほか相手国側の同意を得られません。

「それは言葉として美しくない」というのがその理由だそうです。「法律と文学は違いま

すから」と反論しても「言葉は文学である」と言い返されるなど，文化の違いをこれでも

かと思い知らされます。昔，英語の授業で「同じ表現を並べた文章は頭が悪く見える」と

教えられたことを思い出します。実際，ラオスの法律を読むと，全く同じ構文なのにあえ

て表現を変えていたりして，「同じ表現を繰り返してなるものか」という執念のようなも

のさえ感じることがあります。現在起草作業中のラオス民法典の草案でも，ＡＧの先生や

専門家の方々の指摘によって用語の統一が図られた部分は少なくありません。

　何とかならぬものかと常々思っていたのですが，最近その考えが揺らいできました。き

っかけは昨年の夏。知り合いの大学教授の依頼でイタリアの論文を翻訳したのが事の発端

でした。それは日本について書かれたものだったのですが，引用された日本法のイタリア

語訳を読むと，日本語では同じ用語であるものがイタリア語では様々な言葉で翻訳されて

いたのです。一例を挙げると，日本語であれば「権限」という言葉で統一されるべきとこ

ろが，「権限」「権能」「権力」「能力」「自由裁量」等々，多種多様な言葉で表現されてい

るのです。地の文であればともかく，法規範の文章でさえそうであることに驚きを禁じ得

ませんでした。ラオスでの経験が蘇り，まさに「ブルータス，お前もか」との思いでした。

同教授にお尋ねしたところ，イタリアではそれが普通だそうで，弁護士の書く文章でさえ

同様とのことでした。同教授も翻訳の際には難儀されているそうで，「こちらが何を言っ

ても『何も問題はない』と一顧だにされない」と嘆息されていました。

　これはイタリアだけの話なのかと思い，隣国フランス法の先生にもうかがってみました。

フランスも全く同じだそうです。「彼らは日常の言葉で法律を書くからね」とおっしゃっ

ていたのが印象的でした。フランス民法典の成立過程を考えると，これは「法律は誰のた

めのものか」ということとも関わってくるのかもしれません。また，スペインでも事情は

変わらないようで，山田信彦編著『スペイン語法律用語辞典』のはしがきにも同じような

嘆息が綴られています。これら三国は言葉が似ているため，もしやと思ったのですが，法

律の言葉遣いについても似ているようです。
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　当初，法律の言葉を厳密に用いないのは東南アジアに特有の現象であり，やがて法律学

が発達すれば自然と厳密になるであろうと単純に考えていました。しかし，長い法の歴史

を有する伊仏西でも同じであるとすると，「一つの概念には一つの言葉を」というのは案

外世界的常識とは言えないのではないか？　それを相手国に求めることに問題はないの

か？　このような疑問を抱くようになりました。もちろん，私のごく限られた知見だけで

そう判断することはできませんし，伊仏西がむしろ世界的に特殊であるという可能性も否

定できません。ただ，今まで当然だと思っていたことが揺らいで不安になったことは確か

であり，この点については今後も調べる必要があると思っています。

５．最後に

　最後に，今までお力添えをいただきました関係者の方々に感謝を申し上げたいと思いま

す。ＡＧの先生方，法務省法務総合研究所国際協力部の教官，専門官，事務官の皆様，Ｊ

ＩＣＡの専門家，職員の皆様，通訳の皆様，そして公益財団法人国際民商事法センターの

皆様に厚く御礼申し上げます。私の拙い仕事が少しでも皆様のお役に立てているのであれ

ば望外の喜びです。
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プノンペンの平日（３）　カンボジア法整備支援の日常

ＪＩＣＡ長期派遣専門家　

内　山　　　淳

【目次】

　１　平日の朝

　２　平日の午前

　３　平日の昼休み（以上，前々号）

　４　平日の午後

　５　平日の夜（以上，前号）

　６　平日の特別行事

　（１）プノンペンにて（以上，本号）

　（２）プノンペンを離れて

　７　番外編「プノンペンの休日」

　前回までは，「普通の平日」をお伝えしました。今回は，「特別な平日」の様子です。法

整備支援の日常には，スパイスになるような特別行事が不定期にやってきます。長期派遣

専門家は，その時々に応じて，様々な役割を演じますが，それらは知られざる一面かもし

れません。一人二役，･･･いや，三役，四役の姿を御覧ください。

６　平日の特別行事

（１）プノンペンにて

　　企画する
　　長期派遣専門家は，ときに「プロデューサー」になります。

　　プロジェクトでは，日常のワーキング・グループだけでなく，より多くのカンボジア

の法律家に知識や経験を共有してもらうため，不定期に各種セミナー1を開催します。

プロジェクトの波及効果が期待できる特別行事です。

　　長期派遣専門家は，セミナーの開催時期，場所，テーマ，当日の進行などについて考

え，カンボジア側と協議しながら，よりよいセミナーとなるように工夫します。

　　セミナーの表舞台で活躍するのは，日本から来てくれる講師陣，それを支えるのは，

通訳と翻訳を担当するプロジェクト・スタッフです。

　　講師陣は，主にＩＣＤ教官や日本の弁護士，大学教授です。講義では，カンボジアの

法律を解説したり，カンボジアの実務で問題となっている事柄を取り上げて検討したり

します。

1 過去の現地セミナー（一部）の様子は，ＩＣＤのホームページ参照。
http://www.moj.go.jp/housouken/houso_houkoku_cambo.html
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　　ここで重要なのは，準備です。

　　まず，講義資料です。長期派遣専門家は，日本にいる講師とメール等で連絡を取りな

がら，当日使う講義資料を検討しますが，通常は，映写できるスライド（パワーポイン

ト）形式の資料にしてもらいます。そうすれば，図やイラストを盛り込んで，視覚的に

分かりやすくできるからです。また，日本語をクメール語に翻訳すると，性質上，文字

量がかなり多くなるため，スライド１枚にどのくらいの情報量を盛り込むかなどを吟味

する必要もあります。

　　コンサートやライブなどでは，本番のステージで観客に満足してもらうために，様々

な工夫をするようですが，セミナーも同じかもしれません。講師陣の知識と経験を参加

者に分かりやすく伝え，一人でも多くの参加者に満足して帰ってもらうためには，様々

な工夫が必要な気がします。ちょっと過保護かもしれませんが。

【セミナーで使うスライドの例（同じページの日本語版とクメール語版）2】

　　準備としては，通訳も重要です。セミナーでは，カンボジア語（クメール語）の通訳

が必要ですが，通訳人が理解できない言い回しは，絶対に参加者にも理解できません。

ですから，事前に講師と通訳人が打合せをして，講義内容を最終確認します。ぶっつけ

本番は禁物です。

　　ちなみに，通訳では，話し手の側がいろいろと気を付けた方がいい点があります。

　　例えば，日本語独特（？）の曖昧な表現は要注意です。例えば，「そのように解釈す

る余地がないわけではないと言えるかもしれません。」などです。セミナーでは，つい

玉虫色の答えをしたくなるような質問が出ることがあります。しかし，通訳人としては，

「結局，そのように解釈できるの？できないの？」とツッコミを入れたくなるかもしれ

ません。

　　その他にも，「急がば回れ」，「一期一会」などの慣用的な表現も気を付けないといけ

ません。初めて聞いた通訳人の頭の中には，「どこを回る？」「苺？一語？」などの疑問

2 日本語版は，福岡文恵ＩＣＤ教官作成。クメール語版は，プロジェクト・スタッフが翻訳。
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が渦巻くかもしれません。日本語として洗練された表現は，必ずしも通訳に適している

とは言えないようです。

　　まだまだいろんな「通訳あるある」が存在しますが，それだけで今号の紙面を埋め尽

くしてしまいそうなので，割愛したいと思います。3

　　さて，話を戻して，「準備」についてです。日本側は，いつも入念過ぎるほどの準備

をしますが，カンボジア側とはかなりの温度差があります。ちょうど日本とカンボジア

の気温差くらいでしょうか。

　　そもそも数か月先の予定を決める習慣がないのか，直前まで決まらないハラハラ感が

好きなのか，時間の流れがメコン川のように悠久なのか，正確な理由は分かりませんが，

カンボジア側との調整では，予定がなかなか確定しないことがしばしば。

　　ただ，逆に言うと，直前になっても柔軟に予定を変更してくれることがあるので，急

遽，関係者と会えたり，施設見学ができたり，資料をもらえたりして，想定外の喜びを

味わえることもあります。事前の不安が杞憂であったかのように，結果的には，うまく

いったということも多いです。

　　確かに，「終わりよければ，全てよし。」と言いますが，やはり準備万端で臨み，「備

えあれば，憂いなし。」を実践したいところです。

　　講義する
　　長期派遣専門家は，ときに「臨時講師」になります。

　　カンボジアの裁判所やカンボジアの弁護士による自主セミナーなどから，講師をして

ほしいと頼まれることがあります。先ほどのプロデューサーとは別に，自ら主演を務め

るセミナーもあるわけです。これも，プロジェクトの波及効果が期待できる特別行事で

す。

　　日本が支援したカンボジアの民法や民事訴訟法には，カンボジアであまり知られてい

ない用語や概念が数多く盛り込まれています。また，日本と異なり，現在でも，カンボ

ジアには法律の注釈書はほとんどありませんし，ましてや法律を初めて学ぶ人にとって

分かりやすいような解説本などは皆無です。ですから，カンボジアの法律家が民法や民

事訴訟法の講義を担当するのは，なかなか大変なのが現状です。

　　そこで，長期派遣専門家が，カンボジアの民法や民事訴訟法について，条文の内容や

趣旨，実務上の問題に関する解決策などを説明するセミナーを開催する需要が生まれま

す。

　　これは，いわば「アフターサービス」に近いかもしれません。日本は，起草当時，最

先端の民法や民事訴訟法という「製品」をカンボジアに提供しました。その際，条文ご

との意味を解説する「取扱説明書」も提供しました。しかし，やはりそれだけでは足り

ませんでした。そこで，現在では，長期派遣専門家を常駐させる「アフターサービス」

3 通訳については，「通訳人を介して話をするときの留意点」（辻保彦，『ＩＣＤＮＥＷＳ』６９号）が
興味深い。デジタル版は，http://www.moj.go.jp/housouken/housouken05_00067.html に掲載されている。
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を提供しています。

　　しかし，アフターサービスは，永久保証ではありません。アフターサービスがなくて

も，「製品」を使いこなしてもらう。それが法整備支援の最終目標です。

　　ちなみに，セミナーでの資料ですが，クメール語版の講義資料は，ＪＩＣＡのホーム

ページ4等に掲載するため，参加できなかった多くのカンボジアの法律家も入手できま

す。将来的には，このような資料を活用してもらい，カンボジアの法律家自身で講義を

して，それを聞いた法律家が，更に講義して･･･というように「人材育成の輪」が広が

っていくと嬉しい限りです。

　　ところで，カンボジアで講義をすると，必ず感じる日本との違いがありますが，何か

分かりますか？

　　･･･そう，「質問」です。

　　セミナーの参加者からは，たくさんの質問が出ます。日本のように，参加者が会場の

空気を読んで，予定の終了時刻が近づいたら質問をやめるようなことは，まずあり得ま

せん。

　　日本なら，１時間の講義であれば，せいぜい５分程度の質疑応答で十分。１０分あれ

ば文句なし。それ以上の時間だと，質問する人がいなくなって司会者が困るかもしれま

せん。

　　しかし，カンボジアでは，心配無用。１時間の講義であれば，３０分は質疑応答にな

るでしょう。終了時間や会場の空気などは気にしません。誰かが止めない限り，次々に

質問する人の手が挙がります。参加者のアンケートには，いつも必ず「もっと質問の時

間があれば良かった。」という回答があります。質問時間を３０分以上（！）確保して

いてもです。

　　他方で，実は，長期派遣専門家にとっても，質疑応答の時間は貴重です。質問を聞け

ば，カンボジアの法律家がどこまで理解しているか，どのようなこと考えているのか，

どのような問題に直面しているのかなどが手に取るように分かります。カンボジアの司

法の実情を把握するための重要な機会です。

　　育成する
　　長期派遣専門家は，ときに「コーチ」になります。

　　プロジェクトでは，毎年，インターンシップ生を受け入れています。特に，カンボジ

ア日本法教育研究センター（ＣＪＬ）5の大学３年生は，毎年，定期的にインターンシッ

プ生として，プロジェクト・オフィスに来てくれます。将来の活躍を期待する特別行事

4 プロジェクト（Phase５）のホームページには，プロジェクトの概要やセミナー資料等を掲載。
　日本語版　https://www.jica.go.jp/project/cambodia/025/index.html
　英語版　　https://www.jica.go.jp/project/english/cambodia/025/index.html
5 Research and Education Center for Japanese Law in Cambodiaの略称。名古屋大学法政国際教育協力研究
センター（ＣＡＬＥ）がアジア各国に展開する研究教育拠点の１つ。詳しくは，ホームページを参照。
http://cale.law.nagoya-u.ac.jp/index_eng.html
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です。

　　ＣＪＬの学生は，プノンペン市内にある王立法律経済大学に在籍していて，ＣＪＬで

の勉強は，その大学の通常授業（本科）とは別で，あくまでも課外の活動という位置付

けになっています。

　　ＣＪＬの学生は，日本語で日本法（民法等）を勉強しています。大学生になってから

日本語を学び始めた人ばかりですが，わずか数年で，日常会話はもちろん，漢字が交じ

る文章の読み書きもできるようになり，基本的な法律用語も知っています。その語学力

には目を見張るものがあります。

　　実は，プロジェクト・オフィスでは，優秀なＣＪＬの卒業生がスタッフとして働いて

います。いずれも，かつては，プロジェクト・オフィスのインターンシップ生でした。

これまでスタッフとして採用したＣＪＬの卒業生は，いずれも留学試験に合格して退職

し，日本の大学や大学院に留学しています。現在のスタッフのうちの１人は，日本で修

士号を取得し，カンボジアに戻ってきたという経歴の持ち主です。

　　カンボジアの大学生の中には，英語やフランス語を学ぶ人が非常に多く，家系の影響

で中国語やベトナム語を話す人もかなりいます。他方，日本語の翻訳や通訳ができる人

材は少なく，法律に精通しているという条件を付けると，更に限定されます。

　　しかし，カンボジアの民法と民事訴訟法は，日本が支援しましたので，日本法の概念

や用語が分かる人材がいると，プロジェクトにとっても，カンボジアにとっても非常に

ありがたいわけです。個人的には，将来，「ＣＪＬを卒業→プロジェクト・オフィスに

就職→日本へ留学→カンボジアに帰国→法律職に従事」という人材育成の流れができる

ことを願っています。

　　もっとも，私たち長期派遣専門家は，インターンシップ生のために何か特別な指導を

しているわけではなく，ただ単に，いつもどおりの姿を見せているだけです。

　　「俺の背中を見て学べ。」と職人気質なことを言うつもりはありませんが，取り繕っ

て良く見せようとしても，結局はボロが出るだけなので，自然体で，ありのままの「背

中」を見てもらうことを心掛けています。

【インターンシップの皆さん（仕事中）】

16



【インターンシップの皆さん（休憩中）】

　　広報する
　　長期派遣専門家は，ときに「広報官」になります。

　　例えば，プノンペン市内の大学の教授からの依頼で，授業の１コマを使って，法整備

支援について紹介する機会がありました。プロジェクトを知ってもらうための貴重な特

別行事です。

　　今お読みの『ＩＣＤＮＥＷＳ』を始めとする「文字」による発信も大切ですが，直接

会って話しかける「言葉」による発信も忘れないように心掛けています。

　　まだまだカンボジアでの日本の法整備支援は，一般への知名度が低いです。「日本は，

橋や道路を造ってくれた。」と言って，好意的に接してくれる人々にはよく出会います。

しかし，「日本は，民法や民事訴訟法を作ってくれた。」と言って，好意的に接してくれ

る人々にはほとんど出会いません。

　　法律も，橋や道路と同じで，社会の重要な基盤です。ただ，法整備支援は成果が見え

にくいので，忘れられてしまわないように，大学生を始めとする次世代への広報も重要

になります。

【大学での広報（業務調整専門家の川口さん）】

　　出席する
　　長期派遣専門家は，ときに「外交官」になります。

　　法整備支援は，国際的な情勢やカンボジアの国内情勢と無縁ではありません。ですか
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ら，長期派遣専門家は，各種会合に出席して，人脈の拡大，情報の収集などに努めます。

語学力やコミュニケーション能力が求められるドキドキの特別行事です。

　　各国の支援機関（ドナー）とカンボジアの担当省庁等が集まる会議に出席することが

あります。カンボジアのドナーがどのような分野に興味があるのか，どのような活動を

しているのか，カンボジア政府がどのような方針なのか，どのような支援に興味がある

のかなどについて，アンテナを張り巡らせます。

　　他方で，公式な会合とは別に，日本への留学経験者が集まる同窓会などのイベントに

参加して，親日派や知日派と知り合って，本音を聞くこともあります。お酒を飲みなが

ら話していると，ついつい相手も饒舌になります。こんなときにも，覚えたてのクメー

ル語が多少なりとも役に立ちます。私には，諜報員になるほどのしたたかさも語学力も

ありませんが，あちらこちらの会合に顔を出すと，オフィスにいては分からないカンボ

ジアの実情をいろいろと知ることができます。

　　歓迎する
　　長期派遣専門家は，ときに「調整役」になります。

　　日本からは，不定期に，法務省や弁護士，大学教授などのプロジェクト関係者の皆さ

んがカンボジアを公式に訪問してくれます。数か月に１回くらいですが，少し緊張する

特別行事です。

　　一度，現地を直接見てもらえば，何百ページもの報告書に匹敵するような情報を得る

ことができます。百聞は一見に如かずです（こういう慣用表現も通訳人泣かせですが）。

　　訪問してくれる皆さんの要望に合わせて，関係機関との会合や関連施設の訪問等を調

整するのも長期派遣専門家の重要な仕事です。

　　近くて遠いカンボジア。間違った情報が独り歩きしないようにするためにも，多くの

人に現地に来てもらい，実際に見聞してもらえるのは，長期派遣専門家にとって，とて

もありがたいことです。

　　訪問してくれる皆さんの滞在期間の長短はそれぞれですが，来たときと帰るときとを

比べると，皆さんの顔つきが違うように感じます。私には，「想像していた以上に，興

味深い国だ。また来てみたいな。」と，帰路につく皆さんの顔に書いてあるように見え

ます。

　　まだカンボジアを訪れたことがない皆さん，プノンペンでお待ちしています。

　さて，今回は，プノンペンでの「特別な平日」をお伝えしましたが，いかがだったでし

ょうか？

　次回も，「特別な平日」ですが，たまにはプノンペンを離れてみようと思います。

どうぞお楽しみに。

 （つづく）
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【ウズベキスタンにおける行政法改革】

ウズベキスタンにおける法整備支援

国際協力部教官　

岩　井　具　之

１　はじめに

　２０１８年１月，ウズベキスタン共和国において行政手続法と行政訴訟法が成立しま

した。

　遠い国の小さなニュースだと感じる方が多いでしょう。

　しかし，日本は，２００１年からウズベキスタンに対する法整備支援を行っており，２

００５年から２００８年まで，また，２０１０年から２０１２年まで，延べ約５年間にわ

たって，法学研究者を中心に，行政法規の矛盾解消や，行政手続の透明化・適正化を目的

とした法整備支援を行っており，行政手続法の起草支援もしてきました。

　ですから，冒頭のニュースは，日本の法整備支援の一つの成果といえるものなのです。

　法務総合研究所国際協力部では，このニュースを知り，名古屋大学及び公益財団法人国

際民商事法センターのご協力の下，２０１８年３月，法務省赤れんが棟において，「ウズ

ベキスタン行政法セミナー」を開催しました。講師には，ウズベキスタン最高裁判所から

アリポフ・ディルショッド氏（最高裁判所裁判官評議会附属司法問題研究センター長），

ユルダシェフ・シェルゾッド氏（同センター国際部長），ウズベキスタン最高検察庁から

コレンコ・イヴゲニー氏（最高検察庁高等研修所長），ネマトフ・ジュラベック氏（同研

修所教官）の４名をお招きし，新法の内容や意義などについて解説していただきました。

　同セミナーには，ファジーロフ駐日ウズベキスタン大使閣下をはじめ，日本からも弁護

士や行政法学者の方々のほか，外務省，ＪＩＣＡ，総務省，法務省訟務局などから多数の

方にご参加いただきました。

２　ウズベキスタン共和国と日本の関係について 

　ウズベキスタンは，中央アジア地域の中央に位置するいわゆる二重内陸国1ですが，か

つてシルクロードの中継地として栄え，２０世紀にはソビエト連邦の一部となるも，

１９９１年のソ連解体とともに独立し，現在の国のかたちとなりました。

　ウズベキスタンの面積は日本の約１．２倍の４４万７，４００平方キロメートル，人口

は約３，１９０万人です2。首都タシケントや古都サマルカンドなど風光明媚な都市が多く，

国家全体が多様な民族で構成されています。イスラム教スンニ派の信徒が多く，イスラム

1 国境を接する隣国も全て海に接しない内陸国となっている国をいう。そのため，少なくとも国境を
２回通過しなければ海に到達しない。
2 外務省ウズベキスタン共和国基礎データによる。

特　集
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文化の影響を強く受けつつも中東のイスラム諸国とは異なった文化を形成しています。

　中央アジア地域は，石油や天然ガス，鉱物資源などの天然資源に恵まれており，今後，

産業構造の変化とともに経済成長が見込まれる地域です。

　その中央アジアの中でも，ウズベキスタンは親日国だと言われ，その象徴的な建築物と

して，ナヴォイ劇場がよく挙げられます。ナヴォイ劇場とは，１９４７年に完成したタシ

ケントにある「アリシェル・ナヴォイ記念国立アカデミー大劇場」のことで，オペラ及び

バレエ鑑賞のための劇場です。

　この劇場建築には，第二次世界大戦で捕虜となった多くの日本兵が関わっていて，彼ら

の勤勉さや作業効率の高さ，装飾技術の繊細さが現地の多くの人々を驚かせたそうです。

さらに完成後の１９６６年４月に発生し，多数の建物を倒壊させたタシケントの大地震で

も，この劇場は無傷で，市民の避難場所として活躍したことから，このナヴォイ劇場を通

じて日本人に対する良いイメージが定着したと言われています。

　ウズベキスタンは，１９９１年の独立後，初代カリモフ大統領の長期政権の下で，ロシア

依存からの脱却や市場経済化を推し進め，西側諸国とも積極的に関係を構築してきました。

　ウズベキスタンと日本は，１９９２年１月の国交樹立後，相互に大統領，総理大臣，国

務大臣，国会議員等が往来し，２００２年には「日本とウズベキスタンとの間の友好，戦

略的パートナーシップ，協力に関する共同声明」を発表し，２００４年には「中央アジア

＋日本」対話政策を発表するなど，着実に相互の友好関係を築いてきました3。

３　日本のウズベキスタンに対する法整備支援の歴史

　冒頭でも触れましたが，日本の法整備支援の分野においても，２００１年，ウズベキス

タン最高経済裁判所（当時）からの要請を受け，その年から，本邦研修や現地セミナー，

司法大臣招へいなどの行事を複数回実施し，今もなお，法律家同士の交流を進めています。

　２００５年から２００７年まで実施した「ＪＩＣＡ倒産法注釈書プロジェクト」では，

日本語，ウズベク語，英語での倒産法コンメンタールを発刊するなど具体的成果を挙げて

きました。

　それと併行して，２００５年から２００８年まで，日本の法学研究者を中心として実施

された「ＪＩＣＡ企業活動の発展のための民事法令及び行政法令改善プロジェクト」及び

２０１０年から２０１２年まで実施された「ＪＩＣＡ民間セクター活性化のための行政手

続改善プロジェクト」によっても，着実に法整備支援活動が行われてきました。

　さらに，２００８年から２０１３年まで，大阪を会場として「中央アジア比較法制セミ

ナー」4を５回開催するなど，ウズベキスタンだけでなく広く中央アジア地域を対象にした

支援も行ってきました。

3 大統領令に基づき，２０１８年２月１０日から，日本人の３０日以内の滞在については，査証が免
除されることとなった（他の査証免除対象国は，韓国，イスラエル，インドネシア，マレーシア，シ
ンガポール，トルコの６カ国）。
4 ウズベキスタン，カザフスサン，キルギス，タジキスタンの４カ国を対象とし，会社法制，倒産法制，
担保法制などをテーマに中央アジア各国の法制を比較する日本主催のセミナー。
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　２０００年代初頭のウズベキスタンは，市場経済化を円滑に進めることが大きな課題で

あり，会社法制や倒産法制といった市場経済システムの基盤となる法制度の整備を喫緊の

課題としていたのは当然といえますが，その一方で，行政機関による各種の許認可手続等

の不透明さや不確実さが，他国の民間セクターの参入や資本投入を阻んでいる要因である

と分析されており，その改善も課題となっていました。

　ウズベキスタンにとって，健全な市場経済を構築するためには，行政機関職員による汚

職を防止し，行政機関の活動を適正化して，新たな民間セクターを活用することが重要で

あり，日本は，行政手続法の制定など，手続の適正化に焦点を当てた法整備支援活動を行

ってきたわけです。

　ですから，今回，行政手続法を含む新たな法律が制定されたことは，日本のウズベキス

タンに対する法整備支援活動が，長い年月を経て，着実に実りを遂げたものといえるので

す。

４　ウズベキスタンにおける司法・行政改革

　この数年の間に，ウズベキスタンの情勢も変化してきました。２０１６年１１月，２５

年間にわたって初代大統領を務めていたカリモフ大統領が逝去し，カリモフ政権下で首相

や大統領代行を務めていたミルジヨーエフ新大統領が就任しました。

　ミルジヨーエフ大統領は，２０１７年２月，改革のためのワークプラン5を発表し，そ

の強い指導力の下で，２０２１年に向けて急速に改革を進めています。

　そのワークプランは，憲法改正による構造改革，司法制度改革を含んでおり，ウズベキ

スタンがこれから大きな改革の道を進んでいくことを明らかにしています。

　特に，法の支配の確立に向けた司法制度改革では，これまで，民事・刑事事件を扱う最

高裁判所とは別に商事事件を扱う最高経済裁判所が設置されていましたが，その最高経済

裁判所を廃止し，その機能を最高裁判所に一元的に集約したほか，下級審に行政訴訟を担

当する行政裁判所が新設されるなど，裁判所組織の改変を含む大規模な改革となってい

ます。

　新しい行政訴訟法の制定も司法制度改革の一環に位置づけられており，国民と国家間の

公法上の法律関係に関する訴訟（行政訴訟）を規律し，国民の人権を保障するものとして

今後運用されていくはずです。

　新たな行政訴訟法では，行政機関の行為や決定等に対して，違法確認訴訟を提起できる

ようになったこと，裁判所は違法の確認を行うのみで，救済までは図らないことなどが規

定されていますが，今後も，新たな法律のいう「公法上の法律関係」がどのような意味を

もつのかなど，運用状況について調査を続けていく必要があります。 

　また，新しい行政手続法は，多数の行政機関の活動に対する一般的手続規制を定めるも

のであり，行政手続の透明性確保や国民の信頼保護などの諸原則を定めるとともに，不服

5“HARAKATLAR  STRATEGIYASI ２０１７⊖２０２１”（行動戦略２０１７⊖２０２１）
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申立て手続や強制執行に関する規定などが置かれています。

　しかし，規律を受けるべき公務員全般の行政手続法に対する理解が遅れていることなど

が課題となっており，この点でも運用状況などについてさらに調査を進めていく必要があ

ります。

５　おわりに

　ウズベキスタンは，まさに今，大きな行政改革，司法制度改革を進めようとしています。

　日本とウズベキスタンは，歴史的にも文化的にも背景が異なりますから，日本の行政改

革，司法制度改革に関する知見がウズベキスタンに全て役立つとは限りません。

　しかし，今回実施したウズベキスタン行政法セミナーを通じて，ウズベキスタン側から，

「日本の行政改革や司法制度改革で得た経験や知識を，是非ともウズベキスタンに共有し

てもらいたい。」「ウズベキスタンでは法理論研究や法解釈学が未だ十分に発展しておらず，

日本の法学研究や法学教育から学ぶところは大きい。」「法曹の法解釈・法適用能力を向上

させることも急務であり，日本の法曹育成プログラムも参考にしたい。」などといった具

体的なメッセージがあり，今後，ウズベキスタンに対する支援のあり方を考える上で，貴

重な意見を聞くことができました。

　ＩＣＤ　ＮＥＷＳ今号の特集では，「ウズベキスタン行政法セミナー」の開催に多大な

るご協力をいただき，ウズベキスタンにおける法整備支援プロジェクトに深く関与される

とともに，同国で法律家の人材育成にも深く関わっておられる市橋克哉教授（名古屋大学

大学院法学研究科）と，今回のセミナーの講師の１人であり，通訳も兼任していただいた

ネマトフ・ジュラベック氏のお二人に，ウズベキスタン行政法をテーマに執筆していただ

きました。

　ジュラベック氏は，名古屋大学大学院法学研究科で市橋教授の指導を受けながら行政法

学を比較研究され，日本で法学博士号を取得されています。

　ナヴォイ劇場に象徴されるような日本とウズベキスタンとの深い絆に思いを馳せながら

お二人の寄稿をお読みいただければ幸いです。

　今回のセミナー開催に当たっては，多数の方にご協力をいただきましたことをこの場を

お借りして厚く御礼申し上げます。

　また，法務総合研究所国際協力部では，今後もウズベキスタンとの協力関係を継続させ

ていく予定ですので，皆様にはどうかお力添えを賜りますよう宜しくお願い申し上げます。
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ウズベキスタンにおける行政法の法典化と法解釈および法解釈学の可能性

名古屋大学大学院法学研究科教授　

市　橋　克　哉

（いちはし　かつや）
１９５４年生まれ。名古屋大学大学院法学研究科博士課程（後期）満期退学。名古屋大学法学部助手・
助教授を経て，現在同大学大学院法学研究科教授。

はじめに

　ウズベキスタンでは，一昨年末に就任したミルジヨーエフ大統領のもとで，現在，急速

かつラディカルな法改革が進行している。昨年２月に発表された「発展行動戦略（２０１７

⊖２１）」の優先的戦略課題の一つとして，「法律の支配の保障と司法・法システムの改革」

が掲げられると，６月には，裁判所法の改正によって行政裁判所が設置され，今年の１月

には，行政手続法および行政訴訟法典が制定されるなど，行政法の分野においても，重要

な法整備が一挙に行われている。

　とくに，行政手続法は，２００５年からＪＩＣＡがその法整備を支援しており，苦節

１２年の歳月を経てようやく制定されたものであった。この意味では，行政手続法制定は，

一連の行政法整備のなかでも，この間，司法省をカウンターパートとして行政手続法の草

案作成支援に取り組んでいたわたしたち日本の法律家としては，とりわけ，感慨深いもの

がある。

　この行政手続法の制定という法典化によって，ウズベキスタンの行政法には，どんな変

化がもたらされるのだろうか。そして，これまでの行政手続法草案の作成・法典化の段階

から一歩進んで，来年１月から施行される行政手続法が適切な運用とそれを支える理論を

求めているとすれば，そこには，どんな課題があるのだろうか。本稿では，この二つの問

題について，私見を述べることとしたい。

１　行政法の法典化から始める「行政法事始め」

（ア）弥縫策としての行政法整備

　　過去から受け継いだ制度的諸要素は，人々が新たな状況のなかにももちこむものであ

る。・・・この点で，過去の制度的諸要素は，新しい制度的諸要素へと導くプロセスに

おいて，その変化の前提となる初期条件を構成している。新しい制度を創造するという

ことは，全体にわたる体系的な変化を要求するものではない。新しい制度は，①既存の

制度を純化したり，②過去から受け継いだ制度的諸要素の上に構築したり，③それらと

接合したりすることによって，まずは創造される。

　　これは，新制度学派に属する歴史家，グライフ（Avner Greif）が，過渡期の制度変化

の特徴について語った言葉である（AVNER GREIF, INSTITUTIONS AND THE PATH TO THE MODERN 
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ECONOMY LESSONS FROM MEDIEVAL TRADE ２０９⊖１１（Cambridge University Press ２００６）．

アブナー・グライフ・岡崎哲二 / 神取道宏＝監訳『比較歴史制度分析』１８１頁―１８

２頁（ＮＴＴ出版，２００９年）参照）。

　　ウズベキスタンにおける法の制度変化も，かつてのカリーモフ大統領時代（１９９２

年―２０１６年）は，このグライフが語る堅固な初期条件を前提とする制度変化，行政

法整備が行われていた。すなわち，中途半端な旧制度の解体と温存による弥縫策として

の行政法整備が行われていたのである。

　　例えば，旧制度を土台にして新制度を設けた例として，検察官が違法な行政活動に対

して異議（протест）を申し立てるという既存の「検察官の一般監督」を維持しつつ，

これを土台にして，行政機関の対応に不服がある場合，検察官が裁判所に当該行為の違

法確認を求める申立てを行うという新制度を設けた改革があった（検察官による「公益

訴訟」，ウズベキスタン民事訴訟法２９章）。また，旧制度（Ａ）と接合していた旧制度（Ｂ）

を廃止し，この旧制度（Ａ）と接合する新制度（Ｃ）を設ける例として，旧い「客観的適法

性監督制度」としての行政訴訟と接合していた旧い「列記主義」を廃止し，新たに「概

括主義」を設け，これを旧い「客観的適法性監督制度」と接合させる改革があった（多

元的な「客観的適法性監督制度」のなかにおける「行政訴訟」の役割の向上，ウズベキ

スタン民事訴訟法２７章）。

（イ）弥縫策からラディカルな行政法整備へ

　　これまでとは対照的に，ミルジヨーエフ大統領の発展戦略のもとで，ウズベキスタン

では，中途半端な旧制度の解体と温存を前提としないラディカルな行政法整備，すなわ

ち，行政に関する一般法を設ける行政法の法典化が登場する。それは，包括的なもので

あれ部分的なものであれ，ウズベキスタンにとっては馴染みのない新たな行政法の一般

的制度の構築をめざす試みである。

　　この法典化は，ウズベキスタンの行政法制度に新しい変化のモメンタムを与えるととも

に，行政法の理論と実務にも，それらがイノベーションへとむかう徴候を生み出している。

（ウ）逆立ちした法典化

　　行政法の法典化は，現在の日本を含む西欧諸国であれば，行政法の理論と実務（判例）

の蓄積を踏まえて行われるのが通例である（例えば，日本の２００４年行政事件訴訟法

改正で新たに盛り込まれた原告適格に関する９条２項は，その典型である。）。しかし，

ウズベキスタンにおいては，法典化は理論と実務（判例）の蓄積を前提としない，これ

ら二つを欠いた法典化，まずは初めに法典化ありきで始まる「行政法事始め」である（逆

立ちした法典化）。

　　この「逆立ちした法典化」の意義を考えるにあたって，次の点を確認しておくことが

必要だろう。すなわち，現在のわたしたちにとっては当然のことであって，今では意識

もしていないことであるが，日本・西欧諸国の行政法には，その運用，発展の前提とな

る行政法の一つの構造が備わっている。すなわち，それは，「理論―実務―制度」とい

う三つの要素が分業して機能し，相互に影響を及ぼすことで，行政法の一つの構造を構
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成する「トリアーデ」の存在である。そして，これら三要素の対立・補完の動態的なプ

ロセスのなかで行政法が変化・進化する「行政法の再生産構造」が存在するのである。

　　しかし，ウズベキスタンは，現在，この「トリアーデ」の生成を準備する本源的な段

階にある。「理論―実務―制度」という三要素のどれも，なおその蓄積を欠き未熟な状

況にあるとき，「行政法事始め」をまず何から始めるべきか，これは，今日のウズベキ

スタンだけではなく，歴史を振り返るならば，ドイツ，日本等の後進資本主義国にあっ

ては，どこでもかつて直面した課題であった（アジア市場経済移行諸国の法治主義につ

いて，これを本源的な法治主義ととらえて分析することの有効性を指摘するものとして，

拙稿「非西欧諸国における法治主義―アジア市場経済移行諸国における法治主義－」『公

法研究』８０号（２０１８年）に掲載を予定）。

　　例えば，１９世紀末の日本で起こった旧民法をめぐる「法典化論争」，本稿の文脈に

沿って言えば，理論重視の歴史（特殊）派・延期派と制度重視の自然法（普遍）派・施

行派との間の「法典化論争」は，あまりに有名である。そして，行政法の分野でも，

１９３０年代初め，行政法改革がなお試みられていたときにあって（大正デモクラシー，

最後の「ともしび」），田中二郎は，日本の「遅れ」を克服するために法典化を目指すと

いう問題意識をもって，行政法の法典化を語っていたのであった。この問題意識は，ウ

ズベキスタンにおける法典化をみるとき，改めて顧みるべき点だろう。なぜなら，「逆

立ちした法典化」を今始めたウズベキスタンの問題意識と相通ずるものが，時代と空間

を超えて田中の主張にはあったからである。

　　田中二郎は，次のように語っていた。

　　「すなわち，法規の欠陥やその不存在に際しては，学説と判例にその解決の基準を求

めることになるが，それが支離滅裂で適従するところを知らない場合が多いため，民

法典，民事訴訟法典に相当する一般総則的行政法典編纂せんとする要求が生ずるに至

る」（田中二郎「行政法に於ける法典的立法の傾向―ヴュルテンベルグ行政法典草案

を中心として―」『公法と私法』３０８頁（有斐閣，１９５５年），初出　自研９巻２・

３号（１９３３年））。

　　日本でも「逆立ちした法典化」をまず行うことで，明治憲法下の低迷する行政法の理

論と実務に，法典化がよい影響を及ぼし，その発展に弾みをつけるだろうと，当時の田

中は期待していたのである。

２　行政法の法典化は，行政法にどんな変化をもたらすか

　第一に，前述の「トリアーデ」の生成を準備する段階にあって，行政法の法典化は，ウ

ズベキスタンにとっては未知の世界である「トリアーデ」の創造へと向かう変化に対して，

弾みをつけるものである（法典化の推進力機能）。

　第二に，行政法の法典化は，日本・西欧からみれば，慣れ親しんだ共通の普遍的な基本

原理，基本概念および基本制度を実定化した一般法を制定することだが，しかし，ウズベ

キスタンにとっては馴染みのないものを外生的に受容・実定化し，これを新たに運用し，
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理論化するものである（法典化のイノベーション機能）。

　第三に，法典化により生まれた行政法の一般法は，関連する多数の個別法を横断的に規

律するものである。そして，汎用可能なモデルとなって，その適用範囲を超えてその他の

法典化（例えば，行政手続法の制定から行政訴訟法の制定へ）を促す。この結果，体系的

に「トリアーデ」の生成を準備し，方向づけるものとなる（法典化の嚮導機能）。

　第四に，中途半端な旧制度の解体と温存による弥縫策としての行政法整備が行われてい

た時期は，ソ連崩壊後も，引き続き「母法」であるソビエト法・ロシア法とその変化を参

照する場合が多かった（ベンチ・マークとしてのソビエト法・ロシア法）。しかし，行政

法の法典化は，旧制度を廃止するのみならず，それと断絶した新制度を受容するものであ

るため，参照する法は西欧・日本の行政法，とくにドイツ行政法が「模範」とされている

（法典化の継受機能・モデル機能とベンチ・マークの西欧，とくにドイツへのシフト）。

とくに旧ソ連地域では，帝政ロシア時代，当時のドイツの法治国が継受されていた。した

がって，行政法の基本概念は，１９世紀後半から２０世紀初めまでのドイツから入ったも

のが多い。その後，内容における変化は被るものの，概念それ自体は，ソ連時代も継承さ

れるものが相当数あった。例えば，ドイツ行政法（とくにプロイセン学派）の法治国，行

政の法律適合性原則，法律の支配といった基本概念がそれにあたり，この地域においては，

これらドイツから入った基本概念は，なじみやすいものであったし現在なおそうである。

そして，もちろん，ＧＩＺ等ドイツによる活発な行政法整備支援が，この地域に対して現

在行われていることの影響も大きい。

３　行政法の法典化が有する諸機能を発揮させる行政法解釈と行政法解釈学の可能性

　これまでみてきたように，行政法の法典化は，ウズベキスタンの行政法にとって画期的

なパラダイム・シフトをもたらす様々な機能をもっている。もし，法典化が有するこれら

の諸機能が十全に発揮されれば，行政法の運用・発展を支える「トリアーデ」の生成へと

行政法が離陸することも夢ではない。しかし，ほとんどの法律家にとっては，これらの法

原理や法概念の背景にある法理論もわからず，これらを用いた運用実務の経験もない法分

野であり，その多くが外生的なものを実定化したものである。

　そのため，この法典化が，まずは新しい行政法の一般制度を設けたという限りでの，す

なわち，出発点としての「行政法事始め」の成果であることは，看過すべきではない。こ

の法典化に引き続いて，この法典を用いた法実務（解釈）とこれを支える法理論（解釈学）

の生成・発展が，当然のこととして見込めるかどうかは，また別問題である。法典化と法

実務（解釈）・法理論（解釈学）との間には大きな「ギャップ」が横たわっていることに，

今後の展開をみるとき，危惧を覚えるのである。

　法典化によって登場した法制度を橋頭堡として，さしあたりは，これもまた本源的なも

のではあるが，法実証主義的解釈の普及と概念法学の生成を目標とした，次の「行政法解

釈（学）事始め」にむかって，ウズベキスタンの法律家は，これから新たな挑戦をしなけ

ればならないだろう（この点に関連して，明治憲法下にあって，法典の継受に加えて，そ
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れを運用するための思考枠組みである法学の継受の重要性を語る内田貴の議論には，時空

間を超えて今日のウズベキスタンの法典化と今後の展開をみる際に学ぶところは大きい

（内田貴『法学の誕生　近代日本にとって『法』とは何であったか』３４９頁以下（筑摩

書房，２０１８年）参照）。

　わたしたちが長年支援してきた行政手続法をみても，行政手続法が実定化して装備した

法原理，法概念および法制度について，従前の旧い行政法の理論と運用実務しか知らない

ウズベキスタンの法律家が自ら適切にこれらを使いこなすことは，支援または留学によっ

て理論を修め運用実務を習わない限り，長期的にはともかく現状においてはほとんど無理

だろう。

　ウズベキスタンの行政手続法は，例えば，初めて「行政行為」というわたしたちには周

知の法概念を盛り込み，その定義をおいている（行手３条８項）。この定義規定では，「行

政行為」という一般的法概念を構成する抽象的要件として，①行政機関の権力的作用の措

置，②公法関係の設定，変更および消滅に向けたもので，個別の自然人および法人等にと

って一定の法的結果を生む措置があげられている（この二要件の内容は，日本の行政行為

が有するとされてきた諸要素とほぼ同じである。）。

　そこで，この抽象的定義規範が定める二つの抽象的要件で構成される一般的な「行政行

為」を「大前提」とし，そして，特定の行政活動という具体的事態を「小前提」として設

定して，これが前者に論理的に包摂されるかどうか（二つの抽象的要件を満たすか否か）

をみて，包摂される場合には（特定の行政活動は「行政行為」と解釈される。），行政手続

法に規定された法律効果が（例えば，行政手続法が定める諸原則に違反する行政行為は，

取り消される，または，見直される（行手１９条２項）），特定の行政活動に付与されるこ

ととなる。もちろん，これは，日本の法律家にとっては説明を要しない「三段論法的論理

推論」の法解釈であり，これを支える法理論は，法実証主義をとる伝統的な「概念法学」

である。

　ただ，行政手続法は，ウズベキスタンの行政法としては初めて，法解釈の道具として用

いる一般的で抽象的な法概念とその定義をおき，これを用いて，様々な法原則や法制度に

ついて，これらを体系的に結びつけて解釈する法実務と，それを支える法理論に道を開い

たといえるのである。これまで，そして現在も，ウズベキスタンは，他の市場経済移行諸

国と同様，裁判官および行政官による法解釈については，ソビエト法の強い影響下にあっ

て，法適用としての法解釈はいわゆる文言解釈のみが認められ，法解釈学理論も，この結

果，ほとんど未発達な状況にある。「三段論法的論理推論」の法解釈にしろ，法実証主義

をとる「概念法学」の法理論にしろ，たとえ本源的なものであるとはいえ，こうした法実

務と法理論の今後の展開いかんに，行政手続法の受容，行政法の法典化が有する諸機能の

発揮，そして，「トリアーデ」の生成の成否がかかっていることは間違いない（アジア市

場経済移行諸国は，いずれもウズベキスタンと同様の法解釈と法解釈学の欠如という問題

を抱えている。ベトナムにおけるこの問題に触れるものとして，安田理恵「法概念をあら

わすコトバの同一化，その意味の差異性：比較法・法整備支援における行政行為概念」）

ICD NEWS　第75号（2018.6） 27



Nagoya University Asian Law Bulletin 第２号５１頁（２０１６年）参照）。

おわりに

　これまで述べてきたように，「逆立ちした法典化」を終えたウズベキスタンでは，行政法，

とくに，その理論と実務に，新たな課題を提起している。確かに，行政法の法典化，とく

に，行政手続法によって実定化した行政法の諸原則，法概念は，いずれもウズベキスタン

の行政法にとっては，これまでなじみのない外生的なものであったが，自国の新しい実定

法制度のなかにどのような内容をもつものとして充てんし，自らのものとして理論化し，

実務に根付かせ発展させていくかは，現在，行政法解釈と行政法解釈論の構築という問題

群のなかに焦眉の課題となってあらわれている。

　この課題は，ウズベキスタンの「法の学識者」（法学者および指導的法曹）が追究し，

法解釈と法解釈学を欠いた法実務と法理論という「古習の惑溺」を克服することを通して

解決してゆくべきものである。ウズベキスタンに，過去と現在を踏まえつつも，さらに後

史（未来）を自ら語ることができる「法の学識者」が現れ，かれら自身が，新しい行政法

の実務と理論の構築に取り組むことで初めて，実現可能な課題である。

　しかし，知識も経験もなく暗中模索のなかで，この課題克服に取り組むウズベキスタン

の「法の学識者」が，現在大きな壁にぶつかっていることも明らかである。このような状

況にあって，もし日本が関与して高度な人材養成支援として，法解釈と法解釈学の生成を

担う人材支援を行うなら，かれら自身による取組みをさらに先へと進めることが可能とな

るだろう（行政法整備支援のなかで，「法の学識者」の養成の重要性に触れるものとして，

拙稿「行政法整備支援からみた法の学識者人材の養成」法時９０巻３号（２０１８年）５

４頁参照）。

　この点に関連して，法典自体の継受と比べると，当該法典の法解釈を可能とする法学の

受容はさらに難しいと述べるのが，前述の内田である。

　内田は，次のように述べている。

　すなわち，「法典を運用するには，法典の背後にある法的思考様式を身につけた法律家

を養成しなければならない。そのためには，法律家を自前で養成するための，自国語で表

現された法学が必要であり，それを生み出せる自国の学者が必要である。自国語で法学の

研究や教育に従事する法学者が誕生したとき，はじめて，法学の受容が成し遂げられたと

いうことができる，しかし，法学の受容は，西洋とは異質な文化的土壌においては容易な

ことではない。」（内田・前掲書３５１頁）

　１２年という「産みの苦しみ」の後，ようやく制定された行政手続法，これから，ウズ

ベキスタンは，法典化の後のさらにつらい「成長の苦しみ」と向き合い，それと格闘する

ことになる。しかし，それはまだ始まったばかりであり，この試練の道は，まだ十分認識

されてはいない。しかし，内田が述べるように，自前の法律家の養成，自国語の法学の確

立とそれを生み出す自国の学者の誕生という法典化後のより困難な諸課題は，避けて通れ

ないものとして，ウズベキスタンの「法の学識者」の眼前にある。
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ウズベキスタン行政法における新改革：課題とその解決

ウズベキスタン大統領府付属国家管理アカデミー研究者／法学博士准教授　

Nematov Jurabek （ネマトフ　ジュラベック）

New administrative law reforms in Uzbekistan: problems and their solutions　

Researcher at the Academy of Public Administration 
under the President of the Republic of Uzbekistan,

Doctor of Laws, Associate Professor

（ネマトフ　ジュラベック）
１９８６年ウズベキスタン共和国ブハラ州生まれ。２００７年タシケント国立法科大学卒業。２０
０８年名古屋大学に留学し，２０１０年から同大学大学院法学研究科に在籍し，２０１４年同大学
院博士課程を修了し，法学博士号を取得。同年からウズベキスタン共和国大統領付属国家行政アカ
デミー准教授，同アカデミー講座長を務め，現在ウズベキスタン最高検察庁アカデミー准教授。

　１９９１年のソ連崩壊後，旧ソ連諸国が独立し，それぞれ独自の法制度や法理論を構築

する基盤ができた。ウズベキスタンも独立後，民法，経済法等の分野で様々な法律を制定

し始め，独自に発展する道を歩み始めた。名古屋大学市橋克哉教授は，ウズベキスタンに

おける行政法を分析した論文で，「ソビエト型社会＝政治体制の遺産」を強調している1。

ソ連時代には，モスクワから送られた法案を制定し，法理論もあまり発展していなかった

ウズベキスタンの法制度，とりわけ行政法が現在どのような変化へ向かっているのかを本

稿で再検討する。そのため，ウズベキスタンが独立後，行政法分野でどのような改革をし，

その特徴や性格がどんなものであるかを検討する。

独立前のウズベキスタン行政法　―行政裁判を例として―

　独立前のウズベキスタンの行政は，共産党と政府のコントロールという「ソビエト型社

会＝政治体制」のもとにあった。共産党と政府は，国民にとって何が「公益」にあたるか

を当然知っており，行政は，共産党と政府が設定したこの「公益」をうまく実現するため

の厳格なヒエラルヒーをもつ装置であったと指摘されている2。

　そもそも，ソ連においては，長年にわたり行政裁判等の行政法の主要な制度が否定され

ていた。その主要な理由としては，行政法がブルジョア国家の要素であるという考え方が

あったからである。例えば，行政裁判，そして行政裁判所制度は，社会主義には無縁であ

るという考え方が支配的であった。しかし，６０年代に入ると，社会主義においても行政

1 市橋克哉「ウズベキスタンにおける行政法改革」法政論集２２５号（２００８）３２１頁参照。
2 市橋克哉「ウズベキスタンにおける行政法改革」法政論集２２５号（２００８）３２１頁参照。
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は市民の権利を侵害することがあるという考え方が徐々に認識され，受け入れられるよう

になった。市民の不服申立てが年々増加し，行政部がそれに十分対応できていないという

事実もまた明らかになった。そして，行政上の不服申立てが市民の権利自由を十分に保護

できないこと，また，行政自身のコントロールだけでは社会主義的適法性（социалистиче

ская законность）が確保できないということも明らかになった3。その結果，行政よりも公

正かつ中立的で，官僚的でない裁判所による市民の権利自由の保護が行政上の不服申立制

度より優れているということが広く主張され，認められるようになった4。

　他方で，そもそも，ソ連では，行政法そのものが否定的に考えられてきた5。例えば，ブ

ルジョア法においては当然のこととして，行政法と行政裁判とは接合しているが，社会主

義法においては両者が結びついていなかったのである。ソ連においては，行政法自身が２

０年代に一旦否定され，３０年代に入ると復活するが，それは，行政法の主要な制度，と

3 このようにして，ソ連時代においては，行政自身のコントロールの不十分さという問題が発生したが，
このことの深刻さは，それまでのドグマを盲目的に維持しつづけることを許さず，理論的にも，立法
的にも新たな展開へと導いた。
4 См.:П.Ф.Елисейкин. Судебный надзор за деятельностью административных органов. Проблемы 
государства и права на современном этапе. Владивосток, １９６３ г. Стр ３０.; См.:А.И.Столмаков. 
Админисративно-правовые и судебные методы охраны субъективных прав граждан СССР. Автреф.к.ю.н. 
Москва, １９７１ г. Стр １０.; См.:П.Е.Недбайло. О юридических гарантиях правильного осуществления 
советских правовых норм. «Советское государство и право» １９５７ г. № ６. Стр ２６.; См.: В.Т.Квиткин. 
Судебный контроль за законностью действий органов государственного управления. Дис. ...канд.юрид.наук. 
Москва, １９６７ г. Стр ４１.; См.: В.Ф.Сиренко. Проблема интереса в государственном управлении. 
«НАУКОВА ДУМКА» Киев, １９８０ г. Стр　１１４.; 市橋克哉「ソ連邦における行政に対する司法審査（１）」
法政論集９６号（１９８３年） ３１０－３１１頁参照。См.: Наталья Николаевна Гук. Теоретические и 
прикладные проблемы реализации конституционного права советских граждан на обжалование действий 
︵актов︶ государственных, общественных органов и должностных лиц. Автореф. дис. ...к.ю.н. Киев, １９９１ г. 
Стр ２.; См.:В.И.Ремнев. Право жалобы и административная юстиция в СССР. «Советское государство и 
право» １９８６ г. № ６. Стр ２３-２４.; Smith, Gordon B. The Soviet procuracy and the supervision of administration. 
Alphen aan den Rijn,, The Netherlands: Sijthoff & Noordhoff, １９７８. ３７－５４; Simis, Konstantin M. “The 
Making of the New Soviet Constitution: Conflict Over Administrative Justice.” Soviet Union ２, no.６ ︵１９７９︶. 
２０６頁を参照。
5 ネップ期には，Pashukanisによって，ソ連行政法がまだ確立しておらず，Elistratov等ソ連に残った革
命前からの行政法論者のように，ブルジョア国家における行政法にならってソビエト行政法をつくる
こともできないと主張された（См.:Е.Б.Пашуканис. Обзор литературы по административному праву. 
«Революция права» １９２７ г. №３. Стр １７４-１７７︶。しかし，３０年代後半になると，Vishinskiyによって，
そのような考え方が間違っていることが強く批判される。ソ連における社会主義建設のために社会主
義行政法が必要であり，社会主義における行政法の役割は重要であるとされた（См.:Основные задачи 
науки советского социалистического права. Доклад  А.Я.Вышинского, прения и заключительное слово на I 
Совещании по вопросам науки советского государства и права, Юрид.изд НКЮ СССР. Москва, １９３８　г. 
Стр ３９, １８３－１８５; См.:Советское государственное право: Учебник /Под ред. А.Я.Вышинского. ―
М.:Юрид. .изд НКЮ СССР., １９３８ г. Стр ５９.︶。
　また，この点に関し，ネップ期のソビエト行政法についてさえ Elistratovは，ソ連行政法の特徴がソ
ビエト管理がプロレタリアート独裁に由来していると述べていた（См.:А.И.Елистратов. 
Административное право. Ред. Д.Магеровского. Основы советского права. Гос.изд-во Москва, １９２９ г. Стр.
９２.︶。マゲロウスキー編『ソヴェート法論第一巻』（山之内一郎訳）（希望閣，昭和６年）９４－
１２８，２１３頁以下参照。
　また，この点に関して，市橋・前掲注（７），１８６－１８９頁，１９８－２００頁参照。See,　John 
N.Hazard. “What kind of propaganda in Administrative Law,” in Law in E.E. ４０ ︵１９８９︶. ２８.
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りわけ行政裁判と接合した行政法ではなかったことは，看過すべきではない重要な特徴で

あった。この時期，ソ連では，社会主義建設のためのソビエト行政法が必要であり，改め

て，社会主義においては行政法の役割が重要であるとされた。しかし，それは行政と市民

の間の関係を法的に規律し，市民の権利や利益を保護する役割を果たす行政法ではなかっ

たのである6。

　次に，歴史的にはブルジョア法の一制度である行政裁判等行政法の主要な制度の前提条

件も，社会主義法原理をとるソ連には備わっていなかった7。そのようなブルジョア法の前

提条件として当然備わっている（ア）法治国家，（イ）権力分立，（ウ）市民の主観的権利

の法的保障といった原理が，ソ連においては否定されていたのである8。

　このような状況の下で，法学者の研究があまり評価されず，法理論は主に立法政策に注

目をしていた。すなわち，裁判例が法学者の研究対象になっておらず，法解釈自体が大い

に制限されていた。

　以上のような制度を受け継いだウズベキスタンが独立後どのような改革をしたのかを以

下述べる。

独立後の行政法改革

　ウズベキスタンは，１９９２年１２月８日にウズベキスタン共和国憲法を制定し，三権

分立を宣言した（憲法第１１条）。しかし，ウズベキスタンにおいては，ソ連時代の法制

度を廃止せず，徐々にそれを改革する道を選んだのである。そしてウズベキスタン大統領

によってウズベクモデルという五つの原則を基本とする改革指針が発表された。その中で，

国家が主要な改革者であるという原則がある。すなわち，経済や法制度等における諸改革

の先頭には国家が立つものとされ，国家の役割が強調されてきたのである。このような状

6 なお，ソ連においては，確かに，行政と市民の間の関係を規律する行政法もあったが，それは，巨
大な行政処罰に関する行政法であった。
7 ソ連時代において，比較法研究の一環として，以下のことを述べることは許されていた。すなわち，
ブルジョア国家における行政裁判の前提条件として，法治国家，権力分立，主観的権利の法的保障が
あることを指摘することである。例えば，Bonnerによれば，行政裁判の理論の根底には，①法治国家
論（立憲主義，法律による行政，行政機関との関係における市民の主観的権利の法的保障原則），②立
法権の優位を前提とする権力分立の原理，③行政自由裁量論があるという点である（См.: А.Т. Боннер. 
Применение нормативных актов в гражданском процессе. Дис. ...д.ю.н. Москва, １９８０ г. Стр １６４.︶。
8 まず，ソ連においては，ブルジョア国家の抑圧の道具である法治国家が否定された（См.:Е.
Б.Пашуканис. Избранные произведения по общей теории права и государства. Издательство «Наука» 
Москва, １９８０ г. Стр　１３８, １４１.; См.:Е.Б.Пашуканис. Общая теория права и марксизм. Издательство 
Коммунистической Академии. １９２７ г. Стр ９３-９６.︶。しかし，ペレストロイカ時代に入ると，社会主義
における法治国家の再評価が始まる（Oda, Hiroshi. "The emergence of pravovoye gosudarstvo ︵Rechtsstaat︶ 
in Russia." Review of Central and East European Law ３ ︵１９９９︶. ４１２－４１６︶。
　また，ソ連においては，権力分立も否定されており，すべての権力は，プロレタリアート独裁，そ
して，後の全人民国家に由来し，民主主義的中央集権制，すなわち，権力統合原則が採用されていた
（См.:А.И.Елистратов., １９２９ г. Указ.соч. Стр.９２－９４.︶。
　最後に，市民の主観的権利の法的保障も否定され，形式的な法的保障に代わって，物質的保障の重
要性が強調されていた（См.: Е.Б.Пашуканис., １９８０ г. Указ.соч. Стр１８４.︶。
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況の下，執行権に重大な役割及び責任が負わされてきた。したがって，大統領自身が執行

権の長，すなわち大臣会議の長として，様々な改革を行ってきた。

　独立後の行政法改革については，以下の二点が強調される。

①．実体行政法の発展

　独立後の実体行政法を見ると，依然として，行政法に関する法律の数が少ないというこ

とを指摘できる。それは，移行期にあるウズベキスタンでは，政府の決定で様々な課題を

直接的に，迅速に処理するほうが適当であったためであると説明できる。また，２００５

年に下記の大統領命令３６６５号等が出されるまで，行政を市民との関係において法的に

抑制する必要があることもあまり強調されてこなかった9。大統領命令３６６５号「私企業

を対象とする調査を減らし，その制度を改善する措置について」（０５.１０.２００５年）

を契機として行政機関の活動を市民との関係において法的に規制することが始まった。そ

の後，２０１２年１２月２０日に「企業家活動における許認可手続に関する」ウズベキス

タン共和国法律（２０１２年１２月２０日制定）が制定され10，企業家の許認可手続に関

する法的保障が強化された11。もちろん，このような諸改革が行われる前提として，行政機

関が権限を濫用し，市民や私企業の権利自由を侵害しているという現実があり，そのよう

な状況を是正するために取られた措置であったと評価できる12。

9 大統領命令３６６５号「私企業を対象とする調査を減らし，その制度を改善する措置について」
（０５.１０.２００５年），規則１６５０号「私企業の活動を調査し，調査登記簿作成の手続について」
（２９.１２.２００６年），規則１５７３号「調査機関による法人私企業の活動の調査の調整手続につ
いて」（０６.０５.２００６年），規則１７１２号「調査機関による個人私企業の活動の調査の組織的
手続について」（２３.０８.２００７年）等。
10 Закон Республики Узбекистан «О разрешительных процедурах в сфере предпринимательской 
деятельности» от ２０ декабря ２０１２ г., № ЗРУ—３４１.
11 独立後のウズベキスタンにおいて，企業家の権利保護を中心として行政分野における法改革が行われて
いることが強調できるが（Закон Республики Узбекистан от ２４.０９.２０１２ г. № ЗРУ-３３６ «О защите частной 
собственности и гарантиях прав собственников», Дата вступления в силу ２５.０９.２０１２; СЗ РУ, ２０１２ г., № 
３９ ︵４４６）.; Закон Республики Узбекистан от ２６.０４.２０１２ г. № ЗРУ-３２７ «О семейном предпринимательстве», 
Дата вступления в силу ２７.０４.２０１２; СЗ РУ, ２０１２ г., № １７ ︵１８８︶.; Закон Республики Узбекистан от 
２５.０５.２０００ года № ６９-II «О гарантиях свободы предпринимательской деятельности» Ведомости Олий 
Мажлиса Республики Узбекистан, ２０００ г., № ５-６, ст. １４０.︶，それ以外透明性（Закон Республики 
Узбекистан от ２５.０９.２０１４ г. № ЗРУ-３７６ «О социальном партнерстве», Дата вступления в силу 
０１.０１.２０１５; СЗ РУ, ２０１４ г., № ３９ ︵４８８︶.; Закон Республики Узбекистан от ０５.０５.２０１４ г. № ЗРУ-３６９ 
«Об открытости деятельности органов государственной власти и управления», Дата вступления в силу 
０６.０５.２０１４; СЗ РУ, ２０１４ г., № １２ ︵２０９︶︶,e-government ︵Закон Республики Узбекистан от ０９.１２.２０１５ г. 
№ ЗРУ-３９５ «Об электронном правительстве», Дата вступления в силу １１.０６.２０１６; СЗ РУ, ２０１５ г., № ４９ 
︵６１１︶）や市民の申立て（Закон Республики Узбекистан от ０３.１２.２０１４ г. № ЗРУ-３７８ «Об обращениях 
физических и юридических лиц», Дата вступления в силу ０４.１２.２０１４; СЗ РУ, ２０１４ г., № ４９ ︵５７８︶） に関
する法律等も制定されたことが指摘できる。
12 また，この点では，独立後のウズベキスタンにおいても依然として行政分野に関する法律の数が少
ないという問題があり，下位法令のほうが様々な行政法関係を規律することが多い。また最近の傾向
として，以前下位法令の規則であったものがそれが安定した規則になったため，法律の中に制定され
ていることが指摘できる。例えば，Закон Республики Узбекистан от ０２.０５.２０１２ г. № ЗРУ-３２８ “О 
внесении изменений и дополнений в Закон Республики Узбекистан «О гарантиях свободы 
предпринимательской деятельности»”, Дата вступления в силу ０３.０５.２０１２; СЗ РУ, ２０１２ г., № １８ ︵２０１︶ 
参照。
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　ウズベキスタンにおける行政法改革は，２０１６年１２月に Mirziyoyev 大統領が選出

されたことによって，新しい時代をむかえたのである。その後，新しい時代の中で，２０

１７-２０２１年行動指針が採択され，新司法改革のもと行政法の発展がそれまでになか

った抜本的な改革に直面する13。２０１７年２月２１日４９６６号大統領令14，そして憲法

改正15や裁判所法，民事訴訟法典，経済訴訟法典の改正16に基づいて公法上の法律関係か

ら発生する紛争および行政処罰事件を審理する行政裁判所が２０１７年６月１日から導入

されたのである。行政裁判所は，全国にあり，各地区行政裁判所（約２００カ所），カラ

カルパック共和国，各地方（公共団体），タシケント市（１４カ所），最高裁判所行政部か

らなり，また，ウズベキスタンにとって新しい裁判制度は約２７７人の裁判官で運用され

ることになる。行政改革コンセプト17に基づいて行政法改革が更に積極的に行われ，２０１

８年１月には国際基準に合致する行政手続に関する法律18と行政訴訟法典19も採択された20。

　ウズベキスタンの行政手続法はいわゆる第一世代の行政手続法にあたるものであり21，

行政行為，行政上の不服申し立てや行政執行を規律した法律である。今まで行政法分野で

13 Указ Президента Республики Узбекистан от ０７.０２.２０１７ г. № УП-４９４７ «О Стратегии действий по 
дальнейшему развитию Республики Узбекистан» ︵Национальная база данных законодательства, 
１６.１０.２０１７ г., № ０６/１７/５２０４/０１１４︶.
14 Указ Президента Республики Узбекистан от ２１.０２.２０１７ г. № УП-４９６６ «О мерах по коренному 
совершенствованию структуры и повышению эффективности деятельности судебной системы Республики 
Узбекистан» ︵Национальная база данных законодательства, ２９.０９.２０１７ г., № ０６/１７/５１９５/００３３︶.
15 Закон Республики Узбекистан от ０６.０４.２０１７ г. № ЗРУ-４２６ «О внесении изменений и дополнения в 
Конституцию Республики Узбекистан» ︵Собрание законодательства Республики Узбекистан, ２０１７ г., № １４, 
ст. ２１３︶.
16 Закон Республики Узбекистан от １２.０４.２０１７ г. № ЗРУ-４２８ «О внесении изменений и дополнений в 
Закон Республики Узбекистан «О судах», Гражданский процессуальный и Хозяйственный процессуальный 
кодексы Республики Узбекистан» ︵Национальная база данных законодательства, ３０.０１.２０１８ г., № ０３/１８/
４６３/０６３４︶.
17 Указ Президента Республики Узбекистан от ０８.０９.２０１７ г. № УП-５１８５ «Об утверждении Концепции 
административной реформы в Республике Узбекистан» ︵Национальная база данных законодательства, 
０３.０３.２０１８ г., № ０６/１８/５３２９/０８４６︶.
18 Закон Республики Узбекистан от ０８.０１.２０１８ г. № ЗРУ-４５７ «Об административных процедурах», Дата 
вступления в силу １０.０１.２０１９ ︵Национальная база данных законодательства, ０９.０１.２０１８ г., № ０３/１８/
４５７/０５２５︶.
19 Закон Республики Узбекистан от ２５.０１.２０１８ г. № ЗРУ-４６２ «Об утверждении Кодекса Республики 
Узбекистан об административном судопроизводстве», Дата вступления в силу ０１.０４.２０１８  ︵Национальная 
база данных законодательства, ２６.０１.２０１８ г., № ０３/１８/４６２/０６２６︶.
20 Й. Пуделька. Право административных процедур и административно-процессуальное право в 
государствах Центральной Азии – краткий обзор современного состояния. Ежегодник публичного права 
２０１５: Административный процесс. – М.: Инфотропик Медиа, ２０１５. Стр. ６３.
21 See.: Javier Barnes. Towards a third generation of administrative procedure. // Susan Rose-Ackerman, Peter 
L.Lindseth. Comparative administrative law: an introduction.// Comparative Administrative Law. Susan Rose-
Ackerman, Peter L.Lindseth. Edward Elgar ２０１０. P ３４２-３４３.
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の改革がなかなか進まないウズベキスタンにおいて22，以上のような諸改革が行われ，実

現し始めたことには大きな意味がある。

②．行政法理論の状況

　独立後のウズベキスタンの行政法理論は，ソ連時代の法理論の影響が依然として強く，

未だにロシアへの依存が強い23。独立後，行政法に関する教科書はもちろん，行政法に関

する本格的な研究も少ない。すなわち，今日のウズベキスタンにおける行政法学がかかえ

る問題として，ウズベキスタンの行政法学が，今なおソ連時代の行政法学の強い影響下に

あることが指摘できる。例えば，E. Hojiyev, T. Hojiyev24や X.R.Alimov, L.I. Solovyova25の教

科書では，行政法は「国家管理（行政）государственное управление」に関する法という定

義があり26，この定義は，ソビエト行政法の時代から，一貫して変わっていないものであ

る27。ウズベキスタンが行政法学をこのように定義し続けていることに関して，Khvan は，

22 See.: Shigeru Kodama. Reform of Administrative Procedure in Uzbekistan and Japanese Legal Assistance.// 
Administrative law reform in Uzbekistan experiences and problems from the legal viewpoint. Collection of seminar 
papers. Nagoya, ２００８. P. ５; Katsuya Ichihashi. Japanese approach to legal assistance to administrative procedure 
law in Uzbekistan// Administrative law reform in Uzbekistan experiences and problems from the legal viewpoint. 
Collection of seminar papers. Nagoya, ２００８. P ３５; Hiroto Tokuda. Cooperation between Japan and Uzbekistan in 
the sphere of implementation of administrative procedure law// Administrative law reform in Uzbekistan 
experiences and problems from the legal viewpoint. Collection of seminar papers. Nagoya, ２００８. P ４７; Muzraf 
Ikramov. Administrative procedures in Japan: opportunities for implementation into the legislation of Uzbekistan// 
Administrative law reform in Uzbekistan experiences and problems from the legal viewpoint. Collection of seminar 
papers. Nagoya, ２００８. P ８１. 
Cм.: Й. Пуделька. Йенс Деппе. Общее административное право в государствах Центральной Азии – краткий 
обзор современного состояния. Ежегодник публичного права - ２０１４: “Административное право: 
сравнительно-правовые подходы”. – М.: Инфотропик Медиа, ２０１４. Стр. ４; И.А.Хамедов, И.М.Цай. 
Институт административных процедур в свете реформирования административно-процессуального права в 
Узбекистане. Ежегодник публичного права - ２０１４: “Административное право: сравнительно-правовые 
подходы”. – М.: Инфотропик Медиа, ２０１４. Стр. ３９５.
23 ロシアの本や論文を引用するのが普通である。例えば，См: Э.Хожиев. Давлат бошқарувини 
модернизациялаш шароитида маъмурий исло отларнинг мақсади ва асосий йўналишлари︵илмий-назарий 
таҳлил︶. Жамият ва бошқарув. ２０１５ йил ４-сон. ２３ бет.
24 Qarang:E. Hojiyev, T. Hojiyev. Ma’muriy huquq/ darslik – T.:２００６ y. １３-bet.
25 См.:Гл.１ Л.И. Соловева «Административное право Республики Узбекистан» /Авт.коллектив: Х.Р.Алимов, 
Л.И.Соловьева и др./– Т.: «Адолат».１９９８ г. стр.３.
26 なお，ドイツの GIZ（ドイツ国際協力機構）と協力して，ウズベキスタンの代表的な行政法学者で
ある I.A.Khamedov, L.B. Khvan, I.M. Tsay.が最近出版した行政法の教科書においては，行政法とは，公
行政（публичное　управление）の様々な分野における公的秩序（публичный　порядок）を形成し，維
持することと，その際に，私人の権利および法律上の利益を然るべく，保護することにあると述べて
い る（См.: И.А. Хамедов, Л.Б. Хван, И.М. Цай. Админисративное право Республики Узбекистан. Общая 
часть: Учебник. – Ташкент: KONSAUDITINFORM-NASHR, ２０１２ г. Стр ２４.︶。
　このように，I.A.Khamedov, L.B. Khvan, I.M. Tsayの行政法の教科書においては，ソ連時代から続く伝
統的な行政法の定義を変えていることが注目される。行政法の新しい定義は，①公行政という概念を
導入し，②行政法を監督関係，すなわち上下関係を規律する法という定義，すなわち，監督という国
が市民を一方的に統制する法であるという定義をやめて，行政と市民が構成する公秩序という概念を
導入し，市民の権利を保護することを目的とする法であると定義したことは画期的な新展開である。
27 См.: Гл.１ – Б.М. Лазарев «Советское административное право: Учебник/ Под ред. П.Т. Василенкова. – 
М.:Юрит.лит., １９９０ г. Стр ３.
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次のようにその問題性を指摘している。すなわち，ウズベキスタンの行政法学者は，「行

政法は，公行政を私人との関係で規律する法」であって，「行政法の最大の目的は，公権

力の行使による権限濫用から私人を保護することにある」という認識が薄く，今日でも「行

政法の主要課題は，市民や法人が主な対象となる国家監督制度の改善」にあるというソ連

時代以来変わらぬ認識があるため，行政法の定義についてもまた，ソビエト行政法の時代

のそれを見直すことがないのである28。

　このように，ウズベキスタンの場合，行政法理論も旧態依然のままであるため，例えば

行政裁判に関しても，他国の行政法理論に学ぶこともなく，その結果，行政裁判改革にお

いて，新しい行政法理論が反映されることもなく，停滞したままである29。この点に関連

して，実は，行政裁判というテーマは，ソ連時代から，ウズベキスタンでは行政法教科書

に取り上げられておらず，今なお，「国家行政における適法性及び規律の確保」

（обеспечение законности и дисциплины в государственном управлении）という章の中で

大統領，国会，大臣会議，検察官監督等と同様に裁判所というカテゴリーで簡単に扱われ

ていることが多い30。

　この点に関して，例えば Hakimov は，ウズベキスタンにおいては行政裁判が民事訴訟

法学のテーマとして研究され，行政裁判を行政法学の観点から研究した論文が殆どなく，

行政法学の学習・研究テーマとして「行政裁判」を導入し，その理論を構築することが重

要であると述べているが31，この理論の欠如という問題は，今後の行政裁判の発展に深刻

28 См.:Л.Б.Хван. Судебный административный контроль в Республике Узбекистан:проблемы понимания и 
перспективность в ее правовой системе. Административное судопроизводство-процессуального 
законодательства. – Сер.: Юбилеи, конференции, форумы. – Вып.７. –Воронеж: Издательство Воронежского 
государственного университета, ２０１３ г. Стр ９５１.
29 この点に関して，См.:Л.Б.Хван., ２０１３ г. Указ. соч. Стр　９５１－９５２参照。
30 Qarang: Hojiyev E.T. Ma’muriy huquq. Kasb-hunar kollejlari uchun darslik.qayta ishlangan va to’ldirilgan ２
-nashri. T.: “ILMZIYO”, ２０１０ y. ２８６-bet.;　Қаранг: Э. Хожиев, Т. Хожиев. “Маъмурий　ҳуқуқ”Дарслик. –
Т.:２００６ й. ７３６-бет.;　Административное право Республики Узбекистан: Учебник для юрид.вузов//Авт.
коллектив: Х.Р.Алимов, Л.И.Соловьева и др./ –Т.: «Адолат».１９９８ г. Стр ３４９,３６４. 
　しかし，ドイツの GIZ（ドイツ国際協力機構）と協力して，ウズベキスタンの代表的な行政法学者で
ある I.A.Khamedov, L.B. Khvan, I.M. Tsayが最近出版した行政法の教科書において，行政裁判は，「国家
行政における適法性」という節とは別の独立したものとなっており，行政手続（過程）の次に位置づ
けられている（См.: И.А. Хамедов, Л.Б. Хван, И.М. Цай. Указ. соч. Стр ４６８.）。
31 Қаранг:　 Ғ. Ҳакимов. Ўзбекистонда маъмурий юстицияни ривожлантиришнинг муаммолари. 
Монография. – Т.:ТДЮИ нашриёти, ２００９ й. ９８－９９-бетлар. 
　また，この点に関して，См:Л.Б.Хван., ２０１３ г. Указ. соч. Стр　９５２－９５３参照。
　さらに，ウズベキスタンにおいて行政裁判所の導入のために財政的基盤が足りないと言われるが，
例えば Hakimovは，ウズベキスタンにおいて行政裁判所制度を導入するための十分な財政的，その他
の資源があると述べている（Қаранг:　Ғ.　Ҳакимов. Юқорида кўрсатилган асари ︵Монография︶. ４２
-бет.）。
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な影響を及ぼすであろう32。

　この意味では，ウズベキスタンにおける行政法改革を阻む最大の原因として行政法研究

の乏しさが挙げられる。それは，行政法だけではなく，法学全体でも同様の問題があると

いえる。

　行政法の基本概念，外国法の研究等がほとんどなされていないのが現実である。行政法

を教えている教員は，ウズベキスタンの現行法の説明をし，教育内容は主に法律に関する

情報提供になっていることが多い33。法学者は，実務上の様々な事件で生じた法律問題を

道具にして，法律の解釈をしないのである。この点に関して，ソ連法研究者 Kühn が経路

依存を問題の原因として取り上げている。すなわち，ソ連がそうであったように，ウズベ

キスタンにおいても裁判官は法令の簡単な意味を論拠として使い，その分析を法令の文言

から導かれる当然のものとして取り上げる34。このような状況を生み出す他の原因の一つ

として，裁判官が法律に拘束され，法令にだけ従わなければならないという規則（例えば，

ウズベキスタン民事訴訟法典第１４条，経済訴訟法典第１３条，行政訴訟法典第１５条35）

32 以上，ウズベキスタンにおける行政裁判改革を阻む理論の欠如について述べてきたが，例えば，日
本が行ってきた法整備支援の中で，行政法関係のものとして行政手続法の整備があり，この一環とし
てウズベキスタン司法省が所管し，起草した「企業家活動における許認可手続に関する」法律（２０１２
年１２月２０日制定 Закон Республики Узбекистан «О разрешительных процедурах в сфере 
предпринимательской деятельности» от ２０ декабря ２０１２ г., № ЗРУ—３４１.）の作成支援がある。この点
に関して，さらに，Қаранг:Тадбиркорлар учун маъмурий тартиб-қоидалар тўғрисида брошюра/ Ғ.Хидоятов, 
Х.Мелиев, Ш.Саидов ва бошқ. – Т.: «Sharq», ２０１１ й. ２３-бет.; Тадбиркорлик соҳасида маъмурий тартиб-
қоидалар бўйича қўлланма/ Ғ.Хидоятов [ва бошқ.]ЎзР Адлия вазирлиги, Япония Халқаро Ҳамкорлик 
агентлиги︵JICA︶. – Т.: «Sharq», ２０１１ й.１３２-бет.; See, Japan International Cooperation Agency. Administrative 
Law Reform in Uzbekistan Experiences and Problems from the Legal Viewpoint – Collection of Seminar Papers.  
Tashkent State Institute of Law, ２００８.参照。
　また，ドイツの GIZ（ドイツ国際協力機構）と協力して，ウズベキスタンの代表的な行政法学者であ
る I.A.Khamedov, L.B. Khvan, I.M. Tsayは，先に述べたように，これまでのものとはまったく異なる新し
い行政法の教科書を出版したり（См.: И.А. Хамедов, Л.Б. Хван, И.М. Цай. Указ. соч.），諸外国の行政裁
判法制および行政手続法制を紹介する出版物を公刊したりしている。そこでは，ウズベキスタンだけ
ではなく，CIS諸国全体の共通言語であるロシア語でドイツ行政法の概念や制度を幅広く紹介している
（Сборник законодательных актов по административной юстиции: ２-е издание – Ташкент: «NORMA », 
２０１３ г.; Сборник законодательных актов по административным процедурам/︵GIZ Германское Общество по 
Международному Сотрудничеству︶, – Ташкент: «AbuMatbuot-Konsalt», ２０１３ г.）。
33 上述のように，行政法の教科書が比較的少ないが，例えば，Hakimov 行政法各論という教科書には，
法律や政令がそのまま，解説なく記載されている。Ғ. Хакимов Маъмурий ҳуқуқ ︵махсус қисм︶. – Т.: 
ТДЮИ, ２００５. - ３３１ б.
34 “judges employ arguments of the plain meaning of a statutory text and present their analysis as a sort of 
inevitable logical deduction from this text”. Kühn, Zdenek. “The judiciary in Central and Eastern Europe: 
mechanical jurisprudence in transformation?” in Law in Eastern Europe ６１, p ７５.
35 Гражданский процессуальный кодекс Республики Узбекистан ︵Дата вступления в силу ０１.０４.２０１８, 
Национальная база данных законодательства, ２３.０１.２０１８ г., № ０２/１８/ГПК/０６１２︶.; Экономический 
процессуальный кодекс Республики Узбекистан ︵Дата вступления в силу ０１.０４.２０１８, Национальная база 
данных законодательства, ２５.０１.２０１８ г., № ０２/１８/ЭПК/０６２３︶.; Кодекс Республики Узбекистан об 
административном судопроизводстве ︵Дата вступления в силу ０１.０４.２０１８, Национальная база данных 
законодательства, ２６.０１.２０１８ г., № ０２/１８/АПК/０６２７︶.
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があることも挙げられよう36。

　また，このような状況には，法教育も影響している。現在のウズベキスタンの法教育は，

アメリカ，ヨーロッパ及び大陸法諸国の法学部とは大きく異なっている。例えば，ウズベ

キスタンでは，法教育の現場においても，事例分析に基づく教育は少なく，考察力及び分

析力より覚えることがより重視されてきた。また，法学部の学生には法論証が教えられず，

法律の解釈が法学部の教育対象にはなっていない37。この点に関して，ソ連法においても

裁判官が作る法（judge-made law）や裁判官によるすべての追加解釈は有害であるか又は

疑わしいものと想定されており，そのことが受け入れられてきたと Kühn が指摘してい

る38。

　裁判官に法律の解釈が許されないと考えられるのは何故だろうか。Kühn の結論からす

ると，旧ソ連諸国では，法のコンセプトが欧米と異なっているということになる。すなわ

ち，旧ソ連諸国において法というのは，国会及び権限ある行政機関が制定した法令を意味

しており，法律から抽出できる法理・原則や裁判官による法が法規範にはなれないとされ

ている。従って，裁判官が法論証や法令の解釈をしなくてよいということになっている39。

そのため，ソ連時代以来，特定の分野において，法令が不十分又は矛盾する場合，その必

要性に応じて立法機関や行政機関が法令の改正をするから，法解釈による裁判官による法

が要らないとされる40。

　このような textual positivism の問題の背景には二つの理由がある。まずは，法曹に行政

法の知識が十分ではないことが挙げられる。すなわち，法学部において行政法に関する包

括的，基礎研究が不十分であり，行政法の教科書や判例集が少ない。また，裁判実務（判

例）へのアクセスが限られており，その結果，法学部における行政法の授業が不十分なも

のとなっているのである。次に，上述の textual positivism の理由として，行政法のみの問

題ではないが，法研究において，特定の法律問題に関する国内の裁判実務を継続・制度的

に分析した研究が少なく41，同時に，最高裁判所をはじめとする裁判所も，判決・決定を

出すにあたり，法令のみを重視し，行政法学者や有識者の論文や教科書を参考にしていな

36 Kühn, Zdenek. “The judiciary in Central and Eastern Europe: mechanical jurisprudence in transformation?” in 
Law in Eastern Europe ６１, p １１８.
37 Kühn, Zdenek. “The judiciary in Central and Eastern Europe: mechanical jurisprudence in transformation?” in 
Law in Eastern Europe  ６１, p １３０-１３５.
38 Kühn, Zdenek.“ Worlds Apart: Western and Central European Judicial Culture at the Onset of the European 
Enlargement, ” in The American Journal of Comparative Law, Vol. ５２.No. ３ ︵２００４︶. p ５４２-５４３.
　http://www.jstor.org/stable/4144478 ︵accessed １２.０３.２０１４︶.
39 Kühn, Zdenek. “The judiciary in Central and Eastern Europe: mechanical jurisprudence in transformation?” in 
Law in Eastern Europe ６１, p １３２-１３４.
40 Kühn, Zdenek. “The judiciary in Central and Eastern Europe: mechanical jurisprudence in transformation?” in 
Law in Eastern Europe ６１, p １４２-１４３.
41 См: Хамедов И. Концептуальные вопросы имплементации конституционных принципов в 
государственном управлении. Жамият ва бошқарув. ２０１５ йил ４-сон. ２８ бет. ︵тезис шаклида ︶.
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いことが挙げられる42。

　最後に，行政法の研究が魅力的ではないのも，問題の原因となっている。すなわち，行

政法教育や研究が実務とは離れており，行政関連法にも貢献していない43。その結果，権

威や重要性が低くなり，行政法分野に関する法律や実務が研究者ではなく，他のプレイヤ

（例えば，各省庁や国際機関等）によって構築されている。逆に，最近では，他のプレイ

ヤが行政法の理論も構築し始めているのである44。

　行政改革が積極的に行われているウズベキスタンにおいては，今まで理論的基礎が構築

されてこなかった行政手続や行政訴訟法の諸課題が行政法理論に依存せざるをえない。従

って，上述の問題を解決するためには，ウズベキスタンにおいて，行政法学に関する理論

を構築する研究及びそれらを修得した研究者が必要とされているのであり，理論的背景を

十分に有した大学教育及び法曹教育が行われなければならない。こうした法曹人材養成が

なければ，行政法の様々な制度の確立も，運用も，その進化も考えられないだろう。

結論

　ウズベキスタンが Mirziyoyev 大統領のもとで，２０１７-２０２１年行動指針を宣伝し，

その一つの指針として司法改革，とりわけ行政法改革が指摘されている。国家が市場経済

を積極的に導入し，企業活動を発展させるため，また市民の権利自由を適切にはかるため，

行政法の整備が必要不可欠になる。行政法の整備は，もちろん行政機関によっても蓄積さ

れることがあるが，行政法研究者がより重要な役割を果たすべきである。行政法研究者が

比較研究をし，国内外における判例の分析をし，行政法理論の立場から，学問および実務

を誘導しないと，実務で様々な権利自由侵害が発生しても，その救済すらできないものに

なる危険がある。行政法研究者が上述の問題を意識しながら，実務でも使えるウズベキス

タンにおける行政法理論を構築し，若手の研究者の教育，指導，そして新行政法改革を反

映した新しい研究や教科書の執筆にも十分に注目しなければならない。そうすることによ

って，ウズベキスタンの行政法も旧ソ連型行政法から市場経済に基づいた独立後の新行政

法に転化していくのである。

42 Kühn, Zdenek. “The judiciary in Central and Eastern Europe: mechanical jurisprudence in transformation?” in 
Law in Eastern Europe ６１, p １４４-１４５.
Also see, А. Н. Верешягин, А.Г.Карапетов, Ю.В. Тай. Пути совершенствования правотворческой 
деятельности Высшего Арбитражного Суда РФ. Вестник ВАС РФ. ６ ︵２４７︶ июнь ２０１３ г. Стр ４２-４３.
この点に関して，ロシアでは，行政法研究や教育では，判例分析が行われている。例えば， 
Административное право: практикум/ под ред. Ю.Н.Старилова; Изд ВГУ, ２０１１ г.参照。
43 例えば，未だに，ウズベキスタン行政法理論では，行政行為論，行政訴訟論等が十分できていない。
44 本来なら，理論的なベースがあって，制度ができるが，ウズベキスタン行政法では，それもまた問
題がある。例えば，現在，ウズベキスタンにおいて行政手続に関する法律が採択されており，JICAや
GIZ（ドイツ国際協力機関）の支援の下，司法省がその草案を作成したのである。この法律が採択され
たことによって，ウズベキスタン行政法で今まで理論的に構築されていない行政行為論（行政行為の
定義，その効力，取り消し，撤回等）や理由附記，聴聞等行政手続の主要な制度が初めて登場するの
である。
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カンボジアの司法　～未登記土地に関する紛争～

ＪＩＣＡ長期派遣専門家　

内　山　　　淳

１　はじめに

　これまで，前提となる司法制度や各種法令等を紹介しつつ，カンボジアで現実に問題と

なっている事象を取り上げて，司法の実情をお伝えしてきた。また，始審裁判所に関する

実務的な基礎データを紹介しながら，裁判所について概観した。

今号のテーマは，「未登記土地に関する紛争」である。日本でも，近時，いわゆる「所有

者不明土地」1として，相続登記がなされていない未登記土地が問題となっているが，カン

ボジアでは，日本と異なり，同じ未登記でも，そもそも所有権保存登記（初期登記）がな

されていない未登記土地が問題となっている。このような問題は，カンボジアの司法の特

徴を知る上で，非常に興味深いと考えたので，取り上げる次第である。

２　未登記土地に関する紛争について

（１）背景事情

　　　カンボジアでは，ポル・ポト政権時代から内戦時代にかけて，登記簿等が散逸する

などの歴史的事情から，未登記土地が数多く存在しており，現在，国土管理・都市計

画・建設省（以下「国土省」という。）を中心に，順次，全国の未登記土地について

の初期登記を進めている。

　　　具体的には，各州知事に裁量があるものの，主として，各州内の人口の多い地域か

ら順に，システマティック登記2を実施しており，国土省によると，国土（約１８万

ｋ㎡，日本の約半分）の約６６．４％の初期登記が完了した（２０１７年１２月現在）

とのことである3。

　　　もっとも，開発業者等が開発対象地が未登記であることを悪用し，自ら初期登記の

手続を完了させて，実際に当該土地上に居住している住民を排除しようとする事例等

もあるとのことであり，未登記土地を巡る紛争は，関係者の利害関係が複雑に絡み合

1『法律のひろば』２０１７年８月号では，「土地所有を取り巻く現状と課題」と題した特集が組まれ，
「土地の『所有者不明化』と制度の課題」（吉原祥子）などが掲載されている。
2 「地籍索引図及び土地登記簿の制定手続（システマティック登記）に関する政令」を参照。
　カンボジア法令については，法務省法務総合研究所国際協力部（ＩＣＤ）のホームページ
http://www.moj.go.jp/housouken/houso_houkoku_cambo.html に掲載されているので，参照されたい。
3 カンボジアの不動産登記制度については，以下を参照。いずれも，デジタル版はＩＣＤのホームペー
ジに掲載されている。
　　「カンボジアの不動産登記について」（磯井美葉，『ＩＣＤＮＥＷＳ』６０号）
　　「カンボジア王国における不動産登記制度と実情」（金武絵美子，『ＩＣＤＮＥＷＳ』７３号）
　　「カンボジア現地セミナー（不動産登記共同省令）」（内山淳，『ＩＣＤＮＥＷＳ』６４号）

外国法制・実務
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っていることが多い。

（２）管轄

　　　未登記土地に関する紛争としては，例えば，未登記土地の所有権確認，売買契約に

基づく未登記土地の引渡請求，未登記土地に対する差押えや保全処分等が挙げられる。

　　　未登記土地，すなわち地籍行政機関によって発行された何らかの種類の権利証書が

ない土地についての紛争は，「土地紛争についての裁判所と地籍委員会の管轄の決定

に関する共同省令」4（以下「管轄共同省令」という。以下の条文は，特に明記しない

限り，カンボジア法を意味する。）において管轄が規定されている。

　　　この管轄共同省令によると，基本的には，未登記土地についての紛争は，地籍委員

会の管轄となり，登記済土地についての紛争は，裁判所の管轄となる（管轄共同省令

１条）。そのため，管轄共同省令の署名日以降，裁判所は，未登記土地の紛争に関す

る申立ての受理を中止することになる（管轄共同省令２条）。ただし，管轄共同省令

の発令以前に裁判所で受理した未登記土地の紛争に関する申立てについては，最終的

な手続まで，裁判所によって処理される（管轄共同省令３条）。

　　　他方，未登記土地であっても，未登記土地についての相続，売買契約，賃貸借契約，

抵当権等の契約に関する紛争は，裁判所の管轄となる（管轄共同省令４条）。

　　　したがって，これらの規定によれば，基本的には，未登記土地の所有権確認につい

ては，地籍委員会の管轄となり，売買契約に基づく未登記土地の引渡請求については，

裁判所の管轄となる。ただし，後掲のとおり，管轄については，実務上，若干の問題

がある。

　　　地籍委員会については，「地籍委員会の組織及び権能に関する政令」5（以下「地籍委

員会政令」という。）において権限等が規定されている。

　　　この地籍委員会政令によると，国家地籍委員会は，未登記土地について，合法的な

占有者又は所有者の承認に関する決定を行う完全な管轄権を有している（地籍委員会

政令２０条１項）。紛争当事者は，国家地籍委員会の裁定に異論がある場合，裁判所

に不服を申し立てる権利を有する（同条２項）。不服申立ての期間は，紛争当事者が

裁定を受領してから３０日以内であり，その期間を徒過すると，国家地籍委員会の裁

定が最終的なものとみなされる（地籍委員会政令２３条１項，４項）。

　　　未登記土地の差押え等については，「未登記の不動産に対する差押え及び保全処分

に関する登記手続についての共同省令」6（以下「差押え等共同省令」という。）におい

て手続等が規定されている。

　　　この差押え等共同省令によると，地籍管理所（登記所）は，裁判所から登記嘱託書

4 司法省と国土省による共同省令，２００３年発令。
5 政令４７号，２００２年発令。
6 司法省と国土省による共同省令，２０１４年発令。なお，登記済土地の差押え等については，「民事
訴訟法関連の不動産登記手続に関する共同省令」（司法省と国土省による共同省令，２０１１年発令。「民
事訴訟法に関する不動産登記共同省令」という訳語もある。）に従う。

40



を受領したときは，裁判所による未登記土地に対する強制売却開始決定等に基づき，

新規登記（初期登記）手続に関する諸法令に従って，遅滞なく登記手続を開始しなけ

ればならない（差押え等共同省令７条１項）。このような規定からすると，裁判所は，

本来の管轄があることを前提に，未登記土地に対する差押えや保全処分をすることが

できると考えられる。

３　実務上の問題点

（１）強制執行

　　　前述のとおり，未登記土地に対する差押えや保全処分ができるものの，強制執行等

においては，実務上，次のような問題点がある。

　　　例えば，未登記土地に対する差押えをするためには，当該土地の新規登記をしなけ

ればならず（差押え等共同省令６条，７条），差押債権者には，新規登記に必要な費

用の前払義務がある（差押え等共同省令９条 ）。

　　　しかし，差押債権者にとっては，権利関係が不安定な他人の土地の登記費用を支払

うことになるため，前払いを渋る差押債権者が多い。

　　　また，未登記土地の場合，当該土地を特定する情報は，主に権利証に記載されてい

るが，通常，権利証は，債務者の手元にあるため，差押債権者や地籍管理所にとって

は，当該土地を特定するための情報が不足し，新規登記に支障が出ることがある。

　　　さらに，未登記土地の強制売却では，実務上，新規登記せず，未登記のまま売却す

ることがあり，その後，買受人が新規登記するかどうかは，買受人次第ということも

ある。シェムリアップなどの都市部では，土地の資産価値が比較的高いため，未登記

のままでも土地を買い受ける者がいる。そのため，新規登記に伴う煩瑣を避けるべく，

そのような運用がなされることがある。

　　　このような問題点は，強制売却手続にとって大きな支障となり，裁判所の事件処理

を停滞させる要因となる。

（２）管轄

　　　前述のように，未登記土地に関する紛争は，地籍委員会に管轄があり，地籍委員会

の裁定に異論があれば，裁判所に不服申立てができることになっているが，以下で述

べるとおり，条文上，第一次的判断権が地籍委員会の専属管轄なのか否かについては，

判然としない。

　　　管轄共同省令の発令後，２００６年に民事訴訟法が成立（２００７年適用）し，民

事訴訟法に抵触する規定は，その抵触する限度で効力を有しないとされた（民事訴訟

法５８８条２項 ）。

　　　他方，日本の法制執務を前提にすれば，省令の制定権者である大臣が当該省令を廃

止しない限り，たとえ法律で無効と規定しても直ちに省令が廃止されるわけではない

と解される（本稿執筆現在，管轄共同省令を廃止又は変更する旨の省令が発令された
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との情報には接していない。）。

　　　そのため，もしこの管轄共同省令が有効だとすると，民事訴訟法が，民事訴訟を全

て裁判所で扱うことにしている（民事訴訟法２条２項参照）にもかかわらず，下位法

規である管轄共同省令では，民事訴訟の一部について裁判所に管轄がないかのように

規定していることになる。

　　　そこで，両者は矛盾するのではないかという問題が生じる。

　　　この点，管轄共同省令については，地籍委員会に管轄はあるが専属管轄ではないと

解すると，民事訴訟法に抵触するとまでは言えず，地籍委員会で第一次的な判断をす

ることも可能であると解する余地がある。

　　　もっとも，法規範相互の関係性については，あまり深い議論がなされていないため，

管轄共同省令の効力については，決着が付いていない。

　　　実際には，各地の始審裁判所で聞き取った際，第一次的判断権は，裁判所ではなく，

地籍委員会（土地紛争解決委員会と呼ぶところもあった。）にあると考える裁判所が

多かった 。そのため，当事者が未登記土地の所有権確認請求等の訴えを裁判所に提

起しても，裁判所は，当該事案を地籍委員会に移送しているとのことである7。

　　　このような運用のため，カンボジアで，社会問題としてニュース等で話題になる未

登記土地の所有権を巡る土地紛争事案は，契約に基づくものなどの場合を除き，裁判

所には係属しないことになり，地籍委員会で扱われることになる。つまり，そのよう

な社会問題への対応は，司法省ではなく，国土省の所管ということになる。

（３）法の階層性

　　　カンボジアでは，未登記土地だけでなく，登記済土地についても，登記手続を定め

る共同省令が存在する8が，本稿執筆現在，法律レベルでの規定（不動産登記法）は

存在しない。つまり，不動産登記法はないが，不動産登記に関する各種政令や省令が

あるということである。

　　　このように，「法律はないが，下位法規が存在する」という例は少なくない。例えば，

戸籍法はないが，戸籍に関する政令（身分に関する政令）がある。執行官法や公証人

法はないが，特例的に執行官や公証人を任命する政令がある。この他にも，このよう

な法の階層性の逆転現象が散見される。

　　　このような現象が起こる背景として，カンボジアの社会情勢が考えられる。カンボ

ジアは，今なお外国からの投資に起因する経済発展が著しいため，変化のスピードも

速く，機を失すると様々な面での損失も懸念される。この点，もし立法手続を踏むと，

与野党のみならず，各省庁間の利害関係も調整しなければならず，時にはマスコミや

7 民事訴訟法１８条１項では，「管轄裁判所に移送する」とあるだけで，始審裁判所から地籍委員会へ
の移送を定める規定はないが，当事者の便宜を考え，各地の始審裁判所では，受理自体を拒否せず，
受理した上で，各地の地籍委員会に移送するという運用をしているとのことである。
8「民法関連の不動産登記手続に関する共同省令」（司法省と国土省による共同省令，２０１３年発令）。
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ＮＧＯなどからの批判にもさらされるため，制定までに時間を要する。それを避ける

ため，省令（各省限りで発令可能），共同省令（関係省庁限りで発令可能），政令・首

相令（首相限りで発令可能）などが多用されているように思われる。

　　　しかし，これを突き詰めていくと，法律の委任なくして，国民の権利や利益を制約

する法規範を制定できることになり，法の支配，民主主義及び立憲主義等の観点から

見ても問題が残ると言わざるを得ない。

４　おわりに

　以上のように，「未登記不動産に関する紛争」に焦点を当てて，カンボジアの司法の実

情を見てきた。その中でも，法規範相互の関係性や法の階層性についての現象は，非常に

興味深い。クメール語では，「子どもが父親よりも先に生まれる。」9と言って，法の階層性

の逆転現象を揶揄するそうである。法整備支援では，個々の法規範の内容についての理解

が重要であることは言うまでもないが，それだけにとどまらず，法体系全体についての理

解も促進していく必要があることを示唆しているように感じる。

9 （コーン　カウト　モン　アウ）
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中国立法法の改正について（２）

ＪＩＣＡ長期派遣専門家　

弁護士　白　出　博　之

第２章　新立法法の主な内容

第４　『第２章　法律　第３節　全国人民代表大会常務委員会の立法手続』

【委員長会議及びその他の関連機構による法律案提出】

第２６条　委員長会議は，常務委員会に対して法律案を提出することができ，常務

委員会会議において審議を行う。

２　国務院，中央軍事委員会，最高人民法院，最高人民検察院，全国人民代表大会

の各専門委員会は常務委員会に対して法律案を提出することができ，委員長会議

は，常務委員会会議に上程することを決定することができ，又は先に関連専門委

員会の審議にかけて報告を提出させた上で常務委員会会議に上程することを決定

することができる。委員長会議が法律案に重大な問題があり更なる検討が必要で

あると認める場合，提案者に対して修正して完全なものとした上で常務委員会に

提出するよう建議することができる。

【常務委員会の構成員による法律案提出】

第２７条　常務委員会の構成員１０名以上の連名によって，常務委員会に対して法

律案を提出することができる。委員長会議は，常務委員会会議に上程するか否か

を決定し，又は先ず関連専門委員会の審議にかけて会議に上程するか否かについ

て意見を提出させた上で常務委員会会議に上程するか否かを決定する。常務委員

会会議に上程しない場合，常務委員会会議に対して報告し，又は提案者に対して

説明を行わなければならない。

２　専門委員会は審議の際，提案者に会議に列席するよう招請し，意見発表を求め

ることができる。

　　本章第三節は，全国人大常務委員会における立法手続に関する規定であり，その第１

段階である法律案提出に関し，第２６条，第２７条では法律案の提出権者及び提出手続

を定める。

※決定八　第２６条を第２８条とし，一項を追加して第２項とする。

【法律草案の事前配布と全国人大代表への会議列席招請】

第２８条　常務委員会会議に上程された法律案は，特別な場合を除き，会議開催の

７日前に法律草案を常務委員会構成員に対して配布しなければならない。

２　常務委員会が法律案を会議で審議する場合，関係する全国人民代表大会代表に
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　会議に列席するよう招請しなければならない。

　　本条は，法律草案の事前配布と全国人大代表に対する会議列席招請に関する規定であ

る（一部改正）。

１　法律草案の事前配布（本条１項）

　　　立法の質及び法律案の審議レベルを向上させるため，常務委員会委員は会議の開催

前に，会議で審議が行われる法律草案について検討し，事前に十分な審議準備を行う

時間を確保しなければならない。そこで本条１項は常務委員会会議を開催する「７日

前」までに常務委員会委員に法律草案を配布しなければならないと定めるが，これは

実際の操作において有用である。本条所定の「７日」は最短期間にすぎず，客観的条

件が許す範囲内で，できる限り事前に法律草案を常務委員会委員に配布しなければな

らない。

２　全国人大代表の会議列席を招請（本条２項・新設規定）

　　　本条２項の趣旨は，立法業務における人民代表大会代表の役割を十分に発揮させ，

法律草案の起草及び審議の質を向上させる点にある。

　　　党の第１８期４中全会決定では，「法律・行政法規・規章の起草における人民代表

大会代表の意見募集に関する制度を整備し，人民代表大会常務委員会会議に列席する

人民代表大会代表の人数を増やし，法律の起草及び改正における人民代表大会代表の

役割を更に発揮させる」ことが提起されており，これに対応して常務委員会委員の意

見と数年来の実践に基づき，本改正では常務委員会会議が法律案審議を行う場合，関

係する全国人大代表に会議に列席するよう招請しなければならないとする本条項が追

加された。

　　　人民代表大会代表は人民により選出された国家権力を行使する代表であり，立法に

おける人民代表大会代表の役割を十分に発揮させることは，立法に人民の意思を反映

し，体現するという制度上の要求であると共に，科学立法，民主立法を促進し，立法

の質を向上させる点においても有用である。

　【参考文献】1 前掲①１１１～１１２頁，②１２２～１２４頁，③９３～９５頁，④１３

９～１４０頁参照。

1 引用の参考文献は，①全国人大法工委国家法室編著『立法法釈義』（法律出版社・２０１５），②全
国人大法工委国家法室主任武増主編『立法法解読』（中国法制出版社・２０１５），③鄭淑娜主編，郭
林茂副主編『立法法釈義』（中国民主法制出版社・２０１５），④喬曉陽主編『立法法の読み方と釈義』
（中国民主法制出版社・２０１５）である。
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【三審制】

第２９条　常務委員会会議に上程された法律案は，通常は常務委員会会議における

　３回の審議を経た後に表決に付さなければならない。

２　常務委員会会議による法律案第１次審議は，全体会議において提案者の説明を

聴取し，グループ別会議において初歩的審議を行う。

３　常務委員会会議による法律案第二次審議は，全体会議において法律委員会によ

る法律草案の修正状況及び主要問題に関する報告を聴取し，グループ別会議にお

いて更に審議を行う。

４　常務委員会会議による法律案第三次審議は，全体会議において法律委員会によ

る法律草案の審議結果に関する報告を聴取し，グループ別会議で法律草案修正稿

に対して審議を行う。

５　常務委員会は，法律を審議するとき，必要に応じてグループ合同会議又は全体

会議を招集して法律草案中の主要問題について討論することができる。

※決定九　第２８条を第３０条とし，次のように改める。

【三審制の例外】

第３０条　常務委員会会議に上程された法律案につき各方面の意見が比較的一致し

ている場合，常務委員会会議における二度の審議を経た後に表決に付すことがで

きる。調整事項が比較的単一的又は一部改正の法律案につき，各方面の意見が比

較的一致している場合は，常務委員会会議の審議を一度経た後直ちに表決に付す

ことができる。

　　第２９条は全国人大常務委員会における法律案審議につき三審制を原則とし，同時に

常務委員会の法律案審議の具体的会議形式に関する規定，第３０条は上記三審制の例外

に関する規定である（一部改正）。

１　三審制の原則（２９条）と例外（３０条）

　　１）法律案の審議手続は，立法手続の最も重要な段階であるところ，法律案は常務委

員会構成員による十分な審議を経てこそ初めて科学立法，民主立法が実現でき，立

法の質を保証することが可能となる。全国人大の立法に関する実践及び業務上の必

要性に基づいて，本法では全国人大常務委員会による法律案審議の三審制原則を定

めると共に（２９条），常務委員会の立法手続について変通規定（状況に応じて弾

力的運用が可能な規定）を定めて立法の質と効率を共に重視しており，立法業務を

展開する上で有用である。

　　２）第３０条によれば，①内容が比較的単一的で，更に各方面の意見の相違が大きく

ない法律案については，２度の審議で可決することもでき，全国人大常務委員会に

よる立法実務においても２度の審議を経て可決されている法律や関連法律に関する
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決定が存在している2。②一部改正を行う法律案につき，意見の相違が大きくなく，

各方面の意見が比較的一致している場合，常務委員会会議による１度の審議を経て

表決に進むことができる3。更に実務では，調整事項が比較的単一的で，各方面の意

見が比較的一致している法律案についても常務委員会会議による１度の審議を経て

表決されている4。

　　　　上述の実践経験を総括し，審議の質を確保した上で，審議効率を向上させ，速や

かに経済・社会の発展の必要性に適応することができることに鑑み，本改正では調

整事項が比較的単一的で各方面の意見が比較的一致している場合においても，常務

委員会会議による１度の審議を経て表決できる旨が追加されている。

　【参考文献】前掲①１１６～１１７頁，②１３１～１３２頁，③１００頁，④１４５～

１４６頁参照。

【常務委員会グループ別会議】

第３１条　常務委員会グループ別会議が法律案を審議するとき，提案者は人を派遣

して意見を聴取し，質問に回答しなければならない。

２　常務委員会グループ別会議が法律案を審議するとき，グループの要求に基づき，

関連機関及び組織は人を派遣して状況を説明しなければならない。

【専門委員会による法律案の審議】

第３２条　常務委員会会議に上程された法律案は，関連専門委員会が審議を行った

上で審議意見を提出し，常務委員会会議に対して書面を配布する。

２　関連専門委員会は法律案を審議するとき，その他の専門委員会の構成員を招請

して会議に列席させ，意見の発表を求めることができる。

　　第３１条は常務委員会グループ別会議による法律案審議，第３２条は専門委員会によ

る法律案審議に関する規定である。

※決定十　第３１条を第３３条とし，次のように改める。

【法律委員会による法律案の統一審議】

第３３条　常務委員会会議に上程された法律案は，法律委員会が常務委員会の構成

2 ２度の審議を経て可決された例としては公益事業寄付法（１９９９年６月），経済工作の監督強化に
関する全国人大常務委員会決定（２０００年３月），最近では反家庭暴力法（２０１５年１２月）がある。
3 治安管理処罰法改正に関する決定（２０１２年１０月）は，改正後の刑事訴訟法の規定に基づき，
治安管理処罰法の個別の条文について相応の修正が行われて各方面の意見が比較的一致していたこと
等から，常務委員会会議による１度の審議を経て直ちに可決されている。
4 インターネット情報の保護強化に関する決定（２０１２年１２月）は，調整事項が比較的単一的で，
各方面の意見が比較的一致していたこと等から，常務委員会会議による１度の審議を経て直ちに法案
が可決されている。
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　員，関連専門委員会の審議意見及び各方面から提出された意見に基づいて法律案

に対して統一審議を行い，修正状況の報告又は審議結果報告と法律草案修正稿を

提出し，重要な意見の不一致については報告又は審議結果報告上に説明を加えな

ければならない。関連専門委員会による審議意見を採用しなかった場合，関連専

門委員会に報告しなければならない。

２　法律委員会は法律案の審議の際，関連専門委員会の構成員を招請して会議に列

席させ，意見の発表を求めなければならない。

　　本条は法律委員会による法律案の統一審議に関する規定である（一部改正）。

１　本条の趣旨

　　　この点，全国人民代表大会組織法が「法律委員会は，全国人大又はその常務委員会

に提出した法律草案を統一的に審議し，その他専門委員会は関連の法律草案について

法律委員会に意見を提起し，かつ意見書を会議で配布する」と規定し，全国人大及び

その常務委員会による法律の制定が，法律委員会の統一審議を通じてなされることを

法律上明確にしている。立法実務が証明するように，立法に関する総合部門が法律案

の統一審議を行うことは，制定する法律を憲法と一致させて関連法律との連続性を維

持し，法制統一を維持すること，立法の質を保証すること，及び立法を加速すること

等に積極的作用を有するところ，本法ではこれを改めて明確に規定している。

２　法律委員会による統一審議と関連専門委員会による法律案審議との関係

　　　全国人大は１つの有機的な機構であり，相互間で業務を分担し，協力する関係にあ

り，目標は一致している。すなわち，各専門委員会，法制工作委員会は，全国人大常

務委員会による指導の下，各自が自らの職務を担当し，自ら責任を負い，足並みを揃

えて一致共同して立法業務を円滑に進めなければならない5。

　　　本法では，全国人大及びその常務委員会による法律案審議に関する経験を総括し，

法律委員会による統一審議と関連専門委員会による法律案審議との関係を明確にして

おり，これは立法業務における各専門委員会の役割を十分に発揮させることにとって

重要な意義がある。すなわち，本法規定によれば，法律委員会による統一審議及び関

連専門委員会による審議手続について具体的に規定しており，法律案は関連専門委員

会が審議を行い，審議意見書を提出し，常務委員会会議に配布する。そして法律委員

会は，常務委員会委員，関連専門委員会の審議意見書及び各方面から提起された意見

に基づいて，法律案の統一審議を行う。

5 統一審議を担当する法律委員会が，いわば立法に関する総合部門であるのに対して，法制工作委員
会は，全国人大常務委員会の業務機構であり，その事務機構は法律委員会の事務機構でもある。法案
の統一審議過程において，法律委員会は法制工作委員会と共に業務を行う。法律委員会と法制工作委
員会は，その他の専門委員会と緊密に協力し，法案に関する重要問題について，主体的に関連専門委
員会と連絡を取り，共同で調査研究を行い，問題を検討し，解決しなければならない（参考文献②
１４０頁参照）。
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３　法律委員会による統一審議に関する具体的手続

　　１）法律委員会による法律案の統一審議は，全国人大常務委員会の長年にわたる立法

経験を総括したものであり，法制統一を保障するための重要な手段である。

　　　　通常の場合，常務委員会による法律案の初回審議の後，法律委員会，法制工作委

員会は次の業務を行う。すなわち，①法律草案の初回審議に対する常務委員会委員

の意見を整理し，常務委員会による当該法律草案の第二次審議時に会議で配布する

準備を行う。②立法の必要性に基づき関連の地方，部門，人民団体，専門家，関連

の基層及び集団の代表，全国人大代表及び社会の関連分野が参加する座談会，論証

会，公聴会等を開催し，各方面の法律草案に対する意見を聴取する。③法案を各地

及び関係部門に配布し，各方面から意見を広く募集して，期日どおりに意見を提起

することを求め，それらをまとめて整理する。④社会全体に法案を公表し（但し委

員長会議で非公表決定されたものを除く），パブリックコメントを整理分析する。

⑤常務委員会委員，関連専門委員会及び各方面の意見に基づき，法制工作委員会が

法律草案の修正を行い，法律草案修正稿を提出する。その後に法律委員会が会議を

開催し，各方面から提起された意見に基づき，法律草案の各条項について更に検討

した上で修正を行い，修正時には各方面の意見，特に常務委員会委員及び関連専門

委員会が当該法律案について提出した審議意見書の内容を採り入れることに注意し

なければならない。重要な異なる意見について，採用することができる内容は，速

やかに法律案修正稿の中に取り入れるようにし，採用することができない内容も，

真摯に検討し，説明・解釈を適切に行わなければならない。

　　　　立法業務を更に深く，確実に進め，常務委員会委員が各方面から提起された重要

な異なる意見を理解できるようにするため，本法は，重要な異なる意見については，

それが採用されたか否かに関わらず，法律委員会は修正意見に関する報告書又は審

議結果報告書の中で説明しなければならない旨を定める。同時に，速やかに関連専

門委員会と意思疎通を行うために，本条では関連専門委員会の審議意見が採用され

なかった場合，関連専門委員会にフィードバックを行わなければならない旨を明記

している（この点，旧３１条１項は「関連専門委員会の重要な審議意見が採用され

なかった場合」と定めていたのに対し，本改正では「重要な」を削除している）。

　　２）法律委員会は法律案審議を行う場合，全体会議を開催しなければならない。会議

の多くは常務委員会の閉会期間に開催されるが，法案について表決に進む予定の常

務委員会会議の期間中に会議を開催しなければならない。なぜなら，法律委員会は

常務委員会委員が法律案修正稿について提起した意見に基づき，修正稿に更なる修

正を加えた法律案表決稿を提出し，その回の常務委員会で表決を行わなければなら

ないからである。法律委員会が会議を開催する場合，各委員に事前に通知し，委員

が審議のために十分な準備ができるようにしなければならない。法律委員会委員は

法律案に関する問題につき調査研究を行い，各方面の意見を聴取した上で法律案各
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条項の審議を行い6，具体的な修正意見は法制工作委員会が記録し整理する。

　　３）法律委員会は，常務委員会による法律案審議の各段階に応じて，異なる書類資料

を提供する。すなわち，①常務委員会による初回審議後に，法律委員会は常務委員

会に法律草案の二次審議稿，法律草案の修正状況及び主要な問題に関する報告書を

提出する。②常務委員会による第二次審議後に，法律委員会は常務委員会に法律草

案の三次審議稿及び法律草案審議結果に関する報告書を提出する。③常務委員会の

第三次審議期間に，法律委員会は常務委員会に法律草案表決稿及び修正意見に関す

る報告書を提出する。

　　４）本条２項に基づき，法律委員会は法律案審議時に，関連専門委員会委員を招請し

て会議に列席させ，意見を発表させなければならない（この点，旧３１条２項は「招

請して会議に列席させ，意見の発表を求めることができる」と定めていたが，本改

正では「求めなければならない」に改めている）。これは法律委員会とその他関連

専門委員会が法案審議に関する状況について意思疎通を行いやすくするための規定

である。なぜなら，法律委員会が法律案審議を行っている際に，関連専門委員会も

同じ法律案について審議を行っている場合が多く，法律委員会と関連専門委員会と

の間に審議過程で一部問題に対する見解の相違が生じ，ときには比較的大きな意見

の相違が生じることもあり，その場合は，速やかに意思疎通を行う必要があるから

である。実務では，法律委員会は必要に応じて関連専門委員会委員を招き会議に列

席させ，意見を発表させ，重要な異なる意見について検討を進め，問題解決に努め

ている。本法ではかかる有益な経験を総括し，本条に相応する規定を置いて，全国

人大の各専門委員会が法律案審議について交流及び意思疎通を行えるようにしてい

るが，これは法律案の重要問題を解決するのに役立ち，全国人大及びその常務委員

会の立法業務にとっても有益である。

　【参考文献】前掲①１２１～１２４頁，②１３９～１４３頁，③１０５～１０９頁，④

１５１～１５５頁参照。

【専門委員会による法律案審議と関連責任者による状況説明】

第３４条　専門委員会は法律案の審議のとき，全体会議を招集して審議しなければ

ならず，必要に応じて関連機関及び組織に対して関連責任者を派遣して状況を説

6 統一審議を担当する法律委員会は，その業務量は多く，責任も重大である。法律委員会は１９８８
年に「法律委員会工作規則」を制定して法案審議にあたり遵守すべき原則を定めている。すなわち，
①憲法を根拠にして，１つの中心，２つの基本点を指針とする。②実情から出発して，改革，開放，
建設に関する新状況，新問題，新経験について研究検討を進め，法律規定の必要性及び執行可能性に
ついて注意深く検討する。③外国の関連法制度を研究し，その中の優れた有益な内容を参考，手本と
する。④関連の法学理論を注意深く研究する。⑤法律間の協調，統一に注意し，相互矛盾，抵触を避
ける。⑥法律の規範化に注意し，用語，概念が明確で，正しく，科学的で，内容が簡明で要点をつかみ，
明確でわかりやすくするように努める。⑦各地方及び中央の関係部門，専門家及び実際の業務担当者
等各方面から意見を広く募集し，特に異なる意見を重視することである（参考文献②１４３頁参照）。
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　明するよう求めることができる。

【重要問題に関する意見不一致の場合の処理】

第３５条　専門委員会の間において法律草案の重要問題につき意見が不一致の場

合，委員長会議に報告しなければならない。

　　第３４条は，専門委員会の法律案審議と関連責任者による状況説明に関する規定，第

３５条は重要問題に関する専門委員会の意見不一致の場合の処理に関する規定である。

※決定十一　第３４条を第３６条とし，二項を追加して第２項，第３項とする。第

２項を第４項とし，次のように改める。

【法律案に対する意見聴取】

第３６条　常務委員会会議に上程された法律案について，法律委員会，関連専門委

員会及び常務委員会工作機構は，各方面の意見を聴取しなければならない。意見

聴取は，座談会，論証会，公聴会等，多種の形式を採用することができる。　

２　法律案の関連問題が，比較的強い専門性を有し，執行可能性の評価をする必要

がある場合，論証会を行い，関連する専門家，部門と全国人民代表大会代表等の

意見を聴取しなければならない。論証状況は常務委員会に対して報告しなければ

ならない。

３　法律案の関連問題に，重大な見解の対立，又は利益関係の重大な調整が存在し，

聴取を行う必要がある場合，公聴会を行い，関連する基層とグループの代表，部

門，人民団体，専門家，全国人民代表大会代表と社会の関連する方面の意見を聴

取しなければならない。聴取状況は常務委員会に対して報告しなければならない。

４　常務委員会工作機構は，法律草案を関連分野の全国人民代表大会代表，地方人

民代表大会常務委員会及び関連部門，組織及び専門家に送付し，意見を徴求しな

ければならない。

　　本条は各専門委員会及び常務委員会工作機構が採用できる各種の意見聴取に関する規

定である（一部改正）。

１　本条の趣旨

　　　科学立法，民主立法を推進することは，立法の質を向上させるための根本的手段で

ある。党の第１８期３中全会，４中全会では科学立法，民主立法を更に推進すること

に関する一連の要求として「立法機関が主導し，社会の各方面が秩序正しく立法に参

加するための手段及び方式を整備すること」等が提起され，立法法改正の審議及び意

見の聴取過程でも，常務委員会委員，代表，専門家，社会の公衆から多くの優れた意

見・提言が提起された。

　　　本改正では，実務の方法・経験を総括し，党の上記決定による手配を真摯に実施し，

常務委員会が立法過程で各方面の意見を広く聴取するという規定について，更なる充
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実化を図り，主に立法に関する論証会，公聴会及び法案を配布して意見を募集する範

囲について充実化，細分化が行われ，本条では座談会，論証会，公聴会及び書面での

意見募集という意見聴取に関する４種類の形式について規範化を行っている。

２　座談会

　　　座談会は，関連の法案起草組織，審議機関，審議機関の工作機構が必要に応じて，

当該法案に関係がある機関，団体，企業・事業単位及び関係分野の専門家を招き，法

案の内容について意見交換及び討論を行い，意見を発表する活動である。その特徴は，

簡便で実施しやすく，問題について踏み込んだ討論を行うのに便利な点である。座談

会での発言順序，発言時間，発言回数等に一般的制限はなく，相互に討論することが

でき，主宰者は法律草案の内容に対する各方面の異なる意見を座談会の参加者に紹介

し，参加者と共に様々な角度から問題を検討し，また主宰者自身も意見を発表し，そ

こから討論を展開させ，深めることもでき，特に難しい問題，焦点となる問題につい

て，討論を通じて共通認識を形成するのに便利である。座談会は，必要に応じて常務

委員会会議の初回審議，第二次審議の後のいずれにおいても開催可能である。また業

務効率を向上させるために，座談会は法律委員会，関連専門委員会，常務委員会工作

機構が共同で開催することもできる。参加者には関連の機関・組織，地方，有識者及

び利害関係者等が含まれ，一般に複数の座談会に分類した上で開催される。

３　論証会

　　　論証会は，必要に応じて開催され，主に法律案中の技術性が比較的高い問題につい

て，関連の専門家を招いてその合理性・執行可能性に関する検討・論証を行い，権威

のある意見を得て，常務委員会の審議時の参考とするものである。この点，座談会，

公聴会の２つの制度が主に立法の民主性に関する問題を解決する制度であるのに対し

て，論証会は主に立法の科学的合理性に関する問題を解決するための制度である。論

証会での検討が必要な問題は，法案中の専門性，技術性が比較的高い問題であり，一

般的な問題ではない。論証会参加者は法案に関する専門的，技術的問題について比較

的造詣の深い専門家であり，発表される意見は主に法案に関する専門的，技術的問題

に関する内容で，科学性，執行可能性の角度から論証が行われる。論証会の参加者は，

いずれも特定分野の専門家であるところ，専門家が発表する意見には十分な論拠があ

ることから，論証会の意見は非常に高い権威性・専門性を有しており，立法に対する

重要な影響，ひいては決定的な影響を及ぼす。そこで，論証会の意見の客観性，公正

性を保証するため，開催組織は論証会の参加者を招く際，様々な異なる意見を持つ専

門家を代表として参加させ，意見を発表させなければならない。

　　　４中全会決定において，立法の重大な利益調整に関わる内容に対する関連の国家機

関，社会団体，有識者等による論証，諮問メカニズムの構築を模索することが提起さ

れたことを受けて，本改正では論証会に関する規定が追加されている（３６条２項）。

すなわち，法案に関する問題の専門性が比較的高く，実施可能性に関する評価を行う

必要がある場合には，論証会を開催しなければならず，論証に関する状況は常務委員
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会に報告しなければならない。

４　公聴会

　　　この点，旧３４条１項では，常務委員会会議の議事日程に加えられた法案について，

各方面の意見を聴取しなければならず，意見聴取する場合，座談会，論証会，公聴会

等，多種の形式を採用することができる旨を規定し，これにより公聴会［听证会］制

度が正式に採用されていた（新３６条１項も同内容）。そして本改正では，公聴会に

ついて更なる充実化，細分化が行われている（３６条３項）。

　　　公聴会は，一般に行われてきた座談会に比べて優位性があり，透明性が更に高く，

問題に対してより深く，十分な調査を行うことができる。すなわち，①公聴会では利

害関係者・専門家が直接の陳述，弁論，立証を行うことより，立法機関が新資料を得

るのに便利であり，状況を更に理解し，新事実を発見するのに有用である。②民意を

十分に反映するのに役立つ。公聴会は通常は利害関係者，利益共同体及び関連の専門

家を招くことによって矛盾対立を明らかにすることができ，立法が盲目的に進むこと

を抑え，立法を更に適切で実施可能なものにできる。④公聴会では法案に対する審査

及び討論を十分に行い，弁論を行う中で異なる意見を次第に減少できる。これは矛盾

を解決し，法律を更に多くの者が受け入れやすいものにして，法律制定及び今後の法

執行業務の基礎を築くのに役立つ。⑤通常の場合，公聴会は公開で開催しなければな

らず，参加者は公聴会に参加すると共に，民主的法制に関する教育を十分に受けるこ

とになり，これは法制の普及に有益である。

　　　本改正では，実務経験を総括し，公聴会に関する規定を整備している。まず，①公

聴会を開催すべき状況が明確にされている。すなわち「法律案の関連問題に，重大な

見解の対立，又は利益関係の重大な調整が存在し，聴取を行う必要がある場合」であ

る。②陳述者が十分な代表性を有することを保証するために，公聴会では「関連する

基層とグループの代表，部門，人民団体，専門家，全国人民代表大会代表と社会の関

連する方面」から陳述者を選出しなければならない。③公聴会の開催後に，作成した

公聴報告書を常務委員会に提出しなければならない。

５　書面での意見募集

　　　書面での意見募集としては，しばしば常務委員会会議での初回審議が終了後，直ち

に常務委員会工作機構が関連の地方及び部門から法案に対する意見を募集しており，

常務委員会工作機構が各方面の意見を整理する。

　　　この点，党の４中全会決定では，「人民代表大会による立法業務の実施・調整を強

化し，立法における起草，論証，協調，審議に関するメカニズムを整備し，下級人民

代表大会から立法に関する意見を募集するメカニズムを整備する」，「法律，法規，規

章の起草のために人民代表大会代表から意見を募集する制度を構築し，人民代表大会

常務委員会会議に列席する人民代表大会代表の人数を増加し，法律の起草及び改正に

おける人民代表大会代表の役割を更に発揮させる」ことが提起されている。そして，

本改正では，党の上記要求及び実務経験に基づいて意見募集の範囲を整備し，「関連
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分野の全国人民代表大会代表」「地方の人民代表大会常務委員会」を意見募集の範囲

に加えることが明確にされている。

　【参考文献】前掲①１２７～１３３頁，②１４７～１５３頁，③１１１～１１６頁，④

１５７～１６２頁参照。

※決定十二　第３５条を第３７条とし，次のように改める。

【法律草案のパブリックコメント募集】

第３７条　常務委員会会議に上程された法律案については，常務委員会会議の後に

法律草案及びその起草，改正の説明等を社会に公表し，意見募集を行なわなけれ

ばならない。但し，委員長会議で非公表決定したものを除く。社会に公表し，意

見募集を行う期間は一般に３０日を下回らない。意見募集の状況は社会に向けて

通知しなければならない。

　　本条は法律草案に対するパブリックコメント募集に関する規定である（一部改正）。

１　本条の趣旨

　　　法律の制定過程は，民主を十分に発揚し，民主の基礎の上で科学的に人民の意思を

結集させる過程である。立法の公開化は立法の民主化及び科学化を保障するものであ

る。立法を公開する過程で，人民・大衆及び社会の各方面は状況を理解し，大いに意

見を発表することができ，立法機関は広く意見を聴き，衆知を集め，有益な内容を吸

収し，採用することができる。そこで本改正では，総則中に立法公開原則が追加され

ているが（５条参照），法律案を社会に公表して意見を募集することは，まさに立法

公開原則の体現である。

　　　通常の場合，常務委員会会議の議事日程に加えられた法律案について，法律委員会，

関連専門委員会及び常務委員会工作機構は各種形式を通じて各方面の意見を聴取しな

ければならないが（３６条参照），法律案を社会に公表して意見を募集することも意

見聴取の重要な形式である。党の第１８期４中全会決定では「法律，法規，規章の草

案のパブリックコメント実施及びその採用状況のフィードバックメカニズムを整備

し，社会の共通認識を広く形成する」ことが提起されており，同決定の要求に基づき，

全国人大常務委員会による法案のパブリックコメントに関する経験を総括した基礎の

上に，本改正では，法律草案案のパブリックコメントに関する規定が充実化，細分化

されている。

２　法律草案のパブリックコメント

　　１）新中国成立当初から第１０期全国人大常務委員会任期終了までの間，法律草案の

パブリックコメント募集に関する業務は多くの実践を経て非常に良好な成果を上げ

てきたが，そこでは比較的重要な法律草案のみが公開され意見募集が行われていた。

２００８年４月，第１１期全国人大常務委員会委員長会議第２回会議において科学

立法，民主立法を更に推進するために，今後の全国人大常務委員会で審議される法
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律草案は一般に公開し，社会から広く意見を募集することが決定された。全国人大

は『全国人民代表機関が法律草案を社会に公表する工作手続』及び『法律草案の社

会へのパブリックコメントの着実な実施に関する実施意見』を相次いで可決し，法

律草案をインターネット上で公表し意見募集を行う手続について詳細な規定を置い

ている。

　　　　２００８年４月以降，全国人大常務委員会会議で審議が行われる法律草案は一般

に全国人民代表大会ウェブサイト［中国人大网］上でパブコメ募集が行われている。

現在，法律草案は常務委員会会議で審議が行われた後は，法制工作委員会が法律草

案及びその説明を提出し，常務委員会秘書長の承認後に弁公庁情報センターに送付

されて［中国人大网］上で公表され，意見募集期間は通常１か月である。また第１

２期全国人大以降，第二次審議後の法律草案にもパブコメ募集が行われ，その期間

は通常２０日である。

　　　　立法工作機構はネット上の意見募集を非常に重視している。すなわち，①専門担

当者を配置して全過程の追跡を行い，毎日意見の内容を確認し，重要な意見及び動

向について随時報告を行う。②意見募集期間が終了後，真摯に取りまとめを行い，

総合的に整理し，社会のパブリックコメントに関する報告書を作成し，かつ立法参

考資料として常務委員会会議に配布する。③検討を進め，合理的な意見を採用して

いる7。

　　２）法律草案がインターネット上で広く公開される方法は，各方面から大きな注目を

集め，世間から大いに支持を受け，非常に良好な社会的効果を上げている。社会公

衆とメディアにおいては，インターネット上で法案を公表して意見募集を行う方式

は全国人大常務委員会が科学立法，民主立法を積極的推進する重要な措置であると

広く認識されている。特に人民大衆の意見・願望を十分に反映すること，衆知を集

めて有益な内容を吸収し，共通認識を形成し，立法業務を円滑に進めること，法律

の常識の宣伝・普及を進め，社会全体の法律に関する知識を高めること，及び国家

機関，裁判機関，検察機関等が法律の実施・執行を更に徹底することのいずれの点

においても重要な意義がある。

　　３）常務委員会会議の議事日程に加えられた法律案は，委員長会議が非公表決定を下

さない限り，通常は全て社会に公表し，公衆から意見を募集する（本条前段）。社

会に公表する内容は，法律草案だけでなく，起草，改正に関する説明等を含めなけ

ればならない。これにより，社会公衆が，法律草案の背景，解決すべき主な問題，

起草時に考慮された内容等を把握し，そこから速やかに法律草案を理解して，更に

7 例えば人民大衆の注目を広く集めた自動車・船舶税法については，草案全文の公開後１か月で約
１０万件の意見が集まり，法制工作委員会は真摯に整理の上分析を行い，かつ速やかに社会にフィー
ドバックを行った。中国における乗用車保有量の８７％前後が中小排気量であり，かつ主に会社員層
に広く使用されている実情を踏まえ，大多数の意見に基づいて，草案について重要な修正が加えられ，
その結果多くの大衆の税負担は増加せず，更に省エネ・排出削減にも役立った例である（参考文献①
１３５頁参照）。
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的確な意見の提出が可能となるからである。また社会に公表して意見募集を行う期

間は一般に３０日を下回ってはならないとして，公衆に意見を発表するための時間

が十分に確保されており（本条中段），意見募集に関する状況は社会に通知しなけ

ればならない（本条後段）8。

　【参考文献】前掲①１３３～１３６頁，②１５３～１５５頁，③１１６～１１８頁，④

１６２～１６４頁参照。

【常務委員会工作機構による各方面意見の整理】

第３８条　常務委員会会議に上程された法律案について，常務委員会工作機構はグ

ループ別審議による意見，各方面から提出された意見及びその他関連資料を収集

して整理しなければならず，法律委員会，関連専門委員会に対してそれぞれ送付

し，更に必要に応じて常務委員会会議に対して書面を配布する。

　　本条は常務委員会工作機構による各方面意見の整理等に関する規定である。

※決定十三　一条を追加し，第３９条とする。

【法律案の可決前評価】

第３９条　常務委員会会議の審議において採決予定の法律案につき，法律委員会が

審議結果報告を提出する前に，常務委員会工作機構は法律草案中の主要制度規範

の執行可能性，法律公布の時機，法律実施の社会的効果と発生可能性のある問題

等について評価を行う。評価に関する状況は法律委員会が審議結果報告中で説明

を行う。

　　本条は法律案の可決前評価［法律案通过前评估］制度に関する規定である（新設規定）。

１　本条の趣旨

　　　第１２期全国人大常務委員会以来，常務委員会の指導者は立法の質の向上，法律の

執行可能性・運用性の強化という要求を提起している。常務委員会指導者の要求と手

配に基づき，全国人大常務委員会法制工作委員会（以下「法工委」という。）は法律

案の可決前評価の実施を開始した。２０１３年４月，法工委は観光法［旅游法］につ

いて初めて可決前評価を実施し，その後，法工委は多くの法律案について可決前評価

を実施して可決前評価の質を向上させ，真の意味で可決前評価の目的を実現するため

に経験を蓄積している。

　　　法律案の可決前評価は，民主立法，科学立法のための革新的措置として，立法の質

の向上，法律の操作性等の面で，非常に良好な作用を発揮しており，多くの支持を得

8 全国人大ＨＰの［法律草案征求意見］の頁では（下記ＵＲＬ参照），２００５年・物権法草案から現在
に至るまでのパブコメ実施状況が公開されており，最も多くの意見が提出された例は２０１２年７月実
施の労働契約法改正草案（５５万７２４３件）である。　http://www.npc.gov.cn/npc/flcazqyj/node_8195.htm

56



ている。この方法は次第に全国人大常務委員会による法律案可決前の「正規手続」と

して定着し，地方政府でも同時期に地方性法規の可決前評価を実施して良好な効果を

上げてきた。

　　　本改正の意見の聴取及び調査研究の過程では，一部の常務委員会委員等から立法に

関する実践経験を総括して，この方法を立法法の中で明確にすべしとの意見が提起さ

れており，法工委は実践経験に基づき，法律案可決前評価の対象，評価の実施時期，

評価内容，評価主体及び評価に関する状況の応用等を，本条に反映させている。

２　可決前評価の内容

　　１）可決前評価の対象は，常務委員会会議に上程される予定の法律案である。

　　２）可決前評価の実施時期は，法律委員会が審議結果報告書を提出する前である。本

法３３条によれば，常務委員会会議の議事日程に加えられた法律案につき，法律委

員会は法律案の統一審議を行い，かつ表決が行われる法律案に関する審議結果報告

書及び法律案修正稿を提出する。よって，法律案の可決前評価の実施時期は，この

法律委員会全体会議の前でなければならない。

　　３）可決前評価の内容は，主に法律草案中の主要制度及び規定の執行可能性，法律の

公布時期，法律が実施された場合の社会的効果及び発生する可能性がある問題につ

いてである（本条前段）。法律草案について検討，論証を重ね，何度も意見の聴取

及び修正を行い，内容が既に十分に検討され上程される時点で，再度評価会を開催

し，主に制度及び規定の執行可能性，法律の公布時期，法律が実施された場合の社

会的効果及び発生する可能性がある問題につき各方面の評価意見を聴取し，表面的

な意見聴取にはしない。

　　４）評価に関する状況は，法案が十分に検討され実施可能であるか否か，常務委員会

会議に上程するのに適切であるか否かを判断するための重要な参考意見として，法

律委員会の審議結果報告書の中に反映しなければならない（本条後段）。

　【参考文献】前掲①１３７～１３９頁，②１５７～１５９頁，③１１９～１２０頁，④

１６５～１６６頁参照。

【常務委員会会議に上程された法律案撤回】

第４０条　常務委員会会議に上程された法律案が表決に付される前において，提案

者が撤回を請求する場合，理由を説明し，委員長会議の同意を経た上で常務委員

会に報告しなければならず，当該法律案に対する審議は直ちに終了する。

　　本条は常務委員会会議に上程された法律案撤回に関する規定である。
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※決定十五　第４０条を第４１条とし，二項を追加して第２項，第３項とする。

【表決可決と単独表決】

第４１条　法律草案修正稿は，常務委員会会議による審議を経た後，法律委員会が

常務委員会構成員の審議意見に基づき修正を行った上で法律草案表決稿を提出

し，委員長会議が常務委員会全体会議に提出して表決を求め，常務委員会全体会

議の構成員の過半数をもって可決される。

２　法律草案表決稿が常務委員会会議による表決に付す前に，委員長会議は常務委

員会会議による審議の状況を根拠として，意見の相違が比較的大きい重要な条項

について常務委員会会議に単独表決の申立てを決定することができる。

３　単独表決の条項が常務委員会会議の表決を経た後，委員長会議は単独表決の状

況を根拠として，法律草案表決稿を表決に付することを決定でき，また暫時表決

に付さずに法律委員会と関連専門委員会で更に審議することも決定できる。

　　本条は表決可決と単独表決等に関する規定である（一部改正）。

１　本条の趣旨

　　１）党の第１８期４中全会決定では，法案の表決手続を整備し，重要な条項について

単独表決を行うことができるようにする旨を提起する。この精神に基づき，本改正

では表決手続につき相応の修正が行われ，単独表決に関する本条２項，３項が追加

されている。

　　２）法律案の表決手続は，全体表決及び単独表決に分けられる。全国人民代表大会組

織法，全国人大議事規則，全国人大常務委員会議事規則及び旧立法法では，いずれ

も単独表決制度について明確に規定しておらず，全国人大及びその常務委員会によ

る表決は一貫して全体表決手続が採用されてきた。

　　　　「全体表決」とは，人民代表大会常務委員会会議で１本の法案全体について表決

を行うことである。この場合，委員は法案全体について賛成，反対又は棄権票を投

じることしかできず，その中の特定の章・節・条項について単独で賛成・反対・棄

権の意思表示をすることができない。一般的には，審議中，草案中の多くの条項に

ついて，常務委員会委員意見は一致しており，意見の相違が比較的大きいものは少

数の章・節・個別条項だけである場合が多い。もっとも，全体表決では，常務委員

会委員は全体に対して賛成・反対・棄権の意思表示をすることしかできず，自己の

意思を具体的に表現することができないことより，次の２つの状況が発生し得る。

すなわち①ある常務委員会委員は個別条項に賛成ではないが，法案全体が可決され

ることを保障するために，賛成票を投じることしかできない状況。②常務委員会委

員の個別条項に対する反対が法案全体に対する反対にまで拡大し，これにより法律

全体の公布が遅れる状況，である。

　　３）現在，中国では，中国的特色のある社会主義法体系が既に形成され，ややゆとり

のある社会［小康社会］の全面的構築，改革の全面的深化，法による国家統治の全
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面的推進という新たな段階に入っている。新たな情勢の下，立法の民主性を更に向

上させ，法律の的確性及び執行可能性を強化し，立法の科学性を向上させなければ

ならない。法律案の表決は立法の最終段階であり，それまでの立法手続の延長であ

り，法案が法律になり，法的強制力を有するための重要な段階である。よって，更

に綿密な表決制度を実施して，重要な条項について単独表決を行うことは，立法の

民主性・科学性を更に向上させるのに有用であり，また新たな情勢下で立法の質を

向上させるための効果的手段でもある。

　　　　ここに「単独表決」とは，表決者（全国人大常務委員会委員）が法律草案中で意

見の相違が比較的大きい重要な条項について先に単独で表決を行い，その後に草案

全体について表決を行う方式である。重要な条項について単独表決を行うことによ

り，立法中の問題を更に明確にして審議の焦点を更に集中させて，個別条項に関す

る意見の相違を原因とする法律草案に関する決定の遅れや公布できない事態を回避

することが可能となり，立法の質及び効率を向上させるのに有益である。また全国

人大はこれまでの立法活動で，意見の相違が比較的大きい条項について単独表決を

行った経験があり9，また党の第１８期４中全会の後に，地方でも制度・実践の両面

から単独表決の試行も開始されていた。

２　表決制度について

　　１）常務委員会は十分に法律案審議を行った後，全体会議に提出して表決を仰がなけ

ればならず，表決で可決されて初めて正式な法律として成立する。よって，法律案

の表決は立法手続中に不可欠の重要な段階である。常務委員会では集団で職権を行

使し，「多数決」原則が適用され，表決を通じてのみ常務委員会委員の法案に対す

る賛成と反対のどちらか多いかを判断することができ，これにより当該法律案が可

決されたことが確認されて，法的効力を具える。

　　２）法律の表決方法につき，各国では異なる規定を設けているが，中国では，全国人

大常務委員会議事規則に基づいて，常務委員会が議案の表決を行う場合，無記名方

式，挙手方式及びその他方式が採用される。もっとも，全国人大常務委員会の立法

実践から見ると，１９８６年３月以前は一貫して挙手による表決方式が採用され，

１９８６年３月の第６期全国人大常務委員会第１５回会議からは電子表決器による

表決方式が採用されている。電子表決器は無記名であり，常務委員会委員は電子表

決器のボタンを押すことを通じて，法律案に対する自身の意見を表明し，賛成・反

対・棄権のいずれかを選ぶことができ，常務委員会委員全体の過半数の賛成をもっ

て可決される。

　　３）表決による可決に必要な法定人数及び計算基準について，各国の規定は必ずしも

同じではなく，一般に，可決に必要な法定人数は，主に法案の重要度によって決ま

る（例えば憲法に関する表決では，通常の場合，３分の２の絶対多数をもって可決

9 １９８０年９月，第５期全国人大第３回会議での婚姻法表決時に，結婚年齢の問題について単独表
決を行っている（参考文献①１４５頁参照）。
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されなければならないが，一般的法律では，過半数をもって可決される。中国の法

律でもこのように規定されている）。表決は法定の票数をもって可決されなければ

ならないが，計算基準に関する各国の規定は異なり，各国の表決は一般的に３種類

の計算基準がある。すなわち，①表決出席比例制：出席し表決に参加した人数を計

算基準とする方式で，出席したが表決に参加しない者（棄権，無記入）は含まれな

い。②会議出席比例制：出席者の人数全体を計算基準とする方式で，表決に参加し

たか否かは関係ない。③全体構成員比例制：議員の人数全体を計算基準とする方式

で，出席したか否か又は表決に参加したか否かを問わない。この方式は立法機関の

構成員ができる限り会議に出席し，かつ表決に参加しなければならないことが強調

されている。

　　　　中国の全国人大常務委員会では第３の計算方式及び絶対多数原則が採用されてお

り，常務委員会委員全体の過半数が可決の基準である。それゆえ，全国人大常務委

員会議事規則では，常務委員会会議を開催する場合，常務委員会委員全体の過半数

が出席しなければならない旨を規定しており，これは常務委員会の表決方式に対応

する内容である。なぜなら，一定の出席人数を法案表決による可決のための必須条

件としなければ，出席人数が過半数に満たない場合，たとえ出席者全体が賛成票を

投じたとしても，表決事項が可決されず，会議の開催を続ける必要性がなくなるか

らである。

３　単独表決の適用要件

　　１）時的要件：単独表決を適用する場合の時的要件は，法律草案表決稿が常務委員会

会議に提出され表決が行われる前である。この理由は，表決が行われる前には，法

律草案は十分に審議され，常務委員会委員の意見も十分に表明され，その中の矛盾

や焦点も十分に明確にされているからである。この時点で委員長会議は，重要な条

項について意見の相違が比較的大きい状況が存在するか否かを正しく判断すること

ができ，更にその判断に基づきそれらの条項を抜き出して常務委員会会議に提出し

て単独表決を仰ぐかどうかを決定できる。

　　２）実体要件：単独表決を適用する場合の実体要件は，意見の相違が比較的大きい個

別の重要な条項が存在することであり，次の３つ原則が導かれる。すなわち，

　　　①個別条項であるという原則。意見の相違が比較的大きい条項が多い場合，法律案

全体の内容がまだ十分に煮詰まっておらず，各方面の意見が合意に達していないこ

とから，早急に表決に進むのは望ましくないことを示しており，委員長会議が暫定

的に表決を行わないことを決定し，更なる修正・改善を行った上で，以降の常務委

員会会議に上程することができる。

　　　②意見の相違が比較的大きいという原則。「相違が比較的大きい」の判断方法につ

いては決まった基準がなく，実務では，委員長会議が法案の全体の状況，個別の条
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項の重要度及び審議に関する状況に基づいて具体的に分析の上で判定する10。

　　　③重要な条項であるという原則。意見の相違が比較的大きい条項は，１本の法律案

又はその重要な章節の中で核になり，支えになる条項でなければならない。

　　３）手続要件：単独表決を適用する場合の手続要件は，委員長会議が決定し，常務委

員会会議に表決を提議することである。本法規定によれば，法律草案表決稿は委員

長会議が常務委員会全体会議に表決を提議するのであり，同様に，個別条項につい

ても，委員長会議が表決を行うか否かを決定する。

４　単独表決後の処理手続

　　　個別条項について委員長会議が常務委員会会議に単独表決を提議した場合，２種類

の状況が発生し得る。すなわち，①当該条項が常務委員会委員全体の過半数の同意を

もって可決される状況，又は②過半数の同意を得ることができず否決される状況であ

る。一般的には，個別条項が単独表決で可決された後，委員長会議は法律草案表決稿

を常務委員会会議に表決を提議することを決定することができるが，個別条項が単独

表決で可決されなかった場合，委員長会議は暫定的に法案を提出しないことを決定で

き，法律委員会及び関連専門委員会が更に審議を行い，修正・改善を行った後に，再

度以降の常務委員会会議に上程できる。また状況に応じて，単独表決で可決されなか

った個別条項を削除し，法案を表決に付すこともできる。

５　単独表決と立法修正案制度

　　　この点，全国人大常務委員会議事規則第３３条は「表決を行う議案について，修正

案がある場合，先に修正案について表決を行う」と規定するが，これは本条が定める

単独表決制度とは異なるものである。修正案は法律修正案及び立法修正案に分けられ

る。

　　１）法律修正案は更に２種類に分けられる。

　　　　第１に提案者が既に公布・施行されているある法律の一部を改正するため，立法

機関に提出した議案について，立法機関が審議を行った後に，一般的に「××法の

改正［修改］に関する決定」をなす場合である。このような修正案は中国の立法活

動において広く運用されており，例えば本改正では，全国人大常務委員会が全国人

大に立法法修正案（草案）を上程し，大会が審議の上で可決し，「『中華人民共和国

立法法』の改正［修改］に関する全国人大の決定」をしている。

　　　　第２に，立法機関が一つの法律案を通じて憲法又は基本法律の一部条文について

改正［修改］を行う立法形式であり，主に法典化の程度，安定性が高い憲法と基本

法律の改正に使用されており，例えば現行憲法に５本，現行刑法には１０本の修正

案がある。

10 例えば非常に専門的な問題に関する条項があり，大多数の常務委員会委員が，専門性について限界
があることから的確な審議意見を提出することができず賛同する姿勢をとったとする。それに対して
専門分野の委員は，人数の割合は低いが，その意見は非常に重みがある。このとき専門分野の委員ら
が異なる意見を提出した場合，この専門的内容を含む条項も意見の「相違が比較的大きい」条項と見
なすことができる（参考文献①１４６頁参照）。
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　　２）立法修正案は既に立法手続に入り，現在審議が行われている法案に対して提出さ

れる。

　　　　その中の一部条項を改正［修改］するための議案であり，一種の審議手続及び審

議方式である。上記の全国人大常務委員会議事規則第３３条の定める修正案とは，

この立法修正案を指す。立法修正案は欧米議会では不可欠の議事手続及び議事方式

であり，１本の法案についてしばしば多くの修正案に対する弁論及び表決が行われ，

最終的に法案自身に対する表決が行われる。しかし中国の各級人民代表大会及び常

務委員会会議の中で使用されることは非常に少ない。

　　３）重要な条項に関する単独表決制度と立法修正案制度は，いずれも立法過程におい

てできる限り意見を集約し，立法の民主性・科学性を向上させるための制度である

が，両者には以下の差異がある。①性質面から見ると，単独表決は表決制度である

のに対し，立法修正案は審議過程の中で原案の条項に対して修正を提起するもので

あり，その本質は審議制度である。②手続面から見ると，単独表決は現行の審議及

び表決制度を補う内容であるのに対して，立法修正案はまだ明確に制度として規範

化されておらず，人民代表大会制度及び立法制度を更に発展させた上で充実させる

必要がある。③法律効果面から見ると，単独表決は，その結果内容に関わらず，原

案の修正とは直接関わりがなく，委員長会議が状況に応じてその後の立法手続を決

定するのに対し，立法修正案は，それが可決されれば，原案の関連条項は修正案の

内容に基づいて改正しなければならない。

　【参考文献】前掲①１４１～１４７頁，②１６１～１６９頁，③１２２～１２８頁，④

１６８～１７５頁参照。

【法律案審議の終了】

第４２条　常務委員会会議の審議に付された法律案について，各方面に当該法律制

定の必要性及び執行可能性等の重大問題について比較的大きな意見の不一致があ

ったために審議が中断されて２年が経過した場合，又は一時的に表決を停止した

後の２年間に改めて常務委員会会議による審議に付されなかった場合には，委員

長会議は常務委員会に報告し，当該法律案は審議を終了する。

　　本条は法律案審議の終了に関する規定である。

※決定十六　一条を追加し，第４３条とする。

【包括表決と個別表決】

第４３条　複数の法律の中で同類の事項が関連する個別条項について修正を行い，

同時に法律案を提出する場合，委員長会議の決定を経て，一括表決を行うことが

でき，又は個別表決を行うこともできる。
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　　本条は包括表決と個別表決に関する規定である（新設規定）。

１　本条の趣旨

　　　党の第１８期４中全会では，法案の表決手続を整備することが提起されたが，この

要求は，重要な条項の単独表決（４１条）に反映されているだけでなく，本条の個別

表決［分别表决］にも反映されている。単独表決と同様に，個別表決も立法の科学化・

民主化を推進するための重要な手段として新設されたものである。

２　包括的立法形式による法律の整理と改正

　　　個別表決の前提条件は，複数の法律中で同類の事項が関わっている個別条項につい

て修正を行い，提案者が同時に法案を提出することである。このように複数の法律の

改正について同時に法案を提出する改正方式は，そのイメージから包括的立法［打包

立法］と称される。そして数年来の立法実践によれば，この形式の立法は，包括的整

理［打包清理］と包括的改正［打包修改］の２種類に分けられる。

　　１）まず「包括的整理」である。改革開放から３０年以上にわたる中国の法整備の歴

史を遡ってみると，その立法活動は一貫して熾烈な体制の変革及び社会の変遷と共

に行われてきたため，必然的に立法と現実との間の緊張関係が激化し，立法の「価

値の減少」が比較的速い速度で進んでいる。かかる原因により，改革開放初期に制

定された法律の一部規定は，経済・社会の発展，特に社会主義市場経済の要求には

明らかに適応していない。同時に，部門法が進歩したことにより，法律間で明らか

な不一致，調和が取れない等の顕著な問題を生じている。また，操作性が不十分で，

国家強制力により実施を保障することが困難になっている法律規定もある。法律に

存在するこれらの難題を解決し，中国的特色のある社会主義法体系における論理的

関係を整理するため，現実の要求に明らかに適応せず，既にほぼ適用されていない

法律を廃止し，社会主義市場経済及び経済・社会の発展要求に明らかに適応してい

ない法律規定，及び法律間で前後が不一致で連続性がなく，かつ本法で規定してい

る法律適用原則を適用しても解決が困難である規定を改正する必要がある。もっと

も，このような整理式の法改正では，対象となる法律は比較的多いが，各法律の中

で対象となる条項は非常に少なく，かつ改正目的は法律の整理であることから，１

本の法律に１本の法案という標準的立法モデルを適用し続けることは，立法効率向

上や立法資源節約に悪影響を及ぼすことは明らかである。

　　　　かかる背景のもとで誕生したのが「包括的立法」であり，それは１つの全体的な

立法目的を実現するために，立法機関が１本の法律性文書において複数の法律に分

散している関連規定に対し，一括して「包括的」な修正を行うことである。２００

９年６月，全国人大常務委員会で初めて「包括的立法」が採用され，５９本の改正

予定の法律が，一括の「包括的」方式により，１つの議案として提出され，最終的

に１本の「改正に関する決定」の形式で公布された。同方式の運用は，その後広く
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注目と賛同を集め，法律の整理における最大の注目点となっている11。

　　２）次に「包括的改正」である。党の第１８全大会の後，中国的特色のある社会主義

法治体系を構築するために，立法を先に行い，立法の牽引及び推進的役割を発揮さ

せる姿勢を堅持すべきことが提起された。これは，まず立法の面で改革及び経済・

社会の発展における必要性に主体的に適応して，立法によって改革を牽引，推進し

なければならないことを，また改革の面では立法を先に行うことを堅持し，改革措

置が法律の制定・改正・廃止に関わる場合，速やかに立法手続を開始しなければな

らないことを意味する。そして，実践を通じて実効性が証明された場合，速やかに

法律に格上げすべきであり，実践のための条件が未だ整っておらず，先に試行実施

が必要である場合には，法定手続に基づき授権を行い，改革の要求に適応していな

い法律は，速やかに改正廃止を行わなければならない。

　　　　現在，中国は既に改革の全面的深化という歴史的な新時代に入っている。政府に

ついて言えば，行政審査承認制度の改革及び政府の職能転換を法に基づいて推進し，

市場，社会の創造的活力を更に活性化し，基層に近いところにいるという地方政府

の優位性を発揮させ，政府の管理を事前の審査承認から事中・事後の監督管理へと

更に転換することを促進，保障しなければならず，そのためには，まず関連の法律

によるサポートが必要である。こうして，２０１３年以降２０１４年末までの間に，

国務院は全国人大常務委員会に一部法律に関する「包括的」改正を３度提議してお

り12，これらの改正は，法律の整理と同様に，いずれも一括での「包括的」方式が

採用され，１つの議案として提出されて最終的に１本の「改正に関する決定」形式

で公布されており，一定程度立法効率が向上し，立法資源の節約が認められた。

　　３）以上のように包括的立法形式による法律の整理・改正には積極的作用が認められ

る反面で，一部常務委員会委員等から，一部の「包括的改正」は特定又は複数の特

定の法律中の重要な制度の改正に関わる可能性があるため，一括表決は望ましくな

く，かかる状況の場合には個別表決方式を採用すべしとの提言がなされていた。そ

こで本条では「包括的」に法律を改正するために同時に法律案を提出した場合，委

員長会議の決定を経て，一括表決又は個別表決のいずれも可能である旨を規定して

おり，一括表決・個別表決のいずれを採用するかは，委員長会議が法律草案の内容

と審議状況に基づいて決定する。

　【参考文献】前掲①１４８～１５１頁，②１７１～１７５頁，③１３０～１３２頁，④

11 ２０１２年１０月，全国人大常務委員会は更に刑事訴訟法改正を契機として，監獄法，弁護士法，
未成年者保護法，未成年者犯罪予防法，治安管理処罰法，国家賠償法，人民警察法の７本の法律のう
ち新たに改正された刑事訴訟法関連規定と一致せず，連続性がない個別条項について包括的修正を行
い，改正後の刑事訴訟法との不一致，連続性がない等の問題を解決している（参考文献①１４９～
１５０頁参照）。
12 具体的には，２０１３年６月の文物保護法等の１２本の法律改正，２０１３年１２月の海洋環境保
護法等の７本の法律改正，２０１４年８月の保険法等の５本の法律改正である（参考文献①１５０頁
参照）。
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１７６～１７９頁参照。

【常務委員会で可決された法律の公布】

第４４条　常務委員会で可決された法律は，国家主席が署名して主席令として公布

する。

　　本条は常務委員会で可決された法律の公布に関する規定である。

第５　『第２章　法律　第４節　法律解釈』

【法律解釈権と法律解釈の範囲】

第４５条　法律の解釈権は，全国人民代表大会常務委員会に属する。

２　法律に以下の状況のいずれかがある場合，全国人民代表大会常務委員会が解釈

を行う。

（一）法律規定につきその具体的意味を更に明確にする必要があるとき

（二）法律制定後に新たな状況が生じ法律の適用根拠を明確にする必要があるとき

【法律解釈の請求機関】

第４６条　国務院，中央軍事委員会，最高人民法院，最高人民検察院と全国人民代

表大会の各専門委員会及び省，自治区，直轄市の人民代表大会常務委員会は，全

国人民代表大会常務委員会に対して法律解釈の請求を提出することができる。

【法律解釈草案の検討起草・上程】

第４７条　常務委員会工作機構は，法律解釈の草案を検討して起草し，委員長会議

が常務委員会会議に対して上程することを決定する。

【法律解釈草案の審議手続】

第４８条　法律解釈草案が常務委員会会議による審議を経た後，法律委員会は常務

委員会構成員の審議意見に基づき審議，修正を行った上で，法律解釈草案の表決

稿を提出する。

【法律解釈草案の表決と公布の手続】

第４９条　法律解釈草案の表決稿は，常務委員会構成員全員の過半数によって可決

され，常務委員会が公告を発布して公布する。

【法律解釈の効力】

第５０条　全国人民代表大会常務委員会による解釈は，法律と同等の効力を有する。

　　本章第４節「法律解釈」は全６条からなり，全国人大常務委員会の法律解釈権と法律

解釈権の範囲（４５条），法律解釈の請求機関（４６条），法律解釈草案の検討・起草・

上程の担当機関（４７条），法律解釈草案の審議手続（４８条），法律解釈草案の表決と

公布の手続（４９条），法律解釈の効力（５０条）について規定する（旧４２条～４７

条と同内容である）。
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第６　『第２章　法律　第５節　その他の規定』

※決定十七　一条を追加し，第５１条とする。

【立法業務における人民代表大会の主導的役割の発揮】

第５１条　全国人民代表大会及びその常務委員会は，憲法と法律の規定に基づき，

立法作業の組織・協調を強化し，立法における主導的役割を発揮させなければな

らない。

　　本条は立法業務における人民代表大会及びその常務委員会の主導的役割の発揮に関す

る規定である（新設規定）。

１　本条の趣旨

　　　憲法を核心とする中国的特色のある社会主義法治体系を整備するには，科学立法，

民主立法を堅持し，立法体制を整備し，立法の質を向上させることが重要である。現

在，多くの法律案について政府関係部門が起草し，部門が立法を主導するという問題

が恒常的に存在しており，関係部門間で利益相反が生じて，責任を互いに押し付け合

い，他人に転嫁することにより責任を逃れようとして，法律制定が遅々として進まな

い状況，又は部門が主導することにより部門利益の法律化を招く事態が発生している。

かかる状况について，党の４中全会決定では，「立法権を有する人民代表大会が立法

業務を主導する体制・メカニズムを整備し，立法業務における人民代表大会及びその

常務委員会の主導的役割を発揮させる」ことが提起され，これを受けて本条が新設さ

れたものである。

２　人民代表大会の立法業務における組織・協調を強化する

　　　立法業務は多くの部門に関わり，影響を及ぼす範囲が広く，手続が複雑で，利益が

集中し，社会全体から広く注目を集めることから，人民代表大会の立法業務に対する

組織・協調を強化しなければならない。全国人大と「一府両院」（人民政府，人民法院，

人民検察院を指す）等の関係機関との意思疎通・協調に関する体制，立法規画及び立

法業務計画の実施を促すメカニズムを構築し，立法規画，立法業務計画の実施効果を

向上させなければならない。

３　立法業務における主導的役割を発揮させる

　　　立法は総合性が高い業務であり，人民代表大会及びその常務委員会の主導的役割は，

法律法規の立法項目の確定，起草，審議，修正，表決等の各段階において体現されな

ければならない。

　　１）立法項目確定における人民代表大会及び常務委員会の主導的役割を発揮させる

　　　　人民代表大会代表及びその常務委員会は任期毎の立法規画，年度立法計画を通じ

て，立法業務の全体的検討及び統一的手配を強化し，改革の発展を安定させると共

に，立法資源を最も有効に使用する。人民代表大会常務委員会が立法規画及び立法

業務計画を制定する場合，党及び国の業務の大局に沿って，立法を通じて党中央の

重大な意思決定及び手配の実施を推進することに注力し，経済・社会の発展の大局
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に関わる重点分野の立法を強化し，広く意見を募集し，科学的に論証・評価を行い，

各方面から提出された立法に関する要求について全体的に検討し，総体的に設計し，

立法の的確性，適時性及び系統性を強化しなければならない。

　　２）立法の進捗を主導すること

　　　　党の４中全会決定の要求に基づいて，法律起草に関する体制の強化及び改善を図

り，総合的，大局的，基礎的な法律草案の起草については，全国人大の関連専門委

員会，全国人大常務委員会法制工作委員会が関係部門を組織して起草に参加し，常

態化した制度を形成しなければならない。

　　３）立法に関する意思決定を主導すること

　　４）立法における人民代表大会の役割を発揮させるため，人民代表大会常務委員会の

役割だけでなく，人民代表大会代表の役割を発揮させる

　　　　人民代表大会の立法に関する職能を十分に発揮させるには，各級人民代表大会代

表による立法業務への参加に関する体制の刷新及び整備を進め，立法における人民

代表大会代表の役割を十分に発揮させる必要がある。人民代表大会代表は国家権力

機関の構成員であり，立法における人民代表大会代表の主体としての地位を堅持し

なければならない。中国には２６０万人以上の各級人民代表大会代表が存在し，そ

の殆どが基層で業務を行っており，人民・大衆の考え，要求，要望を最も理解し，

制度を構築する必要性を最も明確に把握している。そこで，人民代表大会代表によ

る議案，提言書と立法規画，立法計画との結合に関するメカニズムを構築し，代表

の議案における立法提言を真摯に検討し採用する必要がある。代表が立法に参加す

る手段とルートを拡大し，更に多くの人民代表大会代表が立法に関する調査研究及

び審議等の立法活動に参加できるようにする。また下級人民代表大会から意見を募

集する体制を整備し，人民代表大会代表が等級を超えて，多層的に立法業務に参加

することの制度化を模索すべきである。

　【参考文献】前掲①１６０～１６４頁，②１９０～１９４頁，③１４３～１４５頁，④

１９０～１９３頁参照。

※決定十八　一条を追加し，第５２条とする。

【全国人大常務委員会の立法規画，年度立法計画】

第５２条　全国人民代表大会常務委員会は任期ごとの立法規画，年度立法計画等の

形式を通じて，立法作業の統一調整計画を強化する。立法規画と年度立法計画の

編成に際して，代表の議案と建議を真摯に検討し，広く意見徴求を行い，科学的

な論証評価を行い，国家の経済社会発展と民主法治建設の必要性に基づいて立法

項目を確定し，立法の適時性，的確性と体系性を高める。立法規画と年度立法計

画は委員長会議によって可決され，社会に向けて公表する。
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２　全国人民代表大会常務委員会工作機構は，立法規画と年度立法計画の編成を担

当すると共に全国人民代表大会常務委員会に協力して，立法規画と年度立法計画

の着実な実施を促す。

　　本条は全国人大常務委員会の立法規画，年度立法計画に関する規定である（新設規定）。

１　本条の趣旨

　　１）立法規画［立法规划］は，立法権を有する人民代表大会常務委員会が職権の範囲

内で，任期内の一定目標を実現するために，一定の原則と手続に基づいて制定する，

立法業務に関する構想及び手配である。年度立法計画［年度立法计划］は当年度の

立法業務に関する具体的手配である。立法規画及び年度立法計画は中国における独

特の立法制度で，立法の科学化，系統化のための重要な方式であり，法律による供

給と社会の需要との間の良好なバランスを構築し，科学的，民主的で秩序正しく効

率的な立法を実現する上で有用である。現在全国人大常務委員会だけでなく，多く

の省，自治区，直轄市及び立法権を有する設区市の人民代表大会常務委員会も年度

立法計画を制定し，地方によっては更に立法規画を制定しているところもある。

　　２）この点，旧立法法には，立法規画及び年度立法計画に関する規定はなかったが，

本改正時の事前調査において，地方人民代表大会代表から「立法規画・立法計画の

制定は実践の中で避けては通れない立法業務の段階であり，立法の予見性を強化す

る上で役立つ，民主立法，科学立法のための重要な措置であり，立法手続に組み入

れることにより，立法の予見性及び秩序性を強化し，人民代表大会の立法における

主導的役割を保障すべきである」との意見があった。他方で「立法規画・立法計画

は立法法の調整範囲に加えるべきではない」の意見や，立法規画と立法計画は区別

して取り扱い，立法計画のみを規定し，その制定手続を明確にすべしとの意見も提

出されていた。

　　　　もっとも，立法における慣例として，全国人大常務委員会は既に１９８０年代か

ら立法規画制定を開始して立法業務の規範化，制度化を大いに推進し，また１９９

３年第８期全国人大からは年度立法計画の制定業務を開始しており，２０１５年現

在までに２２の年度立法計画を制定していた。年度立法計画は主に５か年立法規画

の原則的要求を徹底し，立法規画で確定した立法項目の審議及び手配を実施するも

のである。同時に，経済・社会の発展の必要性に基づき，年度立法計画は立法規画

に対して必要な追加及び調整を行うことができる。実施状況から見ると，年度立法

計画は，立法業務における全国人大及びその常務委員会の主導的役割を発揮させ，

立法業務が秩序正しく行われることを保障し，立法項目を科学的に確定し，立法の

盲目性を最大限に減少させ，立法の質を向上させる上で，積極的役割を果たしてい

る。立法実践で裏付けられているように，本改正では立法規画と年度立法計画を本

法の調整範囲に加えることが決定されている。
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２　立法規画及び年度立法計画の項目の源泉

　　１）全国人大常務委員会の立法規画及び年度立法計画を制定する場合，第１に，立法

業務における全国人大代表の役割を発揮させることを重視して，代表の議案・提言

を真摯に検討しなければならず，代表の議案及び提言は，立法規画の項目の主要な

源泉ということができる。第２に，広く意見を募集しなければならない。第１８期

４中全会決定では，立法項目募集制度を整備する必要性が提起されていたが，これ

は科学立法，民主立法を体現する重要な内容である。第３に科学的に論証・評価を

行わなければならない。４中全会決定では，立法項目論証制度を整備する必要性が

提起されていたが，立法機関が立法項目の論証を主導することで，部門の主導下に

おける立法の部門利益化傾向を効果的に回避し，立法の任意性及び盲目性を克服し，

立法資源の最適な配置を実現し，立法の実効性を向上させることができる。また中

国的特色のある社会主義法体系の形成・整備を進め，社会主義法制の統一を保障す

ることに役立つ。更に公衆が秩序正しく立法に参加するルートを拡大し，社会の共

通認識を形成するのに有用である。

　　２）立法規画を制定する場合，経済社会の発展及び民主法治構築の必要性に基づいて

立法項目を確定し，党及び国の業務の大局に沿って，立法を通じて中国共産党中央

委員会の重大な意思決定及び手配の実施を推進することに注力し，経済社会の発展

の大局に関わる重点分野の立法を強化し，各方面から提起された立法に関する要求

を全体的に検討し，総体的に設計し，立法の的確性，適時性，体系性を強化しなけ

ればならない。

３　立法規画及び年度立法計画の制定

　　１）全国人大常務委員会の立法規画は，全国人大常務委員会法制工作委員会が制定

し13，委員長会議で討論を経て可決され，更に党中央委員会の承認を得た後に公布

され社会に公開される。立法規画を党中央委員会に報告して承認を得ることは，党

の立法業務に対する指導が体現されており，憲法で規定されている党の指導的・核

心的地位に関する趣旨に合致し，３０年以上の実践を経て，立法規画の制定につき

実効性ある制度・メカニズムが形成されている。

　　２）年度立法計画の制定手続は一般的には次のとおりである。まず前年度の下半期に

全国人大常務委員会法制工作委員会が次年度の立法業務計画の制定に着手し，通常

の場合，前年度１２月の委員長会議で原則的に可決され，次年度の立法業務に関す

る仮手配を行う。次年度３月の全国人大開催後，会議の趣旨及び全国人大代表の審

議における意見，提言に基づき，仮手配の内容に対する調整・整備が行われ，委員

長会議による討論を経て可決された後に正式に印刷配布・執行され，社会に公表さ

13 ２００７年に立法規画の業務体制について調整が行われた後，法工委が立法規画室を設置しており，
第１１期全国人大常務委員会の立法規画制定から法工委が担当している。また法工委は同時に年度立
法計画の制定業務をも担当するようになり，具体的業務は立法規画室が行っている（参考文献②１９８
頁参照）。
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れる14。

　　　　立法計画は一般的に次の三つの部分を含む。第一部分は一般に立法業務に関する

総体的要求であり，それ以降１年間の立法業務において遵守しなければならない指

針となる考え方・原則・要求である。第二部分は具体的立法項目に関する任務であ

る。第三部分は一般に立法業務を適切に行うための具体的措置で，立法業務の強化

と改善，立法の質の着実な向上，科学立法，民主立法の推進等に関する配置・手配

である。

４　立法項目の分類

　　１）全国人大常務委員会の立法規画に加えられる立法項目は，３種類に分けられる。

第一類は条件が比較的整っており，任期内に上程される予定の法案，第二類は早急

に制定する必要があり，条件が整い次第上程される法案，第三類は立法に関する条

件が整っておらず，引き続き検討・論証が必要な立法項目である。第８期から第１

１期までの全国人大常務委員会の立法規画は第一，二類の項目のみであったが，第

１２期全国人大常務委員会の立法規画で初めて第三類の立法項目が明確にされてい

る。

　　２）年度立法計画に加えられる立法項目は，３種類に分けられる。すなわち，①継続

審議が手配された法案（前年度審議で可決されず，次年度に持ち越された法案），

②初回審議の法案（初回審議が行われる月度を具体的に列記）及び③いくつかの予

備項目（条件が整えば上程され初回審議が行われる）である。

５　立法規画，年度立法計画の実施に対する督促

　　　本条２項後段では，全国人大常務委員会工作機構が立法規画及び年度立法計画の実

施を促す旨を定める。法制工作委員会は一般的に「任務，組織，時間，責任」の４つ

の面から立法規画，年度立法計画の具体的立法項目の実施を促し，法律草案起草を担

当する各組織に起草業務を確実に推進し，起草グループを組織し，スケジュールを定

め，任務・責任を明確にすることを要求する。立法規画，年度立法業務計画で規定さ

れている期限どおりに法律草案を提出できない場合は，起草の職責を負う関連組織は

全国人大常務委員会に完了していない原因又は関連の状況を報告しなければならな

い。立法規画，年度立法計画の実施を促すことにより全国人大常務委員会による立法

業務の主体性を強化でき，各部門間の協調を図り，準備が整った状態で立法活動に参

加し，立法の質及び業務効率を向上させるのに役立つ。また全国人大常務委員会によ

る任期内での立法に関する任務完了及び立法目標の実現を保障する上でも有用であ

る。

　【参考文献】前掲①１６５～１６９頁，②１９４～１９９頁，③１４６～１５０頁，④

14 全国人大常務委員会２０１８年度立法計画について言えば，２０１７年１２月１４日の第１２期全
国人大常務委員会会議の委員長会議で原則的に可決され，２０１８年４月１７日の第１３期全国人大
常務委員会の委員長会議での修正を経て確定された内容が社会に公開されている。
http://www.npc.gov.cn/npc/xinwen/2018-04/27/content_2053820.htm
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１９３～１９６頁参照。

※決定十九　一条を追加し，第５３条とする。

【専門委員会，常務委員会工作機構による法律草案の起草】

第５３条　全国人民代表大会の関連専門委員会，常務委員会工作機構は，関連する

方面の法律草案の起草作業に前もって参与することができる。総合的，全面的な

事項に関わる法律案に関しては，関連専門委員会又は常務委員会工作機構により，

起草することができる。

２　専門性の比較的強い法律草案は，関連分野の専門家が起草作業に参与すること

ができ，又は専門家，科学研究単位，社会組織に委託して起草することができる。

　　本条は専門委員会，常務委員会工作機構による草案起草に関する規定である（新設規

定）。

１　全国人大関連専門委員会，常務委員会工作機構による起草等（本条１項）

　　　本法規定によれば，全国人大の各専門委員会は全国人大に法案を提出することがで

き，委員長会議は常務委員会に法案を提出することができ，各専門委員会は常務委員

会に法案を提出できる。実務において，委員長会議が提出する法案は一般に全国人大

常務委員会工作機構が具体的起草業務を担当する。この点，旧立法法では法案提出主

体についてのみ規定し，専門委員会，常務委員会工作機構がどのようにして法案の起

草業務を行うのかについて規定を欠いたが，本改正ではこの点に関する規定が新設さ

れている。

　　１）事前の参与（本条１項前段）：国務院，中央軍事委員会，最高人民法院，最高人

民検察院等が起草する法律草案につき，全国人大の関連専門委員会，常務委員会工

作機構は関連法案の起草業務に事前に参与しなければならない。全国人大の各専門

委員会，常務委員会工作機構は各自が起草する法律草案につき，相互に参与しなけ

ればならない。これにより，調査研究及び起草業務に事前に関与して，各方面の主

張及び意見の相違を速やかに把握し，重大な意見の相違を速やかに調整した上で処

理し，各部門，各段階間の関係を整理し，起草の事前の意思疎通不足を避けること

ができ，また全国人大又はその常務委員会に上程した後の各業務を円滑に進める上

でも有益である。

　　２）起草の実施（本条１項後段）：党の第１８期４中全会決定では，部門利益の法制

化を防止するために，全国人大の関連専門委員会，全国人大常委会法制工作委員会

が関係部門を組織して総合的，大局的，基礎的な重要法案の起草に参加する制度を

構築することが提起された。科学立法，民主立法を推進するには，立法業務におけ

る人民代表大会の主導的役割を十分に発揮させ，体制・メカニズム及び業務手続の

面から部門利益の法制化を効果的に防止しなければならない。そこで，本条１項後

段では，総合的，大局的，基礎的な重要な法案につき，関連専門委員会又は常務委
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員会工作機構が起草することができる旨の規定が置かれている。注意すべきは，同

規定が全国人大の専門委員会，常務委員会工作機構の起草範囲を制限するものでは

ない点である。逆に，同規定はまさに全国人大の専門委員会，常務委員会工作機構

が総合的，大局的，基礎的な重要法案を特に重視しなければならないことを強調し

ている。さらにその他法案についても，全国人大の専門委員会，常務委員会工作機

構が起草を手配できる。現在，刑事，民事，国家機構等に関する法律は，通常，全

国人大常務委員会法制工作委員会が起草している。

　　　　専門委員会は法律草案の起草後，一般に当該委員会が法律案を提出して審議を提

議し，当該委員会責任者が草案の説明を行う。全国人大の専門委員会は憲法，法律

で規定されている議案提出主体であり，法律草案を起草できるだけでなく，全国人

大又はその常務委員会に法律草案を直接提出して審議を提議できる。常務委員会工

作機構は法律草案の起草後に，委員長会議が法案を提出して審議を提議し，工作機

構責任者が委員長会議の委任を受けて説明を行う。常務委員会工作機構も常務委員

会の委託を受けて法律草案を起草でき，常務委員会が大会に法案を提出して，委員

長会議委員が説明を行う。

２　専門家による起草への参与等（本条２項）

　　１）４中全会決定では，法律法規の草案起草について第三者への委託を模索すること

が提起された。現在の立法関連実務において，法律草案の起草業務では一般的に専

門家による顧問グループが設置され，関連分野において影響力，権威を持つ有識者

を招聘し起草中の法案内容について意見を募集し，又は専門の論証会を開催する。

実践でも裏付けられているように，専門家が立法に参加することは，科学的立法推

進の効果的な手段である。上記４中全会決定の趣旨を徹底し，かつ専門家が立法に

参加することの優位性を継続的に活かすため，本改正では専門家による立法への参

加について定めると共に，参加に関する内容を強化し，起草委託について規定して

いる。

　　２）本条２項によれば，専門家による起草への参加には以下の形式がある。第１に人

民代表大会の関連委員会及び工作機構が専門家を招聘し起草業務に参与させる形式

である。実践においては，専門委員会，常務委員会工作機構のいずれにも，立法担

当者とグループを組織して具体的起草業務を行っている専門家もいる。第２に関連

の有識者，教育・科学研究機関及び社会組織に起草を委託する形式である。起草業

務を担当する機構は当該立法項目の具体的状況に基づいて委託対象を確定すること

ができ，１名か複数の有識者に委託し，又は専門家の起草グループを設置できる。

　【参考文献】前掲①１６９～１７１頁，②１９９～２０２頁，③１５０～１５２頁，④

１９６～１９８頁参照。

※決定二十　第４８条を第５４条とし，次のように改める。
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【法律案付属文件資料の提出】

第５４条　法律案を提出する場合，法律草案本文及びその説明を同時に提出し，か

つ必要な参考資料を提供しなければならない。法律改正の場合，改正前後の対照

文書も提出しなければならない。法律草案の説明には，当該法律の制定又は改正

の必要性，執行可能性と主要内容，及び起草過程において重要問題に対して意見

対立がある場合には，協調の状況について，説明しなければならない。

　　本条は，法律案付属文件資料の提出に関する規定である（一部改正）。

　　１）法律の修正改善の基本的形式は，一部改正［修正］と全部改正［修订］である。

修正案（草案）の基本形式は比較的シンプルであり，法改正を行う条項の改正前後

の異同を体現するのが難しい。全部改正［修订］は，法律全体に対する改正であり，

審議対象も全ての草案本文とされ，その中で新旧本文の区別を比較することも難し

く，立法機関構成員の審議に不便を生じる。この問題を解決するため，法制工作部

門の業務から生み出されたのが改正前後の条文対照文書であり，かつ立法実務にお

いては提案時のいわば「標準装備」とされていることが，本条第二文新設の背景に

ある。

　　２）党の第１８期４中全会決定における説明では，立法の質と量を更に高めることが

必要であり，いくつかの法律では実際の問題を解決する有効性が不足し，目的に焦

点をあわせた操作可能性が弱い点が指摘されており，４中全会決定では，立法の精

緻化を推進することが提起されている。第１２期全国人大以降，常務委員会指導者

は法律の執行可能性の強化と法律規範について「具体化できるものは極力具体化し，

明確にできるものは極力明確にする」旨が提起されていた。それゆえ本条第三文前

段では，提案者に対して，提案時において法律成立後の執行可能性に関する説明を

特に要求している。

　　３）４中全会決定における説明では，更に立法業務における部門化傾向，権限を争い，

責任を免れる現象が際立っていること，実際にはいくつかの法律で一種の利益ゲー

ム化が見られること，長く引き延ばして決定しないか，役に立たない法律を制定す

るかのどちらかであること等が指摘されており，４中全会決定では，部門間の争い

が比較的大きな重要な立法事項については，第三者評価を導入した政策決定を通じ，

各方面の意見を十分に聴取し，調整して決定を行うことによって決定の引き延ばし

を許さない。また，提案者が提案を行う場合には，これらの協調・調整状況につい

て説明しなければならない。これらの状況に鑑みて，本条第三文後段が追加されて

いる。

　【参考文献】前掲①１７２～１７６頁，②２０２～２０７頁，③１５２～１５５頁，④

１９８～２０２頁参照。
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【法律案の撤回】

第５５条　全国人民代表大会及びその常務委員会に対して提出された法律案は，会

議に上程される前において，提案者が撤回する権限を有する。

【表決により可決されない場合の処理】

第５６条　全国人民代表大会及びその常務委員会全体会議の表決に付されたが可決

されなかった法律案につき，提案者が当該法律制定が必須であると認める場合，

法律で規定される手続に従って改めて提出することができ，主席団及び委員長会

議が会議に上程するか否かを決定する。このうち，全国人民代表大会において可

決されなかった法律案は，全国人民代表大会に対して提出し審議の上決定するよ

う求めなければならない。

【法律の施行日】

第５７条　法律は施行日を明確に規定しなければならない。

　　第５５条は法律案の撤回に関する規定，第５６条は表決により可決されない場合の処

理に関する規定，第５７条は法律の施行日に関する規定である。 （つづく）
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【会　合】

第１９回法整備支援連絡会

千葉地方検察庁検事（元国際協力部教官）　

石　田　正　範

　法務総合研究所は，法制度整備支援の関係者間の意見交換等を目的として，平成３０年

１月１９日（金），独立行政法人国際協力機構（ＪＩＣＡ）との共催により，国際法務総

合センター国際棟国際会議場Ａを東京会場と，大阪中之島合同庁舎国際会議室を大阪会場

（東京会場とＴＶ電話会議システムで接続）とし，第１９回法整備支援連絡会（以下「本

連絡会」といいます。）を開催いたしました。

　本連絡会のプログラム，講演者・登壇者の経歴，会場での講演・発言の内容等は後掲の

とおりですが，紙面の都合上，講演・発言の内容について，そのすべてを掲載しておらず，

また全体の意味を損なわない範囲で一部表現を変えさせていただきました点，ご理解いた

だけますと幸いです。

　法務省は，１９９４年にベトナムを対象とした法制度整備支援を開始し，１９９６年か

ら同国への同支援がＪＩＣＡプロジェクトとして実施されるようになり，その後現在に至

る２０余年の間，多くの関係者のご支援，ご協力を受け，その支援対象国及び支援分野を

急速に拡大させながら，多くの成果を挙げてきました。

　他方，法制度整備支援は，法令，法制度といった一般の人々には必ずしも馴染みがない

ものを対象とし，また，道路や建物を作るといった物的支援と比べますと成果が見えにく

いことなどから，その活動や成果が，その重要性の割には，我が国及び支援対象国の国民

並びに国際社会において，必ずしも認知度は高くないという面がありました。

　そのため，我が国の法制度整備支援の活動を，より積極的に国内外に発信していくべき

ではないかという機運は，最近の法整備支援連絡会でもそのような意見が出されるなど，

関係者間でも高まってきたように思います。

　ただ，法制度整備支援における「発信」とは何かということは，まだまだ議論の余地が

あると思われました。すなわち，発信とは，一義的には，法制度整備支援の活動，成果を

対外的に知らせるということであるとは思われますが，２０年以上にわたり，我が国特有

のアプローチで綿々と実施されてきた法制度整備支援には，具体的な活動や，各活動で設

定された個別の目標を達成することを超えて，何か大きなアピール力や積極的なメッセー

ジを内包しており，それこそが，法制度整備支援の関係者が臆せずに対外的に発信してい

くべきものではないかとも考えました。

　そこで，本連絡会では，「日本の法制度整備支援の発信力～どんな「メッセージ」を伝

えられるか～」を全体テーマとし，第１部では，ＪＩＣＡ副理事長の越川和彦氏及び国際

連合（ＵＮ）事務総長室法の支配ユニット長のアレハンドロ・アルバレス氏にそれぞれ基

活動報告
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調講演をしていただき，第２部では，国連開発計画（ＵＮＤＰ）政策・プログラム支援局

ガバナンス・平和構築グループ法の支配・司法・セキュリティ・人権チームリーダー代行

のアナ・パトリシア・グラッサ氏及び株式会社博報堂テーマビジネス開発局パブリックア

フェアーズ部ディレクター，長野県参与の船木成記氏からプレゼンテーションをしていた

だきました。そして，第３部では，グラッサ氏，船木氏，外務省国際協力局地球規模課題

総括課上席専門官岡垣さとみ氏に加え，法制度整備支援に長年深くかかわっている関係者

の皆様にパネリストとして登壇いただき，法制度整備支援は，支援対象国，我が国国内，

あるいは国際社会に向けて何らかのメッセージを持ちうるのか，持ちうるとすればそれは

どのようなものであり，どのように伝えていけばよいのかという点を掘り下げて議論いた

だきました。

　また，上川陽子法務大臣も本連絡会に出席し，法制度整備支援の意義と今後の発展等に

ついてスピーチをしました。

　本連絡会を通じて，上記メインテーマ等について，会場にご参加いただいた皆様も交え

て，活発かつ忌憚のない議論がなされ，法制度整備支援のあり方についてこれまでとはや

や異なる視点から考察する良い機会となったものと考えます。

【第１部　越川和彦氏による講演】 【 第１部　アレハンドロ・アルバレス氏に
よる講演】

【 第２部　アナ・パトリシア・グラッサ氏
によるプレゼンテーション】

【 第２部　船木成記氏によるプレゼンテー
ション】
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　なお，次回の第２０回法整備支援連絡会は，平成３１年２月１日（金）に本年度と同会

場で開催予定です。

【第３部パネルディスカッション（前半）】 【第３部パネルディスカッション（後半）】

【大阪会場の様子】
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第19回
法整備支援連絡会

日本の法制度整備支援の発信力
－どんな「メッセージ」を伝えられるか

Japan’s Legal Technical Assistance 
–What “message” can it carry?

平成30年1月19日(金)
Friday, 19 January 2018

10:00～17:25

東京会場(メイン会場) Tokyo Venue (Main Venue): 

法務省国際法務総合センター 「国際会議場A」
International Conference Hall A, International Justice Center, 

Ministry of Justice (MOJ) 

大阪会場(東京会場とＴＶ会議システムで接続)
Osaka Venue(to be connected to the Tokyo venue via TV-conference system): 

大阪中之島合同庁舎 「国際会議室」
International Conference Hall, Osaka Nakanoshima National Government Building

The 19th Annual Conference on 
Technical Assistance in the Legal Field
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プログラム Programプログラム Program

開会挨拶 Opening Address 10:00-10:05
法務省法務総合研究所長 佐久間 達哉
President, RTI, MOJ                                                         Tatsuya Sakuma

開催趣旨説明 Introductory Remarks of the Purpose of the Conference 10:05-10:20
法務省法務総合研究所国際協力部長 森永 太郎
Director, International Cooperation Department (ICD), RTI, MOJ Taro Morinaga

第１部 基調講演 Session 1:  Keynote Speeches 10:20-11:35
ＪＩＣＡ副理事長 越川 和彦
Executive Senior Vice President, JICA                                                                                                                         Kazuhiko Koshikawa
「日本の法整備支援の経験と情報発信」
“Sharing Experiences of Japan’s Legal Technical Assistance”

国際連合（ＵＮ）事務総長室法の支配ユニット長 アレハンドロ・アルバレス
Director, Rule of Law Unit, Executive Office of the Secretary-General, United Nations      Alejandro Alvarez

「国際社会における『法の支配』を巡る議論の潮流」
“Trend of Discussions on the Promotion of the Rule of Law in the Global Community”

第２部 プレゼンテーション Session 2: Presentations 13:00-13:45
国連開発計画（ＵＮＤＰ）政策・プログラム支援局ガバナンス・平和構築グループ法の支配・司法・セキュリティ・
人権チームリーダー代行 アナ・パトリシア・グラッサ
Team Leader a.i., Rule of Law, Justice, Security and Human Rights, Governance and Peace                      Ana Patricia Graca
Building Cluster, Bureau for Policy and Programme Support, United Nations Development Programme (UNDP)
「ＵＮＤＰにおける活動発信の狙いと取組み」

“Sharing Information and Experiences – the UNDP perspective”   

株式会社博報堂テーマビジネス開発局パブリックアフェアーズ部ディレクター，長野県参与 船木 成記

Director, Public Affairs Division, Thematic Business Development Department, Hakuhodo Incorporated; Shigenori Funaki
Advisor to Nagano Prefecture
「日本の法制度整備支援を発信するに当たっての視座」
“Visions in Promoting Japan’s Legal Technical Assistance”

昼食休憩 Lunch Break 11:35-13:00

※敬称略 Honorific titles are omitted

主 催 者 Organizers主 催 者 Organizers

最高裁判所
Supreme Court
日本弁護士連合会
Japan Federation of Bar Associations
独立行政法人日本貿易振興機構（ジェトロ）アジア経済研究所
Institute of Developing Economies of the Japan External Trade Organization (JETRO)
公益財団法人国際民商事法センター（ＩＣＣＬＣ）
International Civil and Commercial Law Centre Foundation (ICCLC)

法務省法務総合研究所
Research and Training Institute (RTI), MOJ
独立行政法人国際協力機構（ＪＩＣＡ）
Japan International Cooperation Agency (JICA)

後援 Supported by後援 Supported by
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休憩 Break 15:15-15:30

後半 「日本の法制度整備支援を，誰に，なぜ，何を，どのように発信すべきか」
Part II “Sharing the ‘message’ of Japan’s Legal Technical Assistance – To Whom, Why, What and How”  

15:30-17:00
モデレーター Moderator

国連アジア極東犯罪防止研修所教官 渡部 亜由子
Professor, United Nations Asia and Far East Institute for the Prevention of Crime and  Ayuko Watanabe
the Treatment of Offenders (UNAFEI)

パネリスト Panelists
国連開発計画（ＵＮＤＰ）政策・プログラム支援局ガバナンス・平和構築グループ法の支配・司法・
セキュリティ・人権チームリーダー代行 アナ・パトリシア・グラッサ

Team Leader a.i., Rule of Law, Justice, Security and Human Rights, Governance and Peace          Ana Patricia Graca
Building Cluster, Bureau for Policy and Programme Support, United Nations Development Programme (UNDP)

外務省国際協力局地球規模課題総括課上席専門官 岡垣 さとみ
Senior Deputy Director, Global Issues Cooperation Division, International                                         Satomi Okagaki
Cooperation Bureau, Ministry of Foreign Affairs                        

株式会社博報堂テーマビジネス開発局パブリックアフェアーズ部ディレクター，長野県参与 船木 成記
Director, Public Affairs Division, Thematic Business Development Department, Shigenori Funaki
Hakuhodo Incorporated; Advisor to Nagano Prefecture
ＪＩＣＡ法整備支援アドバイザー 佐藤 直史
Legal Advisor to JICA                                                                                                                         Naoshi Sato

法務省法務総合研究所国際協力部副部長 伊藤 浩之
Deputy Director, ICD, RTI, MOJ Hiroyuki Ito

総括 Conclusion 17:00-17:10
ＪＩＣＡ理事 前田 秀
Senior Vice President, JICA         Shigeru Maeda

閉会挨拶 Closing Address 17:15-17:25
ＩＣＣＬＣ理事長 大野 恒太郎
President, ICCLC                                                                                                                 Kotaro Ohno

レセプション Reception 18:00-
※東京会場のみ Only the Tokyo venue

第３部 パネルディスカッション Session 3: Panel Discussions

前半 「日本の法制度整備支援は，いかなるメッセージを持つのか」 13:45-15:15
Part I “What is the ‘message’ of Japan’s Legal Technical Assistance?”

モデレーター Moderator

法務省法務総合研究所国際協力部長 森永 太郎
Director, ICD, RTI, MOJ Taro Morinaga

パネリスト Panelists
慶應義塾大学大学院法務研究科教授 松尾 弘
Professor, Keio University, Law School Hiroshi Matsuo 
名古屋大学法政国際教育協力研究センター長 小畑 郁
Director, Center for Asian Legal Exchange, Nagoya University                                              Kaoru Obata

ＪＩＣＡ産業開発・公共政策部ガバナンスグループ法・司法チーム課長 大久保 晶光
Director, Law and Justice Team, Governance Group, Industrial Development and                   Akimitsu Okubo 
Public Policy Department, JICA

東京地方検察庁検事（前国際連合薬物・犯罪事務所（ＵＮＯＤＣ）犯罪防止・刑事司法担当官）
Public Prosecutor, Tokyo District Public Prosecutors Office ( Former Crime Prevention and Criminal Justice 
Officer, United Nations Office on Drugs and Crime  (UNODC))  柴田 紀子

Noriko Shibata

挨拶 Address 17:10-17:15
法務大臣 上川 陽子
Minister of Justice                                                                                                          Yoko Kamikawa
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（株）博報堂テーマビジネス開発局パブリックアフェアーズ部ディレクター，長野県参与

船木 成記

ＪＩＣＡ副理事長

越川 和彦

慶應義塾大学法学部法律学科卒業。同大学院法学研究科修士課程修了。一橋大学大学院法
学研究科博士後期課程単位取得退学。横浜市立大学助教授，横浜国立大学教授を歴任し，
現在は，慶應義塾大学法務研究科教授・グローバル法研究所長として、ラオス，ネパール，
カンボジア，ベトナム等への法整備支援に携わっている。

慶應義塾大学大学院法務研究科教授・グローバル法研究所長

松尾 弘

法務省法務総合研究所国際協力部長

森永 太郎

※敬称略 Honorific titles are omitted

１９８０年に一橋大学法学部卒業後，外務省入省。２０１６年５月より現職。これまで，在イ
ラン日本国大使館，在ニューヨーク総領事館，森内閣副広報官，財務省副財務官，駐アンゴラ
特命全権大使，外務省国際協力局長，大臣官房長，駐スペイン特命全権大使を歴任。

ＵＮＤＰ政策・プログラム支援局ガバナンス・平和構築グループ
法の支配・司法・セキュリティ・人権チームリーダー代行

アナ・パトリシア・グラッサ

新リスボン大学で修士号取得。民間事務所で弁護士として勤務する傍ら，国際ＮＧＯの法律顧
問に。数か国のUNDP事務所で司法制度構築プログラムに関与し，UNDPアジア太平洋地域セ
ンターでは危機にある国家の法の支配等に関するプログラム策定等を担当。現チーム副リー
ダーを経て，2017年４月から現職。

東京都出身。１989年慶應義塾大学文学部卒業，同年株式会社博報堂入社。現在，同社ディレク
ターとして主にソーシャルマーケティング手法によるビジネス開発業務に従事しながら，様々な公
的機関において要職を歴任。
2007年～ 2009年 内閣府男女共同参画局政策企画調査官
2012年～ 兵庫県尼崎市顧問，高知大学客員教授
２017年～ 長野県参与（信州総合ブランディング担当）

１９９４年検事任官，新潟，東京，横浜，宇都宮等の各地検で勤務後，法務総合研究所国際協
力部教官，佐賀地検次席検事，国連アジア極東犯罪防止研修所（ＵＮＡＦＥＩ）次長を経て，
２０１７年１０月から現職。２００４年から約３年間ＪＩＣＡ長期派遣専門家としてベトナム
社会主義共和国司法省に派遣され，同国において法制度整備支援に携わった経験を有する。

プロフィール Profileプロフィール Profile

ＵＮ事務総長室法の支配ユニット長

アレハンドロ・アルバレス

パリ第Ⅰ大学で修士号取得。司法分野改革プログラムディレクター，アフリカ等数か国で欧州委
員会等の独立コンサルタント，グアテマラの国連平和構築ミッションで和平合意実施検証担当を
務める。2002年以降，UNDPにおいて，法の支配，司法及びセキュリティチームリーダー等
を務め，2017年から現職。
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１９９８年検事任官，東京，横浜，千葉，高知等の各地検，法務総合研究所国際協力部勤務
を経て，２００６年から約２年間ＪＩＣＡ長期派遣専門家としてカンボジア王国王立裁判
官・検察官養成校に派遣され，同国において法制度整備支援に携わり，その後，同部副部長
等を経て，２０１５年から２年間国連薬物・犯罪事務所（ＵＮＯＤＣ）東南アジア太平洋地
域事務所に派遣され，国連機関における国際支援に携わった経歴を有する。２０１７年１２
月から現職。

名古屋大学法政国際教育協力研究センター長

小畑 郁

外務省国際協力局地球規模課題総括課上席専門官

岡垣 さとみ

ＪＩＣＡ法整備支援アドバイザー

佐藤 直史

法務省法務総合研究所国際協力部副部長

伊藤 浩之

国連アジア極東犯罪防止研修所教官

渡部 亜由子

２０００年検事任官，東京，福岡，静岡，千葉の各地検で勤務後，法務省矯正
局付，同省大臣官房付検事として法務行政に携わる。２０１５年４月から現職
に就き，国連アジア極東犯罪防止研修所において実施される刑事司法分野の研
修業務に従事している。

京都大学法学部卒業，同大学大学院法学研究科修士課程修了，同博士後期課
程研究指導認定退学，神戸商船大学助教授，金沢大学助教授等を歴任し，現
在，名古屋大学大学院法学研究科教授。2014年4月から名古屋法政国際教育
協力研究センター（ＣＡＬＥ）センター長を務め，アジア諸国の法整備支援
研究とともに人材育成に寄与している。

カナダ・クイーンズ大学大学院（社会学科修士課程）修了。
外務省では，国際連合日本政府代表部，在カナダ日本国大使館，国際協力局気候変動課，伊
勢志摩サミット・広島外相会合準備事務局等を経て，現職。国際協力におけるジェンダー平
等・女性のエンパワメント，防災，持続可能な開発目標（Sustainable Development 
Goals: SDGs）等に従事。

東京地方検察庁検事（前ＵＮＯＤＣ犯罪防止・刑事司法担当官）

柴田 紀子

1996年弁護士登録，2004年ロンドン大学School of Oriental and African Studies
法学修士（LL.M. in Law and Development），2004年～06年JICA長期専門家（ベ
トナム），2006年～15年JICA国際協力専門員（法整備支援の企画・立案，実施，モ
ニタリング，評価等を担当），2007年～中央大学法科大学院兼任講師（法整備支援
論），2015年～JICA法整備支援アドバイザー

２０００年検事任官，東京，神戸，奈良，大阪，名古屋等の各地検で勤務後，法務
総合研究所国際協力部教官，大阪地検検事を経て，２０１６年１月から現職。２０
１１年から３年間ＪＩＣＡ長期派遣専門家としてラオス人民民主共和国へ派
遣され，同国において法制度整備支援に携わった経験を有する。

放送局勤務等を経て，1998年JICA入構。入構直後に勤務した名古屋
では，ラオス法整備支援研修を立ち上げた他，中国事務所勤務時代
（2006-2010）は民訴法プロジェクトを担当したり，最高人民法院
のための研修を企画する等，法整備支援に従事。2014年より，本部で
法整備支援を担当する法・司法チーム課長。

ＪＩＣＡ産業開発・公共政策部ガバナンスグループ

法・司法チーム課長 大久保 晶光
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【司会（梅本）】　ご来場の皆様，大変長らくお待た

せいたしました。

　ただ今より第１９回法整備支援連絡会を開催いた

します。私は，本日の司会を務めます法務省法務総

合研究所国際協力部教官の梅本友美と申します。ど

うぞよろしくお願いいたします。（拍手）

　法整備支援連絡会は今年で１９回目を迎えます。

今回は当部が大阪からこの昭島の国際法務総合セン

ターへ移転後，初めて開催する連絡会となります。

本日はこの会場と大阪会場をテレビ会議システムで

つなぎ，大阪からも質問やコメントをいただく予定

にしております。それでは，ここで大阪会場につな

いでみたいと思います。大阪会場は聞こえておりま

すでしょうか。

【司会（東尾）】　はい，大阪会場です。私はこちら

の進行を務めます法務総合研究所国際協力部教官の

東尾和幸と申します。本日，大阪にも多くの方にお

越しいただいております。どうぞよろしくお願いい

たします。

【司会（梅本）】　大阪会場にも沢山の皆様にご参加

いただき，誠にありがとうございます。

　それでは，まず初めに本連絡会の主催者でありま

す法務省法務総合研究所所長，佐久間達哉より開会

のご挨拶を申し上げます。

佐久間達哉法務総合研究所長　挨拶

【佐久間】皆様，おはようございます。法務総合研

究所の佐久間でございます。

　本日は大変皆様お忙しい中，大勢の皆様に法整備

支援連絡会にご参加をいただき，誠にありがとうご

ざいます。

　特にこの後，講演等をお願いしております国連事

務総長室のアレハンドロ・アルバレス様，ＵＮＤＰ

のアナ・パトリシア・グラッサ様には，はるばる

ニューヨークからお越しをいただきました。大変あ

りがとうございます。心から御礼を申し上げます。

また，同じく講演等をお願いしておりますＪＩＣＡ

副理事長の越川様，株式会社博報堂の船木様，パネ

リストをお願いしております多くの皆様にも心から

御礼を申し上げます。どうぞよろしくお願い申し上

げます。

　また，私どもの法制度整備支援にかかわる活動に

日ごろ皆様から多大なご支援とご協力をいただいて

おりますことに，この場を借りて心から御礼を申し

上げたいと思います。

　さて，冒頭，司会からもご紹介がありましたよう

に，この法整備支援連絡会もおかげさまで今年で

１９回目を数えることになりました。これも冒頭ご

案内申し上げたところですが，私どもで法制度整備

支援を担当しております国際協力部が昨年１０月に

この昭島の国際法務総合センターに移ってまいりま

した。私どもでやはり運営をしておりますアジ研，

国連アジア極東犯罪防止研修所と一緒にこの昭島の

地に移ってまいったわけであります。そして，今年

の法整備支援連絡会がこの昭島の国際会議場をメー

ン会場にして行う初めての連絡会ということになり

ました。大阪のこれまでメーン会場として使ってお

りました中之島合同庁舎の国際会議室とも，ご覧い

ただきましたようにテレビ会議システムでつないで

一日進めてまいりますので，どうぞよろしくお願い

申し上げます。

　さて，今年の法整備支援連絡会では，法制度整備

支援の発信力ということをテーマとして取り上げま

した。ちょっと聞いてぱっとどんなことをやるのか

ということがわかりづらいかもしれません。法制度

整備支援を通じて，あるいは法制度整備支援に関連

をして，支援する側，つまり日本の国民や企業，さ

らには支援対象国の国民，法曹関係者，更には政策

立案者，国際社会といった様々なステークホルダー

に対してどのようなメッセージを伝えていくべきな

のか，あるいは伝えていけるのか，またどうやって

伝えていくのか，こういったことを問題として捉え

たものでございます。詳しくはこの後，私どもの国

際協力部長からご説明申し上げますが，いずれにし

第１９回法整備支援連絡会発言録
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ましても，幅広く議論していただくことができる

テーマではないかと思っております。色々な視点か

らそれぞれのご経験やご専門に即して有益なお話を

いただけるのではないかと楽しみにしておりますの

で，どうか今日一日，自由闊達なご議論をお願いし

たいというふうに思います。

　誠に簡単ではございますが，皆様のますますのご

健勝と法制度整備支援の更なる前進を祈念して私の

ご挨拶とさせていただきます。どうぞ今日一日よろ

しくお願い申し上げます。（拍手）

【司会（梅本）】続きまして，法務省法務総合研究

所国際協力部部長，森永太郎より開催趣旨のご説明

を申し上げます。

森永太郎法務省法務総合研究所国際協力部長　開催

趣旨説明

【森永】皆様，おはようございます。法務総合研究

所国際協力部の部長を務めております森永と申しま

す。

　第１９回の法整備支援連絡会にようこそお集まり

いただきました。ことに海外から遠路はるばるお越

しいただきましたアレハンドロ・アルバレスさんと，

それからアナ・グラッサさんには改めて厚くお礼申

し上げます。後でお話を伺えるのを大変楽しみにい

たしております。

　さて，今年の法整備支援連絡会では既にご案内の

とおり，日本の法制度整備支援の発信力という

ちょっと変わったテーマを設定させていただきまし

た。法務省が今現在，法制度整備支援と名がついて

おりますこの事業を開始いたしましたのが，ご承知

のとおり１９９４年のことで，既に２０年以上にわ

たりまして主としてアジアの開発途上国を対象とし

て，法案の起草や司法制度の整備，あるいは人材育

成などについて支援活動を展開してきました。

１９９６年には法制度整備支援が国際協力機構ＪＩ

ＣＡのプロジェクトとして行われるようになりまし

て，その後，急速に対象国も支援分野も広がってき

まして，これに関わりました人たちは，それぞれ懸

命に仕事をしてきたわけです。しかし，多くの関係

者には自分たちの活動が国内外の人々に全く知られ

ていないというジレンマといいますか，ある種の焦

燥感を感じていたと思います。

　法制度整備支援という国際支援活動と申しますの

は，そもそもが，法律というただでさえ小難しいよ

うな事柄を扱う活動であります上，別に道路ができ

るわけでもなく，新しい建物が建つわけでもないた

めに，支援が一体どんな効果をもたらしたのか，そ

の測定もかなりしにくいものであります。そのため，

どうしても一般の人々には理解されにくいという面

があるのではないかと思っております。メディアの

方もそれほど取り上げてはくれません。ですから，

そのような事業に取組んでいる関係者の間では，こ

んな大事なことをやっているのになぜ理解されない

んだろうとか，もっと我々のやっていることを知っ

てほしいと，もっと積極的に国内外にアピールをす

べきではないかというような声が上がってくるの

も，これは無理からぬことでございましょう。

　今回の「日本の法制度整備支援の発信力」という

テーマも，このような，私もその一人ですけれども，

極めて素朴な関係者の感情から出発しております。

しかし，私たちはこんなこともやりました，あんな

こともしました，見てくださいと，すごいでしょう

と，ただ言ってみたところで何になるでしょう。法

制度整備支援に直接かかわっている人たちの自尊心

は多少満足させられるかもしれませんけれども，た

だそれだけのことです。法制度整備支援が本当に重

要な，極めて大きな意義のある活動であるならば，

そうであるならばそこにはおのずから単に関係者の

自己満足には終わらない，もっとはるかに大きなア

ピール力があって，積極的なメッセージが内包され

ているのではないか，それこそが私たち法制度整備

支援の関係者が臆せずに発信していくべきものでは

ないかと思います。

　そこで，今回の法整備支援連絡会では，皆様にこ

の点についてご議論いただきたいのです。つまり，

法制度整備支援は個別的な助言や研修とかそういっ

た規模の小さいものから，プロジェクトあるいはプ

ログラムといった形をとる大規模なものまで，様々
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ありますけれども，法制度整備支援の活動自体がそ

れぞれ設定された個別の目標を達成することを超え

まして，支援対象国，支援国，あるいは国際社会に

向けた何らかのメッセージを持ち得るのか，持つと

すればそれはどのようなものかということでありま

す。無論，一言でメッセージといいましても大小様々

なものが考えられると思います。大きなところでは，

価値観の共存，基本的人権の尊重，法の支配の確立

などが，開発という視点からは持続可能な開発と

いったキーワードがすぐに思い浮かびますし，また，

開発途上国による自助努力の側面支援だと，こうい

う考え方だとか，あるいはインクルーシブな開発支

援などといった支援手法に，支援のやり方に注目し

たものも考えられます。また，より技術的な面に焦

点を当てますと，過去の支援活動から得られた経験

や知恵や技術を体系的に整理して，法制度整備支援

でやっていいこととやってはいけないこと，

Do＇s and Do nots ですね，などといった形の情報提

供というのもある種のメッセージになるのではない

かと思います。これらのメッセージは無論，誰に対

して発信するものなのかということによって，当然

内容は異なったものとなるでしょう。大きな視点か

らのメッセージは，主として政治的，政策的決断を

下す人々，さらには支援国，あるいは被支援国の一

般国民に向けたもの，あるいは国際社会や国際機関

に向けたものとなるでしょうし，技術的視点からの

メッセージは，法制度整備支援に様々な立場で関わ

る法律や開発の実務家に向けたものとなると思いま

す。これまで国際機関や日本を含めた各国が行って

きました法制度整備支援には，これら大小様々な

メッセージが，あるときには意識的に，またあると

きには無意識的に込められていたというふうに思い

ます。

　さて，ここからは個人的な，しかも若干こじつけ

になるような意見になるかもしれませんし，またあ

いつ変なこと言っているなと思われるかもしれませ

んけれども，私自身は無意識に，あるいは意図せず

に込められていたメッセージというものは，実は大

変重要なものだと思っております。突然歴史の話に

なって恐縮ですけれども，日本は１９世紀の末から

２０世紀の初めにかけまして，それまでの封建体制

を改めて近代資本主義国に生まれ変わり，その際，

法制度整備の面では西欧諸国の多大な支援を受け，

西欧式の法制度を基本とした現在の日本法を築きま

した。そして，その法制度はそれが発祥した土地，

場所とは著しく異なる社会環境の中で，それにもか

かわらず比較的上手に受け入れられ定着していった

のです。この西欧諸国からの支援が今日の法制度整

備支援と同じようなものであったとは，無論断定で

きません。しかし，これも法制度整備支援の一種で

あったことは否定できないものじゃないかと思いま

す。そして，それが西欧からの専門家と日本側の関

係者との共同の努力により実を結び，日本法として

発展していったわけです。実はこのこと，つまり，

支援する側と支援される側の努力により法制度整備

が行われ，まがりなりにも成功したのだと，こうい

うことがはるか後に非常に大きなメッセージとし

て，それはどういうメッセージだったかといいます

と，合理的で公正な法制度はアジアにおいてもその

地域や国の特性と両立させながら十分機能するのだ

というメッセージとして効果を発揮したのではない

かと思います。

　私は，自分自身，ベトナムに対する法制度整備支

援にかかわりまして，ベトナムにもほぼ３年間滞在

したことがございますけれども，ベトナム側の複数

の関係者から何度となく，もちろんそのプロジェク

トの目標を達成するための活動というのは重要で

あって，そのために日本側から様々な法制度や法律

実務の知識を得たいと，それはもちろんそうだと，

そう思うけれども，更に知りたいのは，日本が過去

になぜあれほど巧妙に法制度をとり入れ適正に運用

することができたのか，その秘密が知りたいんだと

いう話を何度か聞きました。明治時代，西欧の学者

が日本政府に西欧法の手ほどきをした際に，まさか

百数十年も後になってベトナムがそのことに興味を

持つなんてことは夢にも思わなかっただろうとは思

いますけれども，しかし西欧諸国による日本への法

制度整備支援，日本側から見れば日本による西欧法
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を学び取り入れるという，その努力がアジアでもで

きるんだという大きなメッセージを残したというこ

とは間違いないのではないでしょうか。我々が日常

的に従事しております法制度整備支援活動は，日本

が明治時代に経験したほど大規模なものではないか

もしれません。しかし，今日におきましても，支援

国と被支援国が協力し合い，より公正で実効的な法

制度とその運用実務を確立していく共同作業，これ

こそが現在の法制度整備支援にほかならないわけで

すけれども，これが他の支援国や被支援国に，あな

たたちにもできますよというメッセージを持つこと

というのは，それはあるんじゃないかというふうに

思います。

　今申し上げたところは，また私が勝手に思いつく

ままにこじつけたお話でございまして，考えられる

一つの例にすぎません。しかし，こんなことも考え

られる，あんなこともできるかもしれないという想

像力をたくましくしてあれこれ考え，議論すること

は決して無益なことではないと思います。

　そして，本日の活発な議論がきっとまた新たな

メッセージになるはずなのです。そんな心持ちで今

日はぜひ闊達な議論をしていただけることを期待

し，ご挨拶とさせていただきます。どうもありがと

うございました。（拍手）

【司会（梅本）】それでは，第１部に入ります。

　これから基調講演として，まず独立行政法人国際

協力機構ＪＩＣＡ副理事長の越川和彦様から「日本

の法制度整備支援の経験と情報発信」と題し，ご講

演いただきます。そして，引き続き，国際連合事務

総長室法の支配ユニット長のアレハンドロ・アルバ

レス様から「国際社会における『法の支配』を巡る

議論の潮流　国連における情報発信の狙いと取組

み」と題し，ご講演いただきます。その後，会場の

皆様からお二方のご講演についてご質問，コメント

を頂戴する時間を設けさせていただきます。第１部

はただいまから１１時３５分頃までを予定しており

ます。

　それでは，越川様，演台へお願いいたします。

　ここで，越川様のご経歴をご紹介いたします。越

川様は１９８０年，外務省に入省され，内閣副広報

官，駐アンゴラ特命全権大使，外務省国際協力局長，

駐スペイン特命全権大使などを歴任され，２０１６

年５月より現職であるＪＩＣＡ副理事長を務めてお

られます。

【第１部　基調講演】

越川和彦ＪＩＣＡ副理事長　講演

【越川】皆様，おはようございます。それから大阪

の会場の皆様，おはようございます。ただいまご紹

介にあずかりましたＪＩＣＡの副理事長の越川でご

ざいます。本日は第１９回を迎えられました法整備

支援連絡会に，このように沢山お集まりいただきま

したことに，法務省とともに主催しておりますＪＩ

ＣＡを代表しまして，心よりお礼を申し上げたいと

思います。ここ昭島の国際法務総合センターは，先

ほどご紹介ありましたけれども，昨年１０月に開所

をして，法務省法務総合研究所の国際協力部と国連

アジア極東犯罪防止研修所ＵＮＡＦＥＩの両方がこ

こに移転し，法務省における法制度整備支援の拠点

として開所したということで，これに対し心からお

祝いを申し上げます。このような新たな意義を持つ

場所で初めて開催される連絡会に，お話をする機会

をいただきまして大変光栄に存じます。

　さて，本日は「日本の法制度整備支援の経験と情

報発信」について簡単にお話しさせていただければ

と思います。先ほど，森永部長のほうからもお話が

あって，重なる部分が多いかと思いますが，お話を

させていただければと思います。

　国際社会の目標といたしまして，２０１５年に国

連で採択されましたＳＤＧｓ，この中に人権，人の

尊厳，法の支配，正義，平等及び差別のないことに

対して普遍的な尊重がなされる世界を思い描くと，

民主主義，グッドガバナンス，法の支配，この重要

性をうたっているのもこのような表れと言えると思

います。しかし，法の支配といいましても政治体制

の発展状況が各国で異なるという現状を見ますと，

その実現する現実の姿は容易ではございません。そ

れぞれの国でしっかりとした法の支配が根づくため
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に，工夫と長い時間が必要だと思います。

　少し私，飛ばして話をしてしまいました。その前

にちょっと日本を取り巻く全体の話をしようと思っ

ておりました。２０１８年を迎えまして周辺を見回

しますと，残念ながら余り良いニュースがございま

せん。アジアだけ見ましても北朝鮮の核ミサイルの

問題，あるいは漁船による領海の侵犯，あるいは海

洋における中国の進出，そして不透明な中東情勢に

起因するテロの脅威など，様々な不安定要因が見て

とれます。ＪＩＣＡも残念ながら昨年ダッカで支援

のＪＩＣＡの専門家が殺害されるテロ事件に遭遇し

てございます。また，今，ＩＣＴを初めとする科学

技術の劇的な発展によりまして，国境を超えての経

済的・政治的な個々人相互の結びつきが大変強固に

なっております。そして，その結果，皮肉なことに

世界各国の様々なリスクが日本を含む世界全体の平

和や安定，そして繁栄に直接的な影響を及ぼす状況

になっております。

　私もちょうど２００１年８月にニューヨークの総

領事館に赴任しまして，１カ月後にセプテンバーイ

レブンが起こりました。その後起こった世界的な動

きは皆さんよくご承知のとおりと思います。これも

ＩＣＴの科学技術の発展に伴った一つの側面あるい

は現象だというふうに見ることもできるかと思いま

す。

　この国際社会の不安定さを乗り越えるにはどうす

べきなのか，正直申し上げて大変難しい問題であり

明確な回答はないように思います。しかし，その構

成員であるそれぞれの国において平和，安定，民主

化といった開発の基盤を確固とすることが，国際社

会全体の安定に確実につながっていくものだという

ことは確かだと思います。その中で，私どもＪＩＣ

Ａとしましては特に法の支配の確立がその鍵になる

と考えております。

　先ほど申し上げた２０１５年のＳＤＧｓの話に戻

りますが，ＳＤＧｓにおいても法の支配，あるいは

民主主義，グッドガバナンスの重要性がうたわれて

いるということでございます。

　そうは言っても，先ほど申し上げましたけれども，

いろいろ国によって状況は異なるということで，Ｊ

ＩＣＡとしまして途上国の法整備の支援をこれまで

約２０年間行ってまいりました。その際，常に大切

にしてきましたことは，非常に重要なことなのです

けれども，相手国と日本との間には政治，社会，文

化，歴史の違いがあるということを正面から認め，

その違いを尊重した上で，公正なルールの設定，適

用，司法アクセスの充実といった日本と相手国が合

意できる分野をまず入り口として，少しずつ法の支

配に近づくという現実的なアプローチをとることだ

と思います。先ほど森永部長からもあったお話かと

いうふうに思います。

　相手国にとって新しい法律がいかに良いもので

あっても，急激に導入しようとする方法では結局は

多くの場合うまくいかないと思います。法令や制度

がいくらできても，人々の中に納得が生まれて，受

け入れ，根づいていかなければ，紙の上の文字だ，

法律だということだと思います。法制度整備支援と

いいますと，中には日本の法律をそのまま相手国に

移植するようなイメージを持つ方がいるかもしれま

せん。ここにおられる方は専門家ですのでそういう

ことはないと思いますが，一般の方はそうだと思い

ます。しかし，それではうまくいかないということ

をＪＩＣＡとしてこれまで２０年の経験を通じて学

んでございます。

　私どもＪＩＣＡの開発途上国における法制度整備

支援が始まりましたのは，１９９６年にベトナムで

開始しましたプロジェクトからです。しかし，その

４年前に，会場におられるかと思いますが，

１９９２年に当時の名古屋大学法学部長でいらっ

しゃいました森嶌先生がベトナムに現地調査に行か

れたとき，当時のグエンディンロック司法大臣から

民法起草の支援要請を受けたことが，日本による法

制度整備支援の契機となったと多くの方々がご存じ

のことでございます。ベトナムはかつてフランスの

植民地でございました。第二次世界大戦後，ベトナ

ム戦争と１９７６年の南北統一を経て社会主義国に

なりました。１９８６年に市場経済システム導入を

決めた後，経済発展の道を歩むようになりましたけ
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れども，次第に活発化する経済取引に法整備が追い

つかない，そういう状況でロック大臣から森嶌先生

に民法起草の支援の要請があったということでござ

います。しかし，社会主義国であるベトナムにとり

まして，当時法案は国家機密として扱われ，

１９９３年に初めてベトナムで森嶌先生が民法につ

いて講義をされた際は，司法省は助言を受けたいは

ずの民法草案を外国人であるという理由で見せてく

れなかったと伺っております。ところが，それでも

ベトナム側の事情をじっくりと聞き取って，その背

後にある問題を探り，アドバイスしようという森嶌

先生の真摯な姿勢にベトナム側が信頼を寄せ，先生

が４回目の渡航を自費でなされた際には，事前にハ

ノイからの国際郵便で民法草案が数々の質問リスト

とともに先生のもとに送られるまでになったと私ど

もは伺っております。このように，相手方に寄り添っ

て信頼を得て法制度整備支援を行うと，いわば森嶌

スピリット，これをその後民法改正支援から協力し

たＪＩＣＡも受け継いでおります。

　また，カンボジアを例にとりますと，カンボジア

もやはりフランスの植民地でありました。第二次世

界大戦後は１９７０年からの長い内戦，また

１９７５年以降はポル・ポト政権の虐殺といった激

動の時間を経て，１９９２年からＵＮＴＡＣ国連カ

ンボジア暫定機構による統治，それから国づくりが

始まりました。私はちょうど１９８９年から３年間，

ワシントン日本大使館で勤務しておりましたが，そ

の際，カンボジア問題和平を担当しておりましたこ

とを今思い出します。今日，酒井邦彦元法務総合研

究所長も来られておりますけども，一緒に机を脇で

仕事をしていた，そういう時代を懐かしく思い出し

ます。当時，虐殺，知識人のジェノサイドというこ

とで，長年にわたるそういう内戦の傷跡が非常に深

く，カンボジアに残っていた法律家は６名にすぎな

いと言われております。復興の一環として，ＪＩＣ

Ａに民法，民訴法という経済活動の根幹をなす法令

について起草することの要請がなされました。

１９９９年，これに基づいてプロジェクトが開始さ

れております。その際，森嶌先生，また一橋大学名

誉教授でいらっしゃる竹下先生を初めとするご高名

な先生方が作業部会を日本で構成し，民法，民事訴

訟法に関し草案作成支援が開始されました。本来で

あれば，相手国の自助努力，これを支える観点から，

まず相手国が起草して，これに対して日本側がアド

バイスをするというのが通常の考え方かと存じます

が，先ほど申し上げたように，当時，長い間の内戦，

知識人の殺害，虐殺，ジェノサイド，生き残った知

識人の数が非常に少なかったカンボジアに対して

は，日本側がリードして起草するという柔軟な対応

をとった事例でございます。そして，このときも日

本側が草案を作成して終わりではなく，ワーク

ショップを何十回と重ねて，カンボジア側のワーキ

ンググループメンバーとともに一条一条検討を進

め，２つの大法典を完成させました。

　さて，少し地域を変えまして，ＪＩＣＡの法支援，

アジアが多いのですけれども，それ以外の地域でも

ございます。民事商事法分野中心でありますが，法

制度整備支援という言葉すらなかった１９６０年代

から，国連アジア極東犯罪防止研修所ＵＮＡＦＥＩ

の研修事業を通じた刑事司法分野の協力も行ってお

ります。最近のＵＮＡＦＥＩとの協力による取組み

としましては，コートジボワールを初めとするフラ

ンス語圏アフリカ８カ国に対する刑事司法研修でご

ざいます。これまで４回実施し，来月にもコートジ

ボワールで２週間の予定で開催する予定でございま

す。西アフリカにおきましては，テロや組織犯罪の

不安が大きな問題となっている地域でございます

が，多くの国がやはりフランスの旧植民地であるた

めにフランスの影響を受けた法制度が根づいており

ます。その意味ではベトナムあるいはカンボジアと

異なりまして，法案，法律の起草や改正を支援する

ものではなくて，逮捕，起訴から判決，矯正，更生

といった一連の刑事手続が公正に行われるように人

材を育成すると，こういうことでこの地域の平和と

安定に貢献することを目指してございます。

　このようにＪＩＣＡとしては法制度整備支援に

様々な国で取組んでおりますが，確立したスタイル

はあくまでも日本の法制を押しつけることではな
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く，失敗も含めた日本の長い経験を共有して相手を

尊重する共創，英語でコ・クリエーションの法制度

整備支援を行うことであると考えております。これ

は日本自身が，先ほども森永部長からお話ありまし

たけれども，アジアに位置する国でありながら，明

治時代の近代化の過程で西欧の法制度を苦心して取

り入れ，そして戦後はアメリカの法制度も取り入れ

て，試行錯誤しながら法制度を発展させたと，こう

いう歴史あるいは経験を有するからできることであ

ると考えております。

　法制度整備支援を求める国，社会主義体制からの

改革を目指している国の場合もあれば，紛争後の復

興国の場合もございます。また，アフリカのように

既に旧宗主国の法体系が機能している場合もござい

ます。様々な相手の事情に合わせた柔軟な対応をと

ること，これが日本スタイルあるいはＪＩＣＡの

やっているスタイルかと思います。また，法律をつ

くるだけでは支援は十分でございません。ＪＩＣＡ

はネパール，バングラデシュ等で法律を適用執行す

る機関である裁判所の業務の効率化，そしてベトナ

ム，カンボジアでは弁護士会への支援を，コートジ

ボワールでは市民からの法律問題に関する相談に応

じる法律センターの設置の支援を行っており，作っ

た法律が現実の司法の場で活用され，一般市民の司

法アクセスを向上させるための支援を目指しており

ます。

　このように，ＪＩＣＡあるいは日本は起草，法運

用機関の能力向上，司法アクセスの向上という３つ

の柱を立てて，いずれに対しても人材の育成，これ

を通じて貢献をしてきましたし，これからもしてい

きたいと考えております。

　そして，このような手厚い支援を可能にするのは

法務省，最高裁，日弁連，大学を初めとする様々な

法律関係，日本の機関の献身的なご尽力があるから

だというふうに思っております。このような強固な

ネットワークを今後も維持し更に発展させていただ

ければというふうに思います。今後は更に，今日お

いでの国連の関係機関の皆様とも更に協力を深め

て，厚くして，多様なニーズに応えられればと考え

ております。

　加えまして，皆様にご紹介したいものは，日本の

法制度整備支援がこれまで各国の言語，日本語以外

の言語における法律用語の確定に貢献したことでご

ざいます。日本も明治の時代，様々な法律あるいは

概念を日本にとり入れるときに日本語でどういう言

葉を使うか，それに非常に苦労して工夫をしたとい

う経験がございますが，法制度整備支援は言葉の支

援であり法律用語はその意味の確定が大変重要でご

ざいます。ＪＩＣＡのプロジェクトでは，相手国の

言語を用いた法令起草を支援し，時に相手国が目指

す改革の方向に沿って新しい概念も紹介しながら法

律用語を確定していくという地道な作業を重ねてま

いりました。その作業を通じて，起草，制度の普及

に関わる相手国の人材育成にもつながったと考えて

おります。法を根づかせるためには法律整備ととも

にそれを活用，適用する人材の育成，これを重視す

ることが大切であるとＪＩＣＡとして考えており，

経験を通じてＪＩＣＡの学んだ点でもございます。

そのような作業のためには両国の言葉に通じた，ま

た法律にも通じた通訳の方々の下支えが不可欠でご

ざいます。多くの国のプロジェクトで表舞台には立

たない通訳の方々の並々ならぬ努力があることも，

ここに併せてご紹介させていただければと存じます。

　今日ご紹介しましたように，日本の法制度整備支

援は２０年以上の経験を開発途上国の現場で積み重

ねてまいりました。責任ある主要国である日本は法

の支配という国際社会の安定の鍵となるテーマに取

組む国として，取組みだけに終わらせるのではなく，

日本が試行錯誤しながらも途上国における法の支配

の進展に貢献してきた実績を積極的に情報発信し，

国際社会とともに果敢に挑む，こういうことにつな

げていくことが重要だと思います。どのように発信

するか，知ってもらうかということは，先ほど森永

部長からありましたけれども，非常に重要なことだ

と思いますので，今日は活発なご意見，ご議論をい

ただければというふうに思います。このような高い

目標の実現のためには，単に理念を唱えるだけでは

なく，相手国とともに，相手国の言語で法律用語を

ICD NEWS　第75号（2018.6） 89



一つ一つ確定していくような，地に足の着いた現場

での取組みを忘れてはならないと思います。日本は

その困難さとともに試行錯誤しながら得てきた教訓

と成果も示すことができる立場にあると考えており

ます。

　少し前になりますが，私がよく存じ上げている元

検察官の多谷千香子教授は２００１年から２００４

年まで旧ユーゴスラビア国際刑事裁判所の訴訟裁判

官をお務めになり，日本で初めて女性国際裁判官と

してご活躍されております。また，昨年末には元法

務省法務総合研究所長でいらっしゃいました赤根国

際司法協力担当大使が，ハーグにある国際刑事裁判

所の判事を選考する選挙でトップ当選を果たされて

おります。これらは日本が法の支配の担い手となる

ことへの国際社会からの期待の表れではないかと

思っております。

　最後になりますが，上川法務大臣に心からお礼を

申し上げたいと思います。大臣は，昨年はベトナム，

ミャンマー，インドネシアを訪問されてＪＩＣＡプ

ロジェクトの専門家を直接激励していただきました。

また，大臣は今日本が法律の分野に，より国際的な

取組みを推進するべきだとして，「司法外交」とい

うことを打ち出されております。先日，ＪＩＣＡ理

事長の北岡が上川大臣を表敬させていただく機会を

得ました。上川大臣からは法制度整備支援の分野を

含め果敢に日本の取組みを国際的に情報発信する必

要性について言及がございました。ＪＩＣＡとしま

しても積極的に取組んでいくということで，北岡と

の間で意見の一致を見た次第でございます。

　また，ＪＩＣＡでも今北岡のもとで，戦後７０年，

明治維新以来１５０年ということを踏まえ，開発協

力大学院構想として，途上国から大学院レベルの行

政官中心に日本に更に千人規模で来ていただいて，

大学修士博士課程で勉強していただき，その過程で

日本の戦後７０年の開発の歴史，明治１５０年の歴

史を学んでいただく，そういうことで日本の理解を

進めたいと思っておりますので，そういう意味で法

制度整備支援，日本の法制度整備支援の歴史という

のも学んでいただく機会が増すのではないかと思っ

ております。

　今日は先ほど申し上げましたけれども，日本の法

制度整備支援の取組みに加えまして国連，あるいは

ＵＮＤＰの事例も聞きながら，一日法制度整備支援

と情報発信についてご議論いただければと思いま

す。現場の姿，成果を踏まえた上でどのような価値

をどのような方法で情報発信することがよいのか，

議論を深めていただければと存じます。我々もＪＩ

ＣＡにおりまして，現場でやっている援助に対して

は，途上国の方から非常に高い評価を得ており，首

脳会談あるいは大臣の外相会談があればまずそれを

評価されるわけですけれども，なかなか国内に知っ

てもらえないということで，これをいかに知っても

らうか，広報するかということを，大きな課題とし

てＪＩＣＡ内部でも常々言っております。一般の方

から知ってもらう，非常に大切なことと思いますの

で，ぜひ積極的な活発なご議論を頂戴できればとい

うふうに思います。

　少し長くなりましたが，これでお話を終えさせて

いただきます。どうもありがとうございました。（拍

手）

【司会（梅本）】続きまして，アレハンドロ・アル

バレス様からご講演いただきます。

　ここで，アルバレス様のご経歴をご紹介いたしま

す。アルバレス様はＮＧＯの司法分野改革プログラ

ムディレクター，欧州委員会等のコンサルタントな

どとしてご活躍され，グアテマラの国連平和構築

ミッションでは和平合意実施検証担当を務められま

した。２００２年以降，ＵＮＤＰにおいて，法の支

配，司法セキュリティチームリーダー等を務められ，

２０１７年から現職である国際連合事務総長室法の

支配ユニット長を務めておられます。

　それでは，アルバレス様，どうぞよろしくお願い

いたします。

アレハンドロ・アルバレス国際連合（ＵＮ）事務総

長室法の支配ユニット長　講演

【アルバレス】おはようございます。

　本当にここに来れてうれしく，また光栄に思いま
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す。法務省に心より御礼申し上げます。また，ＪＩ

ＣＡに，招待してくださったことに対して，アナと

私を招いてくださってありがとうございます。国連

の代表者として話すことができてうれしいです。初

めての会議出席ではなくて，１６回連絡会において

も話しましたので，ちょっと慣れてきました。２２

回目ぐらいにまた呼んでいただければと思っており

ます。

　本日は，現在，国際社会において，法の支配面で

の支援について何が機能しているか，機能していな

いか，うまくいっている分野，欠如している分野，

正しくできているところとできていないところ，そ

ういったことについて皆様と共有していきたいと思

います。

　法の支配に関する支援は，世界中におきまして

３５年から４０年ぐらい行われてきた経験があり，

地域のプロジェクトも含めますと，２０カ国以上の

多くの国々において，既にかなり積極的に法の支配

分野での支援プロジェクトを実施してきました。そ

して，関係者間におきまして，お互いに学んできた

教訓を共有したり，どんなことをやっているか，あ

るいは法の支配の強化にどのくらい貢献したかとい

うことについて非公式な議論は時々行われておりま

すので，そういったことについて皆様にお話しした

いと思います。

　ＪＩＣＡのプログラムが規模もどんどんと大きく

なってきているし，法務省も本当にこの分野で大き

な貢献をなされています。日本と国連の様々な分野

での様々な形態の協力も強化しています。２０２０

年にＳＤＧｓが関係するコングレスが京都で開催さ

れます。ですから，法の支配に関する支援について，

何が機能していて，もうちょっと改善できるのはど

こかということについて話すことは，タイミングと

してふさわしいと思います。

　今までにわかってきたこととしましては，法の支

配は平和を構築し，開発を後押し，そして人権を守っ

てくれます。国連には平和，開発，人権という三本

柱があり，この三本柱を突き刺しているのが法の支

配であります。ですから，国連の関係者は与えられ

た負託の中で何らかの形で法の支配に貢献している

わけです。なぜならば，法の支配はそれぞれの与え

られた任務に貢献するからです。でも，グテーレス

事務総長が国連総会に対して発信した最新の報告書

の中で，「法の支配というのは達成して終わりとい

うことではなく，常に変化し，進化する。社会には

新たな課題が常に出てくるから，制度を調整してい

かなくてはならないし，アプローチの手法も調整し

ていかなくてはならない。だから，一国たりともこ

の地球上において法の支配はうちは完璧だと言える

ところはなく，常に課題に直面している。」旨を述

べました。法の支配に関する支援というと，これは

途上国の受入国だけにとって課題になっているわけ

ではなく，全ての社会にとって大きな挑戦となって

おります。ＳＤＧｓそのものは途上国だけのもので

はなく，世界のあらゆる国のためでありまして，み

んなが約束した開発を進めるということ，そして法

の支配を強化するということにみんながコミットし

たわけです。３０年，３５年にわたって支援を提供

してきた中で，結果はまちまちであり，努力はした

けれども満足していない結果もあります。しかし，

支援を効果的に行わなくてはならないということは

わかっておりますので，それを皆様と話していきた

いと思います。

　では，まずもう少し，法の支配が何に貢献してい

るかということを話し，次に，国連がどんな活動を

やっているか，何を学んできたかということについ

て話し，その後，将来についてどういう法の支配の

支援があり得るかということについてアイデアを共

有していきたいと思います。既に申し上げましたと

おり，法の支配は平和構築，そして紛争防止に極め

て重要だと思っています。実際，世界は今その２つ

の目的に向かってあまりよい成績を出しておらず，

平和構築という面では。進捗が遂げられていないど

ころか，むしろ後退していると言えるわけです。で

すから，法の支配の努力は続けなくてはならないわ

けです。

　法の支配に関する支援がいかに平和構築で重要か

という事例をいくつか紹介したいと思います。日本
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も深く関わっているアフガニスタンという国があり

ます。アフガニスタンという国は破壊され，それを

復興させるのはとても難しいですが，我々国際社会

は一緒になって警察を復活させようとしました。警

察は警察官を約１０万人抱えていますが，その１５

～２０パーセントの者しか読み書きができないので

す。つまり，警察という大きな組織をつくろうとし

ているのに，警察官に基礎的な能力が担保されてい

ません。教育という根幹的な制度が整備されていな

いのです。

　もう一つは中央アフリカ共和国であります。この

国は１９６０年代に独立を勝ち取りましたが，普通

に国家にあるべき制度をつくることができておら

ず，通常の意味での国家となったことが一度もあり

ません。国民は，問題があっても，裁判所がないと

いうことがあるかもしれないが，問題を裁判所が解

決してくれないため，裁判所には行かず問題解決の

ために他人に頼ります。最低限の制度を構築して国

家とならしめることが極めて重要であり，もしこの

制度づくりをやらないと，中央アフリカ共和国には

未来永劫平和なんて望めません。ですから，そういっ

た制度作りに向けた沢山の努力をやっています。

　また，ティモールレステでは，独立時に，法律家

は０人であり，それを一からつくらなくてはならな

かったですし，リベリアは，２世代の間学校に一人

も行かなかった国民によって国が構成されおり，制

度を一からつくらなくてはならなかった。

　これらが最も劇的なチャレンジの幾つかの事例で

す。でも，法の支配なくしてこれらの国で平和を望

むことはできません。だからこそ我々がやっている

ことは非常に重要なのです。これらの国々の未来の

世代のために。また，法の支配が存在しませんと開

発も進まないということもよくわかっております。

　越川副理事長がＳＤＧｓに触れられましたけれど

も，これは非常に重要である法の支配を進めるため

にすばらしいツールであり，アジェンダ全部，環境，

所有権，男女平等，地球を守る，繁栄を担保するこ

となど，あらゆる分野に深く関わっています。残念

ながらこういうすばらしいＳＤＧｓという道具が

あって，全ての国が約束して目標達成しようという

ことを確約したのにまだちゃんと使っていませんの

で，それをもっと使いましょう。ただ，人権を守る

ということも法の支配の一環であります。昨今，ま

すます法の支配は，説明責任という意味でも重要性

が増してきております。多くの国におきまして過去

に人権侵害を伴う大規模な犯罪が犯されたことがあ

りますが，そういったようなトラウマに対応しない

限り，結局地域社会を復活させるなんていうことは

できないし，民主主義的で寛容のある社会を取り戻

すなんていうことはできないわけです。

　例えば，人権理事会が発出している勧告を読んで

みても，大半の勧告はデュープロセスや司法制度や

警察に関連しています。だから法の支配は，今まさ

に国連活動の中核的要素であり，国連の政治の中核

的要素であります。つまり，我々が触れる全ての側

面に関連していて，つくろうとしている全ての制度

に関連しています。だから，やっていることは正し

いということは少なくとも確認できました。

　では，もうちょっと今までどういうことをこの

３５年，４０年学んできたか，法の支配支援におい

て特に国連がやってきたことを事例に上げて，そし

てそれ以外にも少しほかの重要なパートナーがやっ

てきたことについても検討していきたいと思いま

す。アメリカ，英国，オランダ，北欧諸国あるいは

大ドナー国などがやってきたことについても考えて

みたいと思います。

　今，国連は１００カ国以上で活動し，各国政府か

らの要請を受けて法の支配関連のプロジェクトを

やっています。今，部分，部分に分けると年間

１０億ドルぐらいをこの分野で費やしていると言っ

ていいと思います。納税者のお金としては多額の資

金です。予算が高ければ高くなるほどそれだけ説明

責任が重くなりますので，我々としては真剣に学習

しようとしております。

　では，この３５年，４０年で何をやってきたか。

かなりの時間と資源を投入して制度づくりをしよう

としてきました。我々は，司法制度なくして法の支

配なんてありえないし，法の支配が欲しいのであれ
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ば，責任ある判事，検察官，法律家がいなくてはな

らないし，法の支配が欲しいのであれば堅牢なる法

的な枠組みがなければならないと思ってきました。

もうそれが前提条件であり，必須条件だということ

に関しては，異論の余地がないと思います。これま

でもそういうところに投資をしてきました。また，

地理的，言語的，あるいは文化的な障壁でもって司

法にアクセスできない人がいるわけであり，そのよ

うな人たちもアクセスできるようにするために投資

をしてきました。言い換えれば，人々が権利を主張

して権利を実践できるようにするということに力を

入れてきました。

　でも，皆様にあることを伝えなくてはなりません。

１つ例を挙げましょう。ある西アフリカの国の事例

でありまして，かなり時間とリソースを費やしてき

た国です。良いプロジェクトを立ち上げ，人材研修

で制度づくりをやったり，建物もつくったり，法的

支援クリニックなども立ち上げるなどいろんなこと

をやっていました。しかし我々がプロジェクトを実

行している最中に２回クーデターが発生しました。

クーデターの結果，前より判事の能力は上がったか

もしれませんし，人々が行ける裁判所もできました

し，弁護士も増えました。でもそれで良いかという

と，クーデター後に大統領が最高裁判事を選んでし

まうわけであり，そうすると判事の構成が変わって

しまいます。追放されてしまった最高裁判事が何人

もいました。その国では，慣行として政治家が影響

を行使して，判事の選定に影響を行使するというよ

うな慣行が蔓延していたんです。ですから，我々は

その国の司法の改善や専門職の人たちをまじめにす

ることや，仕事の効率化貢献はしていたのですが，

その国の大局的な図式を見逃していたんです。

　もう一つ違うことを語ります。私の国（アルゼン

チン）も含めて多くの国において，トラブルに直面

するなどした人々が何かを成し遂げたいとき，警察

署に行き，あるいは警察官と道端で話をしますが，

警察官に何かをしてほしいときは賄賂を与える必要

があります。そういった行為が起こっていない日本

は本当に恵まれているのです。でも，世界のほとん

どの国において，公務員にほんの小さなことであっ

ても何かをしてもらうためには賄賂を渡すというこ

とが毎日起きております。私たちが今まだわからな

いのは，どうやってそういった問題に対応すればよ

いかということです。　

　司法制度，あるいは法の支配といった部分のもの

は，技術的な局面のものであり，もちろんそれらは

重要なわけですが，皆さんとここで共有したいのは，

私たちが振り返ったときに，この政治的なあるいは

文化的な局面というのは，法制度整備支援でまだ対

応していないことです。私が仕事をしてきた様々な

国において，法律違反をするということが悪いこと

と思われていないことが多いのです。法律違反をす

るということは賢い，あるいは上手だと思われてい

る国もあります。例えば信号が赤のときにそれを

通ったとき，その方が家に早く帰れるから賢いとい

うふうに思われているわけです。そういった考え方

で生活されているのです。なので，多くのことがあ

るわけです。例えば中央アフリカ，あるいは北部に

おいては，人口に相対的に考えて，戦争地帯で殺さ

れている人がイラクより多いということです。全て

なすべきことは私たちはやってきましたが，最終的

には文化に全て拠るのです。あるいは人々がどう

やって人間の関係を構築しているかということに左

右されます。ここで言いたいのは，制度をつくり上

げる，そして人的資源に対応していくということは

重要で，不足してはならないのですが，今ここで私

たちは，政治的あるいは文化的局面にどう対応でき

るかということを考えなければいけません。今まで

はまだ十分に行われていない部分です。

　そのため国連の文書にも書かれていますが，日本

という国が関心をもたれているのが，法遵守の文化

という概念です。法遵守の文化って何かと思って混

乱してしまうときもあるかもしれません。しかし，

こういった賄賂を渡すという文化の局面，あるいは

政治介入の局面というのは，今までやってきた方法

では対応し切れないことであり，違った方法を探し，

考えなければいけないわけであり，そのようなとき

に私たちは法遵守の文化に関心を持つのです。ここ
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の部分において，もちろんこの部分だけではないの

ですけれども，国連と日本が協力そしてパートナー

シップを結ぶということが非常に重要になってくる

と考えております。

　また，更に申し上げたいのは，今回の連絡会のト

ピックというのはコミュニケーションがあります。

そして，国連においてはこの言葉の重要性を伝える

のをまだ上手くやれていません。

　私たちは非常に特別な時期にあります。テロの脅

威という話もしました。グテーレス事務総長が時々

核の脅威もあると言っています。この核の脅威とい

うのは，冷戦後はなかったものが今あるわけです。

こういった要素全てが，私たちの民主主義が存続す

ることを，繁栄していくことを難しくしています。

声を大にしてメディアに対して司法制度がこうやる

べきだ，あるいはこうなるべきだ，あるいは発言の

自由を非難する，あるいはメディアでされているこ

とを非難しているリーダーがいます。けれども，私

はそういったものを見て非常に心配するわけです。

というのは，これも法遵守の文化に関わるわけです。

リーダーがどうやって行動するかということです。

リーダーというのは人々から見られている，そして

人々に物事を教えるべき，そしてそれを見た人々が，

何が容認できるかできないかということを学ぶわけ

です。そして，人種差別をするようなリーダーを見

ていれば，それがいいのだと思うかもしれません。

例えば最高裁の裁判長が例えばメディアに出て何か

そういった悪いことをすれば，あれは最高裁の裁判

長がそう言っているんだからいいんだというふうに

思われてしまう。賄賂も教育も法遵守の文化の一部

です。世界中の各国のリーダーが，何が正しくて何

が正しくないか，何が法の支配で何がそうではない

か，ということを見据えるのが責任であります。私

たちはこれにどう対応していくかということを考え

なければいけません。皆様，そして日本に対しても，

どうやってこの重要なトピックに対応していくかと

いうことの話し合いに参加していただきたいと思い

ます。

　では，法の支配の将来，未来に関してお話をした

いと思います。私たちは，制度構築，人材能力開発，

法の支配に関するインフラの整備に取組まなければ

いけないことはわかっているわけです。さらに向上

していく必要もありますし，より焦点を人に当てて

いくべきです。司法制度という観点では，制度の問

題は何かということを見がちですが，どういった問

題を解決すべきかということにも焦点を当てていく

必要があります。

　私たちの努力，取組みというのはそれに対応でき

るようにはなっています。でも，もう一つ対応しな

ければいけないのが，法の支配の文化的局面にどう

対応するかということです。日本は独自の歴史を

持っています。つまり法の支配をきちっと運営でき

るようになったわけです。日本というのはルールに

則って生活されている社会であり，世界の多くの国

では見られない状況です。なぜそういった状況が生

まれたんでしょうか。なぜ日本の人々は，法律違反

は正しいことではないと思うんでしょう。私の国で

は全ての人は必ずしもそのようには思わないわけで

す。日本において，規則，法則に従う，あるいは法

の支配に従うというようになった要素は何だったの

でしょうか。もちろん法律に忠実な人々をつくり上

げるというのが重要なわけですが，どうすればそれ

ができるかという正しい答えはありません。私たち

がこういった振り返りをし，法遵守の文化という見

方，あるいはそういったものに焦点を当てていけば，

正しい方向を示してくれるということを願っており

ます。制度の取組みあるいは政治的な局面にも取組

んでいくことも重要です。そして，ＳＤＧｓがツー

ルになるわけです。これは一世一代の機会だと思う

ので，それを活用できるということを含め，各国の

皆がＳＤＧｓに関して報告をしようと合意したわけ

です。

　この２０１９年には政治的なフォーラムが開催さ

れ，ＳＤＧｓ１６に関する報告を行います。そして

２０２０年には京都において，刑事司法とＳＤＧｓ

に関するコングレスが開催されます。こうした機会

は活用を逃してはいけないと思います。

　そして，１５年間のうち３分の１が過ぎたわけで
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すので，我々は準備を整え，このＳＤＧｓというも

のをまさに私たちの計画に取り込んでいくべきわけ

です。ＳＤＧｓは，例えば人権を促進する，あるい

は男女平等を促進するのに役立つわけです。あるい

は，私たちの独自の法制度整備支援，人材，宣言の

重要性というのは見る必要があります。

　最後に申し上げたいのは，皆様もＳＤＧｓを活用

した様々な取組みは，私たちの支援を受ける国だけ

ではなく，私たち自体も，国際社会もできるわけで

す。私たちが取組まなければいけない課題はまだ多

くあります。国に法の支配が貫かれていない国がま

だ多くあります。私たちが支援を提供している国の

中には。法の支配というのは欲しくないという人た

ちがいる国もあります。例えば賄賂でお金をもうけ

ている人たちは，法の支配が欲しくないと思ってい

るのです。私たちがやっているのは戦いなのです。

多くの人たちがその戦いをしているわけですが，法

の支配のための戦いというものを誇りに思う必要が

あるわけです。私自身もこれらのここにいる人々の

一員であることを誇りに思っております。つまりは，

ここにいる皆様が法の支配を支援する，提供するこ

とによって，その相手国がそれを受け入れることに

よってより良い世界をつくり上げているわけです。

ここにいる私たちは次の世代を構築するためにいる

わけです。これは私たちのためにもより良い世界，

そして次の世代にとってもより良い世代をつくるの

が私たちの使命です。それこそがまさに法の支配の

取組みです。

　ご清聴ありがとうございました。（拍手）

質疑応答

【司会（梅本）】　それでは，ここで会場の皆様から

お二方のご講演につきましてコメントやご質問をい

ただきたいと思います。まず，大阪会場からお願い

いたします。

【司会（東尾）】　大阪会場でコメントやご質問など

ある方はいらっしゃいますでしょうか。では，大川

先生，お願いします。

【大川】　大阪会場にいます摂南大学の大川と申し

ます。私は東京にもおられる松尾弘先生ともご一緒

にラオスに関する民法典の作成支援等にも携わらせ

ていただいております。

　先ほどのアルバレス先生の話で一つだけお伺いし

たいことがあります。国連としては法の技術的な支

援といいましょうか，知識の伝達や法の作成の話と

いう形ではかなりの活動ができているということを

伺いましたが，政治的，文化的な面でまだまだ取組

まなければいけない点が多いということであり，例

えば赤信号の話が少し出てきました。が例えば文化

的な面といいますと，とりわけ私の関心にも近いか

もしれませんが，女性の問題というのは法律におい

ても規定がありますけれども，文化的な関係でいう

と世界的にですが，なかなか男女間でいうと女性の

方が不利益をこうむっている面が多いと。それは宗

教や文化に起因するところは多いかと思うのです

が，まだまだ世界的に女性の地位というのは問題と

なっている点は多いかと思いますが，徐々に改善し

つつあるのかなと，もしくは意識が広がってきたの

かなと思う点はございます。そういった面では，私

の感想でもありますが，不利益をこうむる側，すな

わちこの話でいうと女性側が意識を高めること，教

育といっていいのかどうかわかりませんが，女性の

方が意識を高めることによって，ある一定の文化的

な面の改善，改善といいましょうか意識を高めてい

くことはできるのかなと。

　もちろん課題は多く，楽観視している点は多いの

ですけれども，それに対して，私は政治家ではあり

ませんので，お聞きしたいところは，政治的な面と

いうところです。とりわけ賄賂の話なんかも出てき

たと思います。国連としても，日本としてもそうだ

と思いますが，法の支配というものを非常に重要視

して支援に入ったりしていると思うのですけれど

も，相手国側が法整備に関する支援を求めていたと

しても，手続的であり政治的な面で賄賂であったり

とか不公正な面を持っているとすると，ちょっと抽

象的な質問にはなりますが，具体的にどのような対

応ができるのかなということです。もしくは現場で

こういった支援とかしている者としては，どういっ
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たことを意識してやるべきなのかなとか，例えば国

連もしくはアルバレスさんの方で何かしら意見を伺

えたら幸いかなと思いました。少し長くなりました

が以上です。

【司会（梅本）】　それでは，今の質問に対してアレ

ハンドロ様，いかがでしょうか。そのままお座りの

ままお答えください。

【アルバレス】　ありがとうございます。質問に感

謝します。

　極めて重要なテーマですので，もうちょっと男女

平等について話すべきでありました。明らかにやら

なくてはならないことは沢山まだ残っているところ

でありまして，法の支配と密接に関連性があります

し，確実にそれは文化的な側面もはらんでいます。

女性の地位がそれぞれの文化圏でどうかということ

について，私の考えを二，三披露したいと思います。

一部の本当に宗教を重んじる社会におきまして，女

性の地位を確立することは大きな挑戦であるかもし

れません。ただ，宗教の教えが何を意味するかとい

うことについて意見が一致しているわけではなく

て，リベラル，急進的な解釈をする人もいれば，聖

典に関して違う人もいるわけです。そうすると，宗

教的な理由ではなく，実は政治的な理由でもって女

性の地位の確立を求める声に耳を貸していないのか

もしれない。だから，そういう宗教議論の中で異な

る解釈がある，つまり聖典の中でも女性の扱いに関

して解釈の違いがあるのだということを示すことが

重要です。それが１点目です。

　２点目に，法の支配という観点から我々に課せら

れている責任の一つとして，女性の割合を司法制度

において上げるということであり，判事も検事も増

やさなくてはならないということです。特にそうい

う女性の地位が問題になっている国で増やさなくて

はならないのです。国連が活動している多くの国に

おいて具体的にそのためのプログラムを実施してお

りまして，最も優秀な女性を司法分野の職員，プロ

にしようとしており，かなりの成功もおさめていま

す。

　法の支配を通して，差別するということはいけな

いのだ，あるいは暴力をふるうということは良くな

いんだということを示すことが重要です。シエラレ

オネは２００８年にプロジェクトを開始したとき

に，性的ジェンダーベースのバイアスがひどい国と

して知られておりまして，そのときに裁判所が強姦

やそのほか性的暴力に関して下した有罪判決の数は

ゼロでした。そして，司法制度がそれによって訴求

しているメッセージは何だったのか。つまり，強姦

や性犯罪が蔓延しているとわかっているのに，好き

勝手にやっていいんだよ，誰も裁かないから心配せ

ずにどうぞというメッセージでしょう。ですから，

ジェンダーバイアスを捜査し，訴追するということ

が一つの優先事項となりました。そして，今シエラ

レオネは性的犯罪に対する訴追，有罪判決実績を積

んできたことにより状況が改善しました。そのこと

は我々は国際社会として誇りに思っております。こ

れはやらなくてはならないことの一例です。また，

贈収賄に関しては，国際社会として確実にメッセー

ジを伝え続けることが大切だと考えています。つま

り，判事，聖職者，大臣は特定のふるまいをしなく

てはならない。判事が飲み屋に行って勝手なふるま

いをしたり，高級車でオフィスに乗りつけたりして

いいわけではないでしょう。ほかの人が得られない

特権を見せびらかすのは正しくないわけです。国連

のプロジェクトは，まず大前提として，こういう恩

恵を奨励することはやめなくてはならない。２点目

に，声高に言うべきことを言うということです。こ

れは倫理について教えるとか，我々の法分野の専門

家は特定のふるまいをしなければならないのだとい

うことを教えることです。また，やはり警察の贈収

賄では深刻な問題があって，これは解決しなくては

ならない。これはやはり俎上にのせる必要があり，

もっと頻繁に取り上げなくてはならないものです。

ただ，これは極めて政治的な問題なのでなかなか議

題にできないため，ひるんでしまう。日本だけ，国

連だけ，あるいはＥＵだけでできる問題ではなくて，

みんなが団結して，そういったような会話をまず始

めさせるということが大切だと思います。もっと具

体的な回答ができたらよかったのですけれどもごめ
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んなさい。

【司会（梅本）】　はい。それでは，東京会場の皆様，

ご質問やコメントなどありましたら。

【横田】　法務省特別顧問の横田洋三といいます。

　私は１９９０年代に国連の人権委員会で任命され

たミャンマーの人権の特別報告者を務めた経験がご

ざいまして，ミャンマーという国の民主化，そして

経済発展にそれ以来ずっと関心を持ってきておりま

す。

　今日，お二方，越川副理事長，それからアルバレ

スさん，お二人とも国際的な基準という点では人権，

それから法の支配，あるいは正義，こういったこと

が非常に重要だと強調されると同時に，それぞれの

国や地域の事情というものも考慮して，ある程度具

体的にフレキシブルに対応する必要があるというふ

うなことを話されたと思います。この国際標準の高

い水準と，それから現地の実情に基づくそれにあわ

せた国際標準のある程度修正といいますか，そう

いったことのジレンマというものに援助機関も国連

もぶつかっていると思うのですね。

　それで，今その問題に一番正面から直面している

のはアウンサンスーチーさんだと思うのです。彼女

はかつて民主化運動をやっているときには自宅軟禁

状態に置かれていて，そのときに国際社会，国連が

中心になって，国際社会が一貫した強い立場で国際

標準をミャンマーに適用して，毎年厳しい決議を下

した。それが時間はかかりましたけれども，アウン

サンスーチーさんのもとで民主化の動きが少しずつ

進んでいる。完全に民主化しているとは言えません

が，９０年代に比べるとかなりの前進をしている。

　その中で起こっている一つの大きな出来事が，イ

スラム系少数民族であるロヒンギャに対する現在の

ミャンマー政府の対応ですね。アウンサンスーチー

さんもこの点に関しては必ずしも明確な立場を示さ

ないでいるように私は理解していますが，私の質問

は，これを前提に考えたときに，例えばアルバレス

さんのルール・オブ・ローユニットの中で，当然こ

の問題は議論されているとは思うのですが，どうい

うふうに立場を決めてミャンマーにアプローチしよ

うとしているのか，もしその中での議論で私どもに

参考になる点があったら教えていただきたいと思い

ます。

　それから，越川副理事長には，こういう難しい中

でＪＩＣＡは政治問題には関わらないと思うんです

けれども，依然としてロヒンギャの扱いについて全

く無関心ではいられないと思いますし，スーチーさ

んの立場に対する配慮も必要なんだろうと思います

が，もしＪＩＣＡが何らかの形でミャンマーへの取

組みに，この問題との関係で一定の立場を示してい

るのであれば，それを教えていただきたいと，こう

思います。よろしくお願いします。

【アルバレス】　ご質問ありがとうございます。非

常に難しいご質問です。私たちみんながこの国際基

準と現場の実情のチャレンジを抱えていると思いま

す。これは，毎日我々の仕事で直面をする問題です。

ですので，私の方からこういう方法でやっていると

いう一つの方法を示すことはできません。しかし，

私たちは頑張って努力をして，私たちの地元のアク

ター，つまり政府と市民社会がそれらの国際基準に

近づけるように支援をしています。私たちはその基

準が達成できるように努力をするということです。

ご存じだと思いますけれども，我々の人権報告書の

中で私たちが示そうとしているのは，例えば政府が

まだ達成できない状況であったとしても，基準を達

成できなかったとしても，正しい方向に進み，変化

を加えてその基準に向かっているということを担保

しようと努力をしています。ですから，政府がまだ

準備ができていないときに，その基準を満たす準備

ができていないときでも，私たちはその政府と協力

をして，支援をしなければいけないわけです。基準

を達成できるように支援をすることが私たちの仕事

です。法の支配の問題がなければその仕事をしてい

るわけではないわけなので，必ずそのために支援を

しています。技術的な支援というのは厄介な仕事で

す。といいますのも，政府と協力しなければいけな

いため，問題を抱えている政府とも協力をしなけれ

ばいけないんです。政府と協力をする際には，その

政府というのは，政府の一部がうまく機能していな
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いから支援するわけです。もしかしたらその政府が

人権に反する行為をしているかもしれない状況で

す。ですから，難しいのですけれども，こういうよ

うな仕事を対話を通じてしなければいけないのです。

　ミャンマーの場合は，ご存じだと思いますけれど

も，我々が取り扱っている中で最も課題が大きい状

況でありますアウンサンスーチーさんに対しての期

待は大きかったのです。私としては，彼女に対して

判断は下したくない，そういう立場にはないわけで

す。ただ，国連としてやりたいと思っていることは，

まず人道的なアクセスを求めていますが，それがな

いのです。何で人道的なアクセスがないのか，人の

命を救うということで誰もそれに障壁を立てるべき

ではありません。それを得ることができないのであ

れば，もっと上流の改革を起こすことが難しくなっ

てしまいます。ですから，正直に申し上げますと，

私たちは期待が高かっただけに，ちょっと失望して

います。でも，まだミャンマーで協力をしなければ

いけない，見捨てるわけにはいかないわけです，人々

が苦しんでいるからです。

　バングラデシュも，ロヒンギャ問題に対し，非常

に寛大にも沢山のロヒンギャの人たちを受け入れて

くれているなど，多大な協力しているわけですから。

これからも私たちは協力を続けます。アウンサン

スーチーさんと国連事務総長は何でも話をしていま

す。国連事務次長もミャンマーを訪問し，人道部隊

も行っておりますので，国連としてエンゲージは続

けておりますし，これからも関与は続けています。

事務総長もこの状況については発言をしています。

【司会（梅本）】　続いて越川様，よろしくお願いい

たします。

【越川】　ワシントンでもミャンマーの担当をして，

ベトナムを当時担当していてやっていたんですけれ

ども，ミャンマーについては２０１２年１２月，日

本政府が援助方針をそれまで非常に限定的なもの

だったのを全面的支援に変えた当時，担当局長をし

ておりました。民主党政権のときでしたけれども。

　ミャンマーについては，日本が援助政策を非常に

限定的な人道分野から全面的な支援に切りかえたと

きにも，諸外国からは時期尚早だという意見がござ

いました。しかしながら，日本としてはアジアの国

としてミャンマーの歴史的な関係を踏まえて，世界

の中でもリーディングロールといいますか，指導的

な役割を果たす，ミャンマーの民主化に向けて指導

的な役割を果たすということで，当時まだ軍政下で

したけれども，テインセインが民主化のロードマッ

プを示したということで，これが後戻りしないよう

に日本として，アジアの主翼として最大限支援する

という，そういう方針で援助政策を全面的にかえた

経験があります。

　その後，選挙が行われて今の民主体制が誕生した

わけですけれども，不幸にしてバングラの国境のラ

カイン州で，ロヒンギャ問題が非常に大きな人道問

題，人権問題に発展したということで，国際社会か

らは今のアウンサンスーチー政権に対する失望ある

いは批判等が今かなり強くなってきて，こんな昨今

になってきているという状況の中でどうすべきか

と。私，ＪＩＣＡの副理事長ですので，余り政府の

立場でどうこうは申し上げられないんですけれど

も，個人的な意見も含めて申し上げれば，この民主

化の流れを後戻りさせてはいかんということだと思

います。今のミャンマー政権がどういう権力支配構

造になっているかをよく見ながら，民主化が決して

後戻りしないように，これを日本としてできる外交

的なもの，あるいは援助の面を通じて支援，支えて

いくというのが大きな柱ではないのかなと。

　そういう面でまず，人道面でいいますと，この間，

河野外務大臣も訪問されて，アウンサンスーチーさ

んを始め政府の要人，それから軍の関係者にもお会

いして，日本としてのメッセージを伝えてございま

す。日本として民主化の方向に全面的に支援してい

くということと，ロヒンギャ，ラカイン州における

やはり国際的な懸念を十分受けとめて，そこへの国

連機関を始め機関のアクセスを認める，透明性を高

める，そういうことをやはりミャンマー政府に強く

働きかけているということだと思います。孤立させ

る，非難するということは世界，国連安保理事会を

含めて起こっているわけですけれども，それが不幸
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な結果にならないようにしっかりと正しい方向に向

かうようにするためには，日本，アジアの主翼とし

ての日本の重要な役割があるんだということかと思

います。

　ＪＩＣＡについて申し上げれば，ＪＩＣＡバング

ラデシュ事務所も非常に強い援助関係がございま

す。そういうことで，ＪＩＣＡバングラの事務所長

あるいは担当の幹部をバングラから国境沿いに送り

まして，現地の受入コミュニティーの状況，これを

受けてどういう援助ができるかを検討して，既に一

部始めております。やはり受入コミュニティーが

しっかり受け入れをしないと，また大きな人道問題

になりますので，バングラ側に対する支援を強化し

ています。

　あわせて，ミャンマー側，ラカイン州においては

帰還する状況，環境を整えるということで早急な援

助が必要ですので，新たなこのプロジェクトという，

人道分野は外務省，政府がやっておりますけれども，

ＪＩＣＡとしてできるものとして，今大きな幾つか

の円借款のプロジェクトを実施していますけれど

も，余裕がある資金を使ってラカイン州の道路です

とか電力ですとか水ですとか，帰還したときにス

ムーズに帰還できるようなインフラ整備，そういう

整備をしていると。

　もう一つはやはり，警察という話がありましたけ

れども，これもミャンマー政府，アウンサンスーチー

さんの要請を総理補佐官がミャンマーを訪問したと

きに受けて，警察官の研修を緊急に警察庁にもお願

いをして，１２月に何人か受け入れました。ラカイ

ン州だけではありませんけれども，そこを中心にす

るミャンマーの警察官の日本での研修を組み立てて

おりますが，今年度中にあと２コースぐらいつくっ

て，ミャンマーの警察官のトレーニングを行います。

ただ，ミャンマー側からいうと日本の警察制度と考

え方と違うという意見も第１回の研修の後，出てお

るようですけれども，警察の役割の重要性というこ

とは共通ですので，そういう面でも今，ＪＩＣＡと

しては対応しています。

　大きなフレームワークといいますか，今，長い間

の軍政がようやく終わって民主化になったと，それ

で今の体制，官僚構造の中でアウンサンスーチー政

権ができること，できないことってやっぱりあるん

だと思うんです。そういうのを踏まえながら，決し

て過去の軍事政権体制のようなものに戻らないよう

に，なおかつ一番被害を受けているロヒンギャの皆

様や，地域の安定を図るために，ＪＩＣＡとしての

早急，緊急のインフラ支援をやっております。

　あとは，日本政府として国際社会，国連，その間

に立って何をできるか，イニシアチブをとっていけ

るかということかと思います。やはり長い歴史があ

りますし，今，ミャンマー政府の中で中堅テクノク

ラート，あるいは副大臣，大臣クラスでやはり人材

の育成，ストークに貢献したのは日本ですね，日本

で勉強されて帰った人が多いと，欧米はほとんどい

ないと思いますので，そういう歴史も踏まえながら，

一番被害を受けている方々のそういう苦悩や困難を

早く除くべく，日本として，あるいはＪＩＣＡとし

てやっていきたいと思っております。

【森嶌】　先ほど越川副理事長からご紹介いただき

ました，日本の法制度整備支援を始めましたといい

ましょうか，きっかけをつくりました森嶌でござい

ます。先ほどから「法制度整備支援」という言葉が

出ておりますので，まず，法制度整備支援というと

ころの「法整備」とは何だ，「支援」とは何だとい

うことについて，簡単に，日本がどういう考え方で

始めたかコメントしたい。先ほど越川副理事長から

もご紹介ございましたけれども，その場合の法整備

という言葉と，それから先ほどアルバレスさんから

法の支配という言葉もありましたけれども，これも

抽象的にでなくて，それぞれの国で法の支配のあり

方というのは違いますので，考え方も違いますので，

これも簡単にコメントという形でさせていただきた

いと思います。

　まず，法整備ですけれども，法というのはそれぞ

れの社会，政治，社会と全く関係のないところに法

があるわけではありません。元々それぞれの国でそ

れぞれの社会，政治の上に，マルクスは上部構造と

言ったんですけれども，その上にそれぞれの国の法
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律があったわけです。ところが，グローバリゼーショ

ンの中で，あるいはベトナムやカンボジアの場合は

社会主義国から市場経済に移る過程で資本主義の法

を入れてくるという過程の中で，自分たちの法律を

新しい社会に合うように整備をすると，つまり，一

般的な立派な法律をぽんとつくるのではなくて，そ

の国の社会の法，現状の法を将来に向けてのグロー

バリゼーションの中に整備をしていくということで

すから，国ごとに目的，方法等も違います。しかし，

目的は一緒ですから，それぞれのところで支援して

いくＪＩＣＡや法総研としては，それぞれの個別の

方法を立てて，ゴールは同じにしても，全体的に日

本という国としてやっていくわけですから，国の方

針と整合させながらやっていくことが必要です。前

から言っているんですけれども，ちゃんと司令塔を

立てて，全体の戦略と個々の戦略とを持って，かな

りやらなければならないという意味では，我々に

とっても非常に難しいことをやっております。日本

がやってきたのは，ほかの国に支援とありますけれ

ども，ほかの国の知恵を借りながら主体的にやって

きたからなんです。そういうことを，人材育成とい

うのもそういうことができるように，それもその

国々によって違うわけですから，そういう方法論を

考えながらやっていく必要があります。しかし，現

在のＪＩＣＡでまだまだできていませんので，そこ

をきちっとやっていただきたいと思います。

　それから，法の支配ですけれども，実はヨーロッ

パと，コモン・ローとでは法の支配という考え方は

違います。裁判所に行くのがルール・オブ・ローと

いうのはコモン・ローの考え方ですし，それから役

人が法によって行政を行うというのがもともとの

ヨーロッパの考え方です。その両方が必要なんです

けれども，いずれにしても先ほどお話がありました

ように，賄賂で裁判が動くようなところに，裁判所

に行けといったって，裁判所もちゃんとできていな

いところ，それでルール・オブ・ローということだ

け唱えたのでは法制度整備支援にならないわけです

から，我々が法制度整備支援をするというときには，

どういう裁判所なのか，どこまでどういうふうに改

革していかなきゃならないかということも頭に入れ

ながらやらなければなりません。それから役人がど

う法律を運用していくのか，賄賂取って勝手にやっ

ていくようではいけませんから，そこの全体のガバ

ナンス構造も考えていかなきゃならないので，単に

法律を技術的にだけ動かしていたのでは，その国に

対する法制度整備支援にはなりません。

　それから，最後に申しますと，先ほどから横田さ

んのお話にかかわるんですけれども，私も学者とし

てほかの国とやるときには，いろんなことを言いま

すけれども，やはり政府の代表として相手国とやる

ときには，できることとできないことがあるんです，

やはり政府の代表としてやるときには，ここまでは

できるけれども，現時点で，例えばベトナムの場合，

社会主義ですから所有権を国が全人民的にいろんな

所有権をつくったらおかしいじゃないかと思って

も，今はそういう状況だったらそれでもいいではな

いかとか，少しでも進んでいけば今の状況ではいい

ということで，最初の民法をつくりました。次つくっ

て，次つくってということで，一歩でも二歩でもゴー

ルに向かって近づいていくのならば，国と国の援助，

国が国に対する援助としては，私はそれでいいと思

うんです。理想的に学者として見たら，そんな程度

であんた民法学者として恥じないかと思われるかも

しれませんけれども，私はやっぱりそれぞれの立場

でそれぞれのやり方で，どこで一歩でも最後のゴー

ルに向かって進んでいくやり方でベストの方向に向

かっていく，それは法律を尺度にするのではなくて，

最終的なＳＤＧｓでもいいですけれども，貧困の解

決とか人間の平等とか男女の平等とか，そういうモ

ラルに向けてどういうふうに法制度が少しでも変

わっていくかということをやっていくことが，私は

法制度整備支援だし最終的な法の支配じゃないかと

思うんです。単に形の上でコンセプトを打ち出すと

いうことでは，私はないというふうに思ってここ

２０年間続けて，日本が少しでも信頼を得てきたと

すれば，そういう点が被援助国から信頼を得てきた

のだと私は信じております。

【司会（梅本）】　大阪会場，東京会場から沢山のコ
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メント，ご質問ありがとうございました。

　お時間となりましたので，以上で第１部の基調講

演を終了します。越川様，アルバレス様にいま一度

盛大な拍手をお願いいたします。（拍手）

（休　憩）

【司会（梅本）】　お時間になりましたので，ただい

まから午後の部を始めさせていただきます。

　午後は，まず，国連開発計画（ＵＮＤＰ）政策・

プログラム支援局ガバナンス・平和構築グループ法

の支配・司法・セキュリティ・人権チームリーダー

代行，アナ・パトリシア・グラッサ様から「ＵＮＤ

Ｐにおける活動発信の狙いと取組み」と題し，お話

しいただきます。そして，引き続き，株式会社博報

堂テーマビジネス開発局パブリックアフェアーズ部

ディレクター，長野県参与の船木成記様から「日本

の法制度整備支援を発信するに当たっての視座」と

題し，お話しいただきます。お二方は第３部のパネ

ルディスカッションにパネリストとしてご参加され

ます。お二方を含め，パネリストへの質問のお時間

は第３部のパネルディスカッションにて設けており

ます。

　ここで，グラッサ様のご経歴を紹介いたします。

グラッサ様はポルトガルで弁護士として勤務する傍

ら，国際ＮＧＯの法律顧問として活動され，その後，

ＵＮＤＰ事務所では司法制度構築プログラムに携わ

られ，アジア太平洋地域センターでは，法の支配に

関するプログラム策定を担当されました。２０１７

年４月より，ＵＮＤＰ政策・プログラム支援局ガバ

ナンス・平和構築グループ法の支配・司法・セキュ

リティ・人権チームリーダー代行を務めておられま

す。それでは，グラッサ様，よろしくお願いします。

【第２部　プレゼンテーション】

アナ・パトリシア・グラッサ　国連開発計画（ＵＮ

ＤＰ）政策・プログラム支援局ガバナンス・平和構

築グループ法の支配・司法・セキュリティ・人権チー

ムリーダー代行

【グラッサ】　まず最初に，心から感謝を申し上げ

たいと思います。まず，日本の法務省，そしてＪＩ

ＣＡの方々におかれましては，お招きをいただきま

したことに感謝いたします。この重要な会議に参加

できてうれしく思います。日本に来るのは今回が初

めてでございますけれども，これ以上よい機会はな

かったと思っています。ここに参りまして，アイデ

アの共有を，美しい東京でできればと思っておりま

す。ここ，研修場でお話しができることをうれしく

思いますので，ＵＮＤＰをお招きいただきましたこ

とを感謝申し上げます。

　また，日本とＪＩＣＡにおかれましてはいつもサ

ポートをいただいていることに感謝をいたします。

ＵＮＤＰが行っているプロジェクトにサポートをい

つもしてくださっています。法の支配やその他の分

野の我々の活動を日本によって支持を，そして支援

をいただいております。これらのプロジェクトとい

うのは，我々のプロジェクトでありながら，同時に

日本のプロジェクトでもあると思っておりますの

で，この機会をとらえまして，少しお話ができれば

と思っています。いかに日本がこのサポート，つま

り法制度整備支援のプロフィールを高めることがで

きることの役に立てればと思っています。

　我々ＵＮＤＰの法の支配の支援及び，どのような

方法で，そして，どういうアプローチでこのメッセー

ジを伝えているかということについてお話をするよ

うにと言われておりますけれども，まず最初に，私

どもの作業，我々の法の支配の分野でのアプローチ

というのはかなり変わってまいりました。進化を遂

げてきたのです。といいますのも，今の世界の文脈

の中で複雑性が増しているからです。課題というの

はどんどんより多面的になってきています。ですの

で，その中で私たちのアプローチは変えていかなけ

ればなりませんでした。私たちのストーリーも，我々

のメッセージも，それに合わせて変わってまいりま

した。

　ここ１０年間，私は様々な国で仕事をしてまいり

ました。現場で仕事をしてまいりました。また，最

近，私の前のボスでありますアレハンドロの立場に

かわったわけですから，同じファミリーにいるわけ

なんですけれども，一つ気がついてまいりましたの
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は，この分野におきましては，すぐに，急場しのぎ

に手を打てるものというのはないということです。

つまり，法の支配の作業というのは長期の開発のア

プローチが必要だということです。

　そして，これは偶然ではないと思います。例えば

世界の最も恐ろしい紛争が起きている国々というの

はどういう国かと見た場合には，貧困であったり，

格差というのが高まっている国々であるわけです。

ガバナンスがちゃんと全ての人たちに届かない，全

ての社会に届いていない国で紛争が起きているので

す。法の支配が弱くて，そして，人権の原則が守ら

れていない，そういった国で紛争が起きてしまって

います。そこで，気がついたのは，こういった政府

の機能不足，もしくは財政赤字というのを是正して

いかなければいけない。そのためには投資とコミッ

トメントが必要になるわけです。我々がサポートを

提供して貢献をしていかなければいけない。この文

脈の中で変化ができるような貢献をしなければいけ

ないということです。

　よくする質問，今日もその質問を繰り返しており

ますけれども，課題と結果というのがまだまだ私た

ちが達成できるレベルまで届いておりません。です

ので，何で法の支配というのがこんなに大事なのか，

何で皆様方がやる，検察官であったり，弁護士であっ

たりする人たちの我々の技術的な，実務家がやる仕

事が何でこんなに重要なのかという質問です。我々

が支援を提供しようとする国にとって，なぜこれが

重要になってくるのか，これこそがＵＮＤＰが伝え

ようと思っているメッセージの中心にあります。

　つまり，なぜ大事なのかといいますと，平和のた

めに大事なのです，どのような種類の平和であれ。

例えば国々によっては脆弱国もあるでしょう。もし

くは紛争影響国もあるでしょう。平和構築のために

も重要ですけれども，その他の社会においても，平

和的な抵抗のために重要なのです。法律を起草して，

そして，判事，弁護士，検察官のトレーニングをす

る，研修をすることは重要ですけれども，それ単独

では意味のある変化にはつながっていきません。Ｕ

ＮＤＰにおきまして，我々が信じているのは，司法

制度が存在するのは人々の生活，個人個人の生活を

改善することにつながるからであります。そして，

また同時に人々と社会の暮らしが高まるためです。

つまり，市民が国と関与する上で重要であります。

つまり，社会と国との関係のつながりをつくるのが

法の支配であります。信頼とか説明責任をつくる基

盤となるわけですし，社会契約がそれによってつく

られるわけです。市民と社会との社会契約です。で

すから，正当性をもたらすために法の支配が必要で

す。あらゆる形態のガバナンスのために必要なので

す。法の支配が強ければ強いほど，社会は包摂的に

なる可能性が高まり，平和になる可能性が高まり，

人々としてはより自由を持って，選択の自由があっ

て，繁栄をすることが可能になるわけです。これが，

まず一つ目のメッセージです。これがＵＮＤＰの法

の支配のシステムの中で，平和にとって重要だから

法の支配が重要だというのが一つ目のメッセージで

す。

　具体的にこれが意味するところというのは，法の

支配というのは，それがもたらすチャンスと同じ重

要性を持っています。人々が成長するのは平和と安

全保障があったときに人々は伸びることができるわ

けですし，人々が暮らしを営み，子供たちを育てる，

そして，次の世代を育てるような環境をつくるため

に重要なのです。我々が信じているのは，まさにそ

こであるわけです。我々が仕事をするその文脈の中

で，危機があったり，体制移行国もしくは紛争後の

国々がありますけれども，法の支配を確立して，よ

り公正な制度づくりをする，より包摂的な制度づく

りをするという中で，私たちは実際に貢献ができる

わけです。また，暴動が発生すること，暴力が発生

して紛争がまた戻ってくることを防ぐことができる

わけです。これが一つ目のメッセージです。これが

私たちがしているＵＮＤＰの仕事の中心にある部分

です。

　私たちがこの仕事をするやり方ですけれども，Ｕ

ＮＤＰ・法の支配のチームのチームリーダーとして，

私たちはグローバルプログラムというものを持って

います。このグローバルプログラムの中で技術支援
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も見ますけれども，同時にシードファンディング，

シード資金を提供しています。法の支配のプロジェ

クトに対しての資金をつけています。特に危機影響

国もしくは紛争国においては投資が必要なのです。

もっと国連もしくは国連の開発計画が集中的に投資

をしていかなければいけないと考えています。です

から，我々が提供する支援，プロジェクトというの

は，７つの主要な分野にフォーカスを当てています。

この７つの分野が鍵となると考えているからです。

まず，１つ目は，アカウンタビリティーの側面です。

政治の環境づくりです。技術的な仕事ができるよう

な環境づくりです。また，司法，セキュリティーへ

のアクセス，それから，暴力のレガシーの対応です。

移行，司法制度もしくは女性の司法へのアクセス，

もしくは性とジェンダーに基づく暴力への対応で

す。といいますのも，これらは指標になるわけです。

どれぐらいその社会が健全性があるかという指標に

なるわけです。社会が女性の権利をどれぐらい守っ

ているか，促進をしているかというのは，その社会

の健全性の指標になります。また同時に，人権の分

野，人権を守る国の，もしくは国の制度，もしくは

市民社会が人権を守るため活躍できるようにしてい

くという分野にフォーカスを絞っております。

　幾つかの例を申し上げました。こういうような分

野で我々が平和のための仕事をしています。平和の

ための法の支配をつくっているのです。皆様方にな

じみのある国々もあります。例えばミャンマー，先

ほど話に出ました。日本が行っている仕事，ＵＮＤ

Ｐがやっている仕事というのは，人々を一つにまと

めて，社会をまとめて，そして法のステークホル

ダー，法の支配のトレーニングセンターで研修を積

むというものですが，これは象徴的だと思います。

この社会というのはプラットホームを，場を必要と

しているからです。コミュニティーの人たちが集

まって，お互いに意見の交換ができるような場を必

要としているわけです。司法や法のステークホル

ダーと話ができるような法の支配のセンターによっ

て，多くの意識が高まりました。トレーニングも提

供されてきたわけです。社会のコミュニティーリー

ダーやそのコミュニティー全体が意識を高めること

ができてきました。

　その他の国々としては，例えばキルギスタンにお

きましては，人口の３分の２が非常に遠隔地に住ん

でいます。農村に住んでいるため，なかなか街に来

て自分たちの民事的な紛争を解決することができな

いし，家族上の紛争を解決することができないとい

うことで，司法省がＵＮＤＰやその他のパートナー

と一緒になって始めたことは，農村部に移動オフィ

スを車に乗せて開設をしました。法律扶助を遠隔地

のコミュニティーに小さな車で提供を始めたわけで

す。ソリダリティーバスと呼ばれているバスによっ

てこれらの農村地を回ることによりまして，様々な

アドバイスや情報を農村地に住む人たちが得ること

ができました。例えば相続とか，家族とか，このよ

うな問題というのは一般の人たちのニーズに応える

問題であります。

　幾つかの事例を申し上げましたけれども，これら

からもわかるように，メッセージの中心はどこにあ

るかといいますと，これらによって，私たちは法の

支配というのは，ただ単に裁判所の中でやるだけの

ものでも，正式な制度の中で行うものだけではない

ということです。つまり，市民とのやりとりである

ということです。人と制度と，それからそれを可能

にするような政治の環境づくりです。そうやって進

展が図られるものと考えています。

　今申し上げてまいりましたのは，ありとあらゆる

我々が使えるツールを活用して促進をしていると申

し上げました。人権を促進して改革を人々が行うこ

とができるようにしていこうということです。本日

午前中の議論もまさにそれであったと思います。森

嶌さんのほうからご経験の話がございました。ベト

ナムにおいて民法の起草が行われたと。委員会を集

めて，法の専門職の人たちと市民を一緒にして話を

して関与をしたという，そして，それによって判断

が下され，そういうようなプロセスを経ることに

よって，成功を達成できる確率が高まるわけです。

小さなステップを積んでいくことがより強い社会と

国とのつながりづくりにつながっていって，法の支
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配が反映する，そして，徐々に反映をする環境づく

りにつながるものと考えます。

　我々のアプローチのもう一つの側面ですけれど

も，この分野で我々が作業する中で，私たちが学ん

できたのは，これは別にロケット科学というわけで

はありませんけれども，私たちは学ぶことによって

変わってきました。つまり，私たちは単独ではでき

ることは限られているということです。我々の仕事，

我々の支援，私たちが受入国，加盟国と一緒にやる

その内容というのは，強いパートナーシップに依存

しているわけです。国連ファミリーの中でのパート

ナーシップ，私たちは国連の中でも開発側にありま

す。でも，国々によっては，例えば中央アフリカ共

和国とかコンゴ民主共和国などの国々では，民族の

危機や暴力というのが日常的に起きております。で

すから，そういった国々で活動するためには，国連

の中の平和と安全保障と人権の側と一緒に協力をし

なければ，そして，加盟国と一緒に協力をしなけれ

ば我々が何か達成できる確率は大きく下がってしま

うということがわかっています。政治的な関与が必

要，政治のリーダーの賛同が必要なんです。国のレ

ベルだけでなくて，国連レベルでも同じことが言え

ます。

　ですので，私たちは例えば幾つかの例を申し上げ

ましょう，このパートナーシップの。前の事務総長

がアレンジメントをつくってくださいました。その

中でＵＮＤＰと，それから平和維持活動局が主導す

る形でサポートの最初の機構先となるわけです。つ

まり，先ほど申し上げました幾つかの国々，それに

加えてソマリアとかリビア，これらの国々におきま

しては，平和維持活動のミッションがその文脈の中

であるわけですけれども，我々国連としては，一緒

に法の支配を合同のプログラムで展開する必要があ

るのです。そうやってよりよい結果を上げていかな

ければいけない。もっと一貫性を持った形で作業し

なければいけないし，また加盟国の中にもいろんな

優先課題があるわけで，いろんな複雑な問題に対応

しているわけですから，できるだけ受け入れやすい

ような環境をつくってあげなければいけないわけで

す。一つの国連という形でアプローチをしなければ

いけないわけです。ばらばらにアプローチをしてし

まったら，様々なマンデートがあったり，いろんな

アプローチをとってしまったら混乱が起きてしまい

ます。これがパートナーシップの例です。国連の中

でもパートナーシップを組んでいくということで

す。平和と安全保障，そして政治側と，それから開

発のサポートを一緒にする。それから，人権のサポー

トを一緒に提供することによって，何か達成できる

確率が高まるということです。我々が支援を提供す

る加盟国にとってです。

　それから，もう一つの例ですけれども，これも国

連のシステムの中ですけれども，今の文脈の中で，

例えばシリアの危機が発生をしています。そして，

その中で何百万人の難民がヨルダン，レバノンへ流

入をしています。それから先ほどミャンマーの状況

の話もありましたが，ロヒンギャの危機が起きてお

ります。その中で我々としては，担当している機関，

例えば難民を担当しているＵＮＨＣＲと一緒に協力

をすることによって，最初の段階からこれらの文脈

の中でどういう状況をつくって受け入れすることが

できるかということを見ていきます。難民の受入れ

です。これらの国々の当局と話をして計画をつくっ

ていきます。基本的なサービスへのアクセスづくり

です。例えば司法とか警察のサービスの提供です。

そして，人々はどういうニーズを持っていて，どう

いう認識を持っているのか。まず，最初のニーズは

当然ながら保健でしょう。そして，暮らしでしょう。

水でありましょう。それから，衛生でありましょう。

しかし，安全な環境があるということが認識できな

ければ，例えば女性とか少女とか，男の子において

も，日常の暮らしを安全にできるという認識がなけ

ればいけません。ですから，長期的な，法的な解決

策も提供していくわけです。

　今の話がありましたように，私たちは，合同ミッ

ションがＵＮＤＰの法的な専門家と一緒になって，

ＵＮＨＣＲの保護の専門家と一緒の合同のミッショ

ンがバングラデシュで展開されています。バングラ

デシュの当局と一緒に，どうやって難民の暮らしを
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改善することができるか。そして，当然ながら，機

関の環境づくりもミャンマーで進めています。これ

も一つの例でありましょう。このパートナーシップ

は我々にとっても非常に重要です。

　ほかにもあります。私たちは加盟国とも市民社会

とも民間セクターとも，そしてＳＤＧｓのアジェン

ダの中でも，これらのステークホルダーと協力をし

ています。１６番目の目標では，加盟国に対しても

新しい手法を模索しているところがありましょう。

新しい測定方法，モニタリングの方法，報告の方法，

ＳＤＧｓの１６番に対して模索をしているところが

ありましょう。ですから，私たちは民間部門とのパー

トナーシップというのも重要視をしています。これ

も私たちの新しいアプローチの一つであります。

　申し上げようとしてまいりましたのは，まず一番

最初に，私たちのサポートは時間を経て変わってき

たと申し上げました。何年も私は東ティモールにお

りました。あの選挙があった後，国民投票があった

後，チーフジャスティスや検察官や司法省，裁判長

などが基盤づくりをしていました。裁判所や法律づ

くりをしていました。これは制度づくりにかかわる

ものでありました。これは本当にすばらしい経験で

ありましたし，確かに成果をもたらしました。それ

によって機能する司法制度が生まれて，司法が生ま

れて，最低限の要求が満たされることになりました，

東ティモールで。しかしながら，２０１４年，東ティ

モールに戻ったときに，裁判長とお昼を食べながら

話をしていたんですけれども，あのときのことを振

り返ったときに，多分彼はもっと違ったやり方を

とっただろうなと言っていました。今であったらと

いうことです。といいますのも，制度づくりに関し

てはかなり頑張ったけれども，十分やらなかった分

野があると。それは人，コミュニティー，地域社会，

文化的な，社会的な側面は十分手をつけなかったな

と。これは本当であれば，制度づくりと一緒にやる

べきであったという学習がありました。いつもこの

ような試行錯誤を続けています。それをやりながら

学習をしていくわけです。

　我々が学んだのは，コミュニティーと法的な意識

の向上に努めなければいけないのだと。実際の私た

ちの通常のシステムでの仕事をする相手以外のとこ

ろにリーチアウトをしていかなければ，人々の姿勢

とか行動を変えていくことはできないのだという学

習を積んでまいりました。過去，学習をしてきまし

た。これが根本的な部分だと思います。法の支配の

より良い成果を上げたいというんであれば，制度づ

くりだけではなくて，人々にリーチアウトしなけれ

ばいけないということです。

　最後にまとめますけれども，我々の伝達のメッ

セージの中心にあるのは持続可能な開発をするんで

あれば平和が必要だと。平和というのは持続可能な

開発がなければ得られないと。しかし，どっちとも，

この２つとも必要としているのは法の支配である

と。人々に基づいた法の支配，人権に基づいた法の

支配，基本的な選択の自由，こういうようなメッセー

ジを今まで伝達してきました，我々が支援をする中

で。コミュニケーションという意味では，コミュニ

ケーションとエンゲージメント，国のレベルでも必

要ですし，受入国の市民のレベルでも必要です。私

たちが奉仕をする人たちに対してコミュニケーショ

ンをするというのは根本的に必要です。よく私たち

は包摂性という話をします。プロジェクトや法律な

どを最初から一緒にやることが重要だと言っていま

すけれども，まだまだ本当に意味のある形でコミュ

ニケーションはできておらず，意味のあるエンゲー

ジメントはまだ十分ではないと思っています。この

ような相互のやりとりができるためには，もっと意

味のあるコミュニケーションが必要だと考えていま

す。

　それから，国際的なレベルのコミュニケーション

で申し上げますと，私たちはパートナーに依存して

います，我々のメッセージを増幅する上では。私た

ちが声を合わせるということが必要です。加盟国と

ドナーと民間と市民社会と声を合わせていったほう

が，インパクトが大きくなります。私たちだけで話

をする，私たちだけでメッセージを伝達するよりも

声が大きくなります。それから，専門性や学習して

きた教訓をいろんなパートナーと共有をするという
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ことも非常に重要です。こうやってメッセージを伝

えながら学習をすることが可能になります。

　また，何よりもコミットメントを維持していかな

ければいけません。私たちがやる仕事に対してのコ

ミットメントです。投資をして，そこの人たちと一

緒に仕事をして，時間をかけながらやっていく。も

ちろん何世代もかかりますけれども，しかし，貢献

ができるわけです。何か意味のあるものに対して貢

献ができると確信をしています。これが私たちの根

幹にあります。

　法遵守の文化というのは，日本が本当にすばらし

く体現をしていると思います。このような法の支配

を醸成するためには，これは紙の上であるだけでは

だめでありまして，人々の社会の営み方に存在して

いなければいけないのです。このアイデア，このよ

うな考え方，経験の共有，ＵＮＤＰが法の支配に関

して，どういうようなアプローチをしてきたかとい

うことが皆様方の議論のお役に立てればと思ってい

ます。

　私の持ち時間はもう終わったと思いますけれど

も，最後にお見せしたいものがあります。ビデオで

す。このビデオは２０１３年につくられたビデオな

んですけれども，この中でメッセージが明確に伝え

られていると思います。私が申し上げようと，ここ

１５分間かけて伝えようとしてきたメッセージが簡

潔にまとまっておりますので見ていただければと思

います。皆様方と共有したいコミュニケーションの

一つの例ですので，ごらんいただければと思います。

－ＵＮＤＰ広報動画上映－

　法の支配が破綻しますと，社会が壊れてしまいま

す。２００８年，ＵＮＤＰはその努力を倍増して

４０以上の危機影響国に支援をし，法の支配の強化

を進めました。２０１３年，その努力によってパー

トナー国は，例えばグアテマラにおきましては不処

罰と闘うことができました。エルサルバドルでは武

装暴力を減らしました。コンゴ，ブルンジにおきま

しては性及びジェンダーに基づく暴力を減らし，そ

してチュニジアでは国民の和解を進め，パキスタン

では司法へのアクセス改善が図られました。平和維

持活動局と協力をすることによって，ＵＮＤＰはメ

ンバー国に対して重要な支援を提供してきました。

法の支配のためのグローバルフォーカルポイントを

通してです。そして，治安，正義，平和，そして安

定を強化してきました。多くのことが達成されてき

ました。しかし，まだまだやらなければいけないこ

とがあります。グローバルプログラム及びグローバ

ルフォーカルポイントを通して，ＵＮＤＰはこれか

らも各国の取組みをサポートし，法の支配を通して

平和と持続可能な開発を挑戦していきます。

　ご清聴，どうもありがとうございました。（拍手）

【司会（梅本）】　グラッサ様，どうもありがとうご

ざいました。

　それでは，引き続き船木成記様からお話しいただ

きたいと思います。

　船木様，前方へお願いいたします。

　ここで，船木様のご経歴を紹介いたします。船木

様は１９８９年，株式会社博報堂に入社され，ディ

レクターとしてビジネス開発業務に従事されなが

ら，２００７年から２００９年まで内閣府男女共同

参画局政策企画調査官，２０１２年から兵庫県尼崎

市顧問，高知大学客員教授，２０１７年から長野県

参与（信州総合ブランディング担当）と様々な公的

機関において要職を歴任されています。

　それでは，船木様，よろしくお願いいたします。

船木成記 株式会社博報堂テーマビジネス開発局パ

ブリックアフェアーズ部ディレクター，長野県参与

【船木】　ありがとうございます。ご紹介いただい

てありがとうございました。

　めちゃめちゃアウエー感が漂っておりまして，ど

うしたもんかなと思っています。３カ月前わざわざ

長野県庁まで皆さんで来ていただいてお話をして，

一回，僕，お断りしたんですよ。余りにちょっとテー

マが違い過ぎるんで，ちょっと僕に向いていないな

というふうに思っていたんですけれども，一回断っ

たにもかかわらず，もう一回来られてしまって，お

話をするということで，わかりましたと。二度目来

られたんだったらもう断れない。わざわざ税金使っ
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て，長野まで新幹線で３人ぐらい来られちゃったん

で，いや，そんなことはないんですけれども。

　今回，このような場で鈍感力を発揮してお話をし

ようと思います。本当に僕は文学部出身でありまし

て，法のことは全く触れないまま，人生，今

五十三，四ぐらいになりましたけれども，過ごして

きています。ただ内閣府で２年間，それから尼崎市

で５年間，今，長野県で１年目なんですけれども，

実は行政の中にいるもんですから，実は法律とか条

例も含めて，ある種ルールに基づいて暮らしが営ま

れているということは肌ですごく実感をしていま

す。ただ，その僕にしても，ルール・オブ・ロー，

法の支配という言葉が山のように，今日，飛び交っ

ているんですけれども，ぴんとこないんですよ，やっ

ぱり。「支配」という言葉が持っている語感という

のを皆さん，認識されていますかということなんで

すね。

　それと，あともう一つ，僕，グローバルのことは

余りわからないので，日本社会のことを前提として

お話をします。

　どうしても「支配」と言われると，何かどちらか

というと，縛られるもんだという感覚になります。

実は今回，僕，今日，こうやってお話をする機会の

前に，実は自民党の司法制度調査会で１回お話をす

る機会があって，多分そこで話したおかげで，今日，

ここに連れてこられちゃったんだろうと思っている

んですけれども。僕の友人含め，全部で３５人ぐら

いにメールをして，法学部以外の人間にです，法の

支配と言われたらどう感じるかということを聞いた

ら，自分の暮らしがほぼ縛られるもんだと答えるん

ですね。６人ぐらい，僕の知り合いで法学部出身の

やつがいて，法の意味は何とメールで聞いたら，法

は人々の暮らしを支えて自由を保障するものだと。

でも，世の中はそういうふうにどうも捉えていない

んだよねというふうに，法学部出身の人間が返して

くれたというのは，僕の一つの発見でありました。

こんなにこの集団の中でルール・オブ・ロー，法の

意味みたいなことがこんなに共有されて語られてい

るにもかかわらず，このコミュニティーの外にその

メッセージが，そもそも日本社会の中で伝わってい

ないという前提があるということが，僕が指摘した

いことの１点であります。というか，それしかもう

言いようがないんですけれども。

　その上で，法とは何かということの問いが立った

上で，初めて法制度整備支援が成り立つんですね。

法がそもそもどういうものか，パーセプション（認

識）が社会の中でどうあるかが前提にあった上で，

それに述語がついたりする法制度整備支援。何のた

めに法制度整備支援をするのかというのが今日の一

つのポイントだろうというふうに思うんですが，そ

のことにおける意味が曖昧なまま，法制度整備支援

という述語ないしは一つのユニットの言葉が議論さ

れていくと，ここの中ではいいと思いますよ。発信

というのは今日のテーマになっているとすると，伝

えるべき相手に対してどう伝わりますかという話

が，問いの２つ目というか，問いになります。

　僕らコミュニケーションの仕事をしている人間と

しては，相手のコンテクスト―今日，文化とかい

ろんな話が出ている。ああ，そうか，そういう言葉

が使われるんだと思って，ちょっと安心をして聞い

ていました。法というある種無味乾燥で仕組みのよ

うなもの，システムのようなもの。僕，内閣府にい

たとき，言われたんですよ，船木さん―男女共同

参画局にいたんで，すごい，今日の接点とも近いと

思うんですけれども，「霞が関文学は身につけない

でくださいね。」と僕，言われたんですよ。「船木さ

んは自分の思いでやっていただいて結構です。」と。

僕，課長職だったんですけれども，議会答弁とかや

らなくていいですと当時の局長さんが言ってくれ

て，よかったと思いましたけれども。法律用語も多

分そうだと思うんですけれども，誰が読んでもわか

るように書いている言葉は，誰にも伝わらないとい

うことにちゃんと気づいてくださいねということな

んです。法はでも，そうもいかないのかもしれない

ですけれども。やっぱり市民，社会に伝わるような

言葉であるということがコミュニケーションの基本

原則になります。

　そうなったときに―すみません，ちょっと余談

ICD NEWS　第75号（2018.6） 107



を言ってしまいました。言いたかったことはそうで

はなくて，伝えるべき相手ないしは伝えたい相手の

持っている文脈，コンテクスト，文化を把握した上

で，こちらの伝えたいメッセージを考えなければい

けない。それこそがまさにコミュニケーションだと

いうことであります。行政のやること，ないしはパ

ブリックがやるところのコミュニケーションは，実

はインフォメーションでしかないということを本当

に肝に銘じていただきたいというふうに思うんです

ね。言いたいことを言う，言うべきことを言う，伝

えるべきことを誤解なく伝えると言っていけば言う

ほど，やればやるほど伝わらない言葉になるという

パラドックスになっていくというのが，コミュニ

ケーションというか，そういうことの構造かなとい

うふうに思います。ですので，今日，実はもう一つ

言いたいことは，しっかりメッセージ，発信という

言葉をここで使われていますけれども，これ英語に

なると，僕，どうなるんだろうと思って見たら，プ

ロモーション，プロモーティブという言葉なんです

けれども，多分発信という言葉でここで使っている

言葉とプロモーティブであるということは若干，多

分ニュアンスが違うと思うんですね。僕はあえてコ

ミュニケーションとインフォメーション，明確に違

うというふうにお伝えをしようと思っています。

　今日，僕が皆さんのお手元に渡したメモで，１つ

目には，芥川賞がつい昨日か一昨日出ましたけれど

も，その前の芥川賞作家の方の言葉があります。作

家さんの書くものは音楽でいえば楽譜だと，音符だ

と。読んでくれる読者が演奏してくれて初めてアー

ト，作品になるんだと言っているんですね。本来，

芸術作品なんていうのはつくり手のものであって，

受け手はそれを鑑賞してくれればいいというものか

もしれないけれども，実はそうではないんだという，

インタラクティブな関係のものだというふうに言っ

ているわけであります。

　それともう１点，ハーバーマスという社会学者が

います。彼の長い文章，読んでいただければわかる

ように，コミュニケーションとインフォメーション

の違いを明確に言っています。伝えるべきことはど

ういう状況でしょうかというのが，言いたかったこ

との一つであります。

　それから，今日，いろいろお話が出ていて，僕も

自分のメモに準じてしゃべるのは時間の関係上いか

ないのでお話をすると，アカウンタビリティーとい

う言葉が出ていました。これも実はコミュニケー

ションを設計する上で非常に重要なポイントであり

ます。説明責任となっていますけれども，なぜやる

のか，何をやるのか，どんなふうにやるのかという

ことで，どうしてもこれをやっているというメッ

セージになりがちなんですけれども，なぜそれを

やっているのかと。なぜの部分をしっかり共有でき

ないと，多分次のステップに行かないんですよね。

実はアナさんが言っていましたけれども，エンゲー

ジメントという概念があります。これ今日，ここで

聞いている人たちは，エンゲージメントという言葉

がコミュニケーションの領域で使われている言葉だ

というふうに聞いたことある人たちはいらっしゃい

ますか。エンゲージメントって何だ，それみたいな。

婚約かみたいな，片仮名でいうと，ここで言う必要

はないですよね。皆さんは英語が得意なので，そん

なことはないですけれども，つながりをつくって関

係性ができるということであります。自分が何につ

ながっているのか，何とコミットメントしているの

かということでありますね。ああ，そうかと僕ちょっ

と，今日，うれしくなりました。法の話で余りに関

係のない話でどうするんだろうと思っていたんです

けれども，非常にコミュニケーションの分野で言っ

ている話とすごく近い話なんですよ。これはどうい

うことかというと，法があることによって何をなそ

うとしているのかという，もう一つ先の世界ですよ

ね。

　平和というキーワードが出てきました。平和を実

現する。ガバナンスにのっとって，ある種何かを信

じて，そのもとにそれぞれの暮らしが営まれていく

という状態をつくり出すために，ないしはそういう

ような信じる世界をつくり出すために，実は法とい

うものが機能するんだという話であって，当初僕は

この話を聞いて，法の支配という言葉は本当つらい
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言葉だなと。これを社会化していくにはしんどいな

と思っていたんですけれども，そうか，法の支配と

いう言葉を使いながら，今日ここで語られているこ

との実は本質的な意味は法の意味なんだと。法の役

割なんだと。法があることによって，どういう社会

を実現したいのかというメッセージなんだなという

ふうに解釈するべきなんだろうなというのをちょっ

と思って，僕はそのメモを書いたときは，もう少し

辛口で言葉の意味をというふうなことを思って設計

をして，皆さんのお手元に書いていますけれども，

今日，ちょっとお話全体をお聞きして，若干僕のお

話も修正をしたというようなことになります。

　もう一つ，オタワ憲章って皆さん，ご存じですか。

１９８６年にＷＨＯが出したオタワ憲章ってあるん

ですけれども，これは僕，ＪＩＣＡのホームページ

で読んだりしているんですけれどもね。健康の基盤

にあるものは何かと，冒頭に平和とやっぱり出てく

るんですよ。多分ほとんど同じこと言っていたな，

今日のお話はほとんど同じなんじゃないかというふ

うに思うわけでありますね。

　これは公衆衛生分野の話は，実は僕の専門のソー

シャルマーケティングという領域と非常に近いんで

すね。行動変容，態度変容をいかになすかというこ

とになるので，健康活動なんていうのはほぼそうな

んですけれども，フィジカルな健康の前提として，

安全保障，社会的な基盤があってこそ初めて個人の

健康が成り立つというようなことが当時語られてい

る話なんですけれども，ヘルスプロモーションとい

う概念ですけれども，非常に基盤になるところを見

ている，やっぱりグローバルな世界で語られている

ことというのは非常に同じようなことなんだなとい

うふうに改めて感じながらお聞きをしていました。

　最後，言葉は丁寧にぜひ扱っていただきたいとい

うふうに思っています。これは日本語の上での話で

す。支配という言葉がどういう言葉かわかりますか

ということなんです。支配というのは支配する側が

いますよね。それから，もう一つ，支援という言葉。

支援も支援する側がいますよね。若干上から目線

じゃないですか，全体がというのがあります。寄り

添うのが日本の法制度整備支援だというふうに沢山

聞きました。大事なんだなと思います。でも，使っ

ている言葉が若干上から目線ですよねという話は，

素人が思ったら感じますということだけ，一応申し

上げたいなというふうに思います。英語で見ると，

そうか，assistant でしたねということで，もうちょっ

と若干上から目線感はない言葉なのか，僕，語学は

全然得意じゃないんであれですけれども，そういう

言葉のニュアンスとか，語感というのが実はメッ

セージをつくっていくとき，すごく重要になってく

るので，たたずまいをどう整えるかという話は丁寧

にぜひ考えていくということの領域の一つかなと

思っています。

　最後に，日本の法制度整備支援ということが日本

社会のオリジナリティーというか，独特のものとい

うことがあるんだという話との接続を是非してほし

いなというふうに思います。一般の方に伝えていく

ためには，やっぱりそこがすごく重要かなと思いま

す。法制度整備支援とか法のことはよくわかんない

けれども，でも，そういうつもりで，日本らしさが

出ながら，ほかの世界に対して貢献ができているん

だという，そういうシンプルなストーリーでなるほ

どというふうに思ってもらえるようなところがある

といいなと。自慢話じゃないですよ，そうではなく

てという形であります。

　人間は物語を生きる動物であります。どんな物語

をあなたは生きているんですか。そうなんだよ，僕，

そういうふうに日本に生まれて，日本社会でこうい

うふうで，だからなんだと。だから，暮らしぶり，

生き方そのものが世界に貢献できるんだ，そういう

ような物語が共有できるようなことがあるとうれし

いなというふうに思うわけであります。多分，恐ら

くこの中にはそういう物語と，涙だらけの話だった

り，実際にはすごいうれしい話，ハッピーな話が沢

山あると思います。それは当然，僕も信じています。

ただそれが伝わってこない，メッセージにならない，

ないしは気づかれていない。自分たちもそれを言語

化できていない，多分そういうことがあるんじゃな

いかなというふうに思います。そんなようなことを

ICD NEWS　第75号（2018.6） 109



ちょっと短い時間で，法の支配とか日本人の法意識

とは何かとか，何か新書ばかり５冊ぐらい読みまし

たけれども，本当に申しわけないですけれども，素

人が何かたわ言でしゃべっているなというふうに

思ってお聞きいただいて，この後の議論に一助にな

れば使っていただきたいです。そうでなければ無視

していただいて結構なので，私の話を終えたいとい

うふうに思います。すみません，どうもありがとう

ございました。（拍手）

【司会（梅本）】　船木様，どうもありがとうござい

ました。

　この後の第３部において，会場の皆様とパネリス

トとの質疑応答の時間を設けております。グラッサ

様，船木様へのご質問はその際にお願いいたします。

【第３部　パネルディスカッション】

【司会（梅本）】続きまして，第３部に入ります。

　第３部では前半と後半に分けて，パネルディス

カッションを行います。

　まず，これより９０分間，「日本の法制度整備支

援は，いかなるメッセージを持つのか」をテーマに

前半のパネルディスカッションを行います。

　前半のパネリストとモデレーターを紹介いたしま

す。

　パネリストは，慶應義塾大学大学院法務研究科教

授，グローバル法研究所長の松尾弘様，名古屋大学

法政国際教育協力研究センター長の小畑郁様，ＪＩ

ＣＡ産業開発・公共政策部ガバナンスグループ法・

司法チーム課長の大久保晶光様，東京地方検察庁検

事，前国際連合薬物・犯罪事務所（ＵＮＯＤＣ）犯

罪防止・刑事司法担当官の柴田紀子様です。モデレー

ターは，法務省法務総合研究所国際協力部長の森永

太郎が務めます。

　パネリストとモデレーターのご経歴については，

席上配付の資料をご参照ください。

　それでは，森永部長，お願いいたします。

前半「日本の法制度整備支援は，いかなるメッセー

ジを持つのか」

【森永】　よろしくお願いします。

　グラッサさん，船木様，ありがとうございました。

非常に示唆に富むお話を両者の方からいただきまし

たので，それにつながるような形でディスカッショ

ンを進めていきたいというふうに思っております。

　とはいいましても，ご存じない方には申しわけな

いんですけれども，どう見回しても知っている人ば

かりで，いつものメンバーでやっていますという感

じが満載なんですけれども，松尾先生，小畑先生，

それから大久保課長，それから柴田さん，よろしく

お願いします。

　実はパネルディスカッション第３部が，要するに

どんなメッセージを持つのかという話になっている

んですけれども，プログラムを見ていただいても，

一体前半と後半どう違うのみたいな話にどうしても

なってしまう。ただ，前半は主に，メッセージの内

容が何かということをメーンにしまして，そして，

後半は，それを誰にどういう形で伝えるべきなのか

ということに軸足を置いた議論にすれば，実体法と

手続法ではないですけれども，そういう少しの色分

けはできるんじゃないかと思って，始めたいと思い

ます。

　本当に対話みたいな形で始めたいと思うんですけ

れども，一応ここに，すみません，松尾先生，いつ

もトップバッターなんです。名前の順で行かせても

らいたいと思いますので，まずは日本の法制度整備

支援あるいは法制度整備支援ですね，これが一体ど

ういうメッセージを持ってきたのか，あるいは持ち

得るのかというようなことについて，松尾先生のご

見解を伺いたいと，そこから始めたいと思います。

【松尾】　森永さん，どうもありがとうございます。

　本日は法制度整備支援にかかわる国内外の皆様の

お集まりの中で，いつかは論じなきゃいけないテー

マを今日論じることになったという気がいたします。

　私からトップバッターということで，どういう話

をしようかと非常に難しいんですけれども，今後の

議論のたたき台として，３つほどメッセージの，何

を語るかということをひとつたたき台として提示し

たいと思います。
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　発信ということを考えたときには，本来は目的と

か相手方，それから，何をどのようにどこで発信す

べきなんだということを本来ならばきちっとやって

いく必要があると思うんですが，今，森永さんから

特に何をというお題がありましたので，単刀直入に

その問題に入りたいと思います。

　１つは，法制度整備支援の目的として，今日，共

通テーマになっている法の支配について，我々はど

ういう発信ができるかという点であります。法の支

配は，ご承知のように，ミレニアム宣言あるいはミ

レニアム開発目標以来，法制度整備支援の目標に掲

げられ，１５年の期間が過ぎてしまった後も，

２０１５年のＳＤＧｓで再び国際的な開発目標の中

に承継されたということなんですが，正直言って，

法の支配が法制度整備支援の目標だと言われて，こ

れが具体的内容ですというふうにわかる人っている

んだろうかと。余りに抽象的で本当に一体何をすれ

ばいいのかということがよくわからないというのが

本当のところだと思うんですね。

　それは恐らく理由があるんだと思うんですね。既

にこれは午前中，森嶌先生，ご指摘されましたけれ

ども，法の支配というのは特定の文脈の中で出てき

た言葉で，まさに今，船木さんが法の支配って何か

縛られるというニュアンスがするというお話をされ

て，本当に鋭いなと思ったんですけれども，まさに

そうなんですよね。法の支配というのは縛るという

意味をあえて強調した言葉なんですよね。まさにそ

れは法の支配，ザ・ルール・オブ・ローが出てきた

イギリスの王権が確立し，その確立した王権を議会

がどうやって縛ろうかという文脈の中で，それは王

様だって法によって支配されるんだぞという王様に

対する強烈なメッセージだったわけですね。だから，

縛るという意味がまさにストレートに出ていたと思

うんです。

　ところが，それをアジアの文脈で法の支配と言わ

れても，多分ぴんとこないんですね。つまり，どう

してかというと，アジアの国，特にこれから国づく

りをしようという国にとっては，まさに縛られる対

象になる権力をつくっている最中ですから，権力を

どうやってこれから集権化していって，そして，そ

れを法に従ったものにしていくかという長いプロセ

スの最初のほうにある段階で，いきなり法の支配と

いうふうに言われて，ぴんとこないのは当然のこと

だと思うんですね。今日，話を聞いていて，なるほ

どというふうに思いました。

　それで，その点について，じゃ，日本が，どうい

うことを語れるかということなんですけれども，日

本では法の支配は果たして確立したのでしょうか。

あるいはしたとすれば，いつ，どういうふうにした

のでしょうか。あるいはまだそのプロセスにあるの

でしょうか。まさにそのプロセスそのものを語るこ

とができるのではないでしょうか。

　現在の政権がいつ集権化したかということについ

ては，どこまでさかのぼればいいのかわかりません

けれども，日本の国ができたのは７世紀と言われて

いますが，なかなかそこまでたどって話をするのは

時間がありませんので，明治維新から出発するとし

ますと，明治維新のときにできた政権というのはま

ずは非常に脆弱な政権で，とても集権化なんていう

ふうなことは言えないわけですよね。そのときに，

じゃ，どうやって中央集権化したか。２つ方法があっ

たかと思います。１つは，まず憲法をつくって，権

力を集権化する，確立する基盤となる憲法をつくっ

て，そして，法律をつくって集権化していこうとい

うルート。あるいはもう一つは，権力の集権化を徐々

に徐々に進めていって，そして，中央集権化がほぼ

達成されたところで，それをさらに確保するために，

強化するために憲法をつくるというルート。日本は

どちらをとったかというと，恐らく後者の立場を

とったと思うんですね。明治維新があって，憲法を

つくったのは明治２２年ですから，２２年間かけて

憲法を，秩序をつくっていったわけですね，少なく

とも憲法までに至るまでに。その間，じゃ，何にも

ルールがなかったかというとそうではないですよ

ね。太政官という立法府に当たるところをつくり，

大審院をつくり，そして，内閣をつくり，徐々に徐々

に権力の集権化を進めていったわけです。その間に

は戊辰戦争もあり，西南戦争もあり，いわゆる内戦
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があり，そういう血で血を洗うような闘争を経て集

権化をしていった，非常に困難な時期があったわけ

ですよね。これを忘れてはならないのではないか。

このプロセスがあって法整備が行われてきましたと

いう，これはやっぱり率直に語るべき，しかも隠す

ことのできないメッセージではないかというふうに

思っています。

　その間にはやはりいろいろな混乱も生じました。

例えば裁判所をつくってみたんだけれども，重大事

件についてどう裁けばいいかわからない。死刑にし

ていいかどうかわからないというときには，明治初

年には裁判所は司法省にお伺いを立てていますね。

今の感覚からすると，三権分立に反することになっ

ているわけですけれども，しかしながら，そういう

ふうにしないと適正な裁判ができないという，そう

いう現場の要請があったと思うんですね。司法省の

回答が１日遅れたために死刑が下されてしまったと

いう，そういう事件もあったわけです。

　あるいは，私，不動産登記法の制定過程を調べて

いきますと，明治２３年に初めて帝国議会ができて，

そして民法等の法律の審議が始まっていますけれど

も，帝国議会でつくった法案を天皇が公布する前に

内閣が書きかえていたりするわけです。プロセスを

追っていくと，どこで誰がどういうふうに変えたか

わからない条文というのもあるんですね。つまり，

そういうふうにきちっとした三権分立なんていうの

を最初からつくるということはまず不可能で，憲法

をつくった後も不可能で，それは徐々に徐々につ

くっていくしかないんだという，こういうメッセー

ジをやっぱり出すことはできるんじゃないか。常に

それが正しいとは限りませんけれども，しかしなが

ら，例えば先ほど申しました２つのルートの前者の

ほうですね，政権をつくって，すぐ憲法をつくって，

国民投票にかけて，そして議会選挙してというルー

トをとった国がなかなか政治的に安定しないという

ケースは沢山あります。２０１１年にムバラク政権

が崩壊したエジプトでは，２年間の間に３回憲法を

つくりました。憲法をつくって，素案をつくって，

国民投票にかけてはクーデターで停止され，また素

案をつくって国民投票にかけては停止されと３回繰

り返すということが起こりました。あるいは近い国

ですけれども，タイでは１９３２年に最初の憲法が

できて，そして，昨年４月に新憲法が公布されまし

たけれども，これは２０回目の憲法ということであ

ります。それはタイにはタイなりの憲法地図のつく

り方があるので，どちらが正しいというわけではあ

りませんけれども，しかし，一つのパターンとして，

これを示すということは大いに意味があるのではな

いかというふうに思っています。

　そのときに，やはり法の支配をいきなり突きつけ

るのではなく，時間がかかるんですよと。法律を整

備するには，その前提として，やっぱり権力の集権

化ということがある程度なされていないと，なかな

か法律をつくってもうまく機能しないんですよ。だ

から，そこはじっくりやりましょうねというメッ

セージをまずは出す必要があるし，そこはそうやっ

て長い時間をかけて粘り強くつき合うという態度が

必要なんじゃないかと。これが第１のメッセージで

す。

　それとの関係で，第２に申し上げたいメッセージ

は，やっぱり法秩序のつくり方とか，法の整備の仕

方には唯一じゃないけれども一つの手順というか，

順序があって，やっぱり基礎的なものから時間をか

けて徐々に徐々につくっていくことは必要で。とこ

ろが，最近の法制度整備支援の状況を見ると，やっ

ぱり要請主義ということとの兼ね合いもあるんで

しょうけれども，非常にアドバンストな，あるいは

小さくある程度まとまった法分野について整備協力

をする一方で，ベースになっているところがしっか

りしていないにもかかわらず，アドバンスな分野を

支援すると。支援の意味自体は私は非常にあると思

うんですけれども，やっぱり順序は大事ですよねと

いうことは常にそれは伝える必要があるし，共有す

る必要がありますし，どういう分野についてどうい

う支援をするかということを決める前に，もっと

じっくり時間をかけて，相手国も一緒になって順序

を考える時間が欲しいなというのが第２のメッセー

ジです。
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　実は第３のメッセージとして，日本の法整備で一

つ，今度は，何ていうんでしょうか，教訓になった

問題として，土地制度の問題というのがあって，地

券制度の問題について語りたいんですが，ちょっと

私だけ時間をとってしまっても申しわけないので，

後に時間があれば，それについてお話ししたいと思

います。ありがとうございました。

【森永】　松尾先生，ありがとうございます。

　第１点，第２点というのは，これは私も前から非

常に松尾先生と割と似た考えをしたのかなと自分自

身では思っているんですけれども，第１点は国づく

りのパターンといいますか，とにかくまずは憲法つ

くればいいやとやっていると，ごちゃごちゃしてい

るうちに憲法自体が倒れてしまうというようなパ

ターンを私もあちこちで見ている部分があります

し，松尾先生の見方では，日本というのはそうでは

なくて，基礎固めをして，そして最終的に集大成み

たいな形で憲法をつくっているという形になるのか

なというふうに思って，それは非常に興味深く聞か

せていただきました。

　それから，順序，ありますよね。これは私もそう

思います。何か細かいところから手をつけちゃって

どうにもならなくなるというのはよくあるパターン

なんじゃないかなとは思っていますけれども，あり

がとうございます。

　そうしましたら，小畑先生，何か，何を伝えられ

るのか，あるいは何を既に伝えているのかというよ

うなことでご意見を伺いたいと思います。

【小畑】　今，松尾先生の話に，中身的には非常に

私も賛同するところが大きいんですけれども，

ちょっと切り口として，かなり違う角度から切り込

んでいきたいというふうに思っています。

　今日，午前中からのスピーカーの方々の言ってお

られること，森嶌先生のご発言も含めて，私自身も

大変共感するところが多かったんですけれども，実

は先ほどお話しされた船木さんのお話には，私とし

て，これから話すことと共通部分が大きいんではな

いかというふうに思いました。ちょっと長い話を短

目に話すためにあらかじめ宣伝しておきますと，実

は「法律時報」という雑誌に近々小特集というのを

組みまして，名古屋大学が展開してきた日本法教育

研究センターの取組みを中心としたアジアを対象と

する法教育は，法学に何をもたらし得るかという趣

旨の小特集を組みますので，そちらをぜひごらんい

ただければというふうに思います。

　今日，お話ししたいのは，実は私は松尾先生，非

常に民法学，開発法学のご専門家からということで

お話をされましたけれども，私は同じ大学の教員で

はありますけれども，この場にはむしろ法政国際教

育協力研究センターのセンター長として，名古屋大

学のアジアを対象とする法教育に実際取りまとめの

役割として関わってきたという立場でお話をしたい

と思います。

　そういうことから申しますと，実はちょっと先ほ

ど，かなり破壊的になるので，これを言うべきかど

うかというのを迷っていたんですけれども，先ほど

の話の船木さんの話で勇気づけられて話をしたいん

ですけれども，私にとっては，少なくとも私にとっ

ては，あるいは名古屋大学の多くの留学生教育に当

たってきた教員にとっては，法制度整備支援という

言葉，とりわけ支援という言葉にこだわる必要性は

私はずっと感じてこなかったのです。むしろ，アジ

アの学生に教えるというのは大学の法学教育の本務

ではないかというふうに考えてやってきた。それが

結果的には法制度整備支援の重要な柱である人材育

成に貢献しているということになってきたという，

そういう関係ではないかというふうに思います。

　実はこういう形でアジアの学生に教えるというこ

とをやってきたわけですけれども，とりわけアジア

で日本語による日本法教育というものを展開してき

ておりまして，日本の法学の側にも非常に重要な気

づきがあるということがわかりました。例えば

ちょっとカンボジアで日本語教育を担当してきた方

から聞いたエピソードを紹介したいのですが，カン

ボジアの日本語による日本法教育をやっているセン

ターの学生が，卒業してからも法学の講義やセミ

ナー等の通訳を任されることが多いわけです。その

ときに日本の法学の先生が話された後で，通訳を務
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めているセンターの学生から，これはＸとＹとどち

らの意味で先生は言いたいんですかと。先生はＸだ

というふうに言いたいんだと思うんですけれども，

そのまま伝えるとカンボジアの人たちにはＹと伝

わってしまいますよと。Ｘという意味でカンボジア

の人たちに伝えたいならば，まず，Ｚについての説

明をしないと，Ｘについての理解ができないという

ふうに思いますよというふうに言ってくれたと，私

も間接的に聞きました。つまり，こういう学生たち

をつくるということが非常に大事なんじゃないか。

つまり，日本法といわゆる法制度整備支援対象国の

法の双方をその文脈とともに理解できなければ，実

は日本法を参考にした法整備というのはできないの

ではないかというふうに考えるわけです。

　こういうことは法学の側の気づきではありますけ

れども，つまり法学研究，日本法の法学を勉強して

きた者の気づきではあるわけですけれども，いわゆ

る法制度整備支援にかかわる法実務家の方々にとっ

ても，実は同じではないかというふうに私は思って

おります。つまり，アジアの法の改革に取組むとい

うことが，日本の法実務をどのようによりよいもの

にしていくか，ということにとっての気づきを含ん

でいると思います。もし，そういうふうに言えるの

であれば，これはちょっと激しく言いますと，法実

務家の方々にとっては法制度整備支援は，ごく一部

の方を除いて，一生の中でごく一定期間だけかかわ

るようなそういうお仕事だというふうに思います。

それはそれでいいのですけれども，法制度整備支援

論とかアジア法とかというのは，むしろ法実務教育

にとって必須科目のようなものとして考えたほうが

よいのではないか。つまり，我々はこういう法制度

整備支援という言葉ではなくて，例えばですけれど

も，グローバル化とアジアにおける地域協力が進展

する世界における日本発の法務サービス提供という

のを日本の法実務家の本来的な役割の一部だという

ふうに考えれば，これは法制度整備支援という言葉

にこだわることなく，我々として本務として，この

問題に取組むということができるのではないかと思

います。

　最後に，メッセージという言葉でいいますと，私

は常に強調しているのは，なぜ日本の法律家がアジ

アにおいて，こういう活動をやるのかということで

す。これはミャンマーでも言ったんですけれども，

ミャンマーの人たちが本当に平和で本当の意味で豊

かであるということが，日本の社会が平和で豊かで

あるという前提条件にもなっている。両者は分かち

がたく結びついているというふうに私は認識してい

るからだというふうに申し上げたことがあります。

そういうふうに私は考えてこの問題に取組んできた

ということで，個々の人間の話ですけれども，これ

は多くの人たちが共通して考えている，これは実は

余り，皆さん，かなりハンブルな方が多いので大声

ではおっしゃらないですけれども，そういういわば

志を持ってやってこられたんではないかというふう

に私は理解しております。

【森永】　小畑先生，ありがとうございました。

　小畑先生はどちらかというと，法教育の面からの

切り口でお話をいただきましたけれども，そうです

ね，私も法制度整備支援をやっていた実務家の一人

でありますけれども，若干そういう，今おっしゃっ

たような感覚といいますか，を持つことがあるのと，

それから，今ちょっと小畑先生が爆弾的とおっしゃ

りながら，少し抑え目におっしゃったんじゃないか

と思うんですけれども，実は法制度整備支援という

のは，これはどこに向けたメッセージになるのかで

言い方が相当違うんでしょうけれども，日本のため

でもある。要するに回り回って，これを余りにも極

端過ぎると思われれば，むしろとめていただきたい

んですけれども，情けは人のためならず的なそうい

う感じのものとして捉えるべきなんじゃないかとい

うメッセージが。つまり，だから，自分のことなん

だぞと日本国内に向けて，よそのことじゃないんだ

と，自分のことなんだぞというようなメッセージも

あり得るというふうにお聞きいたしました，間違っ

ていなければですけれども。これについてはいろい

ろ考え方があるかと思いますけれども，総元締めの

立場から，ＪＩＣＡの大久保課長，お願いいたしま

す。
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【大久保】　ＪＩＣＡで法制度整備支援の担当課長

をしております大久保と申します。総元締めと言わ

れて，ちょっと今緊張が背中に走っているんですけ

れども，それだけでもなくて，ここまでの話で私も

非常にいづらいというか，アウエー感を感じている

んですけれども，私は法律家でもないですし，学術

的に法制度整備支援の持つ価値は何かなと考えたこ

ともないですが，援助機関，実施機関の職員の立場

として，法制度整備支援が持っているメッセージは

何かとか，どうやって伝えるのかということについ

ても少し考えることがあるので述べさせていただき

ます。

　法制度整備支援が持つ価値というのは，仕事の価

値というのは，多分朝から縷々述べられていて，日

本が有している法の継受の歴史自体が途上国にとっ

て価値があるとか，あるいは今，小畑先生がおっ

しゃったように，日本側も学ぶことがあるとか，そ

ういうことは色々あると思うんですけれども，私は

博報堂の船木さんのお話にちょっと戻って，法の支

配という言葉を使ったときの戸惑いというか，日本

社会において反応として来る「何だ，それ感」みた

いなのがあって，そこのところからやっぱりちょっ

と考え直したほうがいいのかなと最近も思っていま

した。

　というのも，今ＪＩＣＡで動画をつくっておりま

して，インターネットで載せられるように，法制度

整備支援とは何かというのを３０分ぐらいの動画，

さっきアナさんが見せてくれた，ああいうあそこま

で洗練されてはいないと思うんですけれども，それ

でも頑張って今動画をつくっている最中なんですけ

れども，「法の支配って何ですか。」という質問を私

がプロダクションのディレクターの方から受けたん

ですね。私は事前に準備していたんですけれども，

法の支配というのは要するに社会が暴力ではなくて

言葉だけで平和及び安定をつくる，そういう社会の

ことだというふうに自分は考えていますと申し上げ

たんですね。正確に言えば，最終的には国家という

国家権力を使うわけなので，国家という暴力装置を

使って制御を実現するという意味においては，暴力

という概念は介在するんですけれども，それでも要

するに自分が借金を返してくれない人がいたら自分

で取りに行くとか，あるいは誰かに暴力を振るわれ

たら自分がみずからやり返すとかそういうことでは

なくて，決められたルールに基づいて社会が動かさ

れていくという社会，その理念を法の支配だという

ふうに自分は理解していますというふうに言ったと

ころ，そのディレクターの方が非常に納得されたよ

うな顔を見せてくれたんですね。そのとき私思った

のは，やっぱり法の支配という言葉が相当，一般的

には余りぴんとこない言葉なんだろうなと，そのと

き改めて感じた次第でございます。私も大昔，法学

部で勉強して，佐藤幸治先生の憲法とかの教科書で

勉強して，法の支配というのは実質的意味と形式的

意味があるんだなと試験のために覚えた記憶はござ

いますけれども，多分そういう経験をしたことがあ

る人は社会の中ではごく少数派なので，一方で，

ニュースで法の支配という言葉が出てくる中で，一

体法の支配とは何なんだろうというふうに思ってい

る人は結構いるんじゃないかなというふうにそのと

き思った次第です。

　なので，さっき船木さんは，法の支配というのは

要するに法の機能とか法の役割ということだと解釈

できるというふうにおっしゃったと思いますけれど

も，法があって何で役に立つのというところをやっ

ぱりわかりやすく説明する必要があるのかなという

ふうに基本に立ち返って思っている次第です。

　というのも，ＪＩＣＡの職員としては何をしなく

てはいけないかといいますと，ミャンマーで新しい

法制度整備支援のプロジェクトをつくりたいとか，

バングラデシュで新しい研修をつくりたいとかそう

いう話になったときに，まず，ＪＩＣＡの中でなぜ

この仕事が必要なのかということを説明しなくては

いけないわけです。ＪＩＣＡは援助機関ではありま

すが，みんながみんな，この法制度整備支援のこと

を知っているわけではありません。知らない人のほ

うが多いです。なので，法制度整備支援って何だよ

と思っている職員が多分マジョリティーだと思いま

す。なので，そういう方々をまず説得して，いやい
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や，この法制度整備支援というのは大事なんだとい

うふうに説得して，仕事の案件を実現させるために

は，まず法の持つ意味というのをやっぱりわかりや

すく説明しなくてはいけないのかなというふうに

思っています。

　私，今の仕事，この部署で３年ぐらいいますけれ

ども，振り返ってみたら，結構広報に力を入れたつ

もりです。そのときにＪＩＣＡで持っている広報誌

がございますけれども，そこで法制度整備支援の特

集をやってもらったりとか，さっきちょっとお話し

した動画をつくったりとか，あるいはこの２０年の

法制度整備支援の歴史をまとめて，今本をつくって

いる最中でございましてもうすぐでき上がります。

知らず知らずに，やっぱり国内の中で法制度整備支

援というのをわかってほしいなという思いが我々Ｊ

ＩＣＡの中で潜在的にあったので，そういう行動を

してきたんだと思うんですけれども，その中でも

やっぱり法律がなぜ生活に役に立つのかということ

をわかりやすく表現するということに知らず知らず

に注力していたように思います。

　ＪＩＣＡの広報誌の中では，見開き２ページを

使って，イラストをつくって，法律がどういうふう

に日常生活で役に立っているのか，例えばお金を貸

したけれども返してくれないときに返してくれと請

求するとか，あるいは交通事故に遭ったらば加害者

側に対して損害賠償請求をするとか，あるいは離婚

することになったらば子供をどっちが親権持つのか

という場面が発するとか，そういうところで法律と

いうのは問題の解決のために役に立っていますとい

うことをイラストを使って広報誌の中のページに入

れました。

　そういうことをやっているわけですが，ＪＩＣＡ

の職員としては，まず，法の役割というものを日本

の国内で説明して，その次の段階で日本の中ではこ

ういうふうにルールが通用している社会ですよね

と。ところが，世界においては，そんなにうまくいっ

ている国は多くありませんというところに話を展開

させる必要があると思っています。

　なので，メッセージというところとちょっとずれ

ているかもしれないんですけれども，法制度整備支

援がなぜ必要かということを説明するためには，法

の役割とか法の機能というのをやっぱりわかりやす

く説明するという作業が，まず伝える内容として必

要なんではないかと思っています。ＪＩＣＡとして

は，ＪＩＣＡの中でももちろん説明しなくてはいけ

ませんし，場合によっては外務省を初めとする政府

の方々，また場合によっては国会議員の方々に何で

この法制度整備支援をやっているの，なぜ必要なの

ということを説明しなくてはいけないので，その原

点に立った説明をする努力というのは続けていきた

いと思っています。

【森永】　大久保課長，ありがとうございます。

　そこはまさに私，午前中に申し上げた，現場でやっ

ている人たちは何で知られていないんだろう，何で

理解してもらえないんだろうというこのジレンマ，

その部分がそのまま恐らくＪＩＣＡの中でも，大久

保課長あたりには存在していて，日々苦労しておら

れるだろうというふうに拝察申し上げました。

【大久保】　内緒なんですけれども，昔，ある海外

の部署で勤務したときに，私のボスは全然法制度整

備支援の必要性を理解してくれなくて悲しい思いを

したことがあります。昔の話ですけれども。

【森永】　これ，ビデオでインターネットで流れる

かもしれないんですけれども。

【大久保】　もう言っちゃいました。

【森永】　ありがとうございます。

　今ちょっと話が少し広がってきましたけれども，

松尾先生は開発法学のお立場から，それから，小畑

先生は法教育の立場から，大久保課長は我々一番身

につまされる組織内人間の立場からお話をしていた

だきましたけれども，日本で最も自由奔放な女性検

事と言われております柴田検事のご意見を伺いたい

と思います。

【柴田】　ありがとうございます。

　私は実務家として法制度整備支援にかかわってき

たという立場，それから，最近ＵＮＯＤＣというと

ころでプロジェクトにかかわって，国連のプロジェ

クトについてもかかわった経験がありますので，こ
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れを踏まえて，私が考えたこと，思ったことについ

てお話ししたいと思います。

　今日のテーマ，メッセージというものは日本国内

に対するメッセージ，相手国に対するメッセージ，

それから国際社会に対するメッセージ，それぞれあ

りまして，それぞれまた意味が違ってくるんだと思

いますが，今は支援の相手国に対するメッセージと

いうことを前提として考えてみたいと思います。

　相手国に対するメッセージということを考えたと

きに，正直，私自身の個人的な日本での法制度整備

支援の経験からすると違和感を覚えました。これま

で相手国と一緒に共通の向かうべき目的はありまし

たけれども，何かこちらから相手国へのメッセージ

があるというふうに意識はしてこなかったわけなの

です。ところが，一方，ＵＮＯＤＣの勤務で思った

ことはそこがまた逆で，ＵＮＯＤＣなど国連機関等

には国際標準，基準あるいはマンデートがまずあっ

て，そこから現地の事情をどこまで考慮して修正し

ていくかと，合わせていくかということを考えるの

かなと思っています。

　日本の法制度整備支援もそういう国際機関の法制

度整備支援も，結論として向かっていく道は一緒な

のかなとは思うんですが，アプローチが，今私が申

し上げたように，国際基準，標準から出発して，あ

るいはそこに比重を置いて，現地の事情を酌むとい

うところなのか，あるいは日本の法制度整備支援の

ように，現地というのが先にあって，そこからイン

ターナショナルスタンダードの方向等に向かってい

くという何かベクトルが違うのかな，比重が違うの

かなというふうに一つ思いました。

　また，方法論としても違いを感じました。ＵＮＯ

ＤＣでワークショップ等をやるときには，基本的に

英語を使うことのほうが多かったです。ただ，英語

を使うと，国によっては英語ができる人しかその

ワークショップに参加できなくて，いつも同じ英語

ができる人が参加しているなんていうこともよく

あって，専門分野についての専門性や権限を持って

いる人が必ずしも参加できないということがあるか

と思います。この点，日本の法制度整備支援は相手

国の言語ということを非常に大事にしているのかな

というふうに思います。

　また，もう一つ，３点目に大きな違いがあるなと

思ったのは体制なのですが，日本の法制度整備支援

では，例えばＪＩＣＡのスキームでは，現地に長期

専門家を置いたり，日本国内に作業部会をつくった

りして，非常に厚い体制を組んでいるなというふう

に思っています。

　こうした違いから，日本の法制度整備支援は必ず

しも意図していないメッセージ，つまりプロジェク

トの目的の範囲内におさまらない意図していない

メッセージを持つことがあるのではないかと思って

います。これが一つ，冒頭に森永部長が紹介された

ベトナムの事例のようなことを念頭に置いて言って

います。ベトナムで先方のカウンターパートから森

永部長がそのプロジェクトの内容もわかるけれど

も，それ以外に日本がどのようにして西洋諸国から

学んだのか興味があるんだと言われたと，そういう

インパクトというか，そういったメッセージを日本

の法制度整備支援は持っているのではないかと思っ

ています。

　ここで，私がカンボジアで個人的に長期専門家と

して活動したときの例をご紹介したいと思います。

私は２００６年から２００８年の間，カンボジアの

王立裁判官・検察官養成校というところの運営の支

援に当たっていました。この学校は２００３年に設

立されて，２００５年に開校したのですけれども，

教官が十分にいない，それから教材がない，カリキュ

ラムがないという問題がありました。もちろん，プ

ロジェクトの中では教官らに対するトレーニングと

か，教材やカリキュラムをつくったりということは

もちろんやるんですけれども，やはりそこの根本に

ある問題は，カンボジアの悲しい歴史から出てくる

人材不足というところにあるように思われました。

　当時，カンボジアでこの学校の教官として活動し

てくれていた人たちは大変優秀な方々なのですが，

大変多忙でした。それぞれが裁判官あるいは司法省

の要職を持っていて，あるいはＥＣＣＣ，クメール・

ルージュ法廷の裁判官を務めていたり，あるいは当
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時まだ作業途中であった民法，民事訴訟法等の起草

の作業にかかわっている重要なワーキンググループ

メンバーであったり，あるいは大学，弁護士会で教

えたりと，とてもとても忙しい。とても優秀な方々

なのですが，そこだけに頼っていては学校は運営で

きない。講義のキャンセルが相次ぐような状況でし

た。どう考えても人を増やすしかないということで，

この学校を卒業したばかりの１期生を何とか教官の

補助等として使っていくべきではないだろうかとい

うことを，専門家として，当時，学校の関係者に提

案しました。私からすると，当時それはもう当然の

ことではないだろうかと思っていたのですが，先方

からは非常に強い反対，抵抗を受けました。その背

景の一つに年功序列文化というのもあるのかもしれ

ませんし，もしくは何かそういう新しいことに対し

てはしたくないという気持ちもあるのかもわかりま

せん。どうしても受け入れてもらえませんでした。

その中で妥協として，教官候補生ワーキンググルー

プといって，養成校の卒業生１期生の中から１０人

ぐらいを選抜し，暫定的にパイロット的にワーキン

ググループをつくって，教官候補生ワーキンググ

ループと勝手に名づけて，彼らに何らかのインプッ

トをするということの許可を学校から得ました。私

の中では将来的にこの人たちが教官，学校の助けに，

学校の教官として仕事ができるようになればいいな

とは思っていたものの，その確証，確約はないまま

活動を始めました。

　そうこうしているうちに，ワーキンググループの

メンバーが各種のワークショップでとてもいい発言

をし，あるいはそれぞれが所属する裁判所でとても

すばらしい仕事をする。それがだんだん評価されて

いきまして，私が何かを言ったからというわけでは

なく，彼らの実績が学校関係者あるいは実務家，裁

判官らに強いインパクトを与えるようになりまし

た。そして，そうこうしているうちに，１年後ぐら

いだったかと思いますが，学校から教官候補生ワー

キンググループを教官候補として使っていきたい，

将来的にはこれをやっていきたいというふうに向こ

うから申し出てくれることがありました。今は彼ら

は一部教官として，もう壇上に立っています。それ

は学校がそういった教官候補生を採用することを認

めてくれたというだけではなく，学校がこうやって

若い人を育てていくことは中長期的にとても大事な

んだということに気づいてくれて，それで，こういっ

た活動をこの１年だけではなく，その後も継続して

いきたいと学校のほうが言ってくるようになりまし

た。

　カンボジアの中で当時，こういった集中的なイン

プットを受けた若い人というのは少なかったので，

彼らの存在というのは大変カンボジアの中で目立っ

たわけなんですけれども，そのことが学校だけじゃ

なくて，カンボジアのほかの裁判所とか司法省とか，

そういったところからも評価を得て，例えば司法大

臣などがあるイベントのスピーチで人材育成という

のは大事なんだよと言ってくれるようになりまし

た。私は必ずしもそこまで現地に２年間いて，プロ

ジェクトに携わる中で，そこまでのインパクトとい

うかメッセージというものは正直考えていなかった

ものの，意図していなかったんですけれども，そう

やって人を育てていくことの大切さということがカ

ンボジア側に伝わったというか，一緒に見出したと

いうか，そういったことがありました。これが私は

日本の法制度整備支援の必ずしも意図はしていない

んだけれども，与えるメッセージというか，インパ

クトなのかなというふうに思いました。

【森永】　ありがとうございます，柴田検事。

　まさに現場で仕事をされている，柴田検事はカン

ボジアで，私はベトナムなんですけれども，現場で

仕事をしていると，プロジェクトなんかやりますと

そのプロジェクトのマンデートといいますか，プロ

ジェクトの目標があって，これを達成しなければい

けないというのがあって，それに向かって活動が計

画されて，そして，それの指標というものができ上

がって，それでそれが達成されたかされないかとい

うことを毎日気に病みながらやっているわけですけ

れども，そういう実は私も同じ経験をしたことがあ

ります。実はベトナム側は，もちろんそれはプロジェ

クト活動をやっていますからそれなりの結果が出る
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んですけれども，どうも何か，本体部分ではなくて，

例えばそのときの現地専門家の対応だとか，それか

ら，ＪＩＣＡオフィスがこういう点で面倒見てもら

えたとか，それから，本邦研修で日本に来てみたら，

何かみんな時間に正確だったとか，それから，日本

の大学へ行ってみたら図書が沢山あったとか，そう

いうところで何かものすごく多くのものを吸収して

いるといいますか，それが何か相手に大きなインパ

クトを与えているということが随分あるような気が

いたします。

　我々のプロジェクトの中でも，おもしろいのは，

それが必ずしも直接に伝わるわけではありません

で，プロジェクトで例えば雇用している現地のス

タッフが一つの媒介になって，相手に色々なことが

伝わるということがあるみたいなんですね。そこが

正しく伝わっていると，ある意味，非常にそういう

ポジティブな日本側の情報が先方に伝わることに

よって，そのプロジェクトの内容がさらに相乗効果

を持って強化されるというような効果はあったよう

に思うんです。ですから，そういうところがやはり

柴田さんの言っていたような，我々自身も意図して

いなかったようなメッセージがそこに含まれていた

んじゃないかと考えることは十分に可能なのかなと

いうふうに思って，今お聞きしました。

　若干まだ時間がございますし，沢山質問の時間，

それからフロアからのご意見の時間は沢山とりたい

と思うんですけれども，でも，せっかくですから，

松尾先生，何か３つ目を途中でとめちゃったのはず

るいですよという話で，３つ目のお話をお願いした

いと思います。

【松尾】　ありがとうございます，特別時間をいた

だきまして。

　３つ目の話といいますのは，法制度整備支援の法

とは何かという中身の一つとして，やはり重要な，

非常に基礎的なインフラ部分の法制度として土地法

というものがあると思うんですね。国家の発展の基

盤となる土地法をどうやってつくっていくかという

のは，それぞれの国家にとっては非常に重要な選択

の問題だということで，それについて，日本はどう

いうメッセージを出せるだろうかということなんで

す。

　日本では土地制度を改革したときには，明治初年

の土地制度改革，これは皆さん，よくご存じのこと

と思いますけれども，地租改正法が明治６年にでき

て，それに基づいて土地の所有者を決めて，その地

価の一定比率に税金を納めさせてということで私的

所有権制度を導入し，それが国家の財政基盤の重要

な部分を形成したと。当初８割あるいは９割近くが

地租収入だったというストーリーはよくご存じだと

思うんですね。

　ただ，地租制度を導入するときに，地券の制度で

すよね，導入するときにどういうふうに導入された

のかと。これは明治４年，５年に実験的に東京でやっ

てみて，うまくいきそうだから全国にということで

広まっていったわけですけれども，従来は米で納め

ていた税を金納にすることによって，政府の財政収

入が安定して予算を組めるようになるということが

目的だった。そのために土地私的所有権を認めて，

そして，つまりその土地に価格をつけて，価格をつ

けるためには自由に流通させるという必要があっ

て，いわば地券の発行というのは土地を商品化する

という意味を持ったわけですよね。そのときにはそ

の土地が基本的にはどういう土地であるかと，様々

な土地が，もちろん耕地が中心ですけれども，あっ

たと思うわけですけれども，とにかく価格をつけて

自由に取引して，なるべく取引コストを安くして，

そして金融の基盤にしようと。その結果，日本の企

業金融の中心は，そういう不動産を担保にして銀行

からお金を借りるという間接金融が主流になって，

日本の経済発展の最初の起点になったと。これは

やっぱり非常に重要なことだったわけですね。

　ところが，まさに土地の価格をベースにした経済

のシステムというのは，結局土地の商品化というこ

とをある意味では当初考えてもいなかったぐらいに

進展させてしまったと。実はその後，第二次大戦後

の全国総合開発計画以降も，そういう土地をいわば

一番重要な資産と考えて，それを基盤に企業金融を

図っていくというシステムがやっぱりどんどん発展
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していった末が，バブル経済を引き起こしたと。そ

の崩壊後，我々は今度は誰も商品価値を，初めて地

価が下落して商品価値を感じなくなった土地をどう

するんだと。土地を放棄できるかどうかということ

についてはルールがないんですね。民法のどこにも

書いてありません。ほかの法律のどこにも書いてあ

りません。無主の不動産は国庫に帰属すると書いて

あるんですが，そもそも土地が放棄できるのかどう

かと。どういう条件だったら放棄できるのかという

ことを全く予想もせずに，とにかく土地の商品化を

していくということで，地券制度を導入してやって

きた。ここにそうなったのは非常にうまくいった面

と，しかしながら，余りにも性急に様々な土地を一

遍に商品化し過ぎはしなかったかと。その土地の取

引のときに，場合によっては幾つか条件をつける土

地であるとか，特別扱いをする土地であるとか，様々

な計画規制だとか，環境に関する規制だとか，これ

は当初はそんなことはわかりっこない。ないものね

だりなわけですけれども，しかし，メッセージとし

て語るときには，それは率直にプラス面はありまし

た。しかし，予期せぬマイナス面も副作用もありま

したということは語っていけるのではないかと。

　最近，所有者不明土地問題に直面していてどうす

るんだろうかということを考えたときに，所有者が

誰かわからないんですよねと。崖地になっていて，

それで木が植わっていますと。その木が私の家に倒

れかかってきているんですけれども，所有者がわか

らないから，どうにも手が打てないんですと。これ

はおかしくないかということなんですね。やっぱり

一つのそこは首尾一貫して土地法ということで，そ

ういう場合には一旦所有者をどういうふうに探し

て，そして責任を負ってもらってと。公的な管理で

すよね。放棄はどういう条件のもとで認めますとい

うルールはやっぱりつくる必要があると思うんです

が，実はこのストーリーは，今我々が直面している

一番非常に重要な所有者不明土地問題という問題

は，もとをたどっていくと，地券制度の導入のとき

にさかのぼるような問題だという認識で，制度づく

りの難しさというんでしょうか，それといろいろな

ことを考慮することが大切だということも一つの

メッセージとしては語り得る問題ではないかという

ふうに思っています。ありがとうございました。

【森永】　ありがとうございました。

　非常に難しい問題まで踏み込む話ではあるんです

けれども，確かに例えば日本側がある開発途上国に

支援をするときに，私はよくベトナムなんかに行っ

ているときに，「必ずしも日本側が完璧だと思うな

よ。」というような話はしょっちゅうしています。

それから，日本が言っているようなことを本当に

ちゃんと入れたときに，どこにも変な副作用が起き

ないかどうかは，これは日本側ではわからないので，

あなた方がきちっと検証してから，非常に慎重にそ

ういうものは導入してくださいねという話はよくす

ることがあります。ですから，やはりよく言われる

のは，「Ｏｎｅ　ｆｉｔｓ　ａｌｌ」というのはな

いんだというのは一つとのメッセージだろうと思う

んですよね。要するに常にカスタマイズされてな

きゃいけない。法制度整備支援というのは要するに

同じ法制度整備支援というのはないんだという，僕

は一つのメッセージになり得るのかなと思います。

　それはなぜかというと，もちろん目指すところは

みんな同じのはずなんですね。国民の幸せで，地域

の幸せで，みんなの世界の幸せのはずなんです。要

するに平和だってそうですよね。その平和の上には

幸せがあるはずなんです。そこまで行くとみんな人

間は同じなんですけれども，そこからブレークダウ

ンしていくと，いろんな違いが出てきてしまうとい

う，その部分を常に意識しなきゃいけないのかなと

いう話ではないかなと思います。今，表面上は土地

法制の問題で，私もよくわからない問題ではありま

したけれども，恐らくそこに含まれるメッセージと

いうのはそういうものなんだろうというふうに思わ

れます。

　さて，知り合いのパネリスト同士で好きなことを

言っておりますけれども，少しフロアあるいは大阪

からのご意見も伺いたいなというふうに思っていま

す。

【司会（東尾）】　では，市橋先生，お願いいたしま
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す。

【市橋】　大阪会場にいます名古屋大学，市橋です。

　今日は午前中のお話，それから午後のお話と，パ

ネリストの皆さんの議論を聞いていて，私としても

この間，法整備の仕事に取組んできた者としてとて

も興味深く，また改めて考えさせられる論点が幾つ

かありましたので，少し簡単に意見を述べたいと思

います。

　１つ目は，森永さんが最初のご挨拶でお話しに

なっていた日本の明治以降の法の支配の歴史，ある

いは松尾先生が第１点として同じ問題を取り上げて

おられましたので，これについて少し考えているこ

とを述べたいと思います。

　この点に関しては，午前中，ＵＮあるいはＵＮＤ

Ｐ等々，いわゆるグローバルなスタンダードとして

のルール・オブ・ローの話がありまして，それとは

随分異なる，現在私たちが法整備に取組んでいるベ

トナムであれ，ウズベキスタンであれ，モンゴルで

あれ，そういう国々の私はアルカイックなタイプと

かプリミティブなタイプとか言っている，そういう，

これもルール・オブ・ローに入れていいかどうかと

いうのはあるんですけれども，その２つが実はあり

まして，そのギャップが大きくて，トップダウン，

グローバルをトップとすればトップダウンで考える

のか，ボトムアップで考えるのか，究極的な狙いは

一緒なんだけれども，随分手法が違うというのは最

後の柴田さんのお話にもあったと思います。

　これはちょっと明治以降の日本の公法学の話に切

りかえて考えると，大久保さんがいみじくも言われ

ていました，形式的法治主義と実質的法治主義を勉

強したんだという話がありましたが，まさにこれで

して，明治憲法下の法治主義というのは形式的な意

味での法治主義，ルール・オブ・ローだったわけで，

ここに込められた意味はもちろん君主，行政部を支

配する，拘束する，あるいは大統領を拘束する，あ

るいは共産党権力を拘束するという，こういう意味

での支配という積極的な意味もあったわけなんです

が，同時に授権と拘束という２つがセットになって

いました。権限，権力を与えた上で合理的にこれを

行使するように拘束するという意味がありましたか

ら，そこには強大な官僚制を正当化して，この官僚

制によって経済発展をする，開発をする。１９世紀

末の遅れた資本主義国であった日本やドイツ，プロ

イセンにふさわしいルール・オブ・ローだったとい

うふうに考えています。したがって，松尾先生が言

われたように，官僚制，権力あってのルール・オブ・

ローだというのは，歴史的にも私もそうだろうとい

うふうに思っています。

　そういうプリミティブ，アルカイックなルール・

オブ・ローから，ギャップのあるスタンダード，現

在のルール・オブ・ロー，あるいは日本は実質的法

治主義といいますが，サブスタンティブなルール・

オブ・ローへどういうふうに変化していくか，日本

もこれに苦しんで戦後７０年やっていると思うんで

すが，そこがポイントかなと思っていまして，この

点では法典化が私はルール・オブ・ローの準備をす

るための出発点というか，ルール・オブ・ロー事始

めだと考えています。私たちが取組んでいたウズベ

キスタンの行政手続法も行政法の法典化なんです

が，ようやく今年の１月８日に制定されまして，Ｊ

ＩＣＡが７年ぐらいやってできないのでやめたんで

すけれども，苦節１２年でようやくできましたので，

これを前提に理論をつくったり，実務をつくったり

していこうというふうに考えたりしています。

　法典化で始めるということと，それから，小畑さ

んの話にあったように，大学，アカデミアの世界と

しては，とても大事なのはやはり理論化というか，

その国に即して理論をつくるということがとても大

事だと思っていまして，明治憲法下，ドイツに学ん

だ公法学者が日本で当時の形式的法治主義を超え

る，例えば憲法に法律留保があれば法律留保がある

だけの，法律の留保ではない侵害留保だとか，行政

裁判所が非常に限定された事件しかやれないところ

に取消無効の理論を持ってきて，無効であれば通常

裁判所も紛争判断できるとか，こういう理論があっ

たと思うんですが，これがその後の未来を準備した

というふうに考えると，こういう人たちを，実務家

を養成することも大事なんですが，理論を学者とし
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てつくっていくというのはこれは大学の大きい仕事

かなと思っています。そういう意味では，ベトナム

にしろ，ウズベキスタンにしろ，美濃部先生や田中

二郎先生が成し遂げたことをつくっていくことも課

題かなと思って聞いていました。

　それから，最後にそういう私たちにとっては，表

面的に見ると形式的法治主義というのは既に克服し

た問題，過去のものだというふうに思いがちなんで

すが，実は何か大きな改革があって議論が白熱する

と，実はこれが今でも頭を出してくる。例えば行政

事件訴訟法の改正をすると，抗告訴訟中心でやっぱ

り制度設計するのか，あるいは当事者訴訟と言って

いますが，パブリック・ロー・リレー・トゥ・アク

ションというんですが，こちらで考えた，こちらで

考えれば，これは民事訴訟とほぼ同じなんですが，

そういう議論がやっぱり鋭く対立して，現在もどっ

ちもどっちつかずみたいなところがありまして，結

局過去が現在を捉えているというのが結構ありま

す。そういう点では丸山眞男じゃないんですが，バッ

ソ・オスティナートというか，執拗に古いものは問

題が起こると登場すると。そういう点では温故知新

で古きに返って，もう一回新しく考え直してみると

いうことも大事で，そういうときに同時代的にベト

ナムやウズベキスタンやモンゴルが抱えている問題

というのは，実は自分たちの視野であるとか関心を

広げたり，もう一度考え直したりするときにとても

役に立つんではないか。そういう点ではアカデミア

の世界でも，発信あるいは，さらには交信というか，

コミュニケーションが成り立つんではないかと思っ

たりしています。

【森永】　市橋先生，ありがとうございます。

　ウズベキスタンの行政法の支援に苦節１２年間携

わっておられた市橋先生ですので，今回のウズベキ

スタンの行政手続法及び行政措置法の成立はまこと

に本当に喜ばしいことだと思いますし，私のほうか

らもお祝いの言葉を申し述べたいと思います。少し

アカデミックな専門的なところに入ってきましたけ

れども，確かに今，例えば日本や西洋やアメリカが

当たり前のことのようにして使っている法律だと

か，当たり前のことのようにしてやっている実務と

いうのは，実はそこに至るまでの間に物すごい紆余

曲折があり，そういったことを皆さんもこれから経

験することになるんですよと，そういうメッセージ

になるのかなと思って伺いました。

　それから，逆に今，市橋先生が最後のほうにおっ

しゃられたウズベキスタンやベトナムでそういった

現象が起きているのを，再度，日本側にこれをリフ

レクトしてくるといいますか，反射光的にそれが

返ってくると，さらにそれがまたアカデミアの発展

につながるんじゃないか，そういう効果すらあるん

じゃないかというような話として伺いました。

【森永】　それでは満を持して，森嶌先生，お願い

します。

【森嶌】　今，大阪の市橋さんのお話も伺いました

けれども，市橋さんの行政法でして，ルール・オブ・

ローということになると，訴訟，例えば行政訴訟も

ありますし，民事訴訟もあるんですが，これは日本

でも例えば公害訴訟なんかありますが，これは日本

で行政訴訟は抗告訴訟であれ，当事者訴訟であれ，

なかなか認められなかった，ごく最近までですね。

ごく最近でも余り認めてくれませんけれども。そこ

で，そのかわりに民事訴訟を使ったわけですが，そ

れまで言い出しますと，日本で経験したことをそれ

ぞれの国の国情に合わせて議論をしながら，そこで

日本の学者がそういう経験を踏まえて議論をする

と，それはいいんですけれども，余り持ち込みます

と向こうでも嫌がられますから。ウズベキスタンで

は市橋さんしかいなかったから我慢してくれたのか

もしれないけれども，逆に言うと，だから７年もか

かったのかもしれませんけれども，それはともかく

としてですね。

　それから，もう一つ，先ほどの松尾さんの話です

けれども，地券制度なんですが，それと現在の土地

所有権を放棄できないかの話とは，これは直接には

関係ありません，土地所有権とは。これもここの話

なので，松尾さんのうんちくが傾けられなかったの

かもしれませんけれども，余り１００年ぐらいの話

を，３番目の，森永さんに促されて，余り要約して
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しまうと，先ほどのルール・オブ・ローではありま

せんけれども，皆さん誤解されるので，余り簡単に

要約されないほうが私はいいと思うんです。

　土地所有権の話というのは，それぞれの国でそれ

ぞれのバックグラウンドを持っていますし，例えば

ベトナムですと，これは社会主義国ですから，土地

所有権，結果的には使用権という形で認めて土地所

有権があれですし，イギリスでさえもフィーシンプ

ルという形で所有権そのものではないけれども，所

有権と同じようなことはあれですけれども，いろん

な構造が法律的には価値としては取引の需要，土地

の所有的な使用，収益，処分は実際は認めているん

だけれども，それを所有権という形で法律的に認め

るかどうかというのはそれぞれの国で違いますの

で，余りシンプリファイすると誤解を招くので，先

ほどの松尾さんは，同じ民法学者として，しかも少

し古い民法学者として申し上げるけれども，ほかの

方は大変松尾さんが勉強しておられるということは

評価しても，さっきの話を全部そのまま本当だと

思ったら，少し途中が省略されているところがあり

ますので，先輩としては松尾さんが大変勉強家だと

いうことだけは評価して，そのほかは，３番目の話

は余り聞かないほうにしたほうがよろしいというこ

とを民法学者としては申し上げます。

　もう一つ申し上げたいのは，基本的には日本の法

制度整備支援というのは，午前中にも申しましたけ

れども，柴田さんがおっしゃったような方法です。

つまり，結果的にそれぞれの国に基づいて，ゴール

としては人権の，あるいは平和の達成であっても，

どこからやっていけばそっちに向いていくかという

ことで，現状を踏まえてできるところからやって

いって，それが結果的にある程度結びついていくと

いうやり方をしているので，私は，誰に対して発信

をするのかというときに，日本の国民に対する発信

であれ，その国に対する，政府に対する発信は必要

ありませんけれども，もしも被援助国の国民に対し

て発信するんだったら，私どもは余計なことをして

いるんじゃなくて，あなたの国のこういう現状があ

るので，こういう考え方でやっておりますと。決し

て，支援というのは上から目線だと先ほどお話があ

りましたけれども，余計なことをやっているんでは

なくて，こういうことを考えてお手伝いをしている

んですという発信をしていくと。やっぱり最終的に

は，日本の国民，被援助国の国民に理解していただ

くという，コミュニケーションをして理解をしてい

ただくということが私はこういうプロジェクトを続

けていくためのサスティナビリティーといいましょ

うか，必須条件だと思いますので，ぜひ。

　それから，ルール・オブ・ローというのも，ルー

ル・オブ・ローというので法が支配をするという，

誰を支配するのか，人を支配するんじゃなくて，実

はさっきから出ているように，君主を支配したり，

裁判官を支配したり，行政官を支配したりとそうい

うことなので，これも法の支配というか，ルール・

オブ・ローと。法がというので全体がルールになっ

ている。アービトラリーなものがルールしているん

じゃなくて，ローがルールしているんだと，そうい

うニュアンスのできる言葉に，日本語にするとか，

その辺はコミュニケーションの上で考えたほうがい

いので，大久保さん，動画をつくるんでしたら，ぜ

ひそういうのでおつくりになって，余り法律家の古

めかしいわかんない言葉を使わないほうがいいと思

いますので。誰に対して，何を言いたいのかという

ことに応じて，言葉も私は変えていいと思っており

ますので，よろしくお願いいたします。ありがとう

ございました。

【森永】　森嶌先生，ありがとうございました。

　まさに日本の法制度整備支援のやり方，森嶌先生

がおっしゃっていた，また，一部柴田検事がおっ

しゃっていたような，ある意味，現状に応じて細か

い―細かいといったらまた語弊がありますね，現

状に応じて目の前のことからやっていって，最終的

にそれが積み重なっていって大きな，ルール・オブ・

ローでもいいですし，カルチャー・オブ・ローフル

ネスでもいいですし，それから，最終的にはハピネ

スなんでしょうから，そっちの方向に行けばいいと

いうふうなやり方，あるいは国連みたいにきちっと

スタンダードが，ここの世界共通の達成目標みたい
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なものをびしっと設定してあって，それに向かって

少しずつステップ・バイ・ステップでやっていこう

じゃないかというやり方，最終的な目標は一緒で

しょうけれども，やり方が若干違うというようなと

ころがあったと思います。

　ですから，それは日本の法制度整備支援の持つ

メッセージとしてはこういうオルタナティブもある

んだよということはかなり大きなメッセージになる

んだろうなという感じがします。要するに，法整備

の支援のやり方というのは何も固定しているわけで

はない。いろんなやり方があっていいし，あなたに

合ったやり方をよく協議して，それを使ってやりま

しょうやというのが，少なくとも日本はそういうス

タンスをとっていますというようなことが一つの，

これもある種のメッセージになるのかなというふう

には思います。

【司会（東尾）】　市橋先生からコメントがあるよう

ですので，先生，お願いいたします。

【市橋】　大阪の市橋です。

　いつものように森嶌先生の厳しいご批評を受けて

勉強させていただきたいと思います。

　ただ，１点だけちょっとお話ししておかないと誤

解かなと思ったのは，最後にお話しした当事者訴訟

の活性化でいくのか，抗告訴訟を市民化していくの

かみたいな，そういう議論をしたのは，これはアジ

ア諸国が行政訴訟，行政手続をつくる中でどう行政

権を授権しつつ拘束するかで苦闘しているわけでし

て，この苦闘の中から，私たちは克服したと思って

いる問題をもう一回考えてみようという趣旨でお話

ししましたので，私たちのほうから４条を持ち込む

とか，抗告訴訟を市民化しろといったようなことを

現地でやっていたわけではありません。現地も当事

者訴訟はモンゴルが確認訴訟をこの間の改正で入れ

たのが初めてでして，ベトナムは入っていませんし，

ウズベキスタンも入っていなくて，専ら抗告訴訟中

心の行政訴訟法になっていまして，ここに勧告を中

心に行政裁判を考えるという発想があって，これを

即否定することはできないので，その勧告の仕組み

を使いながら，どう権利救済，レメディーを内容と

して盛り込んでいくかみたいなところで実はやって

います。

　さらに，日本のガラス細工のように精緻な原告適

格論とか，処分性論とかそういうものを持っていっ

ても，日本のそういうパスディペンデンスというか，

歴史の中でできているもので，これはあり得ないと

いうふうに私も考えていますので，現地に寄り添い

ながら，私たちも一応踏まえた上でやっているつも

りでおります。

【森永】　市橋先生，ありがとうございました。そ

れじゃ，どうぞお願いします。

【上原】　現在，明治大学におります民事訴訟法専

攻の上原と申します。

　カンボジアの法制度整備支援，１９９９年以来，

今に至るまでかかわっておりますし，その間，中国

の法制度支援にも多少かかわらせていただきまし

た。その経験で今日のパネリストの方のお話で大変

共感を覚えるところが２つほどありましたので，

ちょっと感想だけですが申し上げたいと思います。

　一つは，何人かの方が言ってらっしゃった法制度

整備支援事業にかかわるということが，もちろん対

象国の方々のためにアシスタントといいますか，お

助けをするという意義はもちろんですけれども，そ

れだけではなくて，日本の研究者なり実務家の立場

からも大いに意味があるんだと，逆に日本に対して

も貢献をすることなんだとそういうお話があったか

と思います。まさにそのとおりで，一つはやはり，

こういうことをやることによって，我々が日本の法

律家，研究者にしろ，実務家にしろ，当然のことと

思っているような制度であるとか，その運用，ある

いはそれを支えている方々というもの，その前提が

国によって全然違うんだということがわかるわけ

で，そういうことで日本の制度とか運営というもの

を相対化してみるという立場が，視点が得られると

いうことは非常に重要なことではないかと思ってお

ります。

　もう一つは，特に中国との関係で感じたことなん

ですが，先ほどどなたかがＸかＹかということを伝

えるのにＺということも説明しないと誤って伝わっ
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てしまうというお話があったんですが，まさに中国

との関係でそういうことも何度か感じました。一つ

は，中国と日本とは同じ漢字文化圏で場合によって

同じ漢字が使われていると。しかし，概念としては

本来それぞれ違うと。ところが，それが同じ漢字で

あるために誤解されやすいというようなことがしば

しばありました。もう一つは，やはり中国との関係

で感じたのは，我々は法制度の法律の条文等のこと

を中心に事業を行っているわけですけれども，やは

りそれを支える実務家の体制であるとか，あるいは

メンタリティーとかそういうものが現在の中国と日

本ではかなり違うというようなことを感じたわけ

で，そういうこともあって，同じことを日本でいえ

ば，ＸかＹかといえばすぐ伝わることが，それの前

提になるような，あるいは背景になるような事柄を

伝えないと正しくこちらの意見が伝わらないという

ことも感じたものですから，今日のお話は大変参考

になりました。

【森永】　先生，ありがとうございました。

　パネリストからほかに何かありますか。大久保課

長，何か，どうぞ。

【大久保】　一つだけ申し上げたいんですけれども，

メッセージを伝えるときに，伝えるに値する価値が

あるということが前提だと思うんです。今日は私ど

も，ほとんど日本人が集まって，日本の法制度整備

支援が持っている価値というのを議論したんだと思

うんですけれども，柴田検事，それから森永部長，

上原先生のコメントに共通すると思うんですが，自

分たちが思ってもいないようなことを相手方が価値

を見出している場合があると思うんですね。価値を

見出す主体は誰かという点もちょっと注意したほう

がいいのかなというふうに考えていて，場合によっ

ては，カウンターパート側あるいは相手国の国民が

日本人が気づいていない価値に気づくのであれば，

相手側に宣伝というか，情報発信してもらうという

ことも考えられるのかなというふうに思っていま

す。ＪＩＣＡの中では，法制度整備支援と全然関係

ないんですけれども，マダガスカルというアフリカ

に国がありまして，そこの事務所ではマダガスカル

人にマダガスカルの言葉でＪＩＣＡのプロジェクト

を宣伝してもらったら非常に広まったという事例が

あるそうなので，そういうＪＩＣＡの中でのほかの

事例というのも参考に，法制度整備支援プロジェク

トの情報発信についても今後検討していきたいとい

うふうに考えます。

【森永】　ありがとうございました。

【松尾】　２点ほど補足させていただきます。

　１つは，先ほど森嶌先生からいただきましたコメ

ントで，短い言葉の中で余りはしょって説明すると

いうことで誤解を招くんじゃないかと，本当にそこ

は反省しております。

　ただ一つ申し上げたかった点は，日本で土地を授

権，導入するときに，一旦王政復古で版籍奉還して，

天皇に戻った土地について，私人に所有権を設定す

るときに，どこまで国家が私人に所有権，責任を与

え，国家がどこまで責任を負うのかということにつ

いては非常に曖昧なまま地券の発行をして，当時は

所有権が天皇にあるのか，それとも私人にあるのか

ということについて，非常に曖昧なまま地券の発行

が進められたという事情があったという点です。結

局，先ほど紹介しました所有者不明地，所有権を放

棄したいという問題も，結局は土地所有について国

家はどこまで責任を持ち，個人はどこまで責任を持

つのかという問題はやはりそこは詰められなければ

ならない問題ではないかということがお伝えした

かったことです。

　それから，もう一点，今日の午前中の講演の中で

再三指摘された，カルチャー・オブ・ローフルネス

というのが法の支配の実現のためにどれだけ重要か

という点については，やはり今後議論を詰めるべき

点なのかなというふうに思っています。特に，カル

チャー・オブ・ローフルネスについて，日本の特色

をどういうふうに我々は解釈し，消化し，発信する

のかという点は非常に重要な論点であるというふう

に思いました。

　そのときに，今日，アレハンドロさんのご指摘に

もありましたけれども，それは一体何の問題なのか，

文化の問題なのか，民族的気質の問題なのか，教育
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の問題なのか，あるいは政府の，ガバナンスの問題

なのかということについては，さらに様々な切り口

から議論する余地があって，それは一つではないか

もしれませんけれども，今後詰めていくに値する問

題だと。この後のディスカッションにつなげるべき

問題ではないかというふうに思いました。

【森永】　松尾先生，ありがとうございました。

　こういったちょっと難しい方向に一部行ってし

まったところと，それから，私なんかのほうはどっ

ちかというと雑駁な話になってしまった部分もあっ

て玉石混交だったかもしれませんけれども，日本の

法制度整備支援というのはある程度のメッセージ性

は持つだろうなという期待はしたいんですけれど

も，最後に，どうでしょう，せっかく来ていただい

ていますので，アルバレスさん，日本の法制度整備

支援活動というのは多少メッセージ性を持っていま

すかね，少なくともＵＮにとっては。多少ポジティ

ブなメッセージは伝えられていますか，United 

Nations に対しては。

【アルバレス】　突然，私にスポットライトを当て

ていただいてありがとうございます。ポジティブな

メッセージがあると思います。当初期待していな

かった結果が言葉にあるということは非常に興味深

いと思います。それぞれがＡを達成しようと思った

けれども，Ｂになったというストーリーを抱えてい

ると思います。多くの場合，ほとんどの場合良いこ

とになったと。でも，時には悲劇的になる場合もあ

りますが，日本の場合ポジティブなメッセージがあ

ると思います。

　多くのもととなった要素というのは，こういった

議論からです。この法制度整備支援というのは技術

的な課題ではなく，どのように私たちが私たちの生

活を生きていく価値があるものにしていくかという

ことです。遺産，離婚，土地，雇用，仕事，様々な

課題があるわけなんですが，それに対応するという

のはポジティブなメッセージだと思います。多くの

人たちがこういったことを話しています。法の支配

というのは，結局は希望の要素を持ったメッセージ

だと思っております。ありがとうございました。

【森永】　それではそろそろ時間も参ったと思いま

すので，前半の，パートワンのパネルディスカッショ

ンはこれでおしまいにさせていただきたいというふ

うに思います。皆さん，どうもご清聴ありがとうご

ざいました。

　休憩を挟みまして後半になるようですけれども，

休憩はただいまから１５時３０分まで休憩というこ

とだそうですので，適宜，私はたばこを吸いに行き

ますが，おつき合いくださる方はどうぞご一緒に来

てください。それではどうもありがとうございまし

た。（拍手）

（休　憩）

【司会（梅本）】　これより９０分間はパネルディス

カッションの後半として，「日本の法制度整備支援

を，誰に，なぜ，何を，どのように発信すべきか」

をテーマに行います。

　パネリストをご紹介いたします。外務省国際協力

局地球規模課題総括課上席専門官の岡垣さとみ様，

ＪＩＣＡ法制度整備支援アドバイザーの佐藤直史

様，第２部から引き続き，株式会社博報堂テーマビ

ジネス開発局パブリックアフェアーズ部ディレク

ター，長野県参与の船木成記様，こちらも第２部に

引き続き，ＵＮＤＰ政策・プログラム支援局ガバナ

ンス・平和構築グループ法の支配・司法・セキュリ

ティ・人権チームリーダー代行のアナ・パトリシア・

グラッサ様，法務総合研究所国際協力部副部長の伊

藤浩之です。後半のモデレーターは，国連アジア極

東犯罪防止研修所の渡部亜由子教官が務めます。

　パネリスト，モデレーターのご経歴の詳細につい

ては，席上配付の資料をご参照ください。

　それでは，渡部教官，よろしくお願いします。

後半「日本の法制度整備支援を，誰に，なぜ，何を，

どのように発信すべきか」

【渡部】　ありがとうございます。

　国連アジア極東犯罪防止研修所（ＵＮＡＦＥＩ）

の教官をしております渡部亜由子と申します。長い

一日の最後の９０分となりましたが，しばらくおつ

き合いいただければと思っております。
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　まず初めに，今，名前と所属については司会のほ

うからご紹介ありましたけれども，簡単にこのパネ

ルからご参加いただいた皆様について，一言ずつ顔

と名前が一致するように自己紹介を簡単にお願いで

きればと思います。伊藤副部長，お願いいたします。

【伊藤】　ありがとうございます。

　皆様，改めまして，本日はお越しいただきまして

ありがとうございます。国際協力部の伊藤でござい

ます。

　経歴につきましては，皆様のお手元にお配りさせ

ていただいておりますのでごく簡単に申し上げます

けれども，もともとは検事でございます。２０１１

年から２０１４年までの３年間，ラオス法制度整備

支援プロジェクトの長期専門家として，ビエンチャ

ンで業務をしておりました。その後，一旦検察の現

場に戻りましたが，２０１６年の１月から再びＩＣ

Ｄに戻りまして，こちら法制度整備支援の業務にか

かわっております。

　今回，私，このパネルに参加をさせていただくと

いうことで，冒頭ちょっとご説明を兼ねて少しだけ

述べさせていただきますけれども，今回のテーマと

の関連です。ラオスの長期専門家として現地で活動

をしておりましたときに，現地でもその活動につい

ての宣伝というのは多少はしておりました。ですが，

やはり中心となるのはプロジェクトとしての活動に

取組むことですので，今回，このテーマで法整備支

援連絡会を行うことで，現地での発信というのは一

体何だろうというところから改めて考える機会に

なったと思っております。こういった点，皆さんと

も意見交換をできればと思っております。

　また，２０１６年にＩＣＤに戻りましたけれども，

以前，最初にいたときは２０１０年なんですが，Ｉ

ＣＤにいたときに比べて，法制度整備支援に関する

日本国内での認知度も上がってきているというふう

には感じております。しかし，先ほどから出ており

ますように，まだまだご存じない方，なじみのない

方が多く，今ＩＣＤにおりまして，法制度整備支援

というものについて対外的にご説明をさせていただ

く機会というのが非常に多くございます。ですので，

私どもＩＣＤとしてもこの発信というものを意識し

てきております。

　ただ，こういったことをテーマとして，発信をテー

マとして正面から取り上げるに当たって，既に

What という，何を日本はメッセージとして発信で

きるかということは先ほどのパネルでも話がありま

したので，このパネルでは特になぜ発信するのかと，

Why というところ，これが非常に重要ではないか

というふうに思っております。これを考える上で，

誰に対して向けられたものかということも当然かか

わってくると思います。そして，それによって，ど

うやって発信するかも議論しやすくなるのではない

かと思っております。

　今はこの程度にしておきまして，この後，現状と

課題について少し改めてお話をさせていただきます。

【渡部】　ありがとうございました。

　アナさんについては，午前中のパネルでご紹介あ

りましたとおり，現在，ＵＮＤＰ政策・プログラム

支援局ガバナンス・平和構築グループ法の支配・司

法・セキュリティ・人権チームリーダー代行として

活躍されていらっしゃる方でございます。

　さらに船木様については，また午前中，プレゼン

を非常に……

【船木】　１点だけいいですか。

【渡部】　ぜひお願いします。

【船木】　さっき時間が気になって，自分のことを

僕ほとんどしゃべっていなかったので，改めてこの

ような場にお招きいただいて，機会をいただいてあ

りがとうございますということと，あと，ＪＩＣＡ

の皆さんには長野県参与としての立場として，実は

ＪＩＣＡの研修所が長野県内にございまして，駒ケ

根のほうに，いろいろお世話にもなってございます

ので，そこも含めて御礼を申し上げたいというふう

に思っています。

　本業のほうはコミュニケーションといいますか，

ソーシャルマーケティングというジャンルでありま

して，社会課題をいかに社会化するかということが

私の仕事といいますか，翻訳をする係という領域か

なと。専門家と専門家，ないしは専門家と社会をど
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うつなぐかというコンテクストのギャップなりをど

う埋めていくのかと。かつ，その先にあるビジョン，

未来に対してどういうふうな状態をつくり出してい

くのかということ全体のデザインというか，マネジ

メントが必要で，キャンペーンをつくるときもあれ

ば，それよりももっと手前の運動体をつくるであっ

たりとか，もしくはもっと政治的な観点も含めてア

ドボカシー的な領域をやるというようなこともあり

ますが，あるどんな状態をつくり出すのか，そのビ

ジョンなり，ゴールイメージをどういうふうに描け

るかということが勝負になるかなというふうなこと

で，問いを立てるのが僕の仕事といいますか，どう

いう思いで何をしたいのかと。それは個人の思い込

みないしは組織のエゴなのか，パブリックの願いに

なっているのかと，そういうことが私自身の仕事か

なというバックグラウンドがありながら，今日，

ちょっと少し乱暴な話を先ほど申し上げたんですけ

れどもというのが，行って帰ってきてのお話でござ

います。

【渡部】　ありがとうございます。

　続いて，佐藤様，お願いいたします。

【佐藤】　ご紹介，ありがとうございます。

　皆さん，こんにちは。ＪＩＣＡで法整備支援アド

バイザーを務めております佐藤直史です。

　経歴につきましては，お手元の資料に詳しく記載

いただいておりますので詳細は省きますが，実務家

として法制度整備支援に携わりまして，今年で１５

年目になります。その間，担当させていただいた国

は二十数カ国に及びます。現在はＪＩＣＡの仕事を

しつつ，バンコクにおきまして，当地の法制度整備

支援にかかわる関係機関あるいは研究者の方々など

との意見交換をしながら，情報収集や発信に努めて

おります。発信という意味では，来週も実はこの会

議の結果をバンコクのＵＮＤＰの地域事務所の方々

と一緒にシェアをしつつ，今後の様々な連携などに

ついても話すという予定になっております。過去の

経験を踏まえまして，いろいろ今日も皆様とディス

カッションをさせていただきたいと思います。どう

ぞよろしくお願いいたします。

【渡部】　ありがとうございます。

　続いて，岡垣様，お願いいたします。

【岡垣】　ただいまご紹介にあずかりました外務省

の岡垣と申します。

　私，外務省で国際協力局というところの地球規模

課題総括課というところにおります。本日，参加さ

れている皆様，法律の専門家であったり，法制度整

備支援を現場で経験なさったり，やってらっしゃっ

たり，そういう方がいらっしゃる中で若干異質とい

うか，異色な肩書だと思われた方もいらっしゃると

思います。

　私が今所属しております地球規模課題総括課とい

うところは，英語でいいますと International Global 

Issues Cooperation Division といいまして，およそグ

ローバルな課題というのは全て扱うと。例えば教育

ですとか，水・衛生問題，ジェンダー，保健，その

中にはこの法制度整備支援というのも含まれます。

こういった課題の特に政策の立案，そういった部分

を主に担当している課でございます。

　本日，こちらに私が参加させていただいた理由と

いうのは，法制度整備支援と共通するところがある

と思うんですが，今私たち外務省ではＳＤＧｓ，

２０１５年に国連のサミットで採択されました持続

可能な開発目標というのがございます。こちらを政

府の中で取りまとめをしている，そういった課でご

ざいます。こちらの課でＳＤＧｓという，まずこれ

は何なのか，国連という遠いところで首脳同士ある

いは外交官が交渉して決めて採択されたもの，これ

が実際に自分たちにどうかかわってくるのか，そう

いったことを皆様にわかりやすく説明するためにど

ういった広報戦略を立てたらいいか，そういった考

えのもとでいろいろと取組みをしております。今日

はそういったことを少しご紹介させていただいて，

皆様が今日，法制度整備支援の発信について考えて

いく中で少しでも参考になることをお伝えできれば

と思っております。

【渡部】　ありがとうございます。

　ただいまお話しいただきましたように，朝からＳ

ＤＧｓと何度聞いたことでしょう。ＳＤＧｓと我々
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わかったように話しておりますけれども，今，岡垣

様に紹介いただきましたように，日本政府としても

取組みをしているところでございます。それについ

て岡垣様から簡単にご紹介をいただき，ここで皆の

共通認識をつくりたいと思います。

【岡垣】　ありがとうございます。

　お手元に資料もお配りしておりますが，今日，も

う何度も耳にされたと思いますが，ＳＤＧｓという

―Sustainable Development Goals，これは２０１５

年に国連のサミットで，国連に参加する国々の首脳

の間で採択された国際的な開発分野の目標になりま

す。こちら実は２００１年にこの前身となるミレニ

アム開発目標というのがございました。この期限は

既に終わってしまいましたが，まだ幾つか課題が

残っていると，幾つかというか，また新たな課題も

発生していると，そういったことで１７の新しい目

標ができています。真ん中にありますロゴマーク，

これは国連が作成したＳＤＧｓのロゴマークになり

ます。外務省ではこの１７のゴールから成るＳＤＧ

ｓ，これが私たち一人一人の生活に身近な課題であ

ると，こういったことを理解していただくことが非

常に重要だと考えておりまして，そういった考えの

もとでＳＤＧｓの普及，啓発に取組んでおります。

　こちらはＳＤＧｓに関する政府の取組みをイメー

ジで表した図になります。３つの層に分けてみたの

ですが，まず，一番下の政府，ガバメントのところ

です。こちら政府の役割は基盤を整備すること，つ

まり縁の下の力持ち。私たちがやっていることとい

うのは，例えば政府全体の方針を打ち出して，ある

いは関連の予算を確保する，そしてＳＤＧｓとは何

ぞやというこのＳＤＧｓをあらゆる局面で主流化し

て，そして啓発していく，こういったことを行うの

が政府の役割だと考えております。

　そして，上のほうに上がっていきます。まず，政

府が啓発活動をすることによって，２番目の行動を

促していくと。そして，この行動というのは例えば

民間企業であったり，あるいは自治体や市民社会で

あったり，こういったあらゆるステークホルダー，

こういう方たちの行動を促していく。こういったこ

とをＳＤＧｓに関する啓発の目的としてやっており

ます。

　例えば民間企業の，経済界の動きとしましては，

ＳＤＧｓを従来の社会貢献活動，いわゆるＣＳＲと

して捉えるのではなくて，最近ではこれを新たなビ

ジネス展開の契機と認識して，まさにＳＤＧｓを推

進することによって本業を通じた貢献を追求する，

こういった動きが経済界の中で出てきています。例

えば昨年，７年ぶりに経団連が改定した企業行動憲

章というものがございます。こちらはＳＤＧｓへの

対応というのを経団連として基本理念という位置づ

けで掲げています。

　そして，自治体でもいろいろな取組みというのが

行われています。自治体ではＳＤＧｓというのを原

動力にして，例えば地方創生，そして地域の活性化，

こういったことにつなげていこうと。持続可能な環

境，そして暮らしやすい生活，そういったものを実

現するための取組みを自治体が自主的に，積極的に

進めています。

　そして，市民社会でも，例えば６５以上の団体が

構成するＳＤＧｓ市民社会ネットワークというのが

あります。こちらは非常に活発な活動をしていまし

て，政策の提言をしたり，広報や普及啓発活動，こ

ういったことをやっています。

　右側を見ていただくと，Awareness Raising，まず

啓発をして，その上に Local，これは地に足をつけ

たいろいろなアクターによる行動があります。そし

て，こういった地に足をつけたいろいろな行動，こ

ういった一人一人が取組む，あるいは一つ一つの団

体，業界が取組む，こういったことが積み重なって

グローバルな取組みにつながっていく，こういうふ

うに考えております。ローカルな取組みをＳＤＧｓ

とひもづける，こういったことによってグローバル

な取組みを押し上げていく，こういったことを政府

として目標としています。

　そして，次になりますが，簡単に外務省のＳＤＧ

ｓの広報の取組みをご紹介させていただきます。昨

年の７月にニューヨークにおいて，ニューヨークの

国連本部で国連ハイレベル政治フォーラムというの
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が開催されました。これはＳＤＧｓが採択された後

に各国がＳＤＧｓの取組みについて紹介をするハイ

レベルの会合となっています。

　こちらの会合とは別ですが，日本政府がこちらの

機会を利用して，主催のレセプションを開催してい

ます。こちらが左下の写真と右下の写真でございま

すが，こちらに映っている黄色の服を着た方，この

方がＰＰＡＰのキーワードを掲げて活動しているピ

コ太郎氏です。このピコ太郎氏に対して，外務省は

ＳＤＧｓの親善大使という名称を付与しまして，今

ＳＤＧｓを民間レベルで啓発していくために様々な

活動にご協力していただいております。そして，ピ

コ太郎氏のＰＰＡＰなんですが，これは Pen，

Pineapple，Apple and Pen なんですね，それでＰＰ

ＡＰ。ただし国連の場では，こちらのスライドの上

にありますが，Pablic のＰ，あと，Private のＰ，そ

して Partnership，プラス Action ということで官民

連携の行動，このＰＰＡＰというキーワードを宣言

してもらっています。

　こちらの国連で開催したレセプションには非常に

多くの国の外交官であったり，あるいは各国政府の

閣僚レベル，そういったいろいろな方が参加をして

いただきまして，非常に効果的な発信ができたと

思っております。日本のマスコミにも多数広報して

いただいています。

　続きまして，簡単にまたご紹介したいのですが，

外務省のまた別の取組みとしまして，お笑いの世界

とも連携しています。例えば左上の写真ですが，こ

れは吉本興業と連携した取組みの写真です。そして，

右側にイラストがございます。こちらは吉本興業に

所属する芸人，この方たちに１７の目標，ゴールの

一つ一つに芸人を割り当てて，そしてわかりやすく

ゴールを説明しています。例えばゴールの１７とい

うのはパートナーシップになります。パートナー

シップ，ここのキャラクターは芸人さんでとにかく

明るい安村さんなんですね。この方がいつもネタで

言われている「安心してください」という言葉があ

ります。ここに書かれているのは，「安心してくだ

さい，みんな仲よくできますから」，これがパート

ナーシップ，ゴール１７のキャッチフレーズになっ

ています。

　それでは，司法分野のゴールである１６，これは

何かというと，これはケンドーコバヤシさん。この

芸人さんがキャラクターとなっていて，「平和を願

わないなんて正気ですか！」，彼の通常のネタをこ

ういう形で用いて，１７の目標全てをこういう形で

わかりやすく説明しています。賛否両論ございます

が，少なくとも小学生，中学生に説明をしますとか

なりウケます。

　それ以外に，例えば日本で最大の国際協力のイベ

ントというのを最近は年に１回，秋にお台場で開催

しています。これはグローバルフェスタ JAPAN と

いうものになります。昨年はＳＤＧｓ，これをメー

ンテーマにしまして，吉本の芸人のオリエンタルラ

ジオとのトークショーを開催したり，あるいはピコ

太郎さん，ピコ太郎さんは吉本ではなくてエイベッ

クスさんなんですけれども，エイベックスのピコ太

郎さんに来ていただいてトークをしていただく。こ

ういったこともマスコミ業界，エンタメ業界とも連

携して推進しているところであります。

　そして，こちら第１回ジャパンＳＤＧｓアワード

というものを昨年の１２月２６日，総理官邸で開催

いたしました。そのときの写真なんですが，こちら

では安倍総理からの挨拶，あるいは国連のグテーレ

ス事務総長からもメッセージをいただいておりまし

て，これは何をしたかといいますと，ＳＤＧｓ達成

に向けてオールジャパンの取組みをますます推進し

ていきましょう，こういった目的を持ちまして，Ｓ

ＤＧｓの達成に資するすぐれた取組みを行っている

企業や団体を表彰する，こういったことを初めて行

いました。昨年９月から１１月の２か月間にわたり

まして公募をかけまして，それに対して２８２の企

業及び団体から応募がありました。これを公正，厳

正な審査を経て，１２の企業と団体を表彰したとこ

ろです。

　次に，既にごらんいただいている方もいらっしゃ

ると思いますが，官民パートナーに立脚して，ピコ

太郎さんを活用して，私どもがつくっている映像資
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料というのをここでご紹介したいと思います。お願

いします。

－ＳＤＧｓ広報動画の上映－

　こちらも賛否両論ございまして，非常に厳しいコ

メントも頂戴したりはしておりますが，少なくとも

印象に残ると。これもものすごく多い再生回数をい

ただいております。

　そして，次，今見ていただいているスライドです

が，外務省ではソーシャルメディアも活用しまして，

例えばピコ太郎ですとか，今申し上げたオリエンタ

ルラジオ，あともう一つ，外務省のやわらかツイー

トというのを使いまして，いろいろと身近な話題と

いうのを発信しています。こちらに閲覧数等も記載

させていただいていますけれども，例えばピコ太郎

の動画というのは閲覧数４万２，０００件という外

務省では異常に高い数値を，通常の外交案件に比べ

るとものすごく高い関心度がうかがえる数字が出て

います。こういった外務省としてはいろいろなソー

シャルメディアも活用しまして，若い世代，こういっ

た方たちにもいろいろと働きかけていく，啓発をし

ていく，こういったことを取組みとしてやっている

ところでございます。

　そして，これから，２０１９年には国連でＳＤＧ

ｓに関する首脳級のレビュー会合もございますし，

また２０２０年の東京オリンピックあるいはパラリ

ンピック，そして２０２５年の万博の開催，こういっ

たものも見据えながら，いろいろと連動して広報活

動にますます力を入れていきたいと思っております。

　以上，簡単でございますが，外務省のＳＤＧｓに

関する広報の取組みについてご紹介させていただき

ました。

【渡部】　岡垣様，ありがとうございました。

　すみません，最後に，私，自分のことを少し申し

上げますと，私はＵＮＡＦＥＩの教官をしておりま

す。ＵＮＡＦＥＩは皆さん，ご存じのものとして進

めてよろしいでしょうか。机上にパンフレットも置

かせていただきましたが，国連と日本政府との協定

に基づいて運営されている機関でありまして，刑事

司法実務家―刑事司法実務家という言葉自体，業

界人しか使わない言葉なのかもしれませんが，警察

官や検察官，裁判官，刑務所職員，保護観察官など

に対する研修を行っております。まさに今，隣の部

屋でも１６８回高官セミナーというものを行ってお

りまして，そのテーマがルール・オブ・ローをどう

やって促進していくかというテーマで，非常に大き

なテーマで現在セミナーを行っているところでござ

います。

　そして，なぜＵＮＡＦＥＩの教官の私がここに

座っているかと申しますと，一つにはＵＮＡＦＥＩ

とＩＣＤとがこの新しい建物で仕事を始め，これか

ら日本の司法外交と大臣がおっしゃいます法制度整

備支援についても，何か協働してやっていけるので

はないかという考えに基づくことが一つ。

　あともう一つは，私，ＵＮＡＦＥＩで研修を行う

中で，時間を守らせることに非常に厳しいというこ

とで有名でございます。なので，最後のセッション

を後のレセプションに影響のないようにきっちり終

了させることが私の仕事だと思って，ここに座って

おります。

　もう少し真面目なふうに申し上げますと，先ほど

のパネルディスカッションの中で，柴田検事が２つ

のアプローチについて説明をされました。日本のア

プローチは，まず現地に寄り添って，そこから支援

をしていく中で国際的な標準に近づくようなアプ

ローチだと。他方，ＵＮのアプローチはまず，マン

デートがあり，そこを少し現地にどうやって合わせ

ていくかという形でのアプローチだというふうに説

明をされていました。ＵＮＡＦＥＩはＵＮの関連機

関でございますので，もちろん，ＵＮの Standard 

Norms，基準規則についても研修生に対して説明を

いたします。それをみんなに知ってもらうというこ

とも一つの大事な仕事にしておりますが，ただそれ

をやりなさいというのではなくて，日本の例を挙げ

ながら，こういう方法もあるよという形での研修を

行っております。決して日本のやり方を押しつける

ということはやっておりません。これがベストだと

は我々もなかなか言えないところですから。そうす

ると，ＩＣＤのほうでやっている法制度整備支援と
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ＵＮのアプローチとのちょうど中間のようなアプ

ローチなのではないかと思っておりまして，それに

携わっているという立場から，この最後の大事な

セッションについて，司会を任されたのではないか

と思っておるところです。

　さて，皆さん，自己紹介いただき，私も十分自分

の紹介をいたしました。早速議論に入りたいと思う

んですが，このセッションでは先ほどの森永部長に

よりますセッション，法制度整備支援はどのような

メッセージを持つのかというところから引き続きま

して，お手元の資料によりますと，日本の法制度整

備支援を誰に，なぜ，何を，どのように発信すべき

かというテーマを与えられております。お気づきの

とおり，日本語では発信という言葉を使っており，

英語では Sharing という言葉を使っております。さ

らに，午前中のアナさんの発表の中では，コミュニ

ケーションというキーワードも出たように思いま

す。さて，この中のどれにフォーカスして話をしよ

うかと考えるところですが，まずは１つ目のパネル

ディスカッションでのメッセージというところを受

けて，そのようなメッセージをなぜ伝えるのかとい

うことから始められればと思います。このなぜとい

うことは，誰に，またどのように，何をということ

にもつながっていくのではないかと思います。

　この枠組みの上で，まずは伊藤副部長から，ラオ

スで長期専門家として，現地専門家として活動され

たご経験，それから，現在ＩＣＤで多数国に対する

法制度整備支援をされているというお立場から，現

状と課題について問題提起をいただければと思いま

す。よろしくお願いいたします。

【伊藤】　まず，法制度整備支援の現場の話をさせ

ていただきます。非常に多次元の話なので，話があっ

ち行ったり，こっち行ったりするかもしれないんで

すけれどもご容赦ください。

　まず，先ほどありましたように，支援をしている，

協力している相手国との関係についてです。法制度

整備支援をやっている現場で，私も長期専門家とし

て派遣されていて，現地での発信としてまず思い浮

かぶのは，私たちは法令をつくる支援をしたり，あ

るいは執務参考資料をつくったり，それから教材を

つくったりという活動も多くあります。そういった

ものを普及する，配布する，現地で使ってもらうと。

そこにはＪＩＣＡのロゴが入っていたりしますけれ

ども，そういった形での普及というのがあります。

それから，そういった活動をする中でセミナーを行

います，大きな会合をやりますというときに，現地

のマスメディアに案内をして新聞やテレビの取材に

来ていただいて報道されると，こういったこともあ

るなとは思います。また，ウエブサイトでそういっ

たニュースが広報されるということも当然あると思

います。

　ですが，やはり現地にいて，一般の人というのは

余りそういったことについて関心がないし，知らな

いと思います。私たちが日々相手として活動してい

る機関，裁判所なり検察なり司法省なり，そういっ

た機関の人でも活動に参加している人以外の人とい

うのは必ずしも私たちの活動について知らないとい

うことは決して珍しくないと思っております。

　そういう現状ですので，じゃ，もっと日本はこう

いう支援をしているんですよというふうに宣伝をし

て，プレゼンスを示すべきなのか。それもいいかも

しれませんけれども，私はそこが本質，一番重要な

ことでは必ずしもないというふうに思っています。

これは，私ども，プロジェクトで支援することが多

いですけれども，プロジェクトにおけるターゲット，

その裨益者は誰なのかということにも関連すると私

は思っております。それはその国の法曹の人なのか，

あるいは市民の方なのか，どういった方がそのメ

リットを受け取るのかというところにかかわると思

いますし，そのプロジェクトのゴールそのものとい

うよりも，そのさらに先にあるオーバーオールゴー

ルであったり，スーパーゴールであったりという，

そのさらに先にあるゴール，こういったものという

のが実はメッセージになってくるんではないかと

思っています。また，そのプロジェクトでは必ずし

も意識していなかった日本の経験などもメッセージ

になっているという話が先ほどのパネルでもありま

した。アナさんの話の中でも，そういった人々のコ
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ミュニティーに対してのメッセージの発信が大事だ

というお話があったと思います。そうすると，今，

日本がやっている支援というのはそういうメッセー

ジを発していると言っていいのか，発していないと

言うべきなのか。直接的には発していないけれども

間接には発していると言うべきなのか。こういった

ことも色々な考え方があるのかなというふうに思っ

ています。

　その上で，対象国に関する私のコメントの最後の

部分は，これは決して支援をしているということを

示す，発信することが大事なのではなくて，その相

手国の人たちがその国を発展させるために今こうい

う取組みをしているんだと。一つの例でいえば，司

法改革をしているんだと，そういうその国の人たち

の取組んでいる姿勢を示すということが重要な意味

があるんではないかと思っています。それがその国

における司法への信頼の向上とか司法アクセスとい

うものへの市民の認識の向上とかそういったものに

つながってきて，またそれが実際に活動している人

たちのところに戻ってきて，その人たちのモチベー

ションになると。自分たちはこういう取組みをもっ

と頑張らなきゃいけないんだというモチベーション

にもなるのではないかと個人的には思っております。

　２番目が，国際社会あるいは国際機関などのいわ

ゆるドナーと言われるところの関係です。国際社会

と国際機関も必ずしも一緒ではないと，別々に考え

ることもできるかとは思います。現状としまして，

ＩＣＤとして，法整備の支援の活動の発信をどうし

ているかというと，まずはウエブサイトでもちろん

英語でも発信はしています。それから，「ＩＣＤ

ニュース」という私どものデパートメントの機関紙

を発行しております。これも英語でも発信をしてお

ります。ただ残念ながら，情けないことにまだ余り

よく知られていないと。なかなかこういったものに

たどり着ける海外，国外の方は多くないというふう

に認識をしております。

　また次に，私どももできるだけ国際会議に出席す

る。あるいは今回，ＵＮＤＰからお招きしたように，

そういった機関から来ていただくということにも取

組んでいます。また，ＵＮＤＰやワールドバンクの

国際会議にも，近年はＪＩＣＡさんあるいは名古屋

大学さんと一緒に出席をさせていただいたりもして

います。それから，先日，国際知財司法シンポジウ

ムということで，ＡＳＥＡＮ＋３の国々を対象にし

た国際会議というのを日本で開催する機会もありま

した。ただ，そういった会議に出て，やはりまだ日

本を含むアジアのプレゼンスというのは非常に低い

というふうに感じております。

　それから，法制度整備支援の現場では，現地にい

ますと，現地に来ているドナーの人と情報交換とい

うのはその時々で行っています。現地にいる現地の

ＵＮＤＰ事務所であったり，あるいはほかの国のド

ナー機関であるＧＩＺ，ＵＳＡＩＤとか，いろんな

国の機関との情報交換をしています。なぜそういう

情報交換をしているのかというと，まず一つは，重

複を避けて効率的に行うということがあると思いま

す。また，それから，もちろん経験や教訓を共有す

るということもありますし，日本のやっていること

のプレゼンスを示すということもあると思います。

　ただ，これは，私は時間があればアナさんにお聞

きしたいなと思っているんですけれども，先ほどか

ら出ていますように，日本の支援というのは幾つか

の特徴があります。相手の自主性を尊重する寄り添

い方というのもありますし，多様なリソースを用い

ている，人材育成を重視している，それから，日本

の法制度整備支援をしてきた経験というのがユニー

クであるというようなものがあります。こういった

ものというのは，それを発信することでほかの潜在

的なパートナーとなる国へのメッセージになり得る

のか，こういったところも考えることができるのか

なと思っております。

　最後，国内に対する発信ですけれども，これもま

た詳しく話すとちょっと私ばかり時間をとってしま

うので，これはこの後時間が別にとれればというこ

とで，やはり国内向けも同じように広報誌を出した

り，ウエブサイトで広報したり，こういったシンポ

ジウムを開いたり，外部に行って講義をしたりと，

こういうことでやってはおりますが，まだ十分では
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ないのかなと。こういったところについても，船木

さんを始め，皆さんからご意見いただければと思い

ます。

【渡部】　伊藤副部長，ありがとうございました。

　ただいまは対象国と，それからドナーに対してど

のような発信をしているか，発信と今区切って申し

上げますけれども，それとそこでの狙いについてお

話をいただきました。長期専門家として過ごされた

ならではの心の叫びが聞こえたように思います。

　では，次に，ＪＩＣＡの視点からこの点について

現状と課題，ＪＩＣＡとしてはどのようなことを考

えていらっしゃるか，佐藤さんからお願いできます

でしょうか。

【佐藤】　現状分析と問題意識につきましては，今，

伊藤副部長が詳しくお伝えしていただきましたの

で，私から２点ほど，日本の法制度整備支援の発信

について足りない部分を申し上げます。

　１つは言葉の使い方です。相手に合わせたわかり

やすい共通言語を使うこと，これがこれまでは十分

ではなかった，そのように考えております。２点目

は，ネットワーキングです。これまで様々なこうし

た国際会議の開催，あるいは国際会議への参加など

行ってまいりましたけれども，その場限りの発信に

なってしまっているのではないか，そこの問題意識

です。

　まず，１つ目から申し上げます。この相手に合わ

せたわかりやすい言葉ということにつきましては，

船木さんからもご指摘をいただいたところではあり

ますが，カウンターパート，すなわち，私たちが直

接，支援活動を行うときのパートナーとなる相手国

の機関または人々と一緒に作業をするときの言葉，

それから国際社会で，国際場裏で私たちの活動を

シェアするときの言葉，それから相手国の国民の皆

さんに対して私たちの活動を説明するときの言葉，

これらは状況に応じて使い分けなければいけませ

ん。この部分がこれまでは十分ではなかったと申し

上げました。

　私たちはどうしても法制度整備支援を行う人間が

法律家であり，カウンターパートが法律家ですので，

つい法律家同士の言葉で，限られたサークルの中で

会話をしてきてしまいました。これを私は「法律家

の法律家による法律家のための法制度整備支援」と

呼びますが，もちろん私たちのカウンターパートの

利益を考え活動をすることは重要ですが，この法律

家の法律家による法律家のための法制度整備支援を

超えてメッセージを発信しなければならない。それ

が今回のこの会議のテーマである。そのためにはど

のような言葉を使うべきか。船木さんからもご指摘

ありましたけれども，一般の方々には法律があると

どんなにいいことがあるのか，それを伝えること。

それから，例えば国際社会においては，現在，国際

社会で使われている言葉，それはルール・オブ・ロー

でしたり，ＳＤＧｓでありましたり，アクセス・トゥ・

ジャスティスでありましたり，ヒューマンライツあ

るいはピースビルディング，そうしたキーワードを

しっかり使って相手に説明することが重要であると

認識をしております。

　ただ，このキーワードの使い方も非常に注意しな

ければならない面がございます。例えば基本的人権

という言葉について，これはこの言葉は日本政府の

法制度整備支援の基本方針の中でも目標の一つとし

て掲げられている言葉ですが，実は国際社会におい

て，日本の法制度整備支援がヒューマンライツプロ

モーションに直接的には取組んでいないのではない

か，そのような捉え方がされていたことがあります。

これはとんでもない誤解なのです。例えばＪＩＣＡ

の法制度整備支援で，多くの先生方，関係者の皆さ

んのご協力を得ながら進めてまいりました民法や民

事訴訟法，こうした法律はまさに人々の権利を守る

ためのものでありまして，直接ヒューマンライツプ

ロモーションに取組んでいたのです。ところが，こ

のヒューマンライツという言葉を使わずにＪＩＣＡ

の法制度整備支援を説明してしまったがゆえに，国

際社会では，日本の法制度整備支援は人権とは関係

がないといったような誤解をされたことがございま

す。こうした教訓を踏まえて，私たちはそのコミュ

ニティーの共通言語をしっかり理解した上で，我々

の活動を伝えていかなければならない，そのように
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認識をしております。

　加えて，このヒューマンライツという言葉は今，

ＪＩＣＡとしても積極的に行っていますビジネス環

境整備とも密接な関係がございます。先ほど岡垣さ

んからも経団連の企業行動憲章の話がございました

けれども，ビジネスをするに当たって，ヒューマン

ライツに配慮していく。これは最近，国連が

「Guiding Principles on Business and Human Rights」

というものを出しておりますけれども，こうした国

際場裏の議論を踏まえて，私たちは法制度整備支援

を行っていかなければなりません。ビジネス環境整

備を目指す法制度整備支援でも十分に留意している

ということをしっかりそのコミュニティーの言葉で

伝えていかなければならないのです。

　正直，このようなことを申し上げますと，そんな

ことは当たり前だと先生方からお叱りを受けると思

います。法律づくりのプロセスの中で，ヒューマン

ライツ，人権に配慮する，そんなことは当たり前だ。

もちろん私はつぶさに近くで拝見させていただき，

また自分自身も担当させていただき，日本の支援が

しっかり配慮したものである，そこは十分に認識を

しているのですが，このことをしっかり言葉にして

伝えていく。その社会の，そのコミュニティーの言

葉として伝えていく。それは非常に重要なことであ

ると認識をしております。また，ヒューマンライツ

ということは，最終的には人々が安全で安心して暮

らしていく，そして，人々が幸福になっていくため

の前提でございます。これを目指しているというこ

とを文脈，それから相手に合わせて相手の言語で，

相手にわかる言語で伝えていく，これが必要なこと

になってまいります。

　２点目です。ネットワーキングと申しました。ネッ

トワーキング，これはその場限りのものではなく，

継続的にということを申し上げたいと考えておりま

す。より多くの場で直接，継続的にコミュニケーショ

ンをとること，これが情報の共有，発信においては

非常に重要であると認識しております。これも船木

さんにご説明いただきましたけれども，インフォ

メーションでは意味がないと。しっかりコミュニ

ケーション，これは双方向的にコミュニケーション

をとること，これが非常に重要でありまして，実は

こういった会議では，結局，この場限りの議論にと

どまってしまうのではないか，そういったことを危

惧いたします。これを継続的にネットワークを通じ

て，いろいろな関係者の方々とコミュニケーション

をとっていくこと，これが非常に重要なことになっ

てまいると思います。

　そして，その場合のネットワーキングの相手でご

ざいますが，これは例えばカウンターパートの皆さ

んとは当然のことといたしまして，それだけでは十

分でない場合もございます。これもアナさんから先

ほどご説明いただきましたが，様々な関係者あるい

は様々な条件，様々な背景，そういったものを考慮

しつつ，法制度整備支援は進めていかなければなり

ません。その場合にやはりできるだけ広くネット

ワークの輪を広げて，情報をしっかり集約していく

こと，これが非常に重要になってまいります。もち

ろん言うまでもなく，カウンターパートとの合意内

容をしっかり果たしていくこと，これは当然のこと

ではございますが，こうした最終的な裨益者に対し

てどのようなアプローチをとっていくのか。つまり，

ネットワークの相手はカウンターパートだけではな

いと申しました。その先にある相手国の国民の方々

とも十分にコミュニケーションをとれるようにして

いく。もちろん簡単ではございませんけれども，こ

の部分，これまで十分にできていなかった，そのよ

うな反省もあろうかと思います。

　そして，カウンターパートの皆さんにはそうした

ネットワーク，そして，広い関係者とコミュニケー

ションをとることが，カウンターパートが目指す大

きな目標に向けた非常に重要な関心事であるという

ことを，カウンターパートと認識をしっかりと共有

することも重要になってまいります。カウンター

パートの方々をないがしろにして，ほかの人たちと

コミュニケーションをとることがいいと申している

わけでは決してございません。ただ，カウンターパー

トの方々にとっても，最終的な裨益者へのアウト

リーチ，これを重大な関心事としており，そこに役
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に立つ，そうした活動になっていくと。そのように

カウンターパートの方々と合意した上で，ネット

ワーキングを進めていかなければならない。これは，

繰り返しですが，継続的なものであり，直接的なも

のであり，双方向的なものでなければならない，そ

のように考えております。

　以上，２点お伝えいたしました。

【渡部】　佐藤様がＪＩＣＡで活動されていらっ

しゃる中でお持ちの問題意識について語っていただ

き，またコミュニケーションというキーワードも出

てきたように思います。

　そこで，岡垣様に少しお伺いしたいんですけれど

も，ＳＤＧｓとは非常に抽象的な概念ですが，これ

を発信することにどういう意義があるのかについて

お伺いをできればと思います。そして，その後，コ

ミュニケーションというキーワードが出ましたの

で，午前中にコミュニケーションの重要さ，それか

らパートナーシップの重要さについてお話しいただ

きましたアナさんにもコメントをいただき，その後，

船木様，コミュニケーション部門，広報，広告代理

店でご専門でいらっしゃいます船木様にもコメント

をいただければと思います。まず，岡垣様，お願い

いたします。

【岡垣】　簡単に申し上げると，まずＳＤＧｓにつ

いて，国民に発信していくことがどうして重要なの

かというのは，やはりＳＤＧｓというのは先進国の

みの目標ではなくて，先進国及び途上国の目標，全

ての人の目標であると。あと，関わってくる人々と

いうのもＮＧＯであったり，あるいは民間セクター

であったり，政府であったり，ありとあらゆるアク

ター，ステークホルダーがかかわってくると。こう

いう人たちが自分の問題であるとそういう意識を

持って取組んでいくこと，あるいは日々生活してい

ることの中にＳＤＧｓに関わることがあると。そう

いうことによって，自分たちの行動意識が変わって

くる，そういうことを促すことが目的です。

　そして，そのためにはどういうふうにしてわかっ

てもらうか。まず，ＳＤＧｓ，ＳＤＧｓと言って名

前を覚えてもらうだけではだめでして，そこをさら

に一歩ＳＤＧｓという言葉になれてきたら，例えば

目標の１というのは貧困削減なんですが，我々の身

近な問題として今，日本では子供の貧困というのが

問題になっています。こういった子供の貧困，身近

な問題，これもＳＤＧｓの一つですよと。あるいは

食事をする前に手を洗います。これは水と衛生の問

題，ＳＤＧｓの目標の６にかかわってきます。例え

ば目標の８についても，ディーセント・ワークとい

うのは今まさに官民挙げて働き方改革をやっている

ところですので，こういった問題というのが自分た

ちが少しずつ改善することというのが実はＳＤＧｓ

の達成に貢献しているんだと。こういうふうに一人

一人の国民の方あるいは企業の方が自分の問題とし

てこれを捉えて，行動をとる，そういうことを促し

たいと，そういう思いから，私どもは国民にわかり

やすく発信すると，こういうことに取組んできてお

ります。

【渡部】　では，アナさん，コメントいただけますか。

【グラッサ】　この機会を捉えまして，大臣に感謝

をしたいと思います。法務省及び法務大臣にはお招

きいただきましたことを感謝いたします。私及びア

レハンドロをお招きいただきましてありがとうござ

いました。

　今までの議論の中でメッセージを伝える，コミュ

ニケーションの話をしてきましたけれども，ＵＮＤ

Ｐの経験から申し上げますと，特に国のレベルにお

きまして，課題というのは必ずしもメッセージを伝

えるということだけではないんです。といいますの

も，メッセージを伝えるというのは私たちの主要な

目標じゃないんです。私たちが仕事をするときには

パートナーとその国で仕事をするときはそれが目的

じゃない。課題は多くの場合，何かといいますと，

実際にインセンティブを提供して，正当性を提供し

て，国のカウンターパートに対して，もしくは国の

当局に対して，例えば司法部門にいる人たちに対し

て説明をすることなのです。つまり，その国は確か

に今，長期の改正，改革を行っていると。これはし

ばしば，市民にとってはなかなか具体的に見えてこ

ないわけです。何が起きているか，ちゃんと理解し
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てもらえないわけです。私たちの法の実務家以外は

なかなかわからないわけです。改革が進んでいる間

には，特に，例えば危機の文脈の中で，そのような

国々において，移行している国々，今までの体制が

独裁主義だったのが民主主義に変わろうとしている

中でちゃんと伝えていくと，情報を共有すると。そ

れもその市民と情報を共有する。どういう改革が進

んでいるかということを伝えるというのが一番重要

なんだと思います。これは一緒に協力ができるんで

はないかと思います。

　多くの場合，私たちはＵＮＤＰとしては，私たち

は長期の開発機関でありますので，私たちの仕事の

内容というのは当然ながら，当国政府やその他の

パートナーと協力をして，その中で一緒に公共発信

戦略というのをつくって，当然ながら人々というの

は司法を求めている，説明責任を求めているわけで

すから，小さな前進があれば，それを見ることがで

きるわけです，その改革が進んでいる中で。これが

私たちが考えている重要なエンゲージメントです。

コミュニケーションというのは当然ながら，私たち

は人間であるわけですから，夢があるわけです。こ

れらの国々においては，人々は進展を見たいわけで

す。どういうような，指導者がどんなことをしてく

れているかということを知りたいわけですから，そ

ういう意味ではその分野で私たちはカウンターパー

トと一緒に協力をして，そのようなパブリックイン

フォメーションのキャンペーンを国民のために行っ

ています。

　また，国のレベルにおいて，私たちにとってとて

も身近で重要だと思っているのは，例えば私たちが

プロジェクトを作成する際に最も重要なのは，実際

に一体国民が何を必要としているのか，何を求めて

いるのか，その国の市民の夢は何かということを知

ることです。評価もしくは人々の認識の調査をする

ことによって，司法が例えば女性にとって，例えば

農村に住んでいる女性もしくは山岳部に住む女性に

とっての意味は何か。もしくは都市に住んでいて，

アクセスがある人たちにとっては，認識は違う，イ

メージも違うでしょう，概念も違うかもしれません。

ですから，その中で測定をしようとしています。評

価をしようとしているんです。その上でプロジェク

トの目標設定をするわけです。一緒に達成したい目

標を設定して，そして，戻ってきてフィードバック

を得たいと思います。といいますのも，人々と関与

しますと，人々の期待も高まります。ということは

常に対話をしてフィードバックをもらわなければい

けません。

　国際レベルにおきましては，私が共有したいと

思っておりますのは，私たちの声というのがよりパ

ワフルになるのは私たちの声が重なったときです。

ですから，こういうふうなシンポジウム，例えば法

遵守文化のシンポジウムは，ＪＩＣＡと，それから

去年，ニューヨークで司法省と法務省と一緒にやっ

たのも一つの例です。これによりまして，やっぱり

人々のこのトピックに関する関心が高まります。

ニューヨークにおきましても，政治のコミュニ

ティーにおきましても，なじみのないトピックで

あって，当然そうでしょう。これは日本の力である

と思います。日本の非常に大きな特徴だと思うので

す。この法と社会の関連というのは日本にとってと

ても特徴のあるものでありますから，ぜひ喜んで日

本と一緒にやっていきたいと思っている一つの例で

す。これは国際レベルでもやっていきたいと考えて

いるものです。

　同僚もここに来ていますけれども，例えば年間の

法の支配の会議，これはＵＮＤＰのミーティング

じゃなくて，国連と加盟国と市民社会の会議なんで

す。一緒に集まって１週間かけて議論をするんです。

どんな課題に私たちが直面しているかという議論を

する。結果についてじゃないです。自分の自己評価

を高めるためとか，自分を高めるために，自分をア

ピールするためにやるんじゃなくて，どういうよう

なチャレンジ，どんな課題に国々が直面して，法の

支配を確立するためにどういうことをやっていて，

どういう支援が必要なのかという議論をするんで

す。こうやって議論を国際レベルですることによっ

て，重要な政策問題についての議論をするというこ

とが我々にとってもとても重要だと考えています。
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コミュニケーションとはいいませんけれども，パー

トナーシップづくりですね。経験を共有することに

よって，パートナーシップづくりをするということ

です。一緒に成長をしていくということです，我々

の仕事の中で。

　それから，ここに招かれましたのは，幾つかの提

案もしてほしいということだったと思います。参考

になりそうな勧告をすると。例えば日本が法制度整

備支援をする上でどういうメッセージを発信するか

ということですけれども，現場において，日本や日

本の専門性や技術の専門家がどんな形で地元になじ

んで，地元の言語を学びながらつながっていくこと

や，一緒に仕事をしている地元の人たちとつながっ

ていくということを見てきました。ほかの国々より

もよりなじんでやっていくというのは日本の力だと

思いますし，私にとりましても，これはやはり法遵

守文化に関連していると思います。相互の交換，相

互の学習，交流を通じての学習です。そういったこ

とをなさっていらっしゃったと理解をしています。

日本が活動するコミュニティーではそのようなこと

をなさっていらっしゃったと。

　それから，今日も，いかに日本が国際会議に参加

をしているかという話も聞いておりますけれども，

日本というのは非常に強い招集力を持っていると思

います。日本が開催をした大きな国際会議，ＴＩＣ

ＡＤというものがあります。それから，女性のＷＡ

Ｗ！という会議があります。これも法制度整備支援

に関連しているものでありまして，非常に大きな成

功をしていらっしゃいます。ですから，日本が持っ

ている招集力，日本の能力，国々を集めてまとめて

いく力というのも日本の力だと思いまして，これか

らさらに強化していただきたいと思います。

　それから，最後，ＳＤＧｓの話がありました。首

相が強いＳＤＧｓのプロモーションを日本で進めて

いらっしゃると伺いました。これも法遵守文化に関

連していると思います。アレハンドロが今朝仰いま

したけれども，日本が持っているユニークな力，日

本の持っているアプローチを法遵守文化とつなげて

ＳＤＧｓにつなげていくと。１６番の目標が特にそ

うですけれども，どのように平和と公正な，包摂的

な社会づくりにつなげていくかというのは一つの

チャンスだと思いますし，これはぜひ強化していた

だきたい日本の力です。

　それから，最後に一言申し上げさせてください。

ちょっと思っていたんですけれども，本日車でホテ

ルからこの連絡会の会場に向かって行く途中で，オ

リンピックのパンフレットを見ました。そういうよ

うなメッセージをつくると，ユニティーとダイバー

シティー，統一性と多様性，非常にパワフルなメッ

セージだと思います。ＵＮＤＰ，国連におきまして

も，これは標準的なメッセージ，いつも私たちはそ

こに参照してスピーチでも使うようにしています。

我々の活動でもいつでも使っている標準型のメッ

セージがありますけれども，２０２０年オリンピッ

クの統一性と多様性というメッセージというのは非

常にパワフルなメッセージだと思いますので。あり

がとうございました。

【渡部】　船木様，コメントいただけますでしょうか。

【船木】　今の，アナのすごい，すばらしいトーク

でした。感激しました。というか，皆さん，かたい

ですよね。今，アナが言って大事だったことは対話

とか学習とか学びとかと言っていたじゃないです

か。今日一日ダイアローグできているのかというの

が，ごめんなさい，僕，すごく乱暴な言い方をしま

すけれど。僕，ファシリテーションとか場づくりと

か案外やるんですよ。今日，一日ずっとお聞きして，

僕のトークもそうでしたけれども，基本的には自分

の思っていることを言いっ放しに近くて，それをど

う思ったかとか，そこからどうインスパイアされて

こう感じたよというふうなことが実は余りなかった

なという気がしています。少し乱暴なことを申し上

げます。ただ，僕はこういう国際会議的な，ある種

こういうパブリックでオフィシャルな国の会議は久

しぶりに僕来ているのであれですけれども，もう少

しインタラクティブであってもいいんではないだろ

うかと。

　実は日本の法制度整備支援のすごく大事なことは

寄り添い型だと。今，アナもおっしゃったように，
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外国の現地へ行って，一緒になってなじんで相手の

方と対話して，コミュニケートして，その国のイメー

ジ，ゴールを手にするということに対して一緒に

なってやっていく。しかも，そこに法遵守の精神が

あるからこそ，日本がそういうことにおいてリード

できるんじゃないかというふうにお話をいただいた

んだなというふうに思って，そうだよな，俺たち良

いよなというふうに皆さん，思っている場合じゃな

いですよということなんです。それがこの場で実現

できていないということはどうなんですかという話

も，実は申し上げたいなというふうに思っています。

すみません，びっくり水の役なので，わざとこうい

うことを言っていますけれども，後で批判しないで

くださいね。そんなことを，ちょっと問いを立てる

のが僕の仕事だということでお許しをいただきたい

と思っています。

　実はコミュニケーションのお話も，話すと１時間

とか２時間しゃべらないといけない領域でありまし

て，例えばＳＤＧｓの件に関して言うと，基本的に

アウェアネス，ようやくまず社会の認知を得ました

という段階なので，この後，僕の専門でいくと行動

変容，態度変容まで行くまでは，実は中間目標をま

だあと幾つも置かなきゃいけないんですね。そうい

うことの中でどういうふうにやっていくかみたいな

話が当然あるわけであります。それは一人の力では

できなくて，逆に言うと，社会全体の物語をどうデ

ザインするかという話に今度なってくるわけです

ね。一人一人の物語をどういうふうにデザインする

か。

　リーダーシップということを皆さんはどういうふ

うにお感じになりますかということに裏返すとなり

ます。誰かが何かを決めてくれるリーダーシップで

はなくて，これから今，協働，パートナーシップの

時代，１７番，１６番もそうかもしれませんけれど

も，これをなし遂げたのは私たち自身であると，我々

だと。一人一人がこれをなし遂げたということに対

してコミットメントできるような物語がつくれるか

という話であります。これをグローバルの観点で見

るか，あるコミュニティーの中で考えるか，それは

縮尺が変わります。オリンピックがあると突然，み

んな日本人になったりしますからね。隣町の隣村と

えらい喧嘩ばかりしているのに，長野県も隣と仲い

いか悪いか余りわかりませんけれども，でも，オリ

ンピックになればとか。あと，ワールドカップで，

この間ラグビーもね。ラグビーなんか別に日本人

じゃなくてもとか，日本国籍であるかどうかは別と

しても，ジャパンにかかわっていただいていると，

ある種３年とかでしたっけね，ちょっと僕余り詳し

くないんですけれども，であれば桜のジャージを着

てくれて，一緒になって涙が流せるという物語じゃ

ないですか。実はそういうふうにコミュニティー

だったり，コミュニケーションをとろうとする集団

としての，グループとしての縮尺は幾らでも変えら

れるんですね。何か一つのメッセージで一つの色に

全体を染めようなんてことではなくて，相手の状況，

自分の状況，それをお互いで持ち寄って対話して理

解し合った上で，ゴールに向かってそれぞれ今何が

できるだろうかと，これこそコミュニケーションで

あります。

　実は僕，今日のこのチラシも含めて，日本語の中

での「発信」という言葉はやめたほうがいいよと何

度か僕言っているんだけれども，結局発信になっ

ちゃっている。発信というのは自分は変わらないま

ま，ただ出すというイメージがどうしても日本語上

強いんですね。

　今日，キーワードで僕，実は学習とか学びとか振

り返りと出ていたと思うんです。これから，本当に

日本社会で今一番，世界で一番大事なのは実は学び

とか学習なんだと思うんです。社会教育という領域

があって，経験学習という概念をここでお話しして

理解いただけるかどうかちょっとわからないんです

けれども，学びというプロセスをぜひ本当の意味で

皆さんの手で手にしていただきたい。今日は実は語

られたのは学びの話なんですよ。日本型の寄り添い

方の法制度整備支援というのは，一方的な押しつけ

ではなくて，恐らく両者の関係性の中から生み出さ

れていくものだと。実は支援という言葉に僕ちょっ

とかみついたというか，ひっかかったのは，どうし
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ても自分たちは変わらないんですよね，支援してい

る側は。違うんですよね。関係性の中から自分たち

の意味をリフレクションして，自分たちもこの経験

を通じて何かを学んだ，経験したということこそが，

相手国を含めて，伝えるべきことなんじゃないかと

僕自身は思うんです。自分たちがこの経験を通じて

変われた，変わってきた，ないしはこれからも変わっ

ていくんだと。その結果として，こういう経験を我

が国はしているから，皆さんにこの思いをシェアし

たいんだと。多分そういうたたずまいが必要なん

じゃないだろうかというふうに思います。実はこれ

法制度整備支援の話じゃなくて，日常の夫婦間の会

話かもしれませんけれども。実はこういうことのた

たずまいがコミュニケーションという領域には

ちょっと必要だということであります。ちょっと僕，

法の分野でそんなテクニカルな話の領域において，

そうかどうかは僕ちょっとわからないので，ここは

大分アバウトで逃げますけれども，コミュニケー

ションというのは実はそういうことであります。

　僕も，地球環境パートナーシッププラザという，

環境省さんと国連の大学さんで一緒にやっているア

ウトリーチの団体の運営委員をずっとやっているの

で，実はＳＤＧｓもずっとかかわってはきているん

ですね。幾つかの自治体もＳＤＧｓは総合計画に書

いて，長野県も来年度から始まる総合計画に基本的

に入れていくんですけれども，まだなかなかマーク

とシールしか貼れていなくて，それの本当の意味の

リアリティーがまだ生み出されていないので，これ

からかなとは思いますけれども，やはりグローバル

に社会がどうあるべきかという一つの大きな物語に

対しての一つのフラグであることは間違いがないと

思います。そういうことに対して，ルール・オブ・

ローといいますか，法がどういうような機能，役割

を果たせるのかというのは，実はすごく大きな物語

の重要なポイントかなと思っています。

　そのときに，法の業界の人たちは，法に関わって

いる人たちは，ルール・オブ・ローで多分通じるん

だろうというふうに思うんですが，それをどういう

ふうに伝えるべきことなのかというのは僕にはわか

りません。ガバナンス・オブ・ローという概念かな

とかとちょっと，英語が得意じゃないんで，それが

正しい言葉かどうかわかりませんが，自らが何かに

よって，ないしは何かを信じていると。それによっ

て自らが律されていくというのかな。何かそういう

感覚もありながらも権力を縛るという観点の意味に

おいては，ルール・オブ・ローという概念があるん

だという，多分そういうような捉え方なのかなと

思っています。

　最後に，僕自身の経験で申し上げると，尼崎市役

所で５年間，１・１７なので，阪神・淡路の大震災

があったばかりの日にちの追悼みたいな話もつい

あったばかりですし，３・１１もそうですが，避難

所の支援とかやっぱりするわけですよ，自治体であ

りますとですね。そこでやっぱり起きて，経験した

ことは何かというと，避難所の運営に関して色んな

ことが起きます。本当に緊急時で大変なことが起き

ます。でも，うまく行っている避難所と，大変なこ

とになって要求ばかりしている人たちが集まってい

る避難所の違いは何かというと，ちゃんと自分たち

でその避難所運営のルールを自らが作っていく避難

所はすごく穏やかで，全然問題も起きなかったり，

ないしはそういう芽があるとちゃんと摘むようなこ

とになったりするという経験をしてきました。自分

たちで作ったルールは自らが守るというようなこと

がやっぱりすごく重要なことのベーシックなものか

なと。このコミュニティー，自分の所属していると

ころのルールは何だろうと，それを一緒になって作

れて，それを信じて守っていこうよって，多分そう

いうことなんじゃないだろうかなと。まさに今，自

治とか学習とか学びとか協働とかパートナーシップ

とかというのが，本当の意味で重要な時代になって

きているというのが，今の社会の，世界のこの状況

を見て，すごく感じることであります。

　その意味において，安全保障の根本である法とい

う概念をお持ちである皆様こそが，社会に対して，

世界に対してメッセージすべきことというのはきっ

と沢山あるんだろうなというのが今日改めてここに

来て感じたことであります。
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【渡部】　ダイアローグということに関しては，こ

れから，約１５分間で皆様の質問を受けながら，で

きる限りダイアローグをしていきたいと思っており

ます。

　また，ルール・オブ・ローについて，この部屋は

皆，共通認識があるだろうとおっしゃいましたけれ

ども，果たしてそうなのかということについても疑

問なしではないように思います。

　時間管理が得意だと言いながら，なかなか時間が

なくなってまいりましたが，質問を，あるいはコメ

ントをいただきたいと思います。まずは，大阪会場

にお願いいたします。

【司会（東尾）】　大阪会場です。では，こちらから

お願いいたします。

【身玉山】　大阪会場の身玉山宗三郎と申します。

大阪観光大学で准教授をしています。インドネシア

の法制度整備支援にかかわったことがあります。外

務省で専門調査員，ＪＩＣＡでインドネシアの司法

改革支援企画調査員として務めさせていただきまし

た。幾つか，二，三点簡単にコメントなんですけれ

ども申し上げたいと思います。

　まず第１点は，いただいた資料で重大な誤植とい

うか，誤訳があるので指摘します。今の後半の日本

の法制度整備支援を誰に，何を，どう発信すべきか

という点なんですけれども，これは僕は誤植だと

思っていて，今回の趣旨から言うと，日本の法制度

整備支援が持っているメッセージを誰に，なぜ，何

を，どのように発信すべきかとすべきだったと思い

ます。その点，英語が正しくなっています。ですの

で，先ほどの伊藤副部長は，あたかも日本が法制度

整備支援をやっていますよという事実が知られてい

るか，いないかということを問題にされていました

が，そういうことではないと思いました。

　次に，中身の話で，私のほうからちょっとミクロ

の指摘をさせていただきたいと思います。日本の法

制度整備支援が持っているメッセージを日本語に言

いかえると，日本の法制度整備支援の狙いと言いか

えることができるのではないかと思います。その狙

いというのは各プロジェクトによって違うわけです

ので，誰に，なぜ，何をという部分はその狙いによっ

て変数として変わっていくものだから一言では言え

ないと思います。私の場合は，インドネシアで，和

解調停制度整備支援とか知的財産の制度整備支援を

しております。先ほど佐藤先生がメッセージのお話

をなさっていて，隔世の感があるなと思ったんです

けれども，２００７年から２００９年の２年間で終

わった和解調停制度支援というものがありまして，

その後段でインドネシア側もプロジェクトチームを

ソシアリザシーといって周知することが必要なのだ

ということを強く申し上げたんですけれども，その

２年のプロジェクトはうまく行ったから，そんなも

のはしなくていいのだというふうにおっしゃったの

はまさに佐藤先生だったので，隔世の感があるなと

思いました。そのときもＤＶＤなどで動画などをつ

くったんですが，余り普及する機会を持つことはで

きませんでした。ですので，どのように何を発信す

べきかという点については，どう制度がよくなった

のか，何が改革されたのかという点，そういうこと

を制度の，我々がかかわった制度改革された制度の

ユーザーに対して発信していくというのが必要で，

本日，上川大臣が来ておられますので，上川大臣は

国会議員でもあられますから申し上げますと，ぜひ

予算化してほしいと。プロジェクトにこの発想を必

ず組み込み，発信するところまでプロジェクトで持

つということを申し上げたいと思います。

　最後，さっき学びという言葉があったんですけれ

ども，それはおっしゃるとおりで，最近私，観光大

学ということで，日本の観光政策がインドネシアの

観光政策にどう役立つかという観点から論文を書き

始めたんですが，最終的にはどういう論文になった

かというと，日本の観光立国推進基本法には観光に

ついての法的な定義はほぼない一方で，インドネシ

アの観光法，タングーパリシタタンというものは，

観光というものの法的定義が３つの言葉に分解され

て詳しく定義されていると。そういったことを日本

のほうが学ぶ必要があるのではないかというような

結論の論文になったところでありますので，これは

私がインドネシアの法制度整備支援に携わったとい
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うこととかかわりますので，お互いの学びという言

葉は非常に大事だと思いました。

【渡部】　実際のご経験に基づくコメントをいただ

き，ありがとうございました。では，東京会場のほ

うで，原先生，お願いいたします。

【原】　ありがとうございます。私，弁護士の原と

申します。２０１４年１２月から西アフリカのコー

トジボワールに現地専門家として赴任しておりまし

て，昨年の４月に戻りました。これは副理事長から

ご紹介いただいた案件でございます。

　それで，日本の法制度整備支援のメッセージとい

うことでいろいろお話も出て，それからＳＤＧｓの

お話も出たのでと思ったんですけれども，私，なぜ

そもそもアフリカに行ったか。アフリカに対する本

格的な法制度整備支援の専門家として送られるのは

私が１人目だったんですが，それは先ほどアナさん

からもご紹介のあった２０１３年のＴＩＣＡＤ５

で，平和と安定した社会を構築するということが柱

の一つというふうに新たに決まったと。そのことで，

その流れで私がコートジボワールに司法アドバイ

ザーとして行くことになりました。現地で最初にド

ナー会合に出たときに大変好意的に迎えられまし

た。どのドナー，フランス，米国，それからＥＵ，

それから数々の国連機関，ＵＮＤＰからも大変歓迎

していただきました。ただ，私，２年４カ月の間，

支援の現場にいながら，毎日，なぜ日本がここでこ

ういう支援をするんだろうということをずっと頭の

片隅で考えている，そういうこともありました。要

するに非常に遠いんですね。なぜ，ここでこういう

支援を自分がやる，このことの意味があるかと。そ

れから，ここに来てこういう支援をしているからに

は，日本が支援してよかったという形にしたいと思

い，色々工夫を凝らして，一応形になったとは思っ

ておりますけれども，その中で米国でもない，フラ

ンスでもない，それからＥＵでもない，国連機関で

もない，日本だからできる支援とは何だろうという

ことはずっと考え続けるわけでございます。

　それで，今日，日本の支援については大分いろい

ろ深い議論がなされましたが，やはり経験共有，そ

れから，人づくりというところにつながる支援，こ

れは恐らくコアだと思っていまして，私もそこには

気をつけながらやっておりました。それで，こうい

う日本の支援をするということは恐らく良いことな

んだと思うんですよ。ただ，世界中の全ての国にこ

の支援をすることもできないし，それから，いわゆ

る選択と集中というのはどうしても必要になると思

います。それで，私は現場でいたときには，いつも

自分が今ここにいて，この支援をしているというこ

と自体がいわばメッセージであるような，そういう

印象というのを受けておりました。ですので，恐ら

く今も当然ですけれども，沢山のアジアを中心とす

る国々でそれぞれのプロジェクトが行われているわ

けですけれども，プロジェクトが行われているとい

う，プロジェクトを行っているということ自体が

我々から送っているメッセージという見方というの

が一つできるんだろうと思っておりまして，ちょっ

とこの点は言及したかったところです。

　それから，持続可能な開発目標，今日はずっと紹

介されておりますけれども，この１６．３にあらゆ

る人への平等な司法アクセスの実現というのがあり

ます。私がかかわらせていただきました司法アクセ

ス改善支援のためのコールセンターの設置というの

をいたしましたけれども，これはこの１６．３の恐

らくど真ん中ストレートだろうと自分のほうでも

思っておりまして，これはちょうど先週土曜日に，

持続可能な開発目標１６．３を実現する効率化の国

際協力というお題で，ある団体のために私が話をさ

せていただきました。参加されたのはほとんどが大

学生の方でしたけれども，後でいただいたアンケー

トを見ましたら，ＳＤＧｓに関心があったから参加

したという方もいらっしゃいました。

　この１６．３ですけれども，気をつけて見てみま

したけれども，なかなか例えば新聞などでこの

１６．３について紹介されている一般的な記事とい

うのは余りというか，ほとんど見たことがないと思

いますが，法制度整備支援の関係などでこれとリン

クづけなどが今後なされてもよいのではないかなと

いうふうに思っております。
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【渡部】　先ほど物語という話が船木さんから出ま

したが，恐らく原先生はコートジボワールで活動な

される中で非常に大きな物語をお持ちなのではない

かと思っておるところです。ぜひ機会がありました

ら，それを皆にシェアしていただければと思います。

【佐藤】　申し訳ありません。その物語のシェアに

つきましては，今，原さんのコートジボワールの活

動も含め，本当に先生方，関係者の皆様にずっと支

援いただいて，沢山のエピソードがございますので，

それをまとめた書籍を現在つくっておりまして，今

年４月に「世界を変える日本式「法づくり」」とい

うタイトルで発刊される予定でございますので，ぜ

ひその物語を皆さんのお手元で確認をしていただき

たいと思います。ありがとうございます。

【渡部】　そうしましたら，終わりの時間も迫って

まいりましたので，今日のパネルに出ていただいた

皆様から，皆様１人１分でお願いできますでしょう

か。岡垣様からお願いいたします。

【岡垣】　ありがとうございます。

　私はＳＤＧｓの広報という観点から，今日はお話

をさせていただきました。ＳＤＧｓというのはまさ

にふわっとした，一般の方にはなかなかわかりにく

いもので自分自身に関係ないと。余り自分と結びつ

けて考えないような国際的な課題であると思ってお

ります。法制度整備支援，日本がこれまでやってき

た支援，協力というのは非常に現地で評価され，な

おかつ非常にすばらしいことをやっていると。これ

をまさに本日の議論を踏まえて，どんどん発信して

いく。メッセージをいかに，どういった対象に伝え

ていくか，こういったことを今後また皆様と一緒に

考えていければよいと思っております。

【佐藤】　法制度整備支援の特徴といいますのは，

私はその一つは関係者の多さにあると思っておりま

す。余りにも沢山の方々に支援頂いて，支援という

のはこの活動を支えていただいていますので，確か

にこれまでダイアローグあるいはコミュニケーショ

ンというものが十分にとれたのかというところは，

大きな反省ないし教訓として残しておきたいと思い

ます。今日，指摘いただいたことを含めて，今後改

善をしていかなければならないところだと思ってお

ります。ただ，関係者が多いからこそ，そのパート

ナーシップによって大きなインパクトが生じるので

あろうと，そのように信じております。それがいか

に難しいことであれ，我々はそこに向かって努力し

ていく。それがひいては途上国の人たちの幸せ，そ

して我々の幸せにつながっていくんだろうと思って

おります。ありがとうございます。

【船木】　いろいろ失言や暴言，心からおわびを申

し上げます。人生で初めてこんなに法のことを考え

る３カ月をいただいて，僕としてはすごい良い経験

を頂きました。法のあり方とか，改めて自分自身の

生活が法によって守られている，支えられていると

いうようなことに普通の人，一市民として感じる機

会となりました。失礼な申し上げ方をしたのは本当

に問いを立てるというのが私の仕事であるというこ

とにおいて免じていただいて，今後ともよろしくお

願いしたい。また皆様のお仕事，ご活動がより発展

することを心より願って，今日はよい機会をいただ

きました。どうもありがとうございました。

【グラッサ】　１点，最後に私の印象です。非常に

豊かな議論をしました。充実した議論でした。最後

になって，結局我々法律家であり，法律専門家であ

り，検事であり，弁護士であり，決してコミュニケー

ションの専門家でもなく，ベストな形で物語を語る

専門家でもありません。ですから，やはりそういっ

た物語を語るという力に頼らなくてはならない。し

かも，それがすごいインパクトを及ぼすんだ，人の

心，人の考え方に影響を及ぼすんだということを実

際に目の当たりにしているわけです。ですので，日

本発信のもっと沢山の物語，法制度整備支援の物語

をこれからもいろいろ聞きたいと思います。改めて

ご招待ありがとうございました。

【伊藤】　本当にここまで，今日の法整備支援連絡

会も無事に来れてほっとしております。ちょっと変

わったテーマではありましたけれども，本当に多く

の皆様からいろいろなご示唆をいただいたというこ

とで，改めて御礼を申し上げたいと思います。

　本日のキーワードの一つ，コミュニケーションで

ICD NEWS　第75号（2018.6） 143



あったと思いますけれども，こういったコミュニ

ケーションの場があって，皆さんからいろいろなご

示唆をいただくということで，その重要性を改めて

感じているところでございます。私どもとしまして

も，引き続き法制度整備支援について，皆様のご協

力を頂きながら，今日，これでこのテーマのシンポ

ジウムは終わりですけれども，今回のこのことをま

た次につなげていけるように頑張っていきたいと思

いますので，引き続きご指導，ご協力をよろしくお

願いいたします。ありがとうございました。

【渡部】　一つ申し上げます。アナとアルバレスが

早速今日の連絡会の様子を写真入りでツイッターに

ツイートしてくれました。非常に早い発信だと考え

ております。ありがとうございます。発信の早さと

いうのも一つのポイントにはなるのかもしれません。

　長時間にわたり，皆様ありがとうございました。

こうやってこの場を持ったことが，日本の法制度整

備支援において物語の一部になればいいなと思って

おります。長時間，パネリストの皆様どうもありが

とうございました。会場の皆様もどうもありがとう

ございました。（拍手）

【司会（梅本）】

　パネリスト，モデレーターの皆様，ありがとうご

ざいました。

　それでは，ここでＪＩＣＡ理事の前田秀様より，

本連絡会の総括をいただきます。

前田秀ＪＩＣＡ理事　総括

【前田】　本日は上川法務大臣のご臨席も得まして，

終日，日本の法制度整備支援の発信力をテーマに沢

山の方々にご議論いただきました。最後までご出席

いただきましたことに改めて御礼を申し上げます。

　午前中は私どもＪＩＣＡの副理事長の越川，また

国連事務総長室法の支配ユニット長のアレハンド

ロ・アルバレス様の基調講演がございました。また，

午後におきましては，ＵＮＤＰのグラッサ様，それ

と博報堂の船木様のプレゼンテーションに引き続き

まして，２部に分けて，法制度整備支援の持つ価値，

またそれをどのように伝えていくのかという論点に

分けまして，パネリストの皆様にご議論をいただい

たところです。会場の皆様のご参加も得まして，活

発なご議論をいただいたことにつきましても重ねて

感謝いたします。

　第１部におきましては，アルバレス様より，法の

支配に関する３０年間の協力を踏まえて，我々の経

験と法の支配に関する支援の効果について学ぶこと

にもっと努力しなければいけないと。ＳＤＧｓは逃

すことのできない機会であるといったことのご講演

をいただきました。法制度整備支援が国際的な視点

でＳＤＧｓ１６の達成に貢献する事業であること，

また人間の安全保障の具体化と法遵守の文化の浸透

の重要性，さらには政治的リーダーシップの必要性

も強調されたところであります。

　また，よく指摘をされますけれども，日本がアジ

アにございます非欧米国として，欧米の法制度を取

り入れたという経験に基づきまして，各国固有の文

化，社会的背景を考慮に入れた上で長期的な変化を

促すアプローチをとっていることの価値が改めて確

認できたと思います。

　さらに，日本から検察官，裁判官，弁護士出身の

法律家の方々が長期専門家として派遣されまして，

日常ベースでの関係を構築することによりまして，

当初期待していなかったメッセージが伝わったと。

あるいは予想外の価値を一緒に見出したといったこ

となどの日本流の協力のよい点も実際の事例をもと

にご指摘いただいたとおりであります。

　それから，ＵＮＤＰのグラッサ様からは，各国で

の支援の実例をご紹介いただくとともに，持続可能

開発は平和をサポートし，その逆も成り立つと。そ

して，司法制度が個人生活と社会の質を向上させる

ために存在すると信ずること，これが日本が見本で

ありますけれども，法律を遵守する文化の本質であ

るというお話がございました。

　一方，博報堂の船木様からは，本日のテーマであ

る発信力に関連いたしまして，法によって実現しよ

うとするもの，これは平和な社会ということでござ

いますけれども，これをよく考えて，対話をする相

手の文脈を理解して共同作業としてわかり合うとい
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うことの大事さをご指摘いただきました。上から目

線でない言葉も大事ということも言ってくださいま

したけれども，我々といたしましては，法制度整備

支援がコンテクストも含めて物語として伝わってほ

しいということで受けとめていきたいと考えており

ます。

　また，それを受けまして，パネリストの方々がしっ

かりと船木様の言葉を受けとめて議論が進んだとい

うのは非常によかったというふうに思います。もち

ろん，課題は多々ございますが，現場ではコミュニ

ケーションもよくできているように思いましたし，

むしろ日本の中あるいは相手国の専門外の方々にこ

の価値に気づいてもらうということ，継続的なアウ

トリーチを行って，沢山の関係者をインボルブして

いくということが課題なのではないかと思いまし

た。外務省さんも非常に頑張って，ピコ太郎まで担

ぎ出して頑張っていただいて非常にいいんですけれ

ども，大事なのは中身なのだろうというふうに思い

ます。

　また，共通言語を使うということも忘れてはなら

ない重要な視点だろうと感じました。

　私どもＪＩＣＡは一昨年１２月に，当時ＵＮＤＰ

にいらっしゃいましたアルバレス様と，グラッサ様

を初めとするＵＮＤＰの法の支配チームの皆様と一

緒に，ニューヨークで法遵守の文化をテーマとしま

した共同のシンポジウムを開催したところでありま

す。本日の皆様からのご発表におきましても，この

共同シンポジウムでの議論を受けて，国際的に法遵

守の文化を育む必要があるというご指摘がありまし

たけれども，法制度整備支援が持つ価値の一つとし

て情報発信できるものだと私どもとしては考えてお

ります。その点が確認できたということは本日の成

果だろうと思います。

　先日，ＪＩＣＡ理事長の北岡が上川大臣を表敬さ

せていただきましたけれども，その際にも日本の法

制度整備支援につきまして，国際場裏での情報発信

の重要性が確認された次第であります。今日の充実

した議論をＪＩＣＡとしても，法務省，それとほか

の関係機関の皆様，さらには相手国のパートナーと

ともに，今後の我々の仕事に反映させていただきた

いと思っております。

　改めまして，本日は大変ありがとうございました。

（拍手）

【司会（梅本）】　続きまして，上川陽子法務大臣か

ら皆様にご挨拶を申し上げます。

上川陽子法務大臣挨拶

【上川】　皆様，本日は午前，午後と長時間にわた

りまして，法整備支援連絡会，このシンポジウムに

ご参加をいただきまして，誠にありがとうございま

した。私は途中からの出席でございましたが，ただ

いまの最後のパネルにおいて，午前中のご議論も踏

まえた形で大変密度の濃いダイアローグが行われた

ものというふうに思っておりまして，最後のこの場

面に間に合ってよかったなと，こんな思いで今聞か

せていただいたところでございます。

　国際連合の事務総長室のアルバレス様の基調講演

については，残念ながら伺うことができませんでし

たけれども，後ほどまた内容につきまして拝見させ

ていただきたいと思います。

　また，国連の開発計画のアナ・グラッサ様におか

れましてはプレゼンテーションをしていただき，た

だ今は大変角度の鋭いご指摘をいただきまして，大

変ありがとうございました。

　この会場は東京の会場でありますが，大阪の会場

にもご参加をいただいておりまして，恐らく時間が

許せば，もっともっとご質問もご意見もいただけた

のではないかと思いますが，これはスタートだとい

う位置づけで，また更にこうした機会を多く持ちた

いと思っております。主催者の一機関といたしまし

て，法務省としても心から御礼を申し上げたいと存

じます。

　今回は１９回目の法整備支援連絡会ということで

ありまして，先ほどテーマの設定について，船木さ

んから，発信という言葉については違和感を覚える

という鋭いご指摘もございましたけれども，日本の

法制度整備支援のメッセージをいかに共有し，そし

てコミュニケートしていくのかというのが本論の中
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で打ち出されたのではないかというふうに思ってお

ります。

　私どもも，我が国の法制度整備支援の特徴という

ことについては，様々な皆様のご指摘もございまし

て，寄り添い型の支援であるというところについて

は，自信を持ってこうした方針を貫いてまいりまし

た。そして，そのことの意味ということについて，

しっかりとしたメッセージとして，いろんな方々に

お伝えをしていくということについては，まだまだ

努力が足りないなと思っておりまして，その意味で，

今日のシンポジウムを含めまして，大変有意義な貴

重なご意見を沢山いただくことができました。

　私は今，法務大臣を務めておりますが，ＳＤＧｓ

の国連での取組みにつきましては，先進国，途上国

全ての，政治もそうでありますが，企業も一般市民

の皆さんも同じプラットホームで活動していくコ

ミュニティーであると思っておりまして，こういっ

た共有感の中で法制度整備支援そのものも，ＳＤＧ

ｓで言いますとゴール１６にかかわるところであり

ますが，先ほど来お話がありました人権，ヒューマ

ンライツというところの部分も私どものカバレージ

になっておりまして，このヒューマンライツの部分

はゴール５の女性の活躍でありますとか，ゴール

１０にかかわる部分も不平等な状態を改善していく

という意味でかかわっておりますので，ＳＤＧｓの

ゴールを１６にとどまらず，ほかの部分についても

私ども法務省の政策の中にしっかりと取り込んでい

くということが自分自身の組織そのものの，今行わ

れている業務そのものを改革していくことにもつな

がるのではないかと思っておりまして，その意味で

ＳＤＧｓの重みというものについては深く追求をし

てまいりたいと，こう思っているところであります。

　我が国におきましても，先ほどお話が多分あった

かと思いますが，ＳＤＧｓを達成するために内閣に

総理大臣をトップといたしますＳＤＧｓ推進本部を

設置しておりまして，昨年の１２月２６日でありま

すが，クリスマスの次の日ということでありますが，

推進本部を開催いたしまして，ＳＤＧｓアクション

プラン２０１８とするアクション，具体的な行動計

画につきまして，関係閣僚の参加のもとで決定をさ

せていただきました。当然，この中に法務省も含ま

れるわけでありますので，私どもの今推進している，

国内においては再犯防止，二度と再び犯罪を犯さな

いための地域社会における様々な取組みということ

について，法律と計画をつくって取組んでいるとい

うこと，このことについてもＳＤＧｓの取組みのア

クションプランにも含ませていただいたところでご

ざいます。

　これは２０２０年に第１４回の国際連合犯罪防止

刑事司法会議，京都で開催することになりましたが，

コングレスが開催されることになりまして，まさに

ＳＤＧｓの達成に向けた議論を予定しているところ

でありますので，これに向けて，こうした１つずつ

のアクションプランも十分に実現をすることによっ

て，大きな成果を上げてまいりたいというふうに

思っております。

　今日のテーマにつきましては，ＳＤＧｓと法の支

配を国際的に各国にも浸透させていくために，私ど

もの日本型の司法制度，このものの持つメッセージ

あるいはパワーをソフト外交，ソフトパワーとして

位置づけて司法外交として展開しようと，こうした

大きな旗を立てながら，今進んでいるところでござ

います。

　しかし，いかに旗を立てようと，今日の議論のと

おり，様々なステークホルダーの皆様あるいは様々

な階層の中で，国民の皆様にも，日本もそうですし，

また相手国の国民の皆様にも理解していただかなけ

ればいけない。いろんな形で一人でも取り残さない

社会をつくるためには，こうしたコミュニケーショ

ンのあり方については追求してもし切れない大きな

課題を抱えているものというふうに思っておりま

す。その意味では今日のご議論，多くの示唆に富ん

だご議論をいただきましたので，やっていることは

何のために，そして誰にこのことが，公益が均てん

するのかということについても十分に検討をしなが

ら，的確な正しいメッセージを皆様にお伝えするこ

とができるように，これからも努力してまいりたい

というふうに思っております。
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　私は昨年８月３日，法務大臣を務めることになり

ましたが，自民党の司法制度調査会長を務めた折に，

この問題につきまして提言をまとめさせていただき

まして，提言した５つの方針の中の一つに，日本の

司法外交を国内外に発信するための総合的な情報戦

略を策定するという一文を入れされていただきまし

た。今日のご議論でも大変熱心にご指摘をいただき

ましたけれども，効果的な情報発信というキーワー

ドの中に込められる意味というのは単なる事実を伝

達するということではとどまらず，コミュニケート

し，そのメッセージをストーリーとしてつなげてい

くということ，そして，それをしっかりとコミュニ

ケートしていくということ，そして，相互に学び合っ

ていくということ，このことにつきましては，船木

さんの厳しい鋭いご指摘をしっかりと踏まえた上

で，今後にも生かしていきたいというふうに思って

おります。

　実は，一昨日までタイとマレーシアを訪問してま

いりました。昨年はベトナムとミャンマー，そして

インドネシアを訪問させていただきまして，いずれ

の国々におきましても，ＵＮＡＦＥＩの実施する国

際研修を含めまして，我が国の法制度整備支援に対

しまして高い評価をいただいているということを確

信したところでございますし，また今後の期待も大

きなものがあるということも実感した次第でござい

ます。そして，そのご期待の中にあるものは何なの

かということを深く考えてみますと，やはり我が国

の取組みが互いを尊重し合う，そして協力をしなが

ら法の支配を実現することによって，我が国もそう

でありますが，相手国もそうでありますが，我が国

におきましても，双方の法の支配を均てんすること

によってメリットがある。発展をし，また成長する

ことができる。また，それはひいては平和と，そし

て安定につながっていくと，こういうある意味では

考え方あるいは理念そのものが理解をしていただい

たからこそ，このことが長い間可能になったもので

はないか。その意味ではパートナーシップの芽とい

うのは確実にこの取組みの中に均てんしていると感

じているところでございます。ただ，船木さんのご

指摘のとおり，評価されているからこれでいいとい

うものでは全くございませんので，お互いに学び合

い，また振り返りをしながら，更に進化をしていく

ということも大切ではないかと思っております。

　今後，グローバル社会になりますので，企業活動

はもとより，人の移動も含めまして，多くの方々が

ボーダーレスで活動をする時代でございます。その

ときに自分の目線のみならず，相手国の立場あるい

は相手国の目線に立った形でこの法制度整備支援が

役に立つことができるようにしていくということ

も，今後の大きな目標になろうかと思いますので，

その際もＳＤＧｓの考え方にしっかりとリンクしな

がら取組んでまいりたいと，私のほうの決意もあわ

せて，表明をさせていただいたところでございます。

　いずれにいたしましても，今日は一日，大変密度

の濃いご議論をいただきましたこと，心から感謝申

し上げる次第でございます。産学官，国際社会の皆

様も含めまして，様々なステークホルダーの方々に

お越しをいただいてのディスカッションでございま

した。皆様のそれぞれの役割，そして持ち味をしっ

かりとネットワーキングしながら，その総力を結集

して，これからも法制度整備支援の活動をさらに進

化させてまいりたいというふうに思っております。

　私どもも今後，４月からは官房国際課ということ

で法務省の中にこの分野につきましての司令塔機能

をつくるべく，今新設の予定で準備をしているとこ

ろでございます。様々なステークホルダーとネット

ワークをしっかりと結びながら司令塔の役割を果た

し，またスタートダッシュでしっかりと取組んでま

いりたい。スピード感も要請されるということであ

りますので，しっかりと取組んでまいりたいという

ふうに思っております。

　最後でありますが，この機会をおかりいたしまし

て，今日の会議場になりましたこの場所であります

が，実はこれまで法務総合研究所の国際協力部，こ

れは大阪市を拠点として活動をしておりました。ま

た，国連のアジア極東犯罪防止研修所，ＵＮＡＦＥ

Ｉのほうは東京都の府中市を拠点としておりまし

て，昨年１０月にこの国際法務総合センターの国際
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棟に２つの組織が合流をしまして，そして業務を開

始しているところでございます。

　今回，国際棟をメーン会場として開催するわけで

ございましたが，法制度整備支援連絡会，これはメー

ン会場を一番初めに使っていただくということで大

変記念すべき会になったと思っております。一層こ

の２つの部署が同じ建物で連携をしながら，ネット

ワーキングをありながら，しっかりと対応してまい

りたいと思っておりますし，また官房国際課の新設

ということでありますので，こういったところも十

分に連携をしながら，法務省外の様々な機関とより

ネットワークを深くしながら国際協力を展開してま

いりたいと思っております。どうか今後とも，とり

わけ若い世代の皆さんに大きく貢献をしていただく

ことができるような，そうしたユースの取組みとい

うことについても力を入れてまいりたいというふう

に思っておりますので，ぜひ，今日の機会を通じて

様々なチャネルを通しダイアローグをしていただき

まして，この分野におきまして，更に大きな発展が

できるように皆様のご尽力を心からお願いを申し上

げる次第でございます。

　私はこの後の懇談のセッションに出席ができませ

んで大変残念ではありますが，ちょっと私のほうか

ら一方的な，今聞かせていただいた思いも，メッセー

ジも込めて思いをお話しさせていただくことができ

ましたこと，とてもありがたく感謝申し上げる次第

でございます。後ほどの大きな話合いというか，様々

なダイアローグが発展できるように心から期待し，

ご挨拶に代えさせていただきます。ありがとうござ

いました。（拍手）

【司会（梅本）】　それでは，公益財団法人国際民商

事法センター理事長の大野恒太郎様，閉会のご挨拶

をいただきたいと思います。

大野恒太郎 公益財団法人国際民商事法センター理

事長　挨拶

【大野】　それでは閉会に当たりまして，一言ご挨

拶をいたします。

　本日は法制度整備支援における発信力をテーマ

に，長時間にわたり，大変刺激的で充実した会議が

行われました。また，お忙しい中，現職の大臣とし

てはこの連絡会に初めてご出席になり，大変ありが

たいご挨拶をされました上川法務大臣，はるばる国

連，ニューヨークからお越しになりましたアルバレ

スさん，グラッサさん，そして熱心に会議に参加さ

れた東京会場と大阪会場の皆様，本当にありがとう

ございました。

　法制度整備支援は，この会議は今回で１９回目を

迎えるということでありますが，その間の状況の変

化を受けまして，法制度整備支援も相手国の実情に

寄り添いながら着実で実効性のある支援を行うとい

うその基本姿勢を堅持する一方で，基本的な法制や

司法制度の構築だけではなしに，急激に発展しつつ

ある情報通信の関連等も含めまして，より実務的，

今日的なテーマに対しても積極的に取組むことが求

められております。

　また，我が国と相手国との関係につきましても，

先進的な日本から発展途上国に教えるというあり方

から脱却して，不断に発生する様々な法的な問題に

対してどう対処すべきかをともに検討し，研究し，

学んでいくという，そうした方向に徐々に変わって

いくのではないかと考えております。

　そして，当財団の会員の多くを占める企業の側か

ら，これらの国との間で日々生じる法的な問題に対

して，迅速かつ適切に対応し得る体制を整備するこ

とについて強い期待が寄せられております。財団と

しましては，引き続き法務省，ＪＩＣＡを初めとす

る関係諸機関，弁護士の方々，学者の方々，諸外国

関係機関等と協力いたしまして，これら多数のス

テークホルダーの間でいわば触媒のような役割を果

たしてまいる所存でございます。

　それでは，大切なことはこの会議を今回限り，会

議をやったということで終わらせるのではなく，そ

の成果をそしゃくして，今後の法制度整備支援の活

動に生かしていくことだろうというふうに考えてお

ります。我が国の法制度整備支援のますますの発展

と皆様のご活躍をお祈り申し上げて，閉会の挨拶と

いたします。どうもありがとうございました。（拍手）
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【司会（梅本）】　最後に，来年度の法整備支援連絡

会のご案内をいたします。第２０回法整備支援連絡

会は平成３１年２月１日金曜日の開催を予定してお

ります。どうぞ次回もよろしくお願いいたします。

　それでは，以上をもちまして，第１９回法整備支

援連絡会を終了いたします。

　皆様，本日は長時間にわたり，ご参加ありがとう

ございました。大阪会場の皆様も本日はありがとう

ございました。（拍手）
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【国際研修・共同研究】

平成２９年度東ティモール共同法制研究 

（土地関連法，特に不動産登記制度について）

国際協力部教官　

大　西　宏　道 

第１　はじめに

　東ティモール民主共和国（以下「東ティモール」という。）は，平成１４年（２００２年）

の独立回復後，諸外国，国際機関等の支援を受けながら国づくりを進めており，現在，「東

ティモール司法分野戦略計画２０１１－２０３０」（以下「戦略計画」という。）等に基づ

き，東ティモール司法省を中心として，法及び司法制度の整備，法曹人材の育成等に取り

組んでいる。

　しかしながら，いまだ，制度の基盤，人材，情報，経験等が不足しており，外国人アド

バイザーの関与による立法作業，外国人専門家の講義による法曹養成，諸外国及び国際機

関の支援を受けた訴訟手続等，諸外国，国際機関等による支援に，法及び司法制度の整備，

法曹人材の育成等の大部分を委ねている状況にある。

　我が国としても，平成２１年（２００９年）頃から，独立行政法人国際協力機構（ＪＩ

ＣＡ）の枠組みによる支援又は当部の独自支援により，東ティモールに対する法制度整備

支援を行ってきた。支援の内容としては，東ティモール司法省法律諮問立法局（以下「立

法局」という。）の幹部職員等を対象とし，東ティモールの優先度及び要望を踏まえた具

体的な法律案の起草支援を行いながら，法案起草能力の向上を目指すものであり，これま

で，逃亡犯罪人引渡法，違法薬物取引取締法，少年法，調停法等を取り上げてきた。その

結果として，起草の対象とした法令の一部が成立するとともに，東ティモール司法省にお

いて，立法手続に係る基本的知識が習得され，具体的な法案起草に役立てられるなど，支

援の成果は着実に上がっている。現在も，当部による支援が継続され，平成２９年（２０

１７年）８月の現地出張においては，東ティモール司法省から，引き続き我が国による支

援を実施してほしい旨の要望が示された。

第２　趣旨

　東ティモールにおいては，土地に関する権利関係が不透明な状況で，土地紛争が全国的

に深刻な問題であり，戦略計画においても，土地の登記，収用等に関する土地関連法の整

備が目指されている。我が国により継続して支援してきた調停法の目的の一つも，土地紛

争の解決手段の整備にある。

　そのような状況の下，平成２９年（２０１７年）６月，長年の懸案であった国民に土地

の所有権を認める不動産所有権の定義のための特別措置法及び公共収用法（以下併せて「土

地法」という。）が成立し，同年９月に施行され，立法局は，司法省土地財産地籍局と共に，
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土地関連法の整備を急いでいる。他の省庁，支援機関，ＮＧＯ等の関係機関からも，土地

及び建物の登記，収用，評価等に関する法令の整備について，要望が示されている。今回，

東ティモール司法省からは，当省に対し，土地及び建物の登記，地籍調査，土地評価，土

地政策に関する行政機関等を題材とした共同法制研究を実施してほしい旨の要望が示され

た。

　これまで継続的に行ってきた支援に一定の成果が上がりつつある中で，東ティモール側

から，今後，土地関連法に係る支援を実施してほしい旨の要望が示されている。そして，

東ティモールにとって，土地関連法が，国家の基礎的な基盤に当たり，経済発展及び開発

を推進するためにも重要な法制度であり，土地法が施行されたことを踏まえ，その関連法

の整備が喫緊の課題となっている。また，当部にとって，土地関連法に係る我が国の法制

度を研究するとともに，東ティモールの法令及び司法制度の状況を把握し，東ティモール

司法省関係者と意見交換することは，今後，我が国による東ティモールに対する法制度整

備支援の方向性として，本格的に土地関連法を題材とすることができるかを検討する上で

必要であると思われる。したがって，今回，土地関連法に係る共同法制研究を実施するこ

とは，東ティモール及び我が国双方にとって，有意義である。

　以上より，東ティモール司法省の要望に応じることとし，本共同法制研究を実施するこ

ととした。

　以下，本共同法制研究の概要を簡単に報告する。 

第３　概要

　１　全体の概要

　　本共同法制研究は，平成３０年（２０１８年）１月２９日（月）から同年２月５日（月）

までの間，東ティモール司法省の職員８名を我が国に招へいし，東京及び名古屋におい

て，東ティモールにおける喫緊の立法課題である土地関連法，特に不動産登記制度につ

いて，我が国の法制度に関する講義，関係機関に対する訪問及び見学，同機関職員との

意見交換等を実施するとともに，東ティモールの法令及び司法制度に係る情報を収集す

るものである。

　２　東ティモール側研究員による発表

　　研究員から，東ティモールにおける土地関係法制の歴史，地籍調査の状況等について

発表を受け，研究員と当部教官らとで意見交換を実施した。東ティモールにおいて，過

去の紛争を経て，土地の権利関係が不透明な状況である中，東ティモール司法省が地籍

調査に取り組んでいることのほか，土地問題，土地関連法の整備等の状況を共有するこ

とができた。 

　３　講義

　　⑴　「比較法的観点からの登記法制」 

　　　慶應義塾大学大学院法学研究科の松尾弘教授から，比較法的な観点を踏まえた不動

産登記の方式等について，フランス，アメリカ，ドイツ，イギリス，オーストラリア
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等の諸外国及び我が国の登記簿，登記の効力等を題材とした講義を受けるとともに，

研究員と教授とで東ティモールの不動産登記に関する民法の考え方等について意見交

換を実施した。

　　⑵　「日本における土地権利関係確定の歴史」 

　　　元法務局職員で都城市代表監査委員の新井克美氏から，東ティモールにおいて土地

の権利主体の確定が困難である状況を踏まえ，我が国の不動産登記制度の歴史，第二

次世界大戦後の沖縄の土地所有者の認定と登記簿の整備の歴史等について講義を受

け，東ティモールの現状に照らして我が国の経験を共有した。

　　⑶　「物権法」

　　　名古屋大学大学院法学研究科の池田雅則教授から，不動産登記に関する民法の物権

法の概要等について，特に，所有権，共有権，用益物権，担保物権等の権利，物権法

定主義等を題材として講義を受け，不動産登記制度を構築するに当たって，その基礎

となる実体法上の意義，考え方等について研究することができた。

　　⑷　その他

　　　その他，国土交通省土地・建設産業局地籍整備課，法務省民事局民事第二課等の担

当官から，我が国の土地政策の概観，地籍調査の概要，不動産登記制度の概観，表示

に関する登記等について講義を受けた。

　４　訪問・見学

　　⑴　「日本の不動産鑑定評価の概要」公益社団法人日本不動産鑑定士協会連合会 

　　　土地評価制度の関連機関として，日本不動産鑑定士協会連合会を訪問し，鑑定評価

制度，地価公示制度，公的土地評価制度及び固定資産税評価について講義ビデオを視

聴するとともに，藤野裕三同連合会国際委員会委員長から，鑑定評価制度の概要及び

公共用地の取得のための土地評価の実務について説明を受け，用地買収及び土地収用

を実施するに当たって不可欠な不動産評価の制度の検討に役立てることができた。

　　⑵　「土地の測量，境界特定，図面作成等」日本土地家屋調査士会連合会 

　　　地籍調査，表示に関する登記に関する関係機関として，日本土地家屋調査士会連合

会を訪問し，土地家屋調査士の役割を始めとした我が国の不動産表示登記制度の概要，

地図及び土地登記簿表題部の作成等について説明を受けるとともに，東ティモールの

現状を踏まえ，効率的かつ効果的な地籍調査の実施方法の提案を受けた。

　　⑶　「不動産登記の事務処理」名古屋法務局民事行政部不動産登記部門 

　　　不動産登記事務に関する関係機関として，名古屋法務局を訪問し，法務局の業務概

要，不動産登記に係る法務局の役割，表示及び権利に関する登記の一連の手続の概要

の説明を受け，登記の処理の現場を見学し，保存されている古い登記簿，地図，図面

等を閲覧するとともに，研究員と法務局職員とで意見交換を実施し，不動産登記の事

務処理の現場の様子を知ることができた。

　５　意見交換 

　　研究員から，本共同法制研究において参考となった点等について発表を受け，研究員
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と当部教官らとで意見交換を実施した。意見交換では，研究員から，東ティモールと我

が国とで不動産登記に関する法制度に類似点があることなどの指摘があり，当部教官ら

から，実体的に誰に所有権が帰属しているかの問題とそれを実際にどのように認定して

いくかの問題は区別して議論すべきなどの指摘があったほか，東ティモール民法の下で

の所有権の移転と登記の役割に対する考え方等について議論した。

第４ おわりに 

　本共同法制研究において，東ティモールの土地関連法を所管する司法省職員である研究

員は，我が国の不動産登記，地籍調査等に関する講義，不動産鑑定士及び土地家屋調査士

の団体並びに法務局の訪問及び見学，意見交換等を実施することにより，法制度の具体的

な仕組みについて知見を得て，法案起草能力の向上が図られ，我が国も，東ティモールの

法令及び司法制度に関する情報を収集することができた。

　研究員にとって，我が国の不動産登記及び地籍調査に係る法制度及び実務は，東ティモ

ールと類似する点がある上，それらを体系的に整理している点において参考となり，東テ

ィモールにおける制度構築及び法令解釈の検討に資するものであったとのことである。ま

た，実体法的及び比較法的観点から不動産登記制度の在り方について研究することにより，

今後の制度設計の方針について示唆を得ることができたようである。

　東ティモールに対する法制度整備支援の在り方として，東ティモールの持続的かつ効果

的な発展を確保し，東ティモール及び我が国双方にとって継続的かつ緊密的で有意義な協

力関係を構築するためには，基本的で重要な基盤となる法令について，計画の段階から共

同法制研究，現地セミナー等で取り扱い，長期的視野に立った活動を実施することが重要

であると考えられる。また，法律が成立した後においても，その運用が適切に行われるよ

う支援することが重要である。

　土地関連法は，民法等の基本法の実施のための基本的で重要な基盤となる法令であり，

東ティモールにおいて検討が開始されたばかりの法令である。また，土地関連法は，成立

後の運用を見据えた支援が重要な法令である。特に，不動産登記に関する法制度は，国民

の権利の保護，取引の安全を確保する土地関連法の中でも基本的で重要な基盤となる法令

であり，土地法が既に施行されたことを踏まえると早急に整備しなければならない。司法

省を始めとする東ティモールの各方面から，この法令の立案を支援してほしい旨の要望が

示されている。さらに，不動産登記法は，我が国でも法務省が所管しており，他の土地関

連法と比較すると，当部として，運用の関係も含めて効果的な支援をすることができる可

能性が高い。

　このため，土地法関連法，特に不動産登記法を題材として活動することは有意義であり，

その最初のきっかけとしての本共同法制研究は成功であったと考えられる。

　今回は，当部による東ティモールとの共同法制研究としては比較的長い移動日を含め１

２日間の期間及び比較的多い８名の研究員で実施した。全体を通じて，内容は充実し，研

究員からの評価も高く，東ティモール司法省の法案起草能力の向上が図られ，東ティモー
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ルの法令及び司法制度に関する情報を収集することができことから，有意義な共同法制研

究であった。引き続き，東ティモールに対する法整備支援を拡大してまいりたい。

　最後に，御多忙の中，本共同法制研究に協力していただいた松尾教授，池田教授，新井

代表監査役その他の各講師及び各訪問先関係者の方々，通訳の呼子紀子氏，在日本東ティ

モール大使館その他の関係者の皆様に，この場を借りて感謝申し上げたい。
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ネリンホ・ヴィタル 歳

Nelinho Vital

ロマーオ・グテレス 歳

Romao Guterres

ジョアン・フェルナンド・マルティンス・ボージェス 歳

Joao Fernando Martins Borges

オノリオ・アウレリアノ・ソアレス・マガリャエス 歳

Mr. Honorio Aureliano Soares Magalhaes

シダリア・ド・ロサリオ・ダ・クルス 歳

Ms. Cidalia do Rosario da Cruz

ガブリエル・カルバッリョ・デ・アラウジョ 歳

Mr. Gabriel Carvalho de Araujo

カイタノ・ダ・コスタ・ボボ 歳

Mr. Caetano da Costa Bobo

エレナ・バジリア・マルセリナ・マグノ・ディアス・シメネス 歳

Ms. Helena Basilia Marcelina Magno Dias Ximenes

平成２９年度東ティモール共同法制研究　研究員

Joint Study of the Legal Systems of Timor-Leste and Japan （FY2017)

Mr.

司法省法律諮問立法局長

Director, National Directorate of Registries and Notaries, Ministry of Justice

Mr.

Director, National Directorate of Lands, Properties and Cadastral Service, Ministry of Justice

司法省土地財産地籍局長

Mr.

Director, National Directorate of Legal Advice and Legislation, Ministry of Justice

司法省登録公証局長

Secretary of the Minister of Justice

Judicial Translator, Ministry of Justice

司法省司法翻訳者

司法大臣秘書

【研修担当/Officials in charge】

教官 / Professor 大西 宏道 ( ONISHI Hiromichi ) 

国際協力専門官 / Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ　Ｃｏｏｐeｒａｔｉｏｎ　Ｔｒａｉｎｉｎｇ　Ｏｆｆｉｃｅｒ 鎌田 真梨子 ( ＫＡＭＡＤＡ
Ｍａｒｉｋｏ )

Senior Legal Drafter, National Directorate of Legal Advice and Legislation, Ministry of Justice

司法省法律諮問立法局上級リーガルアドバイザー

Chief of Registration Information and Evaluation, National Directorate of Lands, Properties and Cadastral Service, Ministry of
Justice

司法省土地財産地籍局登記情報評価課長

Chief of Legal Translation, National Directorate of Legal Advice and Legislation, Ministry of Justice

司法省法律諮問立法局法律翻訳課長
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IJC　会議室1a

IJC　会議室1a

赤れんが棟　共用会議室 日本不動産鑑定士協会連合会

IJC　会議室1a 赤れんが棟　共用会議室

日本土地家屋調査士会連合会 赤れんが棟　共用会議室

IJC　セミナー室２ab IJC　セミナー室２ab

【移動】

東京12:10発―名古屋13:48着（のぞみ31号）

名古屋大学

／

火

土

日

【講義】
「日本の土地政策の概観」 東京泊

東京泊

東京泊

 [担当教官：大西教官，担当専門官：鎌田事務官]

【意見交換】
東ティモール側研究員からの発表及び意見交換
「土地問題，土地関連法の現状等」

IJC　会議室1a

慶應義塾大学松尾弘教授

【講義】
「地籍調査（仮）」

水

【講義及び意見交換】
「比較法的観点からの登記法制（仮）」

【訪問】
日本不動産鑑定士協会連合会
「日本の不動産鑑定評価の概要（仮）」

国際協力部大西教官

平成２９年度東ティモール共同法制研究日程表
（土地関連法，特に不動産登記制度について）

月
日

曜
日

備考

【平成３０年１月２７日（土）～２月７日（水）（移動日を含む。）】

／

／

／

／

【移動】
 (MI295 ディリ15:25発―シンガポール18:00着)

国際協力部大西教官

／

／

月

【入国】
(SQ636 シンガポール22:45発―羽田6:20着)

【入寮手続，オリエンテーション】

／
【訪問及び講義】
名古屋大学法政国際協力教育研究センター
「物権法（仮）」

／

日 名古屋泊／

土

／
【移動】
（MI296 シンガポール09:25発-ディリ13:55着）

シンガポール泊／
【出国】
（SQ671名古屋10:30発―シンガポール16:50着）

水

【表敬】
法務総合研究所長

法務総合研究所長室

木
【訪問】
日本土地家屋調査士会連合会
「土地の測量，境界特定，図面作成等（仮）」

【講義】
「表示に関する登記（仮）」

名古屋泊

名古屋大学池田雅則教授

東京泊

月

新井克美氏，国際協力部大西教官IJC セミナー室６

火

【訪問】
名古屋法務局民事行政部不動産登記部門
「不動産登記の事務処理（仮）」

名古屋法務局

金

国土交通省土地・建設産業局地籍整備課山内一企画係長

名古屋泊

東京泊
【講義】
「日本における土地権利関係確定の歴史（仮）」

【講義及び意見交換】
「不動産登記制度の構築に当たって（仮）」

【部長主催意見交換会】
【写真撮影】

都城市代表監査委員新井克美氏

【講義】
「日本の不動産登記制度の概観」

法務省民事局民事第二課
三枝稔宗法務専門官

東京泊東京泊

機中泊
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シンポジウム「ラオスの新民法典と立法手続」

国際協力部教官　

福　岡　文　恵

第１　本シンポジウム開催の経緯

　法務省法務総合研究所国際協力部は，平成３０年（２０１８年）３月８日，独立行政法

人国際協力機構（ＪＩＣＡ）と共催し，ＪＩＣＡ本部会議室において，シンポジウム「ラ

オスの新民法典と立法手続」を開催しました。

　このシンポジウムは，平成２４年（２０１２年）以降，日本が起草支援を行ってきたラ

オス新民法典1が，本年１０月頃にラオスの国会で審議され，成立する見込みであること

を踏まえ，新民法典の適切な運用や関連法の整備に向けた取組み等について，関係者間で

情報共有を図ることを目的として開催しました。

　本シンポジウムでは，ラオス新民法典起草を指導してきたラオス司法省元副大臣のほか，

ラオスにおける立法過程に詳しい元ラオス国会法務委員会委員長，現ラオス国会法務委員

会副委員長をゲストにお迎えし，講演やパネルディスカッションを行いました。

　本シンポジウムには，同時期に実施していたラオス本邦研修2の研修員２１名が参加し

たほか，ラオスとの関わりの深い関係者の皆様に御参加いただきました。

　本稿では，各講演やパネルディスカッションの概要についてご紹介いたします。

　詳細については，公益財団法人国際民商事法センター（ＩＣＣＬＣ）のホームページ

（http://www.icclc.or.jp/）内の”ICCLC NEWS”に全文が掲載されておりますので，ぜひご

覧ください。

　なお，本稿の意見にわたる部分は，いずれも小職の私見です。

第２　本シンポジウムの概要

１　元ラオス司法省副大臣による講演

　　本シンポジウムでは，まず，ＪＩＣＡ産業開発・公共政策部中村俊之部長の開会挨拶，

ダウォン・ワンウィチット国会法務委員会アドバイザー，元ラオス国民議会議員，元国

会法務委員会委員長の挨拶に続き，ケート・ケティサック元ラオス司法省副大臣，民法

典刑法典起草委員会委員長に「ラオス新民法典」と題した講演をいただきました。

　　ケート氏からは，①市場経済促進のための法的発展の状況，②民法典制定の必要性，

③ラオスの民法典の制定及び民事法制度の発展に向けた方針という三つのテーマについ

1 ラオス民法典制定に関する詳細は，ICD NEWS 第７１号（２０１７.６）５８頁「ラオス民法典制定」，
同１７０頁「ラオス民法典制定と実務上の課題」をご参照ください。
2 松尾弘慶應義塾大学大学院法務研究科教授，野澤正充立教大学大学院法務研究科教授，南方暁創価
大学法学部教授，大川謙蔵摂南大学法学部法律学科講師を講師としてお迎えし，ラオスの民法典起草
サブワーキンググループメンバーを対象に，ラオス新民法典最終草案確定及び条文の趣旨・内容等を
解説したリサーチペーパー作成に向け，２０１８年３月４日から同月１７日までの間実施しました。
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て，具体例を踏まえてお話しいただきました。

　　現在，ラオスには約２２の民事関連法令が存在（憲法及び数個の首相令を含む）して

います。しかし，これらの法律間で整合がとれておらず，また，経済発展の加速が進み，

新たな紛争が生じることとなりましたが，それらの紛争を解決するための法の規定がな

く，仮にあったとしても，実務に適してはいませんでした。そこで，現行法の整合性を

確保し，法律の隙間を埋め，法律適用における予測可能性，透明性及び正当性を実現す

ることを目的として，民法典の制定に取り組むこととなったのです。

　　ケート氏は，特定の国の法律だけを学んでコピーするではなく，多くの国々の法律の

良い制度を多く学び，総合して導入する方針であり，慌てず，ゆっくりとであるが，確

実に歩むことが重要である旨述べられました。

　　ケート氏の講演では，明治維新以降，西欧法や英米法等の長所・短所を踏まえて法制

度を整備してきた歴史を持つ日本が，対象国の社会情勢，法制度，慣習，文化等様々な

事情を把握した上で，その国にふさわしい法制度を確立する支援をすることの意義を，

改めて認識することとなりました。

【講演中のケート氏】

２　ラオス国民議会議員による講演

　　続いて，ラオス国民議会議員・国会法務委員会副委員長のブンポン・フアンマニー氏

から，「ラオスの立法手続」と題する講演をいただきました。

　　ブンポン氏からは，まず，ラオスの人口，男女比等ラオスの概要に関する説明に続き，

ラオス国会の構成に関して具体的に説明がなされました。

　　引き続き，ラオス憲法やラオスの立法手続につき規定した法律制定に関する法律を参

照しながら，ラオスにおける立法手続の流れについて段階毎に詳細な説明がなされまし

た。

　　ここでは簡単に説明しますと，ラオスの法律の制定は，①法律の制定と改正計画の立
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案，②法律の草案起草，③司法省による草案の整合性審査，④内閣による草案の検討，

⑤国会による草案の検討と承認，⑥国家主席による法律の公布という手順で実施され（法

律制に関する法律１９条）3，新民法典は現在５つ目の段階にあります。

　　ブンポン氏の講演は，ラオスの立法手続の流れや各手続におけるチェック項目を知る

上で，非常に貴重なものとなりました。

【講演中のブンポン氏】

３　パネルディスカッション

　　本パネルディスカッションは，ラオス側パネリストとして，ダウォン・ワンウィチッ

ト元国会法務委員会委員長，ケート元ラオス司法省副大臣及びブンポン国会法務委員会

副委員長に，日本側パネリストとして，元ＪＩＣＡ国際協力専門員・弁護士であり，平

成２９年（２０１７年）６月からＪＩＣＡ長期派遣専門家としてラオスに赴任されてい

る入江克典氏にご登壇いただき，モデレーターを伊藤浩之当部副部長（元ラオスＪＩＣ

Ａ長期派遣専門家）が務めました。

　　本パネルディスカッションでは，国会を補佐する８つの委員会のうち，法務委員会と

司法委員会の役割の違い，法の適用・運用を監査する国会の権能に関する具体的事例，

国会常務委員会の法律解釈権，司法省における草案の整合性審査と国会法務委員会の法

案審査の重点の置き方の違い等について，質疑応答がなされました。

　　これらの問いに対する回答については，是非 ICCLC NEWS をご覧いただき，ご確認

いただければと思います。

　　また，本パネルディスカッションでは，ラオス新民法典の現状についても確認がなさ

れました。

　　ラオス新民法典は，昨年（２０１７年）１月にラオス司法省から内閣に提出され，同

3 法律制定に関する法律の詳細については，ICD NEWS６５号（２０１５.１２）１２９頁の「ラオス
法律人材育成の課題と展望－立法過程に着目して－」をご覧ください。
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年２月に内閣から国会常務委員会に提出され，国会にて審議されたところ，国会議員か

ら様々なコメントを受けたことから，起草委員会において再検討し，修正作業等がなさ

れているところです。

　　今後は，国会会議に提出される前に，国会法務委員会に新民法典の修正草案を提出し，

以前国会議員から出されたコメントに対する説明がきちんとなされるか厳しいチェック

を受けることになります。

　　その後，会場から，昨年の日本における民法改正で変更された制度等が，ラオス新民

法典起草の中で何らかの形で反映されているかについて，質問がなされました。

　　この点については，ラオス新民法典起草にあたっては，日本の法律だけでなく他国の

法律を分析し，ラオスに合うものを取捨選択していることを前提に，民法改正で変更さ

れた事項について，本邦研修の中で適宜説明を加えているとの回答がなされました。

　　また，日本の民法典制定時，家族法に関して，日本の古き良き伝統が崩されるのでは

ないかとの議論があったことを踏まえ，ラオスでも同様の議論があるかにつき質問がな

されました。

　　この質問に対しては，ケート氏から，ラオスの起草メンバーは，民法典だけでなく，

法律を制定する上では文化に抵触したり取り壊すことがないように厳格に気を付けてい

ること，新民法典のうち，国民の関心の高い家族関係に関する事項については，現行法

の要素を多くの割合で維持しており，反対意見は出されていないこと，そして，ラオス

国民は，新民法典によって民事法が統合されて整合性が実現され，より生活しやすい社

会になることを求めており，国民待望の法典であることが述べられました。

　　本パネルディスカッション後，ＪＩＣＡ調達部次長であり，２００７年から２０１０

年，２０１３年から２０１５年の約５年間，ＪＩＣＡラオス事務所次長及び同所長を務

められた武井耕一氏から，新民法典がラオス国内で理解され，周知されることを期待す

る旨の御言葉を頂戴しました。

【パネルディスカッションの様子】
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第３　本シンポジウムを終えて

　本シンポジウムは，佐久間達哉法務省法務総合研究所所長の閉会挨拶で盛況のうちに終

了しました。

　閉会挨拶では，「ラオス新民法典は，他国の法律をそのまま持ってきたものでも，モデ

ル民法典でもなく，まさにラオスの皆様がラオスの社会に合った納得のできるものを起草

した民法典である」という，石岡修前ＪＩＣＡ長期派遣専門家4の言葉が紹介され，ラオ

スの新民法典がまさにラオスの実情を真に反映した民法典であることが確認されました。

　ラオス民法典起草支援は，準備期間を含めると１５年近くかけて続けられています。そ

の間，ラオスの社会に合った新民法典制定に向けて，アドバイザリーグループの先生方を

始め，ＪＩＣＡの皆様，ＩＣＣＬＣ等の各機関の皆様，本シンポジウムに御参加いただい

た皆様等，多くの皆様に御支援・御協力をいただいております。皆様の熱い御支援・御協

力に対し，この場を借りて厚く御礼申し上げます。

4 弁護士であり，平成２２年（２０１０年）７月から平成２９年（２０１７年）６月までの間，ＪＩ
ＣＡ長期派遣専門家としてラオスに赴任され，ラオス民法典起草支援や人材育成支援にご尽力されま
した。
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【講義・講演】

　２０１８年２月から同年４月までの間，法務総合研究所国際協力部の教官等が行った講

義・講演は下記のとおりです。

記

　　トルコ政府機関被招へい者に対する講義

　　日　時　２０１８年２月１５日（木）

　　場　所　国際法務総合センター

　　対　象　トルコ政府機関職員

　　テーマ　国際協力部の業務と日本の刑事司法制度

　　担　当　国際協力部教官　横山栄作
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【研修等実施履歴】

　２０１８年１月から同年４月までの間に，当部等が実施した研修等は下記のとおりです。

　研修の詳細等についてお知りになりたい方は，当部までご連絡ください。

記

１　研修

　⑴　ＷＩＰＯジャパンファンド・ラオス裁判官知財制度研修

　　　日　時　２０１８年１月２９日（月）から２月１日（木）まで

　　　場　所　国際法務総合センターほか

　　　テーマ　ラオスの裁判官に対する知的財産関連紛争の解決能力向上

　　　担　当　国際協力部教官　横山栄作，国際協力専門官　佐藤励仁

　⑵　第７回インドネシア本邦研修（最高裁判所）

　　　日　時　２０１８年２月１２日（月）から同月２４日（土）まで

　　　場　所　法務省赤れんが棟，ＪＩＣＡ東京ほか

　　　テーマ　知的財産事件処理

　　　担　当　国際協力部教官　東尾和幸，国際協力専門官　井倉美耶子

　⑶　第１２回ミャンマー本邦研修

　　　日　時　２０１８年３月４日（日）から同月１７日（土）まで

　　　場　所　法務省赤れんが棟，ＪＩＣＡ東京ほか

　　　テーマ　新しいタイプの証拠

　　　担　当　国際協力部教官　岩井具之，国際協力専門官　松波宏幸

　⑷　ラオス法律人材育成強化プロジェクト（フェーズ２）第１３回本邦研修

　　　日　時　２０１８年３月４日（日）から同月１７日（土）まで

　　　場　所　ＪＩＣＡ横浜ほか

　　　テーマ　ラオス民法典案に関する検討

　　　担　当　国際協力部教官　前田澄子，国際協力専門官　稲本実穂

２　共同研究

　⑴　東ティモール共同法制研究

　　　日　時　２０１８年１月２７日（土）から２月７日（水）まで

　　　場　所　法務省赤れんが棟，国際法務総合センターほか

　　　テーマ　土地関連法，特に不動産登記制度について
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　　　担　当　国際協力部教官　大西宏道，国際協力専門官　鎌田真梨子

　⑵　ウズベキスタン行政法共同研究

　　　日　時　２０１８年３月１８日（日）から３月２４日（土）まで

　　　場　所　法務省赤れんが棟，国際法務総合センターほか

　　　テーマ　行政手続法及び行政訴訟法の内容の理解について

　　　担　当　国際協力部教官　岩井具之，国際協力専門官　三浦寛史

３　シンポジウム

　⑴　第１９回法整備支援連絡会

　　　日　時　２０１８年１月１９日（金）

　　　場　所　東京会場：法務省国際法務総合センター「国際会議場Ａ」

　　　　　　　大阪会場：大阪中之島合同庁舎２階「国際会議室」

　　　　　　　（各会場をＴＶ会議システムで接続）

　　　テーマ　日本の法制度整備支援の発信力－どんな「メッセージ」を伝えられるか

　　　担　当 　国際協力部教官　伊藤浩之，石田正範，横山栄作，福岡文恵，岩井具之，

大西宏道，国際協力専門官　赤井隆志，松波宏幸，井倉美耶子

　⑵　シンポジウム「ラオスの新民法典と立法手続」

　　　日　時　２０１８年３月８日（木）

　　　場　所　ＪＩＣＡ本部

　　　担　当　国際協力部教官　福岡文恵，国際協力専門官　遠藤裕貴

４　国連アジア極東犯罪防止研修所において実施した研修等

　⑴　ベトナム法整備支援研修

　　　日　時　２０１８年３月１２日（月）から同月２３日（金）まで

　　　場　所　国際法務総合センターほか

　　　テーマ　ベトナム改正刑事訴訟法運用上の諸問題

　　　担　当 　国連アジア極東犯罪防止研修所教官　渡部亜由子，国際研修専門官　大野

邦明，織田美千絵

　⑵　日本・ネパール司法制度比較共同研究

　　　日　時　２０１８年３月５日（月）から同月１６日（金）まで

　　　場　所　国際法務総合センターほか

　　　テーマ　ネパール改正法における刑事手続上の諸問題

　　　担　当 　国連アジア極東犯罪防止研修所教官　平野望，国際研修専門官　廣瀨健太

郎，羽田純
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　⑶　日越司法制度共同研究

　　　日　時　２０１８年３月１２日（月）から同月１７日（土）まで

　　　場　所　国際法務総合センターほか

　　　テーマ　２０１５年ベトナム改正刑事訴訟法の重要論点

　　　担　当 　国連アジア極東犯罪防止研修所教官　渡部亜由子，国際研修専門官　織田

美千絵
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【活動予定】

　２０１８年７月から同年９月までの間に，当部が行う予定の研修等は，下記のとおりで

す。

　聴講等を御希望される方は，事前に当部まで御連絡ください。なお，研修内容や研修場

のスペースの関係で御希望に添えない場合がございますのであらかじめ御了承ください。

記

１　研修

　⑴　第１３回ミャンマー本邦研修

　　　日　時　２０１８年７月１日（日）から同月１４日（土）まで（予定）

　　　場　所　法務省赤れんが棟，大阪中之島合同庁舎ほか（予定）

　　　テーマ　効率的な紛争解決―国際的な契約関係と紛争解決（仮題）

　　　担　当　国際協力部教官　岩井具之，国際協力専門官　村里しおり

　⑵　インターンシップ研修

　　　日　時　２０１８年８月下旬（１週間程度）

　　　場　所　国際法務総合センター（予定）

　　　テーマ　国際研修実施業務及びそれに付随する業務（仮題）

　　　担　当　国際協力部教官　岩井具之，国際協力専門官　村里しおり

２　共同研究

　　モンゴル共同研究

　　日　時　２０１８年８月下旬（７日間程度）

　　場　所　国際法務総合センター（予定）

　　担　当　国際協力部教官　小島麻友子，国際協力専門官　松波宏幸

３　シンポジウム

　　国際民商事法金沢セミナー

　　日　時　２０１８年７月７日（土）（予定）

　　場　所　北國新聞交流ホール

　　　　　　（石川県金沢市南町２番１号　北國新聞赤羽ホール１階）（予定）

　　担　当　国際協力部教官　大西宏道，国際協力専門官　松波宏幸
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主任国際協力専門官　

佐　藤　励　仁

１　はじめに

　　私は，元々「法務局」という官公庁に採用され，１２年間勤務していました。御存じ

の方もいらっしゃると思いますが，法務局は，登記のほか，供託や国籍・戸籍，人権擁

護事務など幅広く所掌しています。私は，幸運にも？経験としては薄くはありますが，

それらの業務を一通り経験することができました。そして，平成２９年４月から国際協

力部に配置され，１年３か月が経過しようとしています。協力部ではまだまだ新米では

ありますが，配置されてからを振り返り，国際協力専門官として経験したことを以下紹

介いたします。

２　担当業務について

　　まず配置された最初の年の担当業務は，「庶務」でした。「国際協力部」とは言いつつ，

もちろん庶務的なお仕事が存在するわけで，当部職員の旅費，勤務時間管理，各種照

会・回答など，非常に幅広く，そして留めなくお仕事が舞い込んでくる日常に驚きまし

た。特に，国内・国外を問わない出張の多さです。ＩＣカードを使用する近隣への出張

から，数か国をまたいでの海外出張まで，全ての種類の旅費業務を経験できるのではな

いかというくらい量が多く，そして割り当てられている予算も大きいのが当部の特徴で

す。初めて当部へ配置される方は，驚くのではないでしょうか。

　　そして，２年目を迎えた今年度は，「経理」を担当しています。国際協力部の予算管

理・予算要求を行う，金庫番？的な存在になっています（業務に慣れないせいか，他人

事のような言い方ですが。）。まだまだ今年度が始まって間もないとはいえ，一つの部署

の予算要求事務を任されることにやりがいを感じているとともに同時に不安を感じてい

るとこです。

３　担当業務外の経験について

　　「国際協力部」の業務は，私が経験している庶務・経理事務のほか，「研修（教務）

事務」と「企画事務」とに分けられると思います。「研修（教務）事務」とは，国際研

修，シンポジウム等を企画し，その運営・実施をしていくもの，「企画事務」とは，国

会での質疑のほか，政府の渉外に関する問合せ等に対応していくものと説明できるかと

思います。

　　せっかく国際色がある部署に来たのに，庶務と経理しかやってないの？と言われると

それまでなのですが，だからと言って，外国の方と接する機会が全くないかと言われる

と，そうではありません。

専門官の眼
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（１）研修を担当

　　　昨年度は，庶務担当ではありましたが，一つの研修（「平成２９年度ＷＩＰＯジャ

パンファンド・ラオス裁判官知財制度研修」，ラオスから裁判官１０名が参加）を担

当させていただくことになりました。研修事務自体初めてである上に，ＷＩＰＯ（世

界知的所有権機関）日本事務所が主催するもので，当部は協力要請を受けて実施する

という，通常のＪＩＣＡ（独立行政法人国際協力機構）と実施する本邦研修とはまた

違う種類のものでした。全てが初めてで，裁判所や税関を研修参加者とともに訪問・

見学する際も事前にどういった手続が必要なのか，当日の動きはどうしたらいいの

か，など戸惑いの連続でしたが，主担当の教官や研修担当のほかの専門官に助けても

らい，何とか乗り切ることができたと思っています。研修参加者と非公式に渋谷の楽

器屋さんに行ったり（その後はサイゼ○ヤで食事），いつの間にか Facebook で友達

になったりと，法務局にいたままでは経験できない素晴らしい体験ができました。ち

なみに Facebook で友達になったのは嬉しいのですが，彼らの書き込みが全てラオ語

なので，何が書いてあるかよく分からない状況が続いており，しばしば Google 翻訳

先生に頼って，おぼろげな意味を把握するにとどまっていますが，Message をもらっ

たときは嬉しく思いました。

（開講式）

（講義風景）
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（２）海外（ミャンマー）出張

　　　本年２月にミャンマー出張を経験しました。「庶務」担当であったため，担当国は

なく，海外に行く機会もないだろうと思っていたので，統括から出張のことを伝えら

れたときは緊張しました。そして，出張が決まると，フライトの確定，公用旅券の申

請，外国旅費の計算などの業務が始まりました。ほかの専門官の助けもあり，無事に

形式上の準備は乗り切れたと思っていたものの，現地で必要な物品，例えばパソコン

やＩＣレコーダーの準備など，海外出張に何を持って行けばいいのか分からず，経験

豊富な専門官に教えてもらいながら，準備を進めることになりました。

　　　さて，ミャンマーに何をしに行ったかというところに触れたいと思います。

　　　出張目的は，ミャンマーの不動産法制に係る調査研究の一環として，調査研究受託

者とともに関係省庁等を訪問し，調査内容を確認し，土地に関する登録及び管理の実

態を把握するほか，引き続きの調査の協力を依頼することにより，調査研究の円滑な

実施を図ることでした…出張報告書のものを転載しましたが，難しいですね。要する

に，ミャンマーの不動産法令のことがよく分からないので，現地調査に行きます！と

いう理解でいました（Ｏ教官，すいません。）。

　　　ミャンマーにおいては，英国植民地及び軍政統治の時代があったこと等の歴史的な

事情のほか，土地に関する法規範及び所管庁が多数あること，管理形態が多様である

こと，法令どおりに運用されていないこと，手続が公開されていないこと等の事情に

より，不動産法制が複雑かつ理解困難なものとなっています。現地では，ＪＩＣＡ長

期派遣専門家（元当部の教官もいらっしゃいます。）とお会いし，ＪＩＣＡ法整備支

援プロジェクトオフィスを始め，農業灌漑畜産省タンリン事務所，ヤンゴン市開発委

員会事務所などを訪問し，それぞれの官公庁の方と協議を行いました。今回の訪問で

は，土地の登録制度の概要を知ることができましたが，実態の解明にはまだまだ時間

を要することになりそうです。

　　　私は，法務局で数年ではありますが，不動産登記事務に従事していたことがあり，

日本の登記事務を少しは知っていますが，ミャンマーの土地の登録事務は，一つの官

（ ヤンゴン市開発委員会事務所が入
っている建物）

（ 農業灌漑畜産省タンリン事務所に
て登録事務の説明を受ける）
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公庁にとどまらず，土地の態様によって所管の官公庁が分かれていることが日本と大

きく違うことの一つで，印象的でした。

　　　ミャンマーでの食事についても簡単に触れたいと思います。ミャンマー料理って，

どんな感じなんだろうと淡い期待を抱いていたところがあるのですが，残念ながら，

「辛くて，油っぽい。」という感想に尽きます。もちろん物価は日本より安いので，

その点ではありがたいのですが…。現地の専門家に御案内いただいたドイツ料理がと

ても美味しく，忘れられない味となりました！

（辛かったミャンマー料理）

４　これから

　　前号の「専門官の眼」（ＩＣＤ ＮＥＷＳ第７４号Ｐ１９９～）において，伊地知前統

括が末尾に触れられていることに関しての続きになります。

　　平成２９年１０月から東京都昭島市へ移転し，国連アジア極東犯罪防止研修所（アジ

研，ＵＮＡＦＥＩ）と同じ建物で業務を開始しました。その後，庶務・経理の業務につ

いては合理化を図ることになり，本年４月からはＩＣＤの私もアジ研の出張関係の業務

に携わることになりました。戸惑いが多く，慣れない経理事務と平行して行うことで，

苦労もありますが，何よりアジ研の専門官の方との会話が格段に増え，人見知りをしな

い私にとっては，親しい仲間が増えたような形でとても楽しい日々を過ごしています。

　　まだお互いの今までのやり方が違う面があり，「へ～そうなんや。」（←関西チックに）

と感じることが多々ありますが，お互いのやり方で吸収できることは吸収し，より良い

事務手法を取り入れることは可能だと思います。

　　昭島という霞ヶ関から離れた地域ならではの交流をもっと楽しみたいと思っています。
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各国プロジェクトオフィスから

ミャンマーミャンマー

カンボジアカンボジア

ラオス ベトナム

インドネシアインドネシア

　ご報告が遅れましたが，当プロジェクトでは，昨年１１月末に退職
した Nguyen Thu Ha さんに代わり，１２月より Vu Thanh Thuy さん
に臨時職員として働いてもらっています。
　Thuy さんは，当プロジェクトで週に１回語学アドバイザーを務め
てくれ，通訳・翻訳も担当してくれている Nguyen Duc Viet さんの
奥さんです。そして，Thuy さんと Viet さんは共に，Ha さんの１学
年先輩にあたるベトナム日本法教育研究センター（ＣＪＬＶ）卒業生
で名古屋大学への留学経験もある極めて優秀な人材です。
　こうしてみると，当プロジェクトがＣＪＬＶの卒業生の活躍に支え

られていることに改めて気付かされます。
　Thuy さんは，昨年６月に第一子を出産したばかりですが，その半年後にはこうして仕事に就き，育児
と仕事の両方を頑張っています。このようにベトナムの女性は，出産してもすぐに仕事復帰する人が大変
多く，家族を大切にして親族との同居率が高いベトナムにおいては，育児に関して親族の支援を得やすい
という環境もあると思うのですが，ベトナム女性の逞しさも大きな要因だと思われます。朝から晩まで街
角のカフェには，何をしているのか分からない男性の姿が目立つのですが，それに比べて女性は，大きな
お腹をかかえて出産間近まで仕事をしている人を多く見かけます。
　今後，Thuy さんが当プロジェクトでの勤務を経てどのような道を目指すのか分かりませんが，当プロ
ジェクトでの経験が次のステップへつながるような環境を提供できればと思っています。

� （ベトナム長期派遣専門家　塚部貴子）

　１月末（１月３１日），カンボジアでも皆既月食を見ることができ
ました。日本でも多くの人が見たかもしれません。
　また，このときの満月は，「スーパー・ブルー・ブラッド・ムーン」
という珍しい満月とのことです（諸説あるようですが）。
　さらに，この日は，「万仏節」という仏教上重要な日で，仏教が国
教のカンボジアでは祝日でしたので，寺院にお参りに行く人も多くい
ました。
　仏教上の重要な日に，珍しい満月で，皆既月食。見慣れた月が特別
なものに見えてくるから不思議です。

　暑さが和らぐ夕方には，たくさんの人がメコン川沿いの遊歩道に集まり，思い思いに過ごしていました。
カップルの姿もちらほら。
　でも，夜空に輝く月を見上げて，天体ショーを楽しむカップルよりも，お互いの輝く瞳を見つめて，甘
いひとときを楽しむカップルの方が多かったようです。
　私ですか？
　もちろん，単身赴任の私は，独りで，天空に浮かぶ月を眺めて，阿倍仲麻呂のように，遠く故郷を想っ
ていました。
　　　　　天の原　ふりさけ見れば　春日なる　三笠の山に　出でし月かも
　ちなみに，急に世俗的になりますが，２月には，バレンタインデーがありました。
　カンボジアでは，男性が女性に花やぬいぐるみをプレゼントするそうです。もちろん，女性が男性にチ
ョコレートをあげる習慣はありません。しかも，ホワイトデーもありません。
　道端には，その日限りの急造の花屋さん（屋台）が出店します。カノジョにあげる花束を買い求める男
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性の姿もちらほら。
　私ですか？
　もちろん，単身赴任の私は，独りで，まっすぐ家に帰り，日本から直行便で届くかもしれない空輸のチ
ョコレートを待っていました。
　　　　　天の原　ふりさけ見れば　春日なる　三笠の山ほど　届くチョコかも
　しかし，残念ながら，チョコも「皆既月食」になったようで，その形は見えませんでした。

� （カンボジア長期派遣専門家　内山　淳）

　当プロジェクトのチーフアドバイザーの須田大（すだひろし）専門
家（検事）が，本年３月３０日付けをもって任期満了にともない多く
の関係者に惜しまれつつ帰国されました。
　皆様もご存じのとおり，須田専門家は，約２年９か月間の任期中，
主な担当である刑事法分野及び教育研修分野では「捜査段階Ｑ＆Ａ
集」の作成・普及，「模擬事件記録（民事・刑事）」の作成等を通じて
の人材育成にそれぞれご尽力されました。また，チーフとして現プロ
ジェクトを力強くけん引するとともに新プロジェクト（２０１８年７
月に現プロジェクトが終了すると同時に開始する予定です。）の道筋

を立ててくださいました。須田専門家の仕事に対する熱き思いはラオス側にも伝わり，新プロジェクトの
ＲＤ調印式では，同専門家に対する表彰も行われました。
　須田専門家が離任され，プロジェクトの体制が変わりましたが，皆様におかれましては従前同様，ご指
導，ご鞭撻のほど，よろしくお願いいたします。

� （ラオス長期派遣専門家　伊藤　淳）

　当プロジェクトは，５月末でフェーズ１を終え，６月１日からフェ
ーズ２に切り替わります。その関係で，小官らの公用旅券を切り替え
る必要がありました。ご案内のとおり，旅券法上，一般旅券について
は代理申請等の規定があるのですが，公用旅券については該当する規
定がないことから，公用旅券申請と発給（発行＋交付の概念です）に
ついては本人が在ミャンマー大に赴く必要があります。この話の中で，
その国が首都としている町と，大使館が置かれている町とが異なる国
はどこかという話になり，小官がしたり顔で「ハーグ，ヤンゴン，テ
ルアビブの三ヶ所ではないか」と話したところ，ネピドー在留の日本

人の方（ざっくり言うとネピドーは，省庁等派遣のＪＩＣＡ専門家，商社，コンサルの方で成り立ってい
ます）から，コートジボワール（旧名：象牙海岸共和国）も首都は，大使館のあるアビジャンではなくヤ
ムスクロだし，ボリビアも憲法上の首都はスクレでありラパスではないし，タンザニアもダルエスサラー
ムからドドマに首都移転していると指摘を受けました。
　取り留めのない話になりましたが，フェーズ２が始まった後も，引き続きよろしくお願いいたします。

� （ミャンマー長期派遣専門家　野瀬憲範）
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　横幕孝介専門家の後任として平成３０年３月に着任いたしました。
　平成１８年に検察官に任官し，これまで東京地検，横浜地検，福岡
地検，津地検，大分地検等で勤務してきました。
　当職がジャカルタに住むのはこれで２度目になります。幼い頃，父
の仕事の関係で，ジャカルタに約３年半生活し，小学校もジャカルタ
日本人学校を卒業しております。
　このため，ＩＣＤに所属した所属した際から，インドネシアへの赴
任を希望し，その念願かなって，今回インドネシアに赴任することが
できました。インドネシアは今でも魅力あふれる素晴らしい国ですが，

今後，より素晴らしい国になるよう，業務に邁進していく所存ですので，どうぞよろしくお願い申し上げ
ます。

� （インドネシア長期派遣専門家　廣田　桂）
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　「法整備支援活動年表」は，法務総合研究所国際協力部において，法務総合研究所が把

握している活動内容を中心に，各国ごとに法整備支援の活動状況を整理したものです。

　本年表には，２０１８年３月までの活動内容を掲載しています。これまでの各国の活動

状況が一覧できますので，ぜひご覧ください。

法整備支援活動年表
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法整備支援活動年表

（法務総合研究所が把握しているものを中心に）

2018年3月31日現在
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年度 ベトナム

1991 ・ベトナム司法大臣が日本法務大臣に支援要請

1992

1993 ・森嶌昭夫名古屋大学教授(当時)が文化交流プロジェクトで訪越し，日本民法紹介

1994 ・法務省でベトナム司法省に本邦研修開始(1996年まで年１回)

1995 ・1995.8～2001.3「市場経済化支援開発政策調査」(通称：石川プロジェクト)実施

1996 ・JICA法整備支援プロジェクトフェーズ１開始(1996年12月～1999年11月）
・長期専門家１名(弁護士)派遣

1997 ・法整備支援フェーズ１継続
　　本邦研修(年２回へ)
　　現地セミナー開始(年４回)

1998 ・前年と同様

1999 ・日越民商事法セミナー開催
・法整備支援フェーズ２開始(1999年12月～2002年11月)
　　ベトナム民法改正共同研究
　　法令鳥瞰図作成
　　人材育成
・対象機関に最高人民裁判所，最高人民検察院が加わる
・長期専門家１名(業務調整員)派遣

2000 ・法整備支援フェーズ２継続
     本邦研修(年４回)
     現地セミナー(年８回)
   ※ 以後，2002年まで同様
・長期専門家３名(裁判官出身者含む検事２名，弁護士１名)派遣
・民法改正共同研究会開始

2001 ・法整備支援フェーズ２継続
・長期専門家２名(検事，弁護士各１名)派遣
・法整備支援フェーズ２を2003年３月まで延長

2002 ・前年と同様
・JICAが，ベトナム元司法大臣を招へい
・長期専門家１名(裁判官出身検事)派遣

2003 ・法整備支援フェーズ３開始
  (2003年７月～2006年６月）
    民法改正共同研究会継続
    民事訴訟法共同研究会開始
    法曹養成共同研究会開始
     　(法務省，最高裁，日弁連）
    判決書・判例整備共同研究会開始
　　　(法務省，最高裁，日弁連）
・破産法改正支援セミナー実施
・長期専門家１名(検事)派遣
・現地セミナーを開催(民法，民訴法，法曹養成）
・法総研・JICAがベトナム司法大臣一行を招へい
・本邦研修実施(法曹養成）

2004 ・法整備支援フェーズ３継続
・ベトナム国家大学日本法講座開講
・長期専門家４名(裁判官出身者含む検事２名，弁護士１名，業務調整員１名)派遣
・現地セミナーを開催（民法，民訴法，法曹養成，判決書・判例）
・民事訴訟法成立(６月15日）
・改正破産法成立(６月15日）
・本邦研修実施(１月，２月）
　　(法曹養成，民法改正共同研究）

2005 ・法整備支援フェーズ３継続
・長期専門家１名（裁判官出身検事）派遣
・ベトナム国家大学日本法講座継続
・現地セミナーを開催（判決書・判例，判決執行法，法曹養成）
・改正民法成立(６月14日）
・本邦研修実施(９月，２月）
　　(判決書標準化，法曹養成）

年度 ベトナム

1991 ・ベトナム司法大臣が日本法務大臣に支援要請

1992

1993 ・森嶌昭夫名古屋大学教授(当時)が文化交流プロジェクトで訪越し，日本民法紹介

1994 ・法務省でベトナム司法省に本邦研修開始(1996年まで年１回)

1995 ・1995.8～2001.3「市場経済化支援開発政策調査」(通称：石川プロジェクト)実施

1996 ・JICA法整備支援プロジェクトフェーズ１開始(1996年12月～1999年11月）
・長期専門家１名(弁護士)派遣

1997 ・法整備支援フェーズ１継続
　　本邦研修(年２回へ)
　　現地セミナー開始(年４回)

1998 ・前年と同様

1999 ・日越民商事法セミナー開催
・法整備支援フェーズ２開始(1999年12月～2002年11月)
　　ベトナム民法改正共同研究
　　法令鳥瞰図作成
　　人材育成
・対象機関に最高人民裁判所，最高人民検察院が加わる
・長期専門家１名(業務調整員)派遣

2000 ・法整備支援フェーズ２継続
     本邦研修(年４回)
     現地セミナー(年８回)
   ※ 以後，2002年まで同様
・長期専門家３名(裁判官出身者含む検事２名，弁護士１名)派遣
・民法改正共同研究会開始

2001 ・法整備支援フェーズ２継続
・長期専門家２名(検事，弁護士各１名)派遣
・法整備支援フェーズ２を2003年３月まで延長

2002 ・前年と同様
・JICAが，ベトナム元司法大臣を招へい
・長期専門家１名(裁判官出身検事)派遣

2003 ・法整備支援フェーズ３開始
  (2003年７月～2006年６月）
    民法改正共同研究会継続
    民事訴訟法共同研究会開始
    法曹養成共同研究会開始
     　(法務省，最高裁，日弁連）
    判決書・判例整備共同研究会開始
　　　(法務省，最高裁，日弁連）
・破産法改正支援セミナー実施
・長期専門家１名(検事)派遣
・現地セミナーを開催(民法，民訴法，法曹養成）
・法総研・JICAがベトナム司法大臣一行を招へい
・本邦研修実施(法曹養成）

2004 ・法整備支援フェーズ３継続
・ベトナム国家大学日本法講座開講
・長期専門家４名(裁判官出身者含む検事２名，弁護士１名，業務調整員１名)派遣
・現地セミナーを開催（民法，民訴法，法曹養成，判決書・判例）
・民事訴訟法成立(６月15日）
・改正破産法成立(６月15日）
・本邦研修実施(１月，２月）
　　(法曹養成，民法改正共同研究）

2005 ・法整備支援フェーズ３継続
・長期専門家１名（裁判官出身検事）派遣
・ベトナム国家大学日本法講座継続
・現地セミナーを開催（判決書・判例，判決執行法，法曹養成）
・改正民法成立(６月14日）
・本邦研修実施(９月，２月）
　　(判決書標準化，法曹養成）
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2006 ・法整備支援フェーズ３を2007年３月まで延長
・長期専門家１名（業務調整員）派遣
・ベトナム国家大学日本法講座継続
・現地セミナーを開催（判決書・判例）
・日越司法制度研修及び共同研究実施(10月，判決書・判例，最高人民裁判所から４名招へい）

2007 ・法･司法制度改革支援プロジェクト開始(2007年４月～2011年３月）
・民法共同研究会開始
・裁判実務改善研究会開始
・長期専門家４名（裁判官出身者含む検事２名，弁護士１名，業務調整員１名）派遣
・ベトナム国家大学日本法講座継続
・ハノイ法科大学に日本法教育研究センターを設立（名古屋大学）
・現地セミナーを開催（９月，国賠法）
・本邦研修実施(11月，国賠法起草）

2008 ・法･司法制度改革支援プロジェクト継続
・民法共同研究会，裁判実務改善研究会継続
・長期専門家４名（裁判官出身者含む検事２名，弁護士１名，業務調整員１名）継続
・ベトナム国家大学日本法講座継続
・本邦研修実施(６月:犯罪学研究,８月:裁判実務の改善及び判例情報等の提供のための方策,３月:刑訴法改正）
・民事判決執行法成立(11月14日）

2009 ・法･司法制度改革支援プロジェクト継続
・民法共同研究会，裁判実務改善研究会継続
・長期専門家４名（裁判官出身者含む検事２名，弁護士１名，業務調整員１名）継続
・ベトナム国家大学日本法講座継続
・本邦研修実施(８月:不動産登記法・担保取引登録法起草，10月:日弁連の組織，活動，12月:改正刑事訴訟法起草，民事判決執行法運用指
導，２月:行政訴訟法起草）
・国家賠償法成立（６月）
・現地セミナーを開催（行政訴訟法，弁護士連合会の組織・運営方法等）

2010 ・法･司法制度改革支援プロジェクト継続
・JICA調査団派遣（終了時評価・詳細計画策定調査）
・民法共同研究会，裁判実務改善研究会継続
・長期専門家４名（裁判官出身者含む検事２名，弁護士１名，業務調整員１名）継続
・ベトナム国家大学日本法講座継続
・日越司法制度共同研究 （６月）
・現地セミナーを開催（８月）
・司法省次官招へい（10月）
・本邦研修実施(９月:弁護士職務基本規程・単位会の役割等，11月:戸籍法起草，12月:改正刑事訴訟法起草，1月:改正民事訴訟法起草）
・行政訴訟法成立(11月)
・改正民事訴訟法成立（３月）

2011 ・法・司法制度改革支援プロジェクトフェーズ２開始（2011年４月～2015年３月）
・民法共同研究会，裁判実務改善研究会継続
・長期専門家４名（裁判官出身者含む検事２名，弁護士１名，業務調整員１名）継続
・ベトナム国家大学日本法講座継続
・日越司法制度共同研究実施（６月）
・本邦研修実施（２月:弁護士会の組織・弁護士の能力強化及び弁護士過疎対策，２月:民法改正，３月:裁判所組織法改正）

2012 ・法・司法制度改革支援プロジェクトフェーズ２継続
・民法共同研究会，裁判実務改善研究会継続
・長期専門家４名（裁判官出身者含む検事２名，弁護士１名，業務調整員１名）継続
・ベトナム国家大学日本法講座継続
・日越司法制度共同研究実施（６月）
・本邦研修実施（２月:刑事司法における弁護人の権利の確立，２月:民法改正，３月:裁判所組織法改正）

2013 ・法・司法制度改革支援プロジェクトフェーズ２継続
・民法共同研究会，裁判実務改善研究会継続
・長期専門家４名（裁判官出身者含む検事２名，弁護士１名，業務調整員１名）継続
・ベトナム国家大学日本法講座継続
・日越司法制度共同研究実施（８月。最高人民検察院長官招へいも同時に実施）
・本邦研修実施（10月:破産法，地方弁護士会及び地方の弁護士事務所の組織・運営・弁護士自治，３月:民法改正～国際私法分野の改正に
ついて）

2014 ・法・司法制度改革支援プロジェクトフェーズ２継続（2015年３月まで）
・民法共同研究会，裁判実務改善研究会継続
・長期専門家４名（裁判官出身者含む検事２名，弁護士，業務調整員各１名）継続
・日越司法制度共同研究実施（６月：刑法改正，７月：検察官養成）
・本邦研修実施（12月:検察官養成，３月：民法改正）
・現地セミナーを開催（簡易手続，上訴制度，刑訴法改正等）
・JICA調査団派遣（８月：終了時評価，９月：詳細計画策定プレ調査，11月：詳細計画策定調査，12月：第三次詳細計画策定調査，１月：JCC）
・刑法改正支援現地ワークショップ（９月，１１月，２月）

年度 ベトナム

1991 ・ベトナム司法大臣が日本法務大臣に支援要請

1992

1993 ・森嶌昭夫名古屋大学教授(当時)が文化交流プロジェクトで訪越し，日本民法紹介

1994 ・法務省でベトナム司法省に本邦研修開始(1996年まで年１回)

1995 ・1995.8～2001.3「市場経済化支援開発政策調査」(通称：石川プロジェクト)実施

1996 ・JICA法整備支援プロジェクトフェーズ１開始(1996年12月～1999年11月）
・長期専門家１名(弁護士)派遣

1997 ・法整備支援フェーズ１継続
　　本邦研修(年２回へ)
　　現地セミナー開始(年４回)

1998 ・前年と同様

1999 ・日越民商事法セミナー開催
・法整備支援フェーズ２開始(1999年12月～2002年11月)
　　ベトナム民法改正共同研究
　　法令鳥瞰図作成
　　人材育成
・対象機関に最高人民裁判所，最高人民検察院が加わる
・長期専門家１名(業務調整員)派遣

2000 ・法整備支援フェーズ２継続
     本邦研修(年４回)
     現地セミナー(年８回)
   ※ 以後，2002年まで同様
・長期専門家３名(裁判官出身者含む検事２名，弁護士１名)派遣
・民法改正共同研究会開始

2001 ・法整備支援フェーズ２継続
・長期専門家２名(検事，弁護士各１名)派遣
・法整備支援フェーズ２を2003年３月まで延長

2002 ・前年と同様
・JICAが，ベトナム元司法大臣を招へい
・長期専門家１名(裁判官出身検事)派遣

2003 ・法整備支援フェーズ３開始
  (2003年７月～2006年６月）
    民法改正共同研究会継続
    民事訴訟法共同研究会開始
    法曹養成共同研究会開始
     　(法務省，最高裁，日弁連）
    判決書・判例整備共同研究会開始
　　　(法務省，最高裁，日弁連）
・破産法改正支援セミナー実施
・長期専門家１名(検事)派遣
・現地セミナーを開催(民法，民訴法，法曹養成）
・法総研・JICAがベトナム司法大臣一行を招へい
・本邦研修実施(法曹養成）

2004 ・法整備支援フェーズ３継続
・ベトナム国家大学日本法講座開講
・長期専門家４名(裁判官出身者含む検事２名，弁護士１名，業務調整員１名)派遣
・現地セミナーを開催（民法，民訴法，法曹養成，判決書・判例）
・民事訴訟法成立(６月15日）
・改正破産法成立(６月15日）
・本邦研修実施(１月，２月）
　　(法曹養成，民法改正共同研究）

2005 ・法整備支援フェーズ３継続
・長期専門家１名（裁判官出身検事）派遣
・ベトナム国家大学日本法講座継続
・現地セミナーを開催（判決書・判例，判決執行法，法曹養成）
・改正民法成立(６月14日）
・本邦研修実施(９月，２月）
　　(判決書標準化，法曹養成）

ICD NEWS　第75号（2018.6） 177



2015 ・2020年を目標とする法･司法改革支援プロジェクト開始(2015年４月～2020年３月）
・民法共同研究会，裁判実務改善研究会継続
・長期専門家１名（検事）を増員し５名に（10月：裁判官出身者含む検事３名，弁護士，業務調整員各１名）
・日越司法制度共同研究実施（６月：刑事政策研究等）
・本邦研修実施（９月：法令の整合性，11月：法令の整合性，12月：検察官養成）
・JICA調査団派遣（10月：JCC）

2016 ・2020年を目標とする法･司法改革支援プロジェクト継続
・長期専門家５名（裁判官出身者含む検事３名，弁護士，業務調整員各１名）継続
・ＪＩＣＡ調査団派遣（４月：ＪＣＣ，１１月：財産登録法）
・本邦研修実施（7月：法令の整合性，検察官養成，9月：財産登録法，11月：裁判官養成）
・現地調査実施（11月：財産登録法）
・現地セミナー(2月：財産登録法等）

2017 ・2020年を目標とする法･司法改革支援プロジェクト継続
・長期専門家５名（裁判官出身者含む検事３名，弁護士，業務調整員各１名）継続
・現地調査実施（４月：財産登録法）
・本邦研修実施（5月：判例制度等，7月：財産登録法，11月：民事執行制度・登記制度）
・ＪＩＣＡ調査団派遣（１月：中間レビュー）
・現地セミナー(９月：判例制度，10月：家庭裁判所）

年度 ベトナム

1991 ・ベトナム司法大臣が日本法務大臣に支援要請

1992

1993 ・森嶌昭夫名古屋大学教授(当時)が文化交流プロジェクトで訪越し，日本民法紹介

1994 ・法務省でベトナム司法省に本邦研修開始(1996年まで年１回)

1995 ・1995.8～2001.3「市場経済化支援開発政策調査」(通称：石川プロジェクト)実施

1996 ・JICA法整備支援プロジェクトフェーズ１開始(1996年12月～1999年11月）
・長期専門家１名(弁護士)派遣

1997 ・法整備支援フェーズ１継続
　　本邦研修(年２回へ)
　　現地セミナー開始(年４回)

1998 ・前年と同様

1999 ・日越民商事法セミナー開催
・法整備支援フェーズ２開始(1999年12月～2002年11月)
　　ベトナム民法改正共同研究
　　法令鳥瞰図作成
　　人材育成
・対象機関に最高人民裁判所，最高人民検察院が加わる
・長期専門家１名(業務調整員)派遣

2000 ・法整備支援フェーズ２継続
     本邦研修(年４回)
     現地セミナー(年８回)
   ※ 以後，2002年まで同様
・長期専門家３名(裁判官出身者含む検事２名，弁護士１名)派遣
・民法改正共同研究会開始

2001 ・法整備支援フェーズ２継続
・長期専門家２名(検事，弁護士各１名)派遣
・法整備支援フェーズ２を2003年３月まで延長

2002 ・前年と同様
・JICAが，ベトナム元司法大臣を招へい
・長期専門家１名(裁判官出身検事)派遣

2003 ・法整備支援フェーズ３開始
  (2003年７月～2006年６月）
    民法改正共同研究会継続
    民事訴訟法共同研究会開始
    法曹養成共同研究会開始
     　(法務省，最高裁，日弁連）
    判決書・判例整備共同研究会開始
　　　(法務省，最高裁，日弁連）
・破産法改正支援セミナー実施
・長期専門家１名(検事)派遣
・現地セミナーを開催(民法，民訴法，法曹養成）
・法総研・JICAがベトナム司法大臣一行を招へい
・本邦研修実施(法曹養成）

2004 ・法整備支援フェーズ３継続
・ベトナム国家大学日本法講座開講
・長期専門家４名(裁判官出身者含む検事２名，弁護士１名，業務調整員１名)派遣
・現地セミナーを開催（民法，民訴法，法曹養成，判決書・判例）
・民事訴訟法成立(６月15日）
・改正破産法成立(６月15日）
・本邦研修実施(１月，２月）
　　(法曹養成，民法改正共同研究）

2005 ・法整備支援フェーズ３継続
・長期専門家１名（裁判官出身検事）派遣
・ベトナム国家大学日本法講座継続
・現地セミナーを開催（判決書・判例，判決執行法，法曹養成）
・改正民法成立(６月14日）
・本邦研修実施(９月，２月）
　　(判決書標準化，法曹養成）
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年度 カンボジア

1993

1994 ・日弁連が「カンボジア司法制度の現状と課題」セミナーを開催

1995

1996 ・法務省・最高裁・日弁連合同で本邦研修開始(年１回)

1997 ・上記本邦研修継続

1998 ・上記本邦研修継続
・JICAカンボジア事務所へ調査のため派遣
・民法・民事訴訟法起草支援を合意

1999 ・JICA法制度整備プロジェクトフェーズ１開始（1999年３月～2003年３月）
・カンボジア司法省に長期専門家２名（うち１名は弁護士)を派遣
・上記起草支援のため，作業部会が日本，現地でワークショップを相当数開催

2000 ・JICA法制度整備プロジェクトフェーズ１継続
・本邦研修も作業部会との協議を中心とする起草支援の内容で実施　(年２回)
・日弁連が司法調査団を派遣
・日弁連がカンボジア王国弁護士会と友好協定締結
・日弁連がカンボジア王国弁護士会を対象にセミナーを開催

2001 ・JICA法制度整備プロジェクトフェーズ１継続
・日弁連がカンボジア王国弁護士会司法支援プロジェクト(JICA小規模開発　パートナー事業)を開始
・日弁連が弁護士継続教育セミナー(第１回～第４回)を開催
(なお，これは，カナダ弁護士会(３回開催)，リヨン弁護士会(１回開催)との共同プロジェクトであり，計８回開催)

2002 ・JICA法制度整備プロジェクトフェーズ１継続（2003年３月まで）
・民法典及び民事訴訟法典起草記念セミナーを開催（フン･セン首相が演説）
・民法・民事訴訟法起草作業完了
・日弁連がカンボジア王国弁護士会司法支援プロジェクト(JICA開発パートナー事業)開始(３年間)
・本邦研修を実施(起草支援，立法化支援）

2003 ・本邦研修実施(立法化支援）
・JICA調査団派遣
・民法，民事訴訟法作業部会継続
・日弁連がJICA開発パートナー事業を継続
・司法官職養成校にJICA短期専門家を派遣(検事)

2004 ・JICA法制度整備プロジェクトフェーズ２開始(2004年4月～2007年４月)
     立法化支援
     附属法令整備
・民法，民事訴訟法作業部会継続
・カ司法省へ長期専門家２名(うち１名は弁護士)を派遣
・日弁連JICA開発ﾊﾟｰﾄﾅｰ事業を継続
・法曹養成に関するCP研修実施
・司法官職養成校にJICA短期専門家を派遣(検事)
・本邦研修実施(２月)(民法・民訴法)

2005 ・JICA法制度整備プロジェクトフェーズ２継続
     立法化支援
     附属法令整備
・民法，民事訴訟法作業部会継続
・カ司法省へ長期専門家２名(うち１名は弁護士)を派遣
・現地セミナーを開催（模擬裁判）
・本邦研修実施(２月)
  　(民法・民訴法)
・法曹養成研究会発足
・JICA裁判官・検察官養成校民事教育改善プロジェクト開始(2008年3月まで)
・裁判官・検察官養成校に長期専門家２名を派遣　(うち１名は検事)
・本邦研修実施(10月)(法曹養成)
・日弁連の弁護士会司法支援プロジェクト(JICA開発パートナー事業)が終了
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2006 ・JICA法制度整備プロジェクトフェーズ２継続（2007年4月まで）
　　　立法化支援
　　　附属法令整備
・民法，民事訴訟法作業部会継続
・カ司法省へ長期専門家２名派遣継続
・民事訴訟法成立（６月）・公布（７月）
・短期専門家派遣（８月）
・現地セミナーを開催（８月：民法特別講義，３月：民訴法）
・遠隔セミナーを開催（12月）
・法総研，（財）国際民商事法センターがカンボジア司法大臣一行を招へい
・JICA法制度整備プロジェクトフェーズ２延長決定　（2008年４月まで）
・JICA裁判官・検察官養成校民事教育改善プロジェクト継続
・法曹養成研究会継続
・裁判官・検察官養成校に長期専門家２名派遣継続
・現地セミナーを開催（８月）（判決書セミナー）
・JICA-Netセミナーを開催(４月,12月)
・本邦研修実施(２月)(法曹養成)

2007 ・JICA法制度整備プロジェクトフェーズ２継続
　　立法化支援
　　附属法令支援
・民法，民事訴訟法作業部会継続
・カ司法省へ長期専門家１名（弁護士）を追加派遣，合計３名
・民事訴訟法適用（7月）
・民法成立（１１月）・公布（12月）
・遠隔セミナーを開催（８月：民訴法）
・現地セミナーを開催（１月：民訴法）
・JICA調査団派遣
・JICA裁判官・検察官養成校民事教育改善プロジェクト継続
・法曹養成研究会継続
・裁判官・検察官養成校に長期専門家２名派遣継続
・JICA-Netセミナーを開催（５月，９月）
・本邦研修実施（７月，法曹養成，民訴法）
・現地セミナーを開催（11月：民法，12月：民事模擬裁判）
・JICA調査団派遣
・JICA弁護士会司法支援プロジェクト開始（６月）

2008 ・JICA法制度整備プロジェクトフェーズ３開始（2008年4月～2012年3月）
 　附属法令起草支援
・民法，民事訴訟法作業部会継続
・カ司法省へ長期専門家３名派遣継続
・遠隔セミナーを開催（12月：民訴法関係）
・現地セミナーを開催（12月：民法）
・本邦研修実施（２月：不動産登記法）
・JICA調査団派遣
・JICA裁判官・検察官養成校民事教育改善プロジェクトフェーズ２開始（2008年4月～2012年3月）
・法曹養成アドバイザリー・グループ開始
・裁判官・検察官養成校へ長期専門家２名派遣継続
・JICA-Netセミナーを開催（９月）
・本邦研修実施（10月，３月）
・現地セミナーを開催（12月，２月）
・JICA弁護士会司法支援プロジェクト継続

2009 ・JICA法制度整備プロジェクトフェーズ３継続
  　附属法令起草支援
・民法，民事訴訟法作業部会継続
・カ司法省への長期専門家３名派遣継続
・現地セミナーを開催（12月：民訴法関係）
・JICA裁判官・検察官養成校民事教育改善プロジェクトフェーズ２継続
・法曹養成アドバイザリー・グループ継続
・裁判官・検察官養成校への長期専門家２名派遣継続
・JICA-Netセミナーを開催（５月）
・本邦研修実施（10月，11月）
・現地セミナーを開催（６月，８月，12月）
・JICA弁護士会司法支援プロジェクト継続

年度 カンボジア

1993

1994 ・日弁連が「カンボジア司法制度の現状と課題」セミナーを開催

1995

1996 ・法務省・最高裁・日弁連合同で本邦研修開始(年１回)

1997 ・上記本邦研修継続

1998 ・上記本邦研修継続
・JICAカンボジア事務所へ調査のため派遣
・民法・民事訴訟法起草支援を合意

1999 ・JICA法制度整備プロジェクトフェーズ１開始（1999年３月～2003年３月）
・カンボジア司法省に長期専門家２名（うち１名は弁護士)を派遣
・上記起草支援のため，作業部会が日本，現地でワークショップを相当数開催

2000 ・JICA法制度整備プロジェクトフェーズ１継続
・本邦研修も作業部会との協議を中心とする起草支援の内容で実施　(年２回)
・日弁連が司法調査団を派遣
・日弁連がカンボジア王国弁護士会と友好協定締結
・日弁連がカンボジア王国弁護士会を対象にセミナーを開催

2001 ・JICA法制度整備プロジェクトフェーズ１継続
・日弁連がカンボジア王国弁護士会司法支援プロジェクト(JICA小規模開発　パートナー事業)を開始
・日弁連が弁護士継続教育セミナー(第１回～第４回)を開催
(なお，これは，カナダ弁護士会(３回開催)，リヨン弁護士会(１回開催)との共同プロジェクトであり，計８回開催)

2002 ・JICA法制度整備プロジェクトフェーズ１継続（2003年３月まで）
・民法典及び民事訴訟法典起草記念セミナーを開催（フン･セン首相が演説）
・民法・民事訴訟法起草作業完了
・日弁連がカンボジア王国弁護士会司法支援プロジェクト(JICA開発パートナー事業)開始(３年間)
・本邦研修を実施(起草支援，立法化支援）

2003 ・本邦研修実施(立法化支援）
・JICA調査団派遣
・民法，民事訴訟法作業部会継続
・日弁連がJICA開発パートナー事業を継続
・司法官職養成校にJICA短期専門家を派遣(検事)

2004 ・JICA法制度整備プロジェクトフェーズ２開始(2004年4月～2007年４月)
     立法化支援
     附属法令整備
・民法，民事訴訟法作業部会継続
・カ司法省へ長期専門家２名(うち１名は弁護士)を派遣
・日弁連JICA開発ﾊﾟｰﾄﾅｰ事業を継続
・法曹養成に関するCP研修実施
・司法官職養成校にJICA短期専門家を派遣(検事)
・本邦研修実施(２月)(民法・民訴法)

2005 ・JICA法制度整備プロジェクトフェーズ２継続
     立法化支援
     附属法令整備
・民法，民事訴訟法作業部会継続
・カ司法省へ長期専門家２名(うち１名は弁護士)を派遣
・現地セミナーを開催（模擬裁判）
・本邦研修実施(２月)
  　(民法・民訴法)
・法曹養成研究会発足
・JICA裁判官・検察官養成校民事教育改善プロジェクト開始(2008年3月まで)
・裁判官・検察官養成校に長期専門家２名を派遣　(うち１名は検事)
・本邦研修実施(10月)(法曹養成)
・日弁連の弁護士会司法支援プロジェクト(JICA開発パートナー事業)が終了
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2010 ・JICA法制度整備プロジェクトフェーズ３継続
  　附属法令起草支援
・民法，民事訴訟法作業部会継続
・カ司法省への長期専門家３名の派遣継続
・JICA-Netセミナー開催（12月：法人登記）
・本邦研修実施（２月：不動産登記）
・JICA裁判官・検察官養成校民事教育改善プロジェクトフェーズ２継続
・法曹養成アドバイザリー・グループ継続
・裁判官・検察官養成校への長期専門家２名派遣継続，新たに１名（裁判官出身）を派遣
・JICA-Netセミナーを開催（５月：民事訴訟法）
・現地セミナー開催（９月：民法）
・本邦研修実施（10月：法曹養成）
・現地セミナー開催（３月：民法）
・JICA弁護士会司法支援プロジェクト終了（５月）
・法総研が現地調査実施（５月：ニーズ調査）

2011 ・JICA法制度整備プロジェクトフェーズ３継続（2012年３月まで）
　附属法令起草支援
・民法，民事訴訟法作業部会継続
・司法省への長期専門家３名派遣継続
・民法適用法公布（６月）
・現地セミナー開催（８月，９月，11月：民法）
・JICA調査団派遣（９月：終了時評価）
・民法適用，同記念式典（12月）
・現地セミナー開催（12月：民法普及）
・本邦研修実施（２月：法人登記）
・JICA裁判官・検察官養成校民事教育改善プロジェクトフェーズ２継続（2012年3月まで）
・法曹養成アドバイザリー・グループ継続
・裁判官・検察官養成校への長期専門家３名派遣継続
・本邦研修実施（６月，10月：法曹養成）
・JICA調査団派遣（９月：終了時評価）
・現地セミナー開催（１月：民法）
・JICA調査団派遣（10月：次期案件詳細計画策定）

2012 ・JICA民法・民事訴訟法普及プロジェクト開始（2012年４月～2017年3月）
　不動産登記共同省令起草支援
　司法省，王立司法学院，弁護士会，王立法律経済大学を対象とした人材育成支援
・民法，民事訴訟法作業部会継続
・長期専門家４名（裁判官出身者含む検事・弁護士等）派遣
・現地セミナー開催（９月，12月：不動産登記）
・現地セミナー開催（２月：親族相続法）
・本邦研修実施（２月：人材育成）
・JICA調査団派遣（11月：JCC参加）

2013 ・JICA民法・民事訴訟法普及プロジェクト継続
　ただし，法令起草支援の分野は終了（～３月）
　司法省、王立司法学院、弁護士会、王立法律経済大学を対象とした人材育成支援は継続
・民法，民事訴訟法作業部会継続
・長期専門家３名派遣継続，１名は派遣終了
・現地セミナー（９月，12月：民事訴訟法　３月：民法）
・本邦研修（10月，２月：人材育成）
・JICA調査団派遣（９月：運営指導調査，12月：JCC）

2014 ・JICA民法・民事訴訟法普及プロジェクト継続
　司法省，王立司法学院，弁護士会，王立法律経済大学を対象とした人材育成
・民法，民事訴訟法作業部会継続
・本邦研修実施（６月，10月，２月）
・長期専門家１名（検事）派遣，１名派遣終了（９月）
・ＪＩＣＡ調査団派遣（８月：中間レビュー，１2月：ＪＣＣ）
・現地セミナー開催（12月：判決公開，３月：不動産登記共同省令）

2015 ・JICA民法・民事訴訟法普及プロジェクト継続
　司法省，王立司法学院，弁護士会，王立法律経済大学を対象とした人材育成
・民法，民事訴訟法作業部会継続
・長期専門家３名は派遣継続（裁判官・弁護士各１名は，３月で派遣終了）
・本邦研修実施（９月，３月）
・ＪＩＣＡ調査団派遣（12月：ＪＣＣ及び次期プロジェクト協議）
・現地セミナー開催（７月：不動産登記共同省令，１月：民事保全）

年度 カンボジア

1993

1994 ・日弁連が「カンボジア司法制度の現状と課題」セミナーを開催

1995

1996 ・法務省・最高裁・日弁連合同で本邦研修開始(年１回)

1997 ・上記本邦研修継続

1998 ・上記本邦研修継続
・JICAカンボジア事務所へ調査のため派遣
・民法・民事訴訟法起草支援を合意

1999 ・JICA法制度整備プロジェクトフェーズ１開始（1999年３月～2003年３月）
・カンボジア司法省に長期専門家２名（うち１名は弁護士)を派遣
・上記起草支援のため，作業部会が日本，現地でワークショップを相当数開催

2000 ・JICA法制度整備プロジェクトフェーズ１継続
・本邦研修も作業部会との協議を中心とする起草支援の内容で実施　(年２回)
・日弁連が司法調査団を派遣
・日弁連がカンボジア王国弁護士会と友好協定締結
・日弁連がカンボジア王国弁護士会を対象にセミナーを開催

2001 ・JICA法制度整備プロジェクトフェーズ１継続
・日弁連がカンボジア王国弁護士会司法支援プロジェクト(JICA小規模開発　パートナー事業)を開始
・日弁連が弁護士継続教育セミナー(第１回～第４回)を開催
(なお，これは，カナダ弁護士会(３回開催)，リヨン弁護士会(１回開催)との共同プロジェクトであり，計８回開催)

2002 ・JICA法制度整備プロジェクトフェーズ１継続（2003年３月まで）
・民法典及び民事訴訟法典起草記念セミナーを開催（フン･セン首相が演説）
・民法・民事訴訟法起草作業完了
・日弁連がカンボジア王国弁護士会司法支援プロジェクト(JICA開発パートナー事業)開始(３年間)
・本邦研修を実施(起草支援，立法化支援）

2003 ・本邦研修実施(立法化支援）
・JICA調査団派遣
・民法，民事訴訟法作業部会継続
・日弁連がJICA開発パートナー事業を継続
・司法官職養成校にJICA短期専門家を派遣(検事)

2004 ・JICA法制度整備プロジェクトフェーズ２開始(2004年4月～2007年４月)
     立法化支援
     附属法令整備
・民法，民事訴訟法作業部会継続
・カ司法省へ長期専門家２名(うち１名は弁護士)を派遣
・日弁連JICA開発ﾊﾟｰﾄﾅｰ事業を継続
・法曹養成に関するCP研修実施
・司法官職養成校にJICA短期専門家を派遣(検事)
・本邦研修実施(２月)(民法・民訴法)

2005 ・JICA法制度整備プロジェクトフェーズ２継続
     立法化支援
     附属法令整備
・民法，民事訴訟法作業部会継続
・カ司法省へ長期専門家２名(うち１名は弁護士)を派遣
・現地セミナーを開催（模擬裁判）
・本邦研修実施(２月)
  　(民法・民訴法)
・法曹養成研究会発足
・JICA裁判官・検察官養成校民事教育改善プロジェクト開始(2008年3月まで)
・裁判官・検察官養成校に長期専門家２名を派遣　(うち１名は検事)
・本邦研修実施(10月)(法曹養成)
・日弁連の弁護士会司法支援プロジェクト(JICA開発パートナー事業)が終了

ICD NEWS　第75号（2018.6） 181



2016 ・JICA民法・民事訴訟法普及プロジェクト継続（2017年3月まで）
　司法省，王立司法学院，弁護士会，王立法律経済大学を対象とした人材育成
・民法，民事訴訟法作業部会継続
・長期専門家２名（検事，弁護士）は派遣継続（弁護士１名は９月で派遣終了，検事１名は３月で派遣終了），１名（弁護士）新規派遣
・本邦研修実施（10月）
・ＪＩＣＡ調査団派遣（８月：終了時評価，９月：次期プロジェクト詳細計画策定調査，１月：ＪＣＣ）
・短期専門家１名派遣（10～３月）
・現地セミナー開催（８月：民事実務上の諸問題-訴状の不備等，１月：民事実務上の諸問題-再審等，２月：民事実務上の諸問題-強制執行
等）

2017 ・JICA民法・民事訴訟法運用改善プロジェクト開始（2017年4月～2022年3月）
・民法作業部会終了（～8月)，民事訴訟法作業部会継続
・長期専門家3名（裁判官出身者を含む検事2名、弁護士1名）の派遣継続
・現地セミナー（8月：実務上の諸問題）
・日弁連・ＢＡＫＣ・ＩＣＤセミナー（1月：遺産分割，3月：離婚等）
・RULE・ＩＣＤセミナー(3月：離婚)

年度 カンボジア

1993

1994 ・日弁連が「カンボジア司法制度の現状と課題」セミナーを開催

1995

1996 ・法務省・最高裁・日弁連合同で本邦研修開始(年１回)

1997 ・上記本邦研修継続

1998 ・上記本邦研修継続
・JICAカンボジア事務所へ調査のため派遣
・民法・民事訴訟法起草支援を合意

1999 ・JICA法制度整備プロジェクトフェーズ１開始（1999年３月～2003年３月）
・カンボジア司法省に長期専門家２名（うち１名は弁護士)を派遣
・上記起草支援のため，作業部会が日本，現地でワークショップを相当数開催

2000 ・JICA法制度整備プロジェクトフェーズ１継続
・本邦研修も作業部会との協議を中心とする起草支援の内容で実施　(年２回)
・日弁連が司法調査団を派遣
・日弁連がカンボジア王国弁護士会と友好協定締結
・日弁連がカンボジア王国弁護士会を対象にセミナーを開催

2001 ・JICA法制度整備プロジェクトフェーズ１継続
・日弁連がカンボジア王国弁護士会司法支援プロジェクト(JICA小規模開発　パートナー事業)を開始
・日弁連が弁護士継続教育セミナー(第１回～第４回)を開催
(なお，これは，カナダ弁護士会(３回開催)，リヨン弁護士会(１回開催)との共同プロジェクトであり，計８回開催)

2002 ・JICA法制度整備プロジェクトフェーズ１継続（2003年３月まで）
・民法典及び民事訴訟法典起草記念セミナーを開催（フン･セン首相が演説）
・民法・民事訴訟法起草作業完了
・日弁連がカンボジア王国弁護士会司法支援プロジェクト(JICA開発パートナー事業)開始(３年間)
・本邦研修を実施(起草支援，立法化支援）

2003 ・本邦研修実施(立法化支援）
・JICA調査団派遣
・民法，民事訴訟法作業部会継続
・日弁連がJICA開発パートナー事業を継続
・司法官職養成校にJICA短期専門家を派遣(検事)

2004 ・JICA法制度整備プロジェクトフェーズ２開始(2004年4月～2007年４月)
     立法化支援
     附属法令整備
・民法，民事訴訟法作業部会継続
・カ司法省へ長期専門家２名(うち１名は弁護士)を派遣
・日弁連JICA開発ﾊﾟｰﾄﾅｰ事業を継続
・法曹養成に関するCP研修実施
・司法官職養成校にJICA短期専門家を派遣(検事)
・本邦研修実施(２月)(民法・民訴法)

2005 ・JICA法制度整備プロジェクトフェーズ２継続
     立法化支援
     附属法令整備
・民法，民事訴訟法作業部会継続
・カ司法省へ長期専門家２名(うち１名は弁護士)を派遣
・現地セミナーを開催（模擬裁判）
・本邦研修実施(２月)
  　(民法・民訴法)
・法曹養成研究会発足
・JICA裁判官・検察官養成校民事教育改善プロジェクト開始(2008年3月まで)
・裁判官・検察官養成校に長期専門家２名を派遣　(うち１名は検事)
・本邦研修実施(10月)(法曹養成)
・日弁連の弁護士会司法支援プロジェクト(JICA開発パートナー事業)が終了
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年度 ラオス

1995

1996 ･ラオス司法大臣が来日し，支援要請

1997

1998 ・名古屋大学及び法務総合研究所が受託機関となり本邦研修を開始
・現地セミナー・調査（12月），本邦研修（２月）を実施

1999 ・本邦研修（１１月），現地セミナー（２月）を実施

2000 ・前年と同様
・現地で司法制度調査を実施(約３か月)
・現地セミナー（６月），本邦研修（11月）を実施
・JICAプロジェクト形成調査団派遣（12月）
・日弁連が司法調査団を派遣（４月）

2001 ・司法アドバイザー型の短期専門家を派遣(合計８か月間)
・本邦研修（10月・３月）
・現地セミナー（２回）

2002 ・長期専門家１名を派遣(検事)
・現地セミナー（４回）
・本邦研修（10月・３月）

2003 ・JICAプロジェクト開始（2005年５月まで予定）
   法令データベース作成
   法令集出版支援
   教科書及び辞書作成支援
   検察マニュアル作成支援
   講師養成
・長期専門家１名を派遣(検事)
・本邦研修（11月・2月）

2004 ・JICAプロジェクト継続
・長期専門家２名を派遣（検事・弁護士）
・本邦研修(年２回)
・現地セミナー

2005 ・JICAプロジェクト継続
・長期専門家２名を派遣（検事・弁護士）
・本邦研修(２回)
・現地セミナー(民法教科書，判決書マニュアル，検察マニュアル）
・検察マニュアル及び判決書マニュアル完成

2006 ・JICAプロジェクトを2007年５月まで延長
・現地にて普及セミナー実施
　（判決書マニュアル，検察マニュアル，民商法教科書）
・本邦研修(11月)
　(プロジェクト総括と成果物普及・新司法改革マスタープランの内容）

2007 ・2007年５月末プロジェクト延長期間終了
・フォローアップ
　　現地各CPによる普及ワークショップ，JICA現地事務所でモニタリング（５～12月）

2008 ・法整備支援シミュレーションワークショップを名古屋大学と共同で３回実施（９月・11月・12月）
・現地調査（１月）

2009 ・法整備支援シミュレーションワークショップを名古屋大学と共同で４回実施
    （５月，６月，11月，２月）
・現地調査（５月，９月，３月）
・現地セミナー（９月）

2010 ・法総研による現地調査を実施（７,８月：司法制度）
・JICA-Ｎetセミナーを実施（５月,７月,10月,12月：民法）
・法律人材育成強化プロジェクト開始（2010年7月～2014年7月）
・長期専門家３名（検事,弁護士,業務調整員各１名）を派遣（７月）
・国内アドバイザリーグループを設置（民法,民事訴訟法,刑事訴訟法）
・現地セミナー（２月）
・本邦研修実施（３月：民法）
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2011 ・法律人材育成強化プロジェクト継続
・長期専門家3名（検事，弁護士，業務調整員各１名）継続
・JICA-Netセミナー開催（6月：刑事訴訟法，7月：民法・民事訴訟法）
・現地セミナー実施（8月：民法，9月：民事訴訟法，3月：刑事訴訟法）
・本邦研修実施（10月：刑事訴訟法，1月：民事訴訟法）
・JICAによる各CP（司法省，最高裁，最高検，ラオス国立大学）副大臣級招へい

2012 ・法律人材育成強化プロジェクト継続
・長期専門家3名（検事，弁護士，業務調整員各１名）継続
・JICA-Netセミナー開催（10月：刑事訴訟法）
・現地セミナー実施（６月・８月・３月：民法，２月：刑事訴訟法，民事訴訟法）
・本邦研修実施（10月：刑事訴訟法，11月：民事訴訟法，２月・３月：民法）
・JICA調査団派遣（７月：中間評価）　※民法典起草支援をプロジェクトに追加

2013 ・法律人材育成強化プロジェクト継続
・長期専門家（検事）1名増員し４名に（検事２名，弁護士，業務調整員各１名）
・JICA-Netセミナー開催（４月・７月・1１月・３月：刑事訴訟法，５月・７月・10月・１１月・１２月・１月：民法）
・現地セミナー実施（８月・１１月：民法，１２月：刑事訴訟法等，３月：民事訴訟法）
・本邦研修実施（７月：刑事訴訟法，1０月：民事訴訟法，２月・３月：民法）
・JICA調査団派遣（５月：運営指導調査，２月：終了時評価，３月：詳細計画策定調査）

2014 ・法律人材育成強化プロジェクト継続（７月まで）
・長期専門家４名に（検事２名，弁護士，業務調整員各１名）
・JICA-Netセミナー開催（４月・５月・６月：民法）
・法律人材育成強化プロジェクト・フェーズ２開始（2014年7月～2018年7月）
・10月までは長期専門家３名（検事，弁護士，業務調整員各1名），10月から１名（弁護士）増員
・JICA-Netセミナー開催（７月・９月・10月・１月・２月・３月：民法）
・現地セミナー実施（７月：法曹人材育成，８月：民法，３月：刑事訴訟法等）
・本邦研修実施（11月・２月：民法）
・JICA調査団派遣（10月：第１回JCC参加等）

2015 ・法律人材育成強化プロジェクト・フェーズ２継続
・長期専門家４名（検事１名，弁護士２名，業務調整員1名）継続
・JICA-Netセミナー開催（４月：民法）
・本邦研修実施（９月：法曹人材育成、１１月：刑事訴訟法等、１２月：民事経済法）
・司法大臣招へい（８月）
・現地セミナー実施（３月：法曹人材育成，２月：刑事訴訟法等）

2016 ・法律人材育成強化プロジェクト・フェーズ２継続
・長期専門家４名（検事１名，弁護士２名，業務調整員１名）継続
・JICA調査団派遣（５月：第１回JCC参加）
・本邦研修実施（９月：民事経済法，１１月：刑事訴訟法等、２月：法曹人材育成）
・ＪＩＣＡ調査団派遣（１１月：第２回ＪＣＣ参加）
・現地セミナー実施（１２月：法曹人材育成、２月：刑事訴訟法，3月：民事経済）
・日本・ラオス共同研究実施（民法典），シンポジウム「ラオス民法典制定と実務上の課題」開催（２月）

2017 ・法律人材育成強化プロジェクト・フェーズ２継続
・長期専門家４名（検事２名，弁護士２名（６月に弁護士の長期専門家１名が交代，１０月に１名が離任。），業務調整員１名）
・ＪＩＣＡ調査団派遣（5月：ＪＣＣ，11月：第１回詳細計画策定調査，１月：第２回詳細計画策定調査）
・本邦研修（８月：民事経済，１２月：教育研修改善，３月：民法）
・現地セミナー実施（6月：教育研修改善，８月：民法，２月：刑事法）
・WIPOジャパンファンド・ラオス裁判官知財制度研修実施（1月）
・国会法務委員会アドバイザー等招へい，シンポジウム「ラオスの新民法典と立法手続」開催（３月）
・

年度 ラオス

1995

1996 ･ラオス司法大臣が来日し，支援要請

1997

1998 ・名古屋大学及び法務総合研究所が受託機関となり本邦研修を開始
・現地セミナー・調査（12月），本邦研修（２月）を実施

1999 ・本邦研修（１１月），現地セミナー（２月）を実施

2000 ・前年と同様
・現地で司法制度調査を実施(約３か月)
・現地セミナー（６月），本邦研修（11月）を実施
・JICAプロジェクト形成調査団派遣（12月）
・日弁連が司法調査団を派遣（４月）

2001 ・司法アドバイザー型の短期専門家を派遣(合計８か月間)
・本邦研修（10月・３月）
・現地セミナー（２回）

2002 ・長期専門家１名を派遣(検事)
・現地セミナー（４回）
・本邦研修（10月・３月）

2003 ・JICAプロジェクト開始（2005年５月まで予定）
   法令データベース作成
   法令集出版支援
   教科書及び辞書作成支援
   検察マニュアル作成支援
   講師養成
・長期専門家１名を派遣(検事)
・本邦研修（11月・2月）

2004 ・JICAプロジェクト継続
・長期専門家２名を派遣（検事・弁護士）
・本邦研修(年２回)
・現地セミナー

2005 ・JICAプロジェクト継続
・長期専門家２名を派遣（検事・弁護士）
・本邦研修(２回)
・現地セミナー(民法教科書，判決書マニュアル，検察マニュアル）
・検察マニュアル及び判決書マニュアル完成

2006 ・JICAプロジェクトを2007年５月まで延長
・現地にて普及セミナー実施
　（判決書マニュアル，検察マニュアル，民商法教科書）
・本邦研修(11月)
　(プロジェクト総括と成果物普及・新司法改革マスタープランの内容）

2007 ・2007年５月末プロジェクト延長期間終了
・フォローアップ
　　現地各CPによる普及ワークショップ，JICA現地事務所でモニタリング（５～12月）

2008 ・法整備支援シミュレーションワークショップを名古屋大学と共同で３回実施（９月・11月・12月）
・現地調査（１月）

2009 ・法整備支援シミュレーションワークショップを名古屋大学と共同で４回実施
    （５月，６月，11月，２月）
・現地調査（５月，９月，３月）
・現地セミナー（９月）

2010 ・法総研による現地調査を実施（７,８月：司法制度）
・JICA-Ｎetセミナーを実施（５月,７月,10月,12月：民法）
・法律人材育成強化プロジェクト開始（2010年7月～2014年7月）
・長期専門家３名（検事,弁護士,業務調整員各１名）を派遣（７月）
・国内アドバイザリーグループを設置（民法,民事訴訟法,刑事訴訟法）
・現地セミナー（２月）
・本邦研修実施（３月：民法）
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年度 インドネシア

1997

1998 ・経済法研修

1999

2000 ・日本貿易振興会(JETRO)等がインドネシア独占禁止法研究会を開催
・JETRO等がAPEC経済法制度シンポジウムを開催

2001 ・JICA調査団派遣（２月）

2002 ・本邦研修(７月)
・現地セミナー(年１回)
・JETRO等がAPEC経済法制度シンポジウムを開催
・JICA調査団派遣
・外務省・JICAがイ最高裁長官を招へい

2003 ・本邦研修(６月)
・企画調査員として長期専門家派遣(弁護士)
・日本・インドネシアADR比較研究セミナー(本邦研修・１０月)

2004 ・本邦研修(６月)
・インドネシア競争政策・規制緩和研修プロジェクト開始（公正取引委員会，2006年７月まで）
・企画調査員１名を派遣

2005 ・本邦研修(１２月)
・アチェに対するADR現地セミナー（JICA・日弁連）

2006 ・アチェに対するADR遠隔セミナー（全５回）（JICA・日弁連）
・本邦研修(７月)
・JICA調査団派遣，M/M締結（９月）
・JICA和解・調停制度強化支援プロジェクト開始，長期専門家（弁護士）を派遣（３月）

2007 ・アドバイザリー・グループ会合（６月，７月，9月，１２月，２月）
・現地セミナー（８月,３月）
・本邦研修(10月)

2008 ・アドバイザリー・グループ会合（5月，６月，９月，１２月，３月）
・第２回本邦研修(７月)
・インドネシア改正最高裁判所規則PERMA2008年1号（裁判所が行う和解　調停手続に関する規則）が施行（７月）
・現地セミナー（11月）
・JICAインドネシア「和解・調停制度強化支援プロジェクト」終了時評価調査団を派遣（11月）

2009 ・アドバイザリー・グループ会合（６月，８月，１０月，１２月）
・現地調査（９月）
・JICA国別研修「法廷と連携した和解・調停実施」（11月）
・インドネシア最高裁判所との今後の協力の在り方に関する協議会（３月）

2010 ・現地調査（8月）
・第１回裁判官人材育成強化支援研修（本邦研修・11月）
・最高裁副長官等招へい（12月）
・JICA知財支援プロジェクトに法総研も協力

2011 ・和解・調停制度普及及び司法の実情に関する現地調査（８月）
・インドネシア裁判官人材育成強化共同研究（11月）

2012 ・現地調査（８月）
・第２回インドネシア裁判官人材育成強化共同研究（11月）

2013 ・現地調査（５月）
・JICA法・司法分野に関する情報収集・確認調査（11月）
・第３回インドネシア裁判官人材育成強化共同研究（２月）

2014 ・現地調査（４月）
・JICA知財支援プロジェクト終了時評価調査等（10月）
・インドネシア最高裁判所・少額訴訟制度研究（12月）
・JICA調査団派遣（２月，３月）
・第４回インドネシア裁判官人材育成強化共同研究（２月）
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2015 ・JICAとインドネシア最高裁判所（７月）及び同法務人権省（８月）との間で，「ビジネス環境改善のための知的財産権保護・法的整合性向上プロ
ジェクト」に関する実施合意文書締結
・JICA調査団派遣（８月，１０月，１２月）
・JICA「ビジネス環境改善のための知的財産権保護・法的整合性向上プロジェクト」開始（2015年12月～2020年12月）
・長期専門家２名（検事２名，うち１名は裁判官出身）を派遣（２月）
・現地調査（３月）

2016 ・「ビジネス環境改善のための知的財産権保護・法的整合性向上プロジェクト」継続
・長期専門家２名（検事２名，うち１名は裁判官出身）継続
・現地調査（４月～５月）
・法務大臣等現地訪問，日本・インドネシア間の司法・法務分野における協力関係増進記念式典（５月）
・共同研究（５月：法務人権省法規総局）
・最高裁判所支援アドバイザリーグループ会合（６月，１０月，２月）
・本邦研修（７月：３機関合同，10月：最高裁判所・法務人権省法規総局，２月：法務人権省法規総局）
・JICA調査団派遣（６月，８月：国際シンポジウム出席等，９月：第１回JCC参加等）
・現地セミナー（３月）

2017 ・「ビジネス環境改善のための知的財産権保護・法的整合性向上プロジェクト」継続
・長期専門家２名（検事２名，うち１名は裁判官出身。１０月に裁判官出身の長期専門家が交代。）継続
・JICA調査団派遣（４月，５月：第２回JCC参加等，８月）
・法務大臣等現地訪問（９月）
・本邦研修（７月・１１月：法務人権省法規総局，２月：最高裁判所）
・現地セミナー（６月，１月）
・最高裁判所支援アドバイザリーグループ会合（１１月）

年度 インドネシア

1997

1998 ・経済法研修

1999

2000 ・日本貿易振興会(JETRO)等がインドネシア独占禁止法研究会を開催
・JETRO等がAPEC経済法制度シンポジウムを開催

2001 ・JICA調査団派遣（２月）

2002 ・本邦研修(７月)
・現地セミナー(年１回)
・JETRO等がAPEC経済法制度シンポジウムを開催
・JICA調査団派遣
・外務省・JICAがイ最高裁長官を招へい

2003 ・本邦研修(６月)
・企画調査員として長期専門家派遣(弁護士)
・日本・インドネシアADR比較研究セミナー(本邦研修・１０月)

2004 ・本邦研修(６月)
・インドネシア競争政策・規制緩和研修プロジェクト開始（公正取引委員会，2006年７月まで）
・企画調査員１名を派遣

2005 ・本邦研修(１２月)
・アチェに対するADR現地セミナー（JICA・日弁連）

2006 ・アチェに対するADR遠隔セミナー（全５回）（JICA・日弁連）
・本邦研修(７月)
・JICA調査団派遣，M/M締結（９月）
・JICA和解・調停制度強化支援プロジェクト開始，長期専門家（弁護士）を派遣（３月）

2007 ・アドバイザリー・グループ会合（６月，７月，9月，１２月，２月）
・現地セミナー（８月,３月）
・本邦研修(10月)

2008 ・アドバイザリー・グループ会合（5月，６月，９月，１２月，３月）
・第２回本邦研修(７月)
・インドネシア改正最高裁判所規則PERMA2008年1号（裁判所が行う和解　調停手続に関する規則）が施行（７月）
・現地セミナー（11月）
・JICAインドネシア「和解・調停制度強化支援プロジェクト」終了時評価調査団を派遣（11月）

2009 ・アドバイザリー・グループ会合（６月，８月，１０月，１２月）
・現地調査（９月）
・JICA国別研修「法廷と連携した和解・調停実施」（11月）
・インドネシア最高裁判所との今後の協力の在り方に関する協議会（３月）

2010 ・現地調査（8月）
・第１回裁判官人材育成強化支援研修（本邦研修・11月）
・最高裁副長官等招へい（12月）
・JICA知財支援プロジェクトに法総研も協力

2011 ・和解・調停制度普及及び司法の実情に関する現地調査（８月）
・インドネシア裁判官人材育成強化共同研究（11月）

2012 ・現地調査（８月）
・第２回インドネシア裁判官人材育成強化共同研究（11月）

2013 ・現地調査（５月）
・JICA法・司法分野に関する情報収集・確認調査（11月）
・第３回インドネシア裁判官人材育成強化共同研究（２月）

2014 ・現地調査（４月）
・JICA知財支援プロジェクト終了時評価調査等（10月）
・インドネシア最高裁判所・少額訴訟制度研究（12月）
・JICA調査団派遣（２月，３月）
・第４回インドネシア裁判官人材育成強化共同研究（２月）
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年度 モンゴル

1993

1994 ・森嶌昭夫教授がJICA短期専門家として，モンゴルに対し，民法改正につき助言

1995

1996 ・日本司法書士会連合会による登記制度に関するモンゴル支援

1997

1998 ・モンゴル不動産登記庁の登記官に対し，登記セミナーを開催(JICA短期専門家は司法書士他）

1999 ・前年と同様(モンゴル)

2000

2001 ・モンゴル法整備支援事前調査
・法総研が日本・モンゴル司法制度比較セミナー(本邦研修)を実施
・日本司法書士会連合会による登記制度に関するモンゴル支援

2002 ・名古屋大学がモンゴルに対する本邦研修を実施

2003 ・モンゴルへ専門家派遣(名古屋大学・弁護士)

2004 ・モンゴル法務内務省へ弁護士１名を長期派遣
・名古屋大学が国際シンポジウムを開催(モンゴル)

2005 ・名古屋大学が国際シンポジウムを開催(モンゴル)
・モンゴルの土地法制に関する法社会学的研究プロジェクト開始（名古屋大学）

2006 ・弁護士会強化計画プロジェクト開始（2006年９月～2008年11月）
・長期専門家（弁護士）１名を派遣（日弁連）
・モンゴル国立大学に日本法教育研究センターを設立（名古屋大学）

2007 ・弁護士会強化計画プロジェクト継続

2008 ・弁護士会強化計画プロジェクト終了（～11月）

2009 ・調停制度強化プロジェクト詳細計画策定調査団派遣
・名古屋大学日本法教育研究センター（モンゴル）３周年記念行事開催

2010 ・調停制度強化プロジェクト開始（2010年５月～2012年11月）
・長期専門家（弁護士）１名を派遣（日弁連）

2011 ・調停制度強化プロジェクト継続

2012 ・調停制度強化プロジェクト終了（～11月）
・調停制度強化プロジェクトフェーズ２詳細計画策定調査団派遣

2013 ・調停制度強化プロジェクトフェーズ２開始（2013年１月～2015年７月）
・長期専門家（弁護士）１名を派遣（日弁連）
・短期専門家2名を派遣

2014 ・調停制度強化プロジェクトフェーズ２継続

2015 ・調停制度強化プロジェクトフェーズ２終了（～12月）
・長期専門家（弁護士）派遣終了（～12月）

2016 ・現地調査実施（3月）

2017 ・現地調査実施（9月）
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年度 中央アジア

1999

2000 [ウズベキスタン]
・名古屋大学がウズベキスタン３大学と学術交流協定
・ウズベキスタンで内閣法制局が現地セミナー開催

2001 [ウズベキスタン]
・JICA調査団派遣

2002 [ウズベキスタン]
・本邦研修実施
・名古屋大学が中央アジア３か国から法律家を招いてシンポジウム開催
・タシケント法科大学に専門家１名派遣(名古屋大学)
・JICA調査団派遣
・現地シンポジウム開催(名古屋大学）
・現地調査実施(日弁連）
・現地セミナー開催(法総研・名古屋大学）

2003 [ウズベキスタン]
・JICA調査団派遣
・現地調査，現地シンポジウム開催(名古屋大学）
・専門家１名派遣(北海学園大学)
・本邦研修実施
・法務省・名古屋大学がウズベキスタン司法大臣を招へいし，名古屋大学でシンポジウム開催
・専門家２名(法務省・早稲田大学）を派遣し，本邦研修のフォローアップセミナー開催

2004 ・JICA調査団派遣
 　M/M締結(倒産法注釈書支援）
・本邦研修を実施(倒産法注釈書）
・民商法典起草支援を継続(名古屋大学）
・ウズベキスタン司法省に専門家１名派遣(三重大学)
・最高経済裁判所副長官招聘(法務省）
・現地ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ開催(名古屋大学）
・現地フォローアップセミナー開催(法務省)

2005 [ウズベキスタン]
・本邦研修実施（５月，11月） 　(倒産法注釈書）
・短期専門家派遣（８月，３月）　（法務省，大阪大学等）
・倒産法注釈書プロジェクト開始（法務省，2007年９月まで）
・企業活動の発展のための民事法令及び行政法令の改善プロジェクト開始（司法省-名古屋大学)(11月～2008年10月まで）
　（中小企業振興，担保法制改革，法令データベース）
・長期専門家１名派遣(名古屋大学)
・タシケント法科大学に日本法教育研究センター設立（名古屋大学）
・現地シンポジウム開催(名古屋大学）
[その他]
・中央アジア諸国の憲法裁判所の比較研究プロジェクト開始（名古屋大学）

2006 [ウズベキスタン]
・倒産法注釈書プロジェクト継続（法務省，2007年９月まで）
・倒産法注釈書プロジェクト，長期専門家１名（弁護士）派遣（法務省，2007年９月まで）
・本邦研修（５月,８月,９月,11月）
 　(倒産法注釈書）
・短期専門家派遣（６月，２月)　（法務省，弁護士）
・倒産法注釈書（ロシア語版）発刊　（３月）
・長期専門家１名追加派遣（名古屋大学）

2007 [ウズベキスタン]
・現地にて注釈書発刊プレゼンテーション実施（６月）
・現地にて注釈書普及セミナー開催（７月，12月）
・注釈書活用促進に向けたワークショップ開催（９月）
・注釈書（日本語版及びウズベク語版）発刊（９月）
・倒産法注釈書プロジェクト終了（９月）
・注釈書（英語版）発刊（３月）
[その他]
・「中央アジア比較法制研究セミナー」コース運営委員会設置

2008 [ウズベキスタン]
・「企業活動の発展のための民事法令および行政法令の改善プロジェクト」終了（名古屋大学） （12月）
[その他]
・中央アジア比較法制研究セミナー実施(カザフスタン，キルギス，タジキスタン，ウズベキスタン)
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2009 [ウズベキスタン]
・企業活動の発展のための民事法令および行政法令の改善プロジェクト（フェーズ２）協力準備調査団派遣（11月）
[その他]
・中央アジア比較法制研究セミナー実施(カザフスタン，キルギス，タジキスタン，ウズベキスタン)

2010 ［ウズベキスタン］
・民間セクター活性化のための行政手続改善プロジェクト開始（名古屋大学）（4月～2012年4月まで）
［その他］
・中央アジア比較法制研究セミナー実施(カザフスタン，キルギス，タジキスタン，ウズベキスタン)（12月）

2011 ［ウズベキスタン］
・民間セクター活性化のための行政手続改善プロジェクト継続（司法省-名古屋大学）
［その他］
・中央アジア比較法制研究セミナー実施(カザフスタン，キルギス，タジキスタン，ウズベキスタン)（12月）

2012 ［ウズベキスタン］
・民間セクター活性化のための行政手続改善プロジェクト終了（名古屋大学）（5月）
［その他］
・中央アジア地域法制比較研究セミナー実施(カザフスタン，キルギス，ウズベキスタン，タジキスタン)（11月）

2013 ・中央アジア地域法制比較研究セミナー実施(カザフスタン，キルギス，タジキスタン，ウズベキスタン)（11月）

2017 ［ウズベキスタン］
・ウズベキスタン行政法（行政手続法，行政訴訟法）セミナー開催（３月）

年度 中央アジア

1999

2000 [ウズベキスタン]
・名古屋大学がウズベキスタン３大学と学術交流協定
・ウズベキスタンで内閣法制局が現地セミナー開催

2001 [ウズベキスタン]
・JICA調査団派遣

2002 [ウズベキスタン]
・本邦研修実施
・名古屋大学が中央アジア３か国から法律家を招いてシンポジウム開催
・タシケント法科大学に専門家１名派遣(名古屋大学)
・JICA調査団派遣
・現地シンポジウム開催(名古屋大学）
・現地調査実施(日弁連）
・現地セミナー開催(法総研・名古屋大学）

2003 [ウズベキスタン]
・JICA調査団派遣
・現地調査，現地シンポジウム開催(名古屋大学）
・専門家１名派遣(北海学園大学)
・本邦研修実施
・法務省・名古屋大学がウズベキスタン司法大臣を招へいし，名古屋大学でシンポジウム開催
・専門家２名(法務省・早稲田大学）を派遣し，本邦研修のフォローアップセミナー開催

2004 ・JICA調査団派遣
 　M/M締結(倒産法注釈書支援）
・本邦研修を実施(倒産法注釈書）
・民商法典起草支援を継続(名古屋大学）
・ウズベキスタン司法省に専門家１名派遣(三重大学)
・最高経済裁判所副長官招聘(法務省）
・現地ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ開催(名古屋大学）
・現地フォローアップセミナー開催(法務省)

2005 [ウズベキスタン]
・本邦研修実施（５月，11月） 　(倒産法注釈書）
・短期専門家派遣（８月，３月）　（法務省，大阪大学等）
・倒産法注釈書プロジェクト開始（法務省，2007年９月まで）
・企業活動の発展のための民事法令及び行政法令の改善プロジェクト開始（司法省-名古屋大学)(11月～2008年10月まで）
　（中小企業振興，担保法制改革，法令データベース）
・長期専門家１名派遣(名古屋大学)
・タシケント法科大学に日本法教育研究センター設立（名古屋大学）
・現地シンポジウム開催(名古屋大学）
[その他]
・中央アジア諸国の憲法裁判所の比較研究プロジェクト開始（名古屋大学）

2006 [ウズベキスタン]
・倒産法注釈書プロジェクト継続（法務省，2007年９月まで）
・倒産法注釈書プロジェクト，長期専門家１名（弁護士）派遣（法務省，2007年９月まで）
・本邦研修（５月,８月,９月,11月）
 　(倒産法注釈書）
・短期専門家派遣（６月，２月)　（法務省，弁護士）
・倒産法注釈書（ロシア語版）発刊　（３月）
・長期専門家１名追加派遣（名古屋大学）

2007 [ウズベキスタン]
・現地にて注釈書発刊プレゼンテーション実施（６月）
・現地にて注釈書普及セミナー開催（７月，12月）
・注釈書活用促進に向けたワークショップ開催（９月）
・注釈書（日本語版及びウズベク語版）発刊（９月）
・倒産法注釈書プロジェクト終了（９月）
・注釈書（英語版）発刊（３月）
[その他]
・「中央アジア比較法制研究セミナー」コース運営委員会設置

2008 [ウズベキスタン]
・「企業活動の発展のための民事法令および行政法令の改善プロジェクト」終了（名古屋大学） （12月）
[その他]
・中央アジア比較法制研究セミナー実施(カザフスタン，キルギス，タジキスタン，ウズベキスタン)
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年度 中国

1995

1996 ・ICCLCが日中民商事法セミナー開始(年１回)

1997 ・ICCLCが日中民商事法セミナー開催

1998 ・ICCLCが日中民商事法セミナー開催

1999 ・ICCLCが日中民商事法セミナー開催

2000 ・ICCLCが日中民商事法セミナー開催

2001 ・ICCLCが日中民商事法セミナー開催

2002 ・法総研・ICCLCが日中民商事法セミナー開催

2003 ・法総研・ICCLC・JETROが日中民商事法セミナー開催

2004 ・経済産業省等が中国に対する法整備支援(経済法)を開始
・法総研・ICCLCが日中民商事法セミナーを開催
・法総研・ICCLCが日中知的財産法制度講演会を開催(東京，大阪）

2005 ・法総研・ICCLC・JETROが日中民商事法セミナーを開催

2006 ・法総研・ICCLCが日中民商事法セミナーを開催

2007 ・JICA調査団派遣（６月）
・JICA中国民事訴訟法・仲裁法改善プロジェクトR/D　締結（11月）
・本邦研修実施（11月）
・国内研究会を設置（11月）
・現地セミナーを実施（３月）
・法総研・ICCLC・JETROが日中民商事法セミナーを開催

2008 ・JICAが弁護士を長期専門家として派遣(２年間)
・本邦研修実施(５月,11月)
・法総研・ICCLCが日中民商事法セミナーを開催

2009 ・中国現地セミナー開催（５月，７月，３月）
・中国国際私法，国際民事訴訟法講演会（清華大学副教授招へい）
・本邦研修実施（11月）
・権利侵害責任法成立（12月）
・法総研・ICCLC・JETROが日中民商事法セミナーを開催

2010 ・中国民事訴訟法・仲裁法改善プロジェクト終了時評価（5月）
・国別研修　「民事訴訟法及び民事関連法」（７月）
・国別研修　中国「司法人材育成研修」（7月）
・中国民事訴訟法・仲裁法改善プロジェクト本邦研修（10月）
・渉外民事関係法律適用法成立（10月）
・中国行政訴訟法現地セミナー（11月）
・長期専門家派遣(弁護士）
・法総研・ICCLCが日中民商事法セミナー（3月)

2011 ・本邦研修実施（11月：司法人材育成)
・現地セミナー開催（11月：民事訴訟法)
・本邦研修実施（１月：民事訴訟法及び民事関連法)
・石川民商事法センターが金沢セミナーを開催（３月）
・法総研・ICCLC・JETROが日中民商事法セミナーを開催(10月)

2012 ・現地セミナー開催（６月：相続法）
・国別研修「行政訴訟法及び行政関連法」開始(７月）
・本邦研修実施（７月：「行政訴訟法及び行政関連法」，１月：「民事訴訟法及び民事関連法（消費者権益保護法）」）
・中国民事訴訟法改正（８月）
・法総研・ICCLCが日中民商事法セミナーを開催(10月)

2013 ・本邦研修実施（５月：「民事訴訟法及び民事関連法（消費者権益保護法）」，10月：「同（著作権法）」）
・現地セミナー開催（８月：相続法）
・国別研修「民事訴訟法及び民事関連法」終了（10月）
・消費者権益保護法改正（10月）
・法総研・ICCLC・JETROが日中民商事法セミナーを開催（12月）
・JICA調査団（12月：詳細計画策定調査）

2014 ・市場経済の健全な発展と民生の保障のための法制度整備プロジェクト開始（2014年6月～2017年6月）
・長期専門家（弁護士）１名を派遣（日弁連）
・JICA調査団（５月：第１回JCC）
・本邦研修（10月：立法法，11月：行政訴訟法・行政関連法（教育法・食品安全法），１月：インターネット安全法）
・法総研・ICCLCが日中民商事法セミナーを開催（１月）
・JICA調査団（２月：第２回JCC）
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2015 ・市場経済の健全な発展と民生の保障のための法制度整備プロジェクト継続
・長期専門家１名（弁護士：日弁連派遣）継続
・本邦研修（10月及び11月；犯罪被害者権利保障立法，１月；業界協会･商会法、労災保険法）
・JICA調査団（10月：JCC)
・法総研・ICCLCが日中民商事法セミナーを開催（２月）

2016 ・市場経済の健全な発展と民生の保障のための法制度整備プロジェクト継続
・長期専門家１名（弁護士：日弁連派遣）継続
・JICA調査団（4月：JCC)
・本邦研修（9月：特許法，9月：民法，11月：行政手続法）
・法総研・ICCLCが日中民商事法セミナーを開催（11月）

2017 ・市場経済の健全な発展と民生の保障のための法制度整備プロジェクト継続（2020年6月まで期間延長）
・ＪＩＣＡ調査団派遣（６月，ＪＣＣ）
・現地セミナー実施（11月：民法）

年度 中国

1995

1996 ・ICCLCが日中民商事法セミナー開始(年１回)

1997 ・ICCLCが日中民商事法セミナー開催

1998 ・ICCLCが日中民商事法セミナー開催

1999 ・ICCLCが日中民商事法セミナー開催

2000 ・ICCLCが日中民商事法セミナー開催

2001 ・ICCLCが日中民商事法セミナー開催

2002 ・法総研・ICCLCが日中民商事法セミナー開催

2003 ・法総研・ICCLC・JETROが日中民商事法セミナー開催

2004 ・経済産業省等が中国に対する法整備支援(経済法)を開始
・法総研・ICCLCが日中民商事法セミナーを開催
・法総研・ICCLCが日中知的財産法制度講演会を開催(東京，大阪）

2005 ・法総研・ICCLC・JETROが日中民商事法セミナーを開催

2006 ・法総研・ICCLCが日中民商事法セミナーを開催

2007 ・JICA調査団派遣（６月）
・JICA中国民事訴訟法・仲裁法改善プロジェクトR/D　締結（11月）
・本邦研修実施（11月）
・国内研究会を設置（11月）
・現地セミナーを実施（３月）
・法総研・ICCLC・JETROが日中民商事法セミナーを開催

2008 ・JICAが弁護士を長期専門家として派遣(２年間)
・本邦研修実施(５月,11月)
・法総研・ICCLCが日中民商事法セミナーを開催

2009 ・中国現地セミナー開催（５月，７月，３月）
・中国国際私法，国際民事訴訟法講演会（清華大学副教授招へい）
・本邦研修実施（11月）
・権利侵害責任法成立（12月）
・法総研・ICCLC・JETROが日中民商事法セミナーを開催

2010 ・中国民事訴訟法・仲裁法改善プロジェクト終了時評価（5月）
・国別研修　「民事訴訟法及び民事関連法」（７月）
・国別研修　中国「司法人材育成研修」（7月）
・中国民事訴訟法・仲裁法改善プロジェクト本邦研修（10月）
・渉外民事関係法律適用法成立（10月）
・中国行政訴訟法現地セミナー（11月）
・長期専門家派遣(弁護士）
・法総研・ICCLCが日中民商事法セミナー（3月)

2011 ・本邦研修実施（11月：司法人材育成)
・現地セミナー開催（11月：民事訴訟法)
・本邦研修実施（１月：民事訴訟法及び民事関連法)
・石川民商事法センターが金沢セミナーを開催（３月）
・法総研・ICCLC・JETROが日中民商事法セミナーを開催(10月)

2012 ・現地セミナー開催（６月：相続法）
・国別研修「行政訴訟法及び行政関連法」開始(７月）
・本邦研修実施（７月：「行政訴訟法及び行政関連法」，１月：「民事訴訟法及び民事関連法（消費者権益保護法）」）
・中国民事訴訟法改正（８月）
・法総研・ICCLCが日中民商事法セミナーを開催(10月)

2013 ・本邦研修実施（５月：「民事訴訟法及び民事関連法（消費者権益保護法）」，10月：「同（著作権法）」）
・現地セミナー開催（８月：相続法）
・国別研修「民事訴訟法及び民事関連法」終了（10月）
・消費者権益保護法改正（10月）
・法総研・ICCLC・JETROが日中民商事法セミナーを開催（12月）
・JICA調査団（12月：詳細計画策定調査）

2014 ・市場経済の健全な発展と民生の保障のための法制度整備プロジェクト開始（2014年6月～2017年6月）
・長期専門家（弁護士）１名を派遣（日弁連）
・JICA調査団（５月：第１回JCC）
・本邦研修（10月：立法法，11月：行政訴訟法・行政関連法（教育法・食品安全法），１月：インターネット安全法）
・法総研・ICCLCが日中民商事法セミナーを開催（１月）
・JICA調査団（２月：第２回JCC）
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年度 ネパール

2007

2008 ・刑事法比較研究現地セミナー（2回）

2009

2010 ・本邦研修「刑事司法制度及び刑事手続にかかる比較研究」実施(７月)
・法整備支援アドバイザー長期専門家派遣(弁護士)（7月）
・本邦研修「民法及び関連法セミナー」実施(８月)
・現地調査実施（２月）

2011 ・「日本・ネパール捜査訴追実務比較共同研究」実施（９月）
・現地調査実施（11月）

2012 ・「日本・ネパール刑事司法共同研究」実施（７月）
・法整備支援アドバイザー長期専門家派遣継続(弁護士)（７月）
・本邦研修実施（「民法解説書作成」８月，「事件管理」９月)
・現地調査実施（１１月）

2013 ・法整備支援アドバイザー長期専門家派遣継続（弁護士）（７月）
・｢日本・ネパール司法制度比較共同研究｣実施(８月)
・法整備支援アドバイザー長期専門家派遣（弁護士）（９月）
・「ネパール迅速かつ公平な紛争解決のための裁判所能力強化プロジェクト」開始（2013年９月～2018年３月）
・同プロジェクト長期専門家派遣（弁護士）（９月）
・同プロジェクト第1回本邦研修実施（１２月）
・現地調査実施（３月）

2014 ・「ネパール迅速かつ公平な紛争解決のための裁判所能力強化プロジェクト」継続
・JICA調査団派遣（６月：運営指導調査）
・「日本・ネパール司法制度比較共同研究｣実施（９月）
・同プロジェクト第２・３回本邦研修実施（９月「調停」，12月「事件管理」）
・現地調査実施（11月，２月）

2015 ・「ネパール迅速かつ公平な紛争解決のための裁判所能力強化プロジェクト」継続
・同プロジェクト長期派遣専門家任期満了（弁護士），新規派遣（弁護士）（９月）
・法整備支援アドバイザー長期専門家任期満了（弁護士），新規派遣（弁護士）（９月）
・現地セミナー実施（10月）
・同プロジェクト第４回本邦研修（12月）
・現地調査実施（12月，２月）
・「日本・ネパール司法制度比較共同研究｣実施（３月）

2016 ・「ネパール迅速かつ公平な紛争解決のための裁判所能力強化プロジェクト」継続
・「ネパール民法の制定，普及及び施行支援のための招聘」実施（４月）
・同プロジェクト第５・６回本邦研修実施（７月，11月）
・JICA調査団派遣（９月：終了時評価）
・現地調査実施（12月）
・「日本・ネパール司法制度比較共同研究｣実施（３月）

2017 ・現地調査実施（11月）
・裁判所能力強化プロジェクト・ラップアップセミナー（2月）
・「日本・ネパール司法制度比較共同研究」実施（3月）
・ 「ネパール迅速かつ公平な紛争解決のための裁判所能力強化プロジェクト」終了（3月）
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年度 東ティモール

2008

2009 ・法案作成能力向上研修実施（7月）

2010 ・法案作成能力向上研修（フェーズ２）実施（8月）
・現地調査及び現地セミナー実施（3月：逃亡犯罪人引渡法，仲裁法）

2011 ・現地調査及び現地セミナー実施（3月：麻薬取締法，法案起草作業）

2012 ・法制共同研究実施（9月：薬物犯罪取締法，調停・仲裁法）
・現地セミナー及び現地調査実施（12月：薬物犯罪取締法，調停・仲裁法）

2013 ・東ティモール法制度アドバイザー（2013年4月～2014年3月）（活動内容～法案起草能力向上）
　現地調査及び現地セミナー実施（6月：調停法）
　現地調査及び現地セミナー実施（9月：調停法）
　JICA－Netセミナー実施（12月：調停法）
　現地調査及び現地セミナー実施（3月：調停法）

2014 ・現地調査実施（7月）
・共同法制研究実施（12月：少年法，国際法）
・現地調査及び現地セミナー実施（3月：少年法）

2015 ・共同法制研究実施（7月：調停法，婚姻・家族法）
・現地調査及び現地セミナー実施（12月：調停法）
・共同法制研究実施（3月：調停法，国籍法）

2016 ・現地調査実施（8月）
・共同法制研究実施（2月：市民登録法，婚姻・家族法）
・現地調査及び現地セミナー実施（3月：少年法）

2017 ・現地調査実施（8月）
・現地調査及び現地セミナー実施（11月：不動産登記法）
・共同法制研究実施（1月：土地関連法）
・現地調査実施（3月）
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年度 ミャンマー

2011

2012 ・日ミャンマー法制度比較共同研究実施（７月）－元ヤンゴン大学法学部長・元連邦最高裁判所研究国際関係部長を招へい（法総研）
・財務省財務総合政策研究所がミャンマー中央銀行との間で資本市場育成支援に関する覚書を締結（８月）
・現地セミナー開催（８月，JICA・UAGO：「公開会社の法制度及び企業統治の改革」）
・日ミャンマー司法制度比較共同研究実施（１１月）－連邦最高裁判所長官ら５名の現役裁判官を招へい（法総研・慶應義塾大学）
・現地セミナー開催（12月，JICA・UAGO：「国営企業の民営化にかかる法的側面」）
・連邦法務総裁府及び連邦最高裁判所と協議を実施（２月，法総研・JICA）

2013 ・現地セミナー開催（４月，JICA・UAGO：「商事仲裁」）
・日ミャンマー法制度比較共同研究実施（６月）－連邦法務長官及び連邦議会（下院）法案委員会委員長ら6名を招へい（法総研・JICA・
ICCLC）
・現地小規模セミナー実施（７月，法総研・JICA：UAGO・SC対象「知財法，法曹養成」）
・財務省財務総合政策研究所の支援によりミャンマー証券取引法成立（７月）
・JICAと連邦法務長官府・連邦最高裁判所との間で「ミャンマー法整備支援プロジェクト」に関する実施合意文書締結（８月２２日）
・現地小規模セミナー実施（９月，法総研・JICA：UAGO・SC対象「知財法，倒産法，法曹養成」）
・現地調査実施（１０月，法総研・JICA，刑務所・少年院等を訪問し，矯正局と協議）
・現地小規模セミナー実施（１１月，法総研・JICA・特許庁，UAGO・SC対象「知財法」）
・「ミャンマー法整備支援プロジェクト」開始（１１月２０日～，３年間）
･JICA長期専門家（弁護士）派遣(1月）
・現地小規模セミナー実施（２月以降，複数回。長期専門家：UAGO・SC対象「会社法」）
・現地小規模セミナー実施（２月，長期専門家：UAGO・SC対象「著作権法」）
・現地調査，小規模セミナー実施（３月，法総研：UAGO・SC対象「刑事手続における電磁的記録の取扱い」，「知的財産事件の捜査方法」）

2014 ・ミャンマー法整備支援プロジェクト継続
・現地小規模セミナー実施（４月，長期専門家：UAGO・SC対象「民事手続における電磁的証拠の取扱に関するセミナー」）
・現地小規模セミナー実施（４月～５月，法総研：UAGO・SC対象「日本の司法制度等について」）
・JICA長期専門家（業務調整）派遣（５月）
・JICA長期専門家（検事）派遣（５月）
・現地小規模セミナー実施（５月，日本取引所：UAGO・SC対象「証券市場，資本市場の概要等」）
・第１回本邦研修（５月　「日本の法・司法制度，機関の紹介」）
・ワーキンググループ活動実施（６月以降，随時開催）
・第１回合同調整委員会（７月）
･現地セミナー実施（７月，JICA・特許庁：UAGO・SC対象「知財法」）
・現地セミナー実施（８月，JICA：UAGO・SC対象「仲裁法」
・会社法アドバイザリーグループ開催（１０月）
・第２回本邦研修（11月　「人材育成」）
・第２回合同調整委員会（２月）
・第３回本邦研修（３月　「立法過程の効率化」）

2015 ・ミャンマー法整備支援プロジェクト継続
・現地セミナー実施（SC対象「事実認定」）
・第４回本邦研修（６月　「会社法」）
・中間評価，第３回合同調整委員会（７月）
・第５回本邦研修（１１月「研修手法，知財関係」）
・現地セミナー実施（１１月　知財裁判制度」）
・現地セミナー実施（２月「知財裁判制度」　日弁連　知財ネット等と共催）
・第６回本邦研修（２月，SC,UAGO,MOST，警察，税関対象　「知財裁判制度」）
・第４回合同調整委員会（３月）

2016 ・ミャンマー法整備支援プロジェクト継続（延長～2018.5）
・小規模セミナー実施（５月　「知財裁判制度」　知財ネット等と共催）
・第７回本邦研修（６月，SC,UAGO,DICA，国会議員対象「倒産法」）
・現地セミナー実施（７月　SC対象　「和解，調停を含む紛争解決制度）
・現地セミナー実施（８月　SC対象，これまでのインプットを踏まえた「知財裁判制度」の政策文書作りを開始）
・運営指導調査（１０月　JICA　次期プロジェクト協議）
・小規模セミナー実施（１１月　「倒産法」）
・第８回本邦研修実施（１１月　SC,UAGO,労働省，国会議員「和解，調停を含む紛争解決制度」）
・ＪＩＣＡ長期専門家（検事）交代（１２月）
・現地セミナー実施（２月「知財裁判制度」　）
・第９回本邦研修（２月，SC,UAGO,中央銀行，MOPF，会計検査院対象　「倒産法」）
・第５回合同調整委員会（３月）
・現地セミナー実施（３月「調停制度」）

2017 ・ミャンマー法整備支援プロジェクト継続
・JICA長期専門家（弁護士）交代（５月）
・現地調査実施（６月「不動産法制」）
・第１０回本邦研修（６月，SC,UAGO,MOPF,MOI対象「法案起草及び司法修習制度等」）
・共同法制研究実施（８月，「不動産法制」）
・現地セミナー実施（１０月，SC対象「新任裁判官用知的財産法教材の作成」）
・第１１回本邦研修（１０月，SC,UAGO,MOE対象「知的財産制度」）
・現地調査実施（２月「不動産法制」）
・現地セミナー実施（２月，SC,UAGO,MOE,警察，税関「知的財産制度」）
・第１２回本邦研修（３月，SC,UAGO,警察対象「新しいタイプの証拠」）
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バングラデシュ

2015 ・現地調査実施（６月，12月）
・共同研究実施（３月）

2016 ・共同研究・法律司法国会担当大臣招へい実施（10月）

2017 ・第１回本邦研修実施（12月：ADR等）
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年度 その他

1995

1996

1997

1998

1999

2000

2001

2002

2003

2004

2005

2006

2007

2008 ・名古屋大学が「法整備支援戦略の研究」全体会議を開催
・法整備支援連絡会開催(第10回)
・法総研・ICCLC・JETRO共催による第６回国際民商事法シンポジウム「アジア株主代表訴訟シンポジウム」開催
・法総研・ICCLC・石川国際民商事法センター・北國新聞社共催による「金沢セミナー」開催（３月）
・日韓パートナーシップ研修実施(第10回)

・財団法人国際民商事法センター(ICCLC)設立
・ICCLCが国際民商事法シンポジウムを２回開催
・法総研で多数国間(マルチ)研修を開始(モンゴル，ミャンマー，ベトナム)

・国際民商事法シンポジウム(倒産法制)開催（法総研，ICCLC，アジア太平洋比較法制研究会）
・マルチ研修継続(カンボジア，中国，ラオス，モンゴル，ミャンマー，ベトナム）

・名古屋大学が「法整備支援戦略の研究」全体会議を開催
・法整備支援連絡会開催(第８回)
・国際民商事法（地域別）研修を実施(カンボジア，ラオス，ミャンマー，ベトナム)
・日韓パートナーシップ研修実施(第8回)

・国際民商事法シンポジウム（第２回）(企業倒産・担保法制)開催
・マルチ研修継続(参加国は前年と同様）

・マルチ研修継続(参加国は前年と同様）
・日韓パートナーシップ研修実施(登記制度比較研究を中心)

・名古屋大学が「アジア法整備支援」全体会議を開催
・法整備支援連絡会開催(第７回)
・国際民商事法（地域別）研修を実施(カンボジア，ラオス，ミャンマー，ベトナム)
・法総研・ICCLC・JETRO共催による第５回国際民商事法シンポジウム「国際会社法シンポジウム」開催
・日韓パートナーシップ研修実施(第7回)

・法整備支援連絡会開催(第１回，第２回)
・世界銀行主催の法整備支援世界会議開催
・マルチ研修継続(参加国は前年と同様）
・法総研がADBと共催でマルチ研修開催
・日韓パートナーシップ研修実施(第２回)

・法整備支援連絡会開催(第９回)
・国際民商事法（地域別）研修を実施(カンボジア，ラオス，ミャンマー，ベトナム)
・法総研・ICCLCが「アジア株主代表訴訟セミナー」を開催
・石川国際民商事法センター「金沢セミナー」開催(２月）
・日韓パートナーシップ研修実施(第9回)

・法総研に国際協力部新設，同部が大阪へ移転
・ADB会議(フィリピン)出張
・法整備支援連絡会開催(第３回)
・世界銀行主催の第２回法整備支援世界会議開催
・法総研・ICCLC共催による国際民商事法シンポジウム（第３回）「ADRシンポジウム」開催
・マルチ研修継続(参加国は前年と同様）
・日韓パートナーシップ研修実施(第３回)

・日本貿易振興会アジア経済研究所(IDE-JETRO)が国際ワークショップ「アジアにおける法・開発・経済社会変化」を開催
・法整備支援連絡会開催(第４回)
・アジア知的財産権法制シンポジウム開催
・マルチ研修継続(カンボジア，中国，カザフスタン，ラオス，モンゴル， ミャンマー，タイ）
・法総研がADBと共催でフィリピン研修開催
・日韓パートナーシップ研修実施(第４回)

・法総研・ICCLCが日韓知的財産権訴訟講演会開催(東京，大阪)
・法整備支援連絡会開催(第５回)
・名古屋大学が「アジア法整備支援」全体会議を開催
・法総研・ICCLC・JETRO共催による国際民商事法シンポジウム（第４回）「知的財産権シンポジウム」開催
・国際民商事法（地域別）研修を実施(カンボジア，ラオス，ベトナム）
・法令外国語訳・実施推進検討会議開始
・イランからJICAに対して法整備支援要請
・日韓パートナーシップ研修実施(第5回)

・名古屋大学が「アジア法整備支援」全体会議を開催
・法整備支援連絡会開催(第６回)
・国際民商事法（地域別）研修を実施(カンボジア，ラオス，ミャンマー，ベトナム)
・名古屋大学がイランに対する法整備支援(本邦研修)を開始
・日韓パートナーシップ研修実施(第6回)
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2009 ・名古屋大学が「法整備支援戦略の研究」全体会議を開催
・法整備支援連絡会開催(第11回)
・法総研・ICCLC・JICA共催による「『私たちの法整備支援～ともに考えよう！法の世界の国際協力』シンポジウム」を開催
・法総研・ICCLC・石川国際民商事法センター・北國新聞社共催による「金沢セミナー」開催（３月）
・日韓パートナーシップ研修実施(第11回)

2010 ・法務省インターンシップ実施(８月）
・法総研・ICCLC共催による「アジア監査制度セミナー」開催（8月）
・法総研・ICCLC・名古屋大学共催による「サマーシンポ『私たちの法制度整備支援2010』」を開催（９月）
・法整備支援連絡会開催(第12 回)
・霞が関法科大学院インターンシップ実施(３月)
・法総研・ICCLC・石川国際民商事法センター・北國新聞社共催による「金沢セミナー」を開催（３月）
・日韓パートナーシップ研修実施(第12回)
・日韓支援協力検討ミニシンポジウム開催（３月）

2011 ・法務省インターンシップ実施(８月）
・法総研・ICCLC・名古屋大学・慶應大学・神戸大学・ITP共催による「サマーシンポ『私たちの法整備支援2011』」開催（９月）
・法総研・ICCLC共催による第７回国際民商事法シンポジウム「アジア監査制度シンポジウム」開催（9月）
・法整備支援連絡会開催(第13 回)
・霞が関法科大学院インターンシップ実施(３月)
・法総研・ICCLC・石川国際民商事法センター・北國新聞社共催による「金沢セミナー」開催（3月）

2012 ・法務省インターンシップ実施(９月）
・法総研・ICCLC・名古屋大学・慶應大学・神戸大学等共催による「私たちのシンポ『アジアの国の司法アクセス』」開催（11月）
・法整備支援連絡会開催(第14回)
・霞が関法科大学院インターンシップ実施(２月)
・法総研・ICCLC・石川国際民商事法センター・北國新聞社共催による「金沢セミナー」を開催（3月）
・日韓パートナーシップ研修実施(第13回)（6月，10月）

2013 ・法総研・ICCLC・名古屋大学・慶應大学等共催による「連携企画『アジアのための国際協力in法分野』」開催（11月）
・法整備支援連絡会開催（第15回）
・霞が関法科大学院インターンシップ実施(２月)
・法総研・ICCLC・石川国際民商事法センター・北國新聞社共催による「金沢セミナー」開催（3月）
・日韓パートナーシップ共同研究実施(第14回)（6月，11月）

2014 ・法総研・ICCLC共催による第８回国際民商事法シンポジウム「会社情報提供制度シンポジウム」開催（9月）
・法総研・ICCLC・名古屋大学・慶應大学等共催による「連携企画『アジアのための国際協力in法分野2014』」開催（11月）
・法整備支援連絡会開催（第16回）（1月）
・法総研・ICCLC・石川国際民商事法センター・北國新聞社共催による「金沢セミナー」開催（3月）
・日韓パートナーシップ共同研究実施(第15回)（6月，10月）

2015 ・法総研・ICCLC・名古屋大学・慶應大学等共催による「連携企画『アジアのための国際協力in法分野2015』」開催（5月，8月，11月）
・法整備支援連絡会開催（第17回）（1月）
・法総研・ICCLC・石川国際民商事法センター・北國新聞社共催による「金沢セミナー」開催（3月）
・日韓パートナーシップ共同研究実施(第16回)（9月，10月）

2016 ・法総研・ICCLC・名古屋大学・慶應大学等共催による「連携企画『アジアのための国際協力in法分野』」開催（6月，8月，12月）
・法整備支援連絡会開催（第18回）（1月）
・日韓パートナーシップ共同研究実施(第17回)（6月，10月）
・第69期司法修習生選択型司法修習実施（９月）

2017 ・法総研・ICCLC・名古屋大学・慶應大学等共催による「連携企画『アジアのための国際協力in法分野』」開催（6月，8月，12月）
・法総研・ICCLC・石川国際民商事法センター・北國新聞社共催による「金沢セミナー」開催（6月）
・日韓パートナーシップ共同研究実施(第18回)（6月，11月）
・霞ヶ関インターンシップ，第70期司法修習生選択型司法修習実施（８月）
・法総研・ICCLC主催による第９回国差民商事法シンポジウム「東南アジア４か国におけるコーポレート・ガバナンス～ ベトナム カンボジア ミャン
マー インドネシア ～」開催（9月）
・法総研・ICCLC主催による「日韓司法協力・不動産登記特別講演セミナー」開催（11月）
・法務省・最高裁・知財高裁・特許庁・日弁連・弁護士知財ネットの共催による「国際知財司法シンポジウム２０１７」を３日間にわたり開催（10月
～11月）
・法整備支援連絡会開催（第19回）（1月）

年度 その他

1995

1996

1997

1998

1999

2000

2001

2002

2003

2004

2005

2006

2007

2008 ・名古屋大学が「法整備支援戦略の研究」全体会議を開催
・法整備支援連絡会開催(第10回)
・法総研・ICCLC・JETRO共催による第６回国際民商事法シンポジウム「アジア株主代表訴訟シンポジウム」開催
・法総研・ICCLC・石川国際民商事法センター・北國新聞社共催による「金沢セミナー」開催（３月）
・日韓パートナーシップ研修実施(第10回)

・財団法人国際民商事法センター(ICCLC)設立
・ICCLCが国際民商事法シンポジウムを２回開催
・法総研で多数国間(マルチ)研修を開始(モンゴル，ミャンマー，ベトナム)

・国際民商事法シンポジウム(倒産法制)開催（法総研，ICCLC，アジア太平洋比較法制研究会）
・マルチ研修継続(カンボジア，中国，ラオス，モンゴル，ミャンマー，ベトナム）

・名古屋大学が「法整備支援戦略の研究」全体会議を開催
・法整備支援連絡会開催(第８回)
・国際民商事法（地域別）研修を実施(カンボジア，ラオス，ミャンマー，ベトナム)
・日韓パートナーシップ研修実施(第8回)

・国際民商事法シンポジウム（第２回）(企業倒産・担保法制)開催
・マルチ研修継続(参加国は前年と同様）

・マルチ研修継続(参加国は前年と同様）
・日韓パートナーシップ研修実施(登記制度比較研究を中心)

・名古屋大学が「アジア法整備支援」全体会議を開催
・法整備支援連絡会開催(第７回)
・国際民商事法（地域別）研修を実施(カンボジア，ラオス，ミャンマー，ベトナム)
・法総研・ICCLC・JETRO共催による第５回国際民商事法シンポジウム「国際会社法シンポジウム」開催
・日韓パートナーシップ研修実施(第7回)

・法整備支援連絡会開催(第１回，第２回)
・世界銀行主催の法整備支援世界会議開催
・マルチ研修継続(参加国は前年と同様）
・法総研がADBと共催でマルチ研修開催
・日韓パートナーシップ研修実施(第２回)

・法整備支援連絡会開催(第９回)
・国際民商事法（地域別）研修を実施(カンボジア，ラオス，ミャンマー，ベトナム)
・法総研・ICCLCが「アジア株主代表訴訟セミナー」を開催
・石川国際民商事法センター「金沢セミナー」開催(２月）
・日韓パートナーシップ研修実施(第9回)

・法総研に国際協力部新設，同部が大阪へ移転
・ADB会議(フィリピン)出張
・法整備支援連絡会開催(第３回)
・世界銀行主催の第２回法整備支援世界会議開催
・法総研・ICCLC共催による国際民商事法シンポジウム（第３回）「ADRシンポジウム」開催
・マルチ研修継続(参加国は前年と同様）
・日韓パートナーシップ研修実施(第３回)

・日本貿易振興会アジア経済研究所(IDE-JETRO)が国際ワークショップ「アジアにおける法・開発・経済社会変化」を開催
・法整備支援連絡会開催(第４回)
・アジア知的財産権法制シンポジウム開催
・マルチ研修継続(カンボジア，中国，カザフスタン，ラオス，モンゴル， ミャンマー，タイ）
・法総研がADBと共催でフィリピン研修開催
・日韓パートナーシップ研修実施(第４回)

・法総研・ICCLCが日韓知的財産権訴訟講演会開催(東京，大阪)
・法整備支援連絡会開催(第５回)
・名古屋大学が「アジア法整備支援」全体会議を開催
・法総研・ICCLC・JETRO共催による国際民商事法シンポジウム（第４回）「知的財産権シンポジウム」開催
・国際民商事法（地域別）研修を実施(カンボジア，ラオス，ベトナム）
・法令外国語訳・実施推進検討会議開始
・イランからJICAに対して法整備支援要請
・日韓パートナーシップ研修実施(第5回)

・名古屋大学が「アジア法整備支援」全体会議を開催
・法整備支援連絡会開催(第６回)
・国際民商事法（地域別）研修を実施(カンボジア，ラオス，ミャンマー，ベトナム)
・名古屋大学がイランに対する法整備支援(本邦研修)を開始
・日韓パートナーシップ研修実施(第6回)
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－ 編　集　後　記 －

　本号が刊行される頃には，じめじめとした梅雨が終わり，灼熱の太陽が顔を出す過酷な

夏が始まっていることでしょう。今年の夏も暑いと思いますが，本号で掲載されている記

事の内容も皆様に熱く伝わるものとなっているものと思います。

　さて，それでは本号で掲載している記事のラインナップを紹介させていただきます。

　まず，本号の「巻頭言」は，公益財団法人国際民商事法センター（以下，「ＩＣＣＬＣ」

と言います。）の大野恒太郎理事長に「法整備支援のその先」と題して，ＩＣＣＬＣが設

立から現在に至るまでに行ってきた具体的な活動をご紹介いただき，２０年以上にもわた

る期間の経過により支援対象国が求める支援内容に変化が生じてきていること，その変化

を踏まえ，ＩＣＣＬＣが行っていくべき役割について述べていただいています。

　次に，「寄稿」では， ＩＣＣＬＣの長屋寿研究員に「議事録係として法整備支援に携わ

って」と題して，議事録を作成することを通じて，日本が行っている法整備支援に携わっ

たことで得られたご経験への率直な感想を述べていただいております。個人的には，ＡＧ

会合と本邦研修で求められる議事録の作成形式が異なるといった事実を知ることができた

ことは大変参考になりました。

　また，カンボジア長期派遣専門家の内山淳専門家には，７２号から続いている連載記事

の第３弾「プノンペンの平日（３）～カンボジア法整備支援の日常～」を御執筆いただい

ております。今回の内容は，前号までで述べられていた「普通の平日」ではなく，現地で

長期派遣専門家として過ごす「特別な平日」について述べられております。長期派遣専門

家が現地で何を行うべきで，何を求められているかの疑問に対する一つの答えが明示され

た大変分かりやすい記事となっております。

　「特集」では，ウズベキスタンの行政法改革を取り上げました。

　まず，今号で特集を組むに至った経緯を当部岩井教官から日本とウズベキスタンの今ま

での関係性に触れつつ，説明をしていただきました。

　次に，名古屋大学大学院法学研究科の市橋克哉教授に「ウズベキスタンにおける行政法

の法典化と法解釈および法解釈学の可能性」と題して，ＪＩＣＡが２００５年からウズベ

キスタンに対して行ってきた法整備支援の成果である，今年の１月に制定された行政手続

法及び行政訴訟法典についてご説明いただき，さらに，来年１月に施行される行政手続法

を適切に運用するために必要となる課題についても見解を述べていただいています。

　また，ウズベキスタン最高検察庁アカデミー准教授のネマトフ・ジュラベック氏に「ウ

ズベキスタン行政法における新改革：課題とその解決」と題して，ソ連からの独立前後で

相違するウズベキスタンにおいての行政法の働きについて紹介していただき，今後ウズベ

キスタンで行政法が発展していくために必要な見解を述べていただいております。
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　「外国法制・実務」では，カンボジア及び中国の長期派遣専門家にそれぞれ執筆いただ

いた「カンボジアの司法　～未登記土地に関する紛争～」，「中国立法法の改正について

（２）」を掲載しました。現地で活躍されている長期派遣専門家から重要な情報を提供いた

だいております。

　「活動報告」の「会合」では，「第１９回法整備支援連絡会」を掲載しました。「国際研

修・共同研究」では，「平成２９年度東ティモール共同法制研究（土地関連法，特に不動

産登記制度について）」，及び「シンポジウム「ラオスの新民法典と立法手続」」を掲載し

ました。

　佐藤専門官による「専門官の眼」では，佐藤専門官自身が当部で担当した業務はもちろ

んのこと，担当業務以外で経験した研修及び海外出張について，経験したからこそ分かる

苦労や率直な感想が佐藤専門官自身の言葉で述べられており，当部の業務に関心のある方

には大変興味深い記事となっております。

　本号で初めて掲載することとなった「法整備支援活動年表」は，当部が把握している支

援対象国への支援開始から昨年度までに行った支援活動を掲載しております。今後は毎年

度更新の上，ＩＣＤ ＮＥＷＳでお知らせしていく予定です。

　最後になりましたが，御多忙の中，御寄稿くださいました皆様に厚く御礼申し上げます。

また，関係者の皆様におかれましては，今後とも更なる御協力を賜りますよう，何卒よろ

しくお願い申し上げます。

主任国際協力専門官　松波　宏幸
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